










項目別評価調書 No.1 

 

に取り組むとともに研究開発成果の普及

や社会実装を目指すものとする。 
 

計測技術、電磁波計測基盤技術（時空標準

技術、電磁環境技術）の研究開発を実施す

る。 
 

るか。 
 研究開発等

の取組・成

果が社会課

題・政策課

題の解決に

つながるも

のであり、ま

たは、それら

が社会的価

値の創出に

十分に貢献

するもので

あるか。 
 研究開発等

の成果を社

会実装につ

なげる取組

（技術シーズ

を実用化・事

業化に導く

等 ）が十分

であるか。 
 

＜指標＞ 
 具体的な研

究開発成果

（評価指標） 
 査読付き論

文数（モニタ

リング指標） 
 論文の合計

被 引 用 数

（モニタリン

グ指標） 
 研究開発成

果の移転及

び利用の状

況（評価指

標） 
 研究開発成

果の移転及

び利用に向

けた活動件

数（実施許

諾件数等）

（モニタリン

グ指標） 
 報道発表や

展示会出展

等を受けた

各種メディア

媒体の反響

口レーダーの開発及び

高度化、高出力パルス

レーザ開発で世界最高

出力達成、地上デジタ

ル放送波を用いた水蒸

気量推定技術の開発、

ホログラム印刷技術の

開発の推進、また、世

界最軽量 8kg・最小 50
cm3の衛星 THz リモセ

ン分光センサーTERE
X を概念検討から宇宙

品までの開発、AI 技術

を用い、自動で電離圏

密度の高度分布を導

出するシステムの構築

およびリアルタイム可

視化システムの構築、

電離圏観測や各種観

測データの取り込みか

らモデリングまで地球

物理分野の手法を駆

使しての最先端予報技

術の確立、機械学習に

よる太陽フレアの予

測、高精度でかつ実用

に耐えうる光周波数標

準の開発、 VLBI によ

る日本-イタリア間光格

子時計比較実験の実

施、インジウムイオン

光周波数標準とストロ

ンチウム光格子時計と

の周波数比計測を実

現、原子時計のチップ

化の実現に必要な低

消費電力発振器、ME
MS アルカリ金属セル

の開発、5G 端末等の

ミリ波帯アンテナから

の電波ばく露量の評価

方法の開発、従来より

も数倍性能が向上した

電磁耐性試験用アンテ

ナの開発および製品

化、 LED 照明からの

電磁干渉評価技術を

確立、ミリ波帯の無線

通信環境を改善可能

な電波散乱壁のメタマ

テリアル技術を用いた

薄型化、誘電体内にお

けるパルス波の挙動を

科学的意義、社会

課題・政策課題の

解決、社会的価値

の創出及び社会

実装につなげる取

組において顕著な

成果の創出や将

来的な成果の創

出の期待等が認

められることから、

A とする。主な状

況は以下のとお

り。 

 

化」に向けて、

下記のとおり、

科学的意義、

社会課題・政

策 課 題 の 解

決、社会的価

値の創出及び

社会実装につ

なげる取組に

おいて顕著な

成果の創出や

将来的な成果

の創出の期待

等が認められ

ることから、A

とする。主な状

況は以下のと

おり。 
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状況（評価

指標） 
 報道発表や

展示会出展

等の取組件

数（モニタリ

ング指標） 
 共同研究や

産学官連携

の状況（評

価指標） 
 データベー

ス等の研究

開発成果の

公 表 状 況

（評価指標） 
 （個別の研

究開発課題

における）標

準や国内制

度の成立寄

与状況（評

価指標） 
 （個別の研

究開発課題

における）標

準化や国内

制度化の寄

与件数（モニ

タ リ ン グ 指

標） 
等 

高速にシミュレーション

できる計算手法を開

発、国際放射線防護委

員会の参照値に準拠し

た世界初の小児数値

人体モデルの開発、テ

ラヘルツ帯までの生体

組織の電気定数データ

ベースの世界初の構

築等、科学的意義のみ

ならず社会・政策課題

の解決にも直結する成

果を創出した。 
さらに、京コンピュー

タを用いた PAWR デー

タの世界最大規模のビ

ッグデータ同化実験実

施及びリアルタイムデ

ータ配信およびゲリラ

豪雨予測実験、地デジ

放送波による水蒸気量

観測システムの整備及

び実証試験の実施、

「水蒸気＋風」ライダー

の開発など気象観測・

気象予測の高度化の

実現、航空機搭載合成

開口レーダーによる人

工構造物の自動抽出、

AI 技術を活用した土地

被覆分類などの情報

抽出技術高度化の実

現、マイクロ波イメージ

ング技術の建造物非

破壊検査への応用、ホ

ログラム印刷技術の車

載ヘッドアップディスプ

レイへの応用及び技術

移転推進、ホログラム

印刷技術による回折光

学素子を開発、テラヘ

ルツ波の文化財調査

への応用、また、テラ

ヘルツ小型センサーの

開発、テラヘルツ伝搬

モデルの開発によるテ

ラヘルツ利活用の活性

化への貢献、大気汚染

観測のGOSATへの概

念採用、宇宙天気予報

精度向上に関する国

際連携を推進、ICAO
グローバル宇宙天気セ
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ンターとしての業務開

始及び宇宙天気予報

業務の 24 時間化の実

現、太陽放射線被ばく

警報システム WASAVI
ES の実運用システム

を開発・外部公開、3次

元電離圏電子密度分

布に対応する電波伝

搬シミュレータ(HF-ST
ART)の開発・検証実

施、過去の電波警報・

宇宙天気情報資料の

デジタル化及び外部公

開、また、光格子時計

による国際原子時の校

正への貢献および標

準時の分散化への貢

献、大規模災害時や感

染症対策を考慮した本

部、神戸副局、標準電

波送信所運用管理体

制の実現、原子時計の

チップ化の実現に必要

な注入同期型 FBAR
分周器・低背型 MEMS
セルを企業大学連携で

の開発、ワイワイを提

案・技術実証し、コンソ

ーシアム設立による実

利用に向けた推進、人

体安全性評価技術と

標準化に関する国際ワ

ークショップを開催、準

ミリ波帯・ミリ波帯にお

いて人体に入射する電

力密度と温度上昇の

関係を定量的に明らか

にし、ICNIRP や IEEE
の国際ガイドライン改

定版の根拠として採

用、国家標準トレーサ

ブルな電力標準の開

発、広帯域不要発射の

測定期間を 1/10 以下

とする高速試験・評価

技術を確立し、船舶用

レーダーの開発期間及

びコストの大幅な削

減、国内初の過去から

の電波環境の推移を

定量的に明確化し市街

地および郊外における
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基地局周辺電波強度

の空間分布の統計量

の評価等、社会・政策

課題の解決や社会的

価値を創出する実績を

達成した。 
加えて、スマホアプリ

「３D 雨雲ウォッチ」の

開発・実証・普及、地デ

ジ水蒸気量推定技術

を開発・技術実証を実

施、ウィンドプロファイ

ラの ACS 抑圧技術開

発および ISO 規格案

の取りまとめ、テラヘル

ツ帯の文化財調査へ

の応用、ミリ波帯の外

壁タイル検査・壁画調

査への有効性を実証

し、技術移転推進、車

載ヘッドアップディスプ

レイ向けの光学素子の

技術移転を推進、空気

品質の予報についてビ

ジネス化の取り組み、

宇宙天気業務を 24 時

間・365 日体制とし、IC
AO 宇宙天気センター

のためのサービスを確

立、AI 技術を利用した

太陽フレア発生確率予

報システムを開発及び

運用開始、タイ･チュン

ポンに VHF レーダーを

開設し、準天頂衛星の

測位精度向上に大きく

貢献した、太陽放射線

被ばく警報システム W
ASAVIES を開発し及

び外部公開、また、標

準時に関して、神戸副

局を設置し分散化を実

現、新しい無線双方向

測位技術（ワイワイ）を

提案し民間企業の協

力のもとに試作、光テ

レホン JJY サービス開

始、次世代衛星双方向

時刻・周波数比較モデ

ムの製品化、4 拠点に

散在する約 35 台のセ

シウム原子時計から合

成時系を生成し、高精
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開発するものとする。 
加えて、社会インフラや文化財の効率的

な維持管理に貢献する電磁波による非破

壊・非接触の診断技術について、観測デ

ータを高度解析・可視化するための技術

の研究開発を行うとともに、平成 32 年度

までに現地試験システムの実用化のため

の技術移転を進めるものとする。 
 

の変化抽出等の状況を判読するために必要

な技術の研究開発に取り組むとともに、観測

データや技術の利活用を促進する。さらに、

世界最高水準の画質（空間分解能等）の実現

を目指した、レーダー機器の性能向上のため

の研究開発を進める。 
 

との実証実験等を通じて、突発的大気現象の予測技術の向上に貢献し

た。 
 内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）により開発を進め

たマルチパラメータ・フェーズドアレイ気象レーダー（MP-PAWR）につい

ては国土交通省が運用する関東圏の既存レーダー（XRAIN）観測デー

タとの反射強度および降雨量の比較による性能評価を実施し、既存レ

ーダーと同等かそれ以上の観測精度が得られることを確認した。観測

データを用いた豪雨の直前予測情報による実証実験を通して MP-PA
WR の有効性を積極的にアピールした。さらに、第二期（平成 30 年度

〜令和 4 年度）において、防災科学技術研究所、日本気象協会、大阪

大学、埼玉大学など他機関との密接な連携により首都圏豪雨予測シス

テムによる大規模イベントおよび自治体との実証実験を実施し、参加し

た自治体等から高い評価を得た。また、AIP 加速課題（JST）「ビックデ

ータ同化と AI によるリアルタム気象予測の展開（平成 30 年〜令和 3
年度）」において理化学研究所と協力し、スーパーコンピュータ Oakfore
st-PACS（筑波大と東大が共同で運営）を用いて、MP-PAWR の 30 秒

ごとのリアルタイムデータを用いたゲリラ豪雨予報実験を令和 2 年の夏

期に実施し、11 日間に渡って平均 4 分以内に 30 分先の予報を発表す

ることを実現した。 
 地上デジタル放送波を利用した水蒸気量の観測網の展開のため、低コ

スト化による廉価版モデル（同時に 4ｃh 受信が可能）を令和元年に完

成させた。SIP（第二期）を通じてサービス化を日本アンテナと連携実施

することにより、SIP 最終年度の令和 4 年から首都圏のデータについて

はサービス開始見込みである。また、オリンピック・パラリンピック競技

大会での首都圏豪雨予測システムおよび九州地方での線状降水帯予

測システムにおいて地デジ水蒸気観測情報のデータ同化精度向上を

実現する。さらに、地デジ水蒸気観測の全国展開を想定し、反射体が

少ない可能性のある山間部での反射法の実用性実証試験を実施し、

反射体が期待できない地域における反射板の有効性も確認した。 
 次世代ウィンドプロファイラにおけるアダプティブクラッタ抑圧システム

（ACS）の開発については、気象庁の現業ウィンドプロファイラである W
INDAS の河口湖局、名古屋局、福井局、水戸局に加え、機構のウィン

ドプロファイラ LQ-13 を用いた ACS の実証実験を実施することで、そ

の有効性を明らかにした。また、機構主導で ISO 国際規格作業文書

（WD）案を作成して ISO 委員会原案（CD）をとりまとめ、ISO 国際規格

案（DIS）の作成を進めた。今後は、令和３年 11 月の最終国際規格案

（FDIS）の発行に向けて作業を進め、令和 4 年 11 月に ISO 規格発行

予定である。 
 世界最高レベルの画質（高分解能（15cm）、高感度化、耐偽像性能の

向上）の高精細航空機搭載合成開口レーダー（Pi-SAR X3）について、

令和 2 年度末までに分解能確認のための予備実験を実施した。また、

Pi-SAR X2データを用いた情報抽出技術の高度化として、土砂崩れ場

所の自動推定手法の開発、社会インフラモニターなどのへの応用を可

能とする人工構造物の自動抽出手法の開発、AI 技術（深層学習）によ

る土地被覆分類、地表面の高分解能 3 次元イメージング技術の開発、

高度推定の高精度化手法の開発等を行った【論文掲載】。 
 近年の社会課題である豪雨の高精度予測を可能にする水蒸気観測の

実現に向けて、高出力パルスレーザの発振波長を広範囲に渡って長期

間安定して制御する手法の開発に成功。2μm 帯高出力パルスレーザ

技術と CO2 差分吸収ライダー技術を活用した地上設置型水蒸気・風ラ

イダーを開発した。また、ラジオゾンデによる同期観測による水蒸気観

測性能の検証を実施し、目標精度の湿度±10%を達成した。 
 

実証した。 
 衛星ビックデータを

用いた COVID-19 前

後の「空気キレイ度

マップ」の発信を実施

した。 
 ホログラム印刷技術

の開発を進め、光学

素子の印刷およびプ

ロジェクタとの組み合

わせ技術を確立し

た。 
等、科学的意義が大き

い独創性、先導性に富

んだ顕著な成果の創

出や将来的な成果の

創出が期待される実績

が得られた。 
 
【社会的価値】 
 京コンピュータを用い

た PAWR データの世

界最大規模のビッグ

データ同化実験を実

施するとともに、リア

ルタイムデータ配信

を行い、ゲリラ豪雨

早期探知システムの

実証実験を行った。 
 WINDAS を用いた A

CS 実証実験により

航空機クラッタ除去

に成功し ISO 規格に

反映した。 
 地デジ放送波による

水蒸気量観測システ

ムの整備及び実証

試験の実施や、水蒸

気の流れを捉える

「水蒸気＋風」ライダ

ーの開発など気象観

測・気象予測の高度

化を実現した。 
 航空機搭載合成開

口レーダーによる人

工構造物の自動抽

出、AI 技術を活用し

た土地被覆分類など

の情報抽出技術の

高度化を実現した。 
 マイクロ波イメージン

グ技術の建造物非

破壊検査への応用、

施し、観測装

置のプロトタ

イプから廉価

版の開発ま

で至ったこと

は科学的意

義及び社会

実装につな

がる取組に

おいて顕著な

成果の創出

や将来的な

成果の創出

の期待が認

められる。ま

た、世界最高

レベルの高

分解能等の

画質の高精

度航空機搭

載合成開口

レーダー（Pi-

SAR X3）の

開発、３次元

イメージング

技術等の情

報抽出技術

の高度化及

び衛星搭載

用ドップラー

ライダー用高

出力パルス

レーザ開発で

世界最高出

力を達成した

ことや、次世

代ウィンドプ

ロファイラに

ついての提

案内容がＩＳ

Ｏ規格化され

たことは科学

的意義及び

社会課題の

解決につな

がる取り組み

において顕

著な成果の

創出が認め

られる。 

 

放送波を

用いた水

蒸気量推

定技術を

開発 ・技

術実証を

実 施 し 、

観測装置

のプロトタ

イプから

廉価版の

開発まで

至ったこ

と は 、 科

学的意義

及び社会

実装につ

ながる取

組におい

て顕著な

成果の創

出が認め

られる。ま

た、世界

最高レベ

ルの高分

解能等の

画質の高

精度航空

機搭載合

成開口レ

ーダー（Pi

- SAR  X

3 ） の 開

発 、 ３ 次

元イ メー

ジング技

術等の情

報抽出技

術の高度

化及び衛

星搭載用

ドップラー

ライダー

用高出力

パルスレ

ーザ開発

で世界最

高出力を

達成した

こ と や 、

次世代ウ

ィンドプロ
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宇宙天気予報体制構築に協力した。 
 令和元年 12 月より宇宙天気予報業務の 24 時間化を実現した。 
 平成 29 年度補正予算により神戸副局を開局、実際に予報業務を実施

し、有事の際にも予報業務が行えることを確認した。また宇宙環境イベ

ント自動通報システムとデータ収集システムを統合し、システムの情報

セキュリティ強化と冗長化を実現した。 
 
国際連携にかかる活動： 
 宇宙天気予報精度向上に関する国際連携を推進、平成 30年には駐米

日本大使館において国際会議を主催した。 
 国際宇宙環境サービス（ISES）にかかる活動：宇宙天気予報配信機関

のコンソーシアムである ISES の役員選挙が行われ、石井室長が Dep
uty Director に選出され活動を主導している。 

 国際民間航空機関(ICAO)にかかる活動：ICAOにおける宇宙天気情報

利用および宇宙センターの検討のため ICAO 気象パネルに出席してき

た。豪・仏・加とのコンソーシアムとしてグローバルセンターに決定。令

和元年 11 月よりサービスを開始。滞りなく業務を遂行している。 
 世界気象機関（WMO）にかかる活動：宇宙天気検討チーム（IPT-SWeI

SS）に石井室長がサイエンスタスクチームリーダーとして活動。平成 27
年-平成 29 年、および平成 30 年-令和 5 年の 4 か年計画の策定に寄

与。EGU 等学会でのセッション座長をおこなうなどの活動を行う。 
 ITU-R：SG-3 の国内対応組織である電波伝搬委員会に主査として石

井室長が活動。同委員会の議長を行う。SG-3 関連会合に出席し電離

圏全電子数のフォーマットに関する寄与文書等を提出した。 
 
国内連携にかかる活動： 
 関連研究機関との連携：科研費新学術領域「太陽地球圏環境予測（PS

TEP）」に当室から多くの研究者が参画し、基礎研究と実利用の架け橋

となる研究開発を進めてきた。宇宙天気の我が国への影響評価につい

て公表するとともに令和 2 年 10 月に公開・報道発表を行った。 
 
実利用展開にかかる活動： 
 宇宙天気ユーザーズフォーラムを毎年 1 回開催し、ユーザーへの情報

発信およびニーズ･シーズマッチングの検討を推進。航空業界、測位業

界等を中心に毎回 100-200 名程度の参加者がある。 
 

携を推進するととも

に、令和元年に ICA
O グローバル宇宙天

気センターとしての

業務を開始したこと

に加え、宇宙天気予

報業務の 24 時間化

を実現した。 
 タイ･チュンポンにVH

F レーダーを設置し、

プラズマバブルを観

測することで、準天

頂衛星の測位精度

向上に大きく貢献出

来る可能性ができ

た。 
 3 次元電離圏電子密

度分布に対応する電

波伝搬シミュレータ

（HF-START）を開発

し、観測データとの比

較による検証を実施

した。 
 太陽電波観測システ

ムに太陽フレア発生

検出アルゴリズムを

実装を進めるととも

に、過去を含めた太

陽学観測データを標

準フォーマットで公開

した。 
 過去の電波警報・宇

宙天気情報資料の

デジタル化及び外部

公開を行った。 
等、社会課題の解決や

社会的価値の創出に

貢献する顕著な成果の

創出や将来的な成果

の創出が期待される実

績が得られた。 
 
【社会実装】 
 宇宙天気業務を 24
時間・365 日行う体

制とし、ICAO 宇宙天

気センターの一翼と

して滞りなく活動を継

続した。 
 HF-START につい

て、電離圏リアルタイ

ムトモグラフィーと結

合することによるリア

成果の創出

や将来的な

成果の創出

の期待が認

められる。 

 

業務を開

始したこ

と に 加

え、宇宙

天気予報

業務の 24

時間化を

実現した

こ と は 、

社会的価

値及び社

会実装に

つながる

取組にお

いて顕著

な成果の

創出が認

め ら れ

る。 
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 た。また、この基板を利用して田無-小金井間の水蒸気量観測に成功し

た。成果を Radio Science 誌で令和元年 6 月に誌上発表した。 
 原子時計のチップ化を実現することで、携帯端末を時刻同期網のノード

として機能させることを企図して、原子時計のサイズ縮減及び低消費電

力化を目指した研究開発を開始した。圧電MEMS 振動子を利用した低

消費電力の 3.4GHz 発振器, 位相変調方式による原子遷移への安定

化、GHz帯ローコスト 1/2FBAR 分周器、長期安定度に優れる新しい原

子ガス源等様々な要素技術の開発に成功した。 
 量子カスケードレーザー（QCL）を利用して一酸化炭素の回転遷移を検

出し、さらに QCL の発振周波数を回転遷移周波数に安定化してテラヘ

ルツ量子標準を実現した。また THz 周波数の計測に不可欠となる、広

帯域・高精度 THz カウンターを超格子ミキサーを利用して開発した。そ

の他、テラヘルツ域の基準周波数を通信帯に変換して遠隔地に伝送す

ることで、遠隔地の周波数基準を利用してテラヘルツ域光源の周波数

を正確に測定する技術を開発し、応用物理学会論文賞を受賞した。 
 

表現として認定され、

国際原子時のオンタ

イム歩度校正を世界

で初めて実現した。 
 複数の海外研究機

関と連携し、機構開

発の次世代衛星双

方向時刻・周波数比

較モデムを用いた時

刻比較実証実験を実

施した。 
 原子時計のチップ化

の実現に必要な注入

同期型 FBAR 分周

器、低背型MEMSセ

ルを企業大学連携で

開発した。 
 ワイワイを提案・技術

実証し、コンソーシア

ム設立により実利用

に向けて進展した。 
等、社会課題の解決や

社会的価値の創出に

貢献する顕著な成果の

創出や将来的な成果

の創出が期待される実

績が得られた。 
 
【社会実装】 
 標準時の信頼性向

上にむけ、神戸副局

を新たに設置し、分

散化を実現した。 
 感染症対策として本

部、神戸副局、標準

電波送信所のリモー

ト監視機能を拡充し

た。 
 新しい無線双方向測

位技術（ワイワイ）を

提案して実験室で非

常に高い計測精度

（ピコ秒、mm）を確認

し、安価・高出力なモ

ジュールを民間企業

の協力のもとに試作

した。 
 光テレホン JJY の実

用サービスを開始し

安定した運用を行

い、利用者・アクセス

数共に増大した。 
 次世代衛星双方向

性 ・耐災

害性の向

上に向け

て、神戸

副局を新

たに設置

し 、 分 散

化を実現

したことも

高く評価

できる。 
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小型可搬システムを開発し、従来方式に比べて約 10 倍の高速化と 7
分の 1 の小型化を達成した。本開発システムは、可変バンドパスフィル

ターによる自作の前処理（フロントエンド）部と既製品の EMI（ElectroM
agnetic Interference；電磁干渉） レシーバーによる高速処理部から

構成される。プリセレクター部の設計として、フロントエンド部は YIG（イ

ットリウム・鉄・ガーネット）フィルターの発熱対策を施し、高速処理部で

は極短パルスを測定可能な条件を明らかにし、リアルタイム並列測定

が可能な市販測定装置の機種選定を行った。従来の逐次測定方式で

は３日間以上の測定期間を必要としたが、本開発システムでは、同調

制御機能の開発を経て、高速フーリエ変換を利用することにより約 3 時

間で測定可能（10 倍以上の高速化）となり、気象条件等の変化の影響

を受けにくくなるため、測定精度向上及びコストの大幅な削減を可能と

した。更に、従来方式では 19 インチラック 2 本分の機材を専用の 4 トン

トラックに積載していたが、本開発システムはラック1/3本以下のサイズ

であり、可搬ケースに収納可能である。これらの高速化・可搬化により、

船舶用レーダーだけではなく近年利用が増えている気象レーダーや衝

突防止レーダーの不要発射の現地測定の効率化・高速化等も可能とし

た。 
 電気自動車（EV）等において導入が見込まれるワイヤレス電力伝送

（Wireless Power Transfer：WPT）や LED 照明等の普及において重

要となる 30MHz 以下の放射妨害波測定に用いるループアンテナの新

しい較正法を開発し、国際相互認証制度に準拠した ISO/IEC 17025
規格適合の較正サービスを開始し、IEC の国際無線障害特別委員会

（CISPR）規格に反映される見込みである（令和３～令和 4 年度に発行

見込み）。 
 超高周波電磁波に対する較正技術について、産業総合技術研究所と

の共同研究により 140GHz-330GHz の国家標準（国際単位系（SI））に
トレーサブルな電力標準（等温制御型ツインドライカロリメータ）を開発

し、その成果は IEEE 誌に掲載された。そして、同周波数帯用の市販電

力計の較正装置を構築し、不確かさ評価を完了し、周波数 300GHz ま

で、途切れることなく、ミリ波帯電力計の較正サービスを世界で初めて

開始した。これにより、無線システムの認証に必要なスプリアス電力測

定の新規格値の移行期限（現在経過措置中であり令和 4 年 12 月 1 日

完全施行）の一年以上前に無線設備の新規制への適合証明の取得に

必要なミリ波帯電力計の較正を可能としてほしい」との 5G ベンダー等

の無線機・測定機器メーカー等の要望に遅滞なく対応することができ

た。また、ミリ波帯電力の基準値を提供できることになり、 300GHz 帯

の無線局免許交付に必要な電力測定を可能とし、同周波数帯の利用

を想定している B5G/6G のわが国での研究開発を促進した。 
 広帯域不要発射（スプリアス）の計測法について、測定レンジ 400m の

測定場を確保すると共に周波数 1GHz から 26GHz に亘る 123 波の実

験用無線局免許を取得し、測定場の性能評価（電波環境・季節変動・

広帯域伝搬特性）を行った。測定場の性能を改善するために、多重波

伝播（マルチパス）対策として草地による拡散反射及び複数の電波吸

収体による多重反射波防止壁を導入することで、受信アンテナの高さ

の変化に伴う受信電力の変動に対する国際規格の要求（受信電力変

動 3dB以内となるpeak to peak 2.3dB）を満足した。国際規格を満足

する測定場としては英国に次ぐ世界で 2 か所目（アジア初）であり、今

後、無線機器の型式検定試験等で活用されることで、世界シェアの半

分を占める国内レーダーメーカーの国際競争力が強化（レーダーの開

発・試験にかかる期間・費用が大幅に節減）される見込みである。 
 国際電気通信連合（ITU）の無線通信部門（ITU-R）が令和元年に開催

した世界無線会議（WRC19）における275GHz以上の新たな周波数特

 ミリ波帯までの生体

組織の電気定数デー

タベースを開発し、準

ミリ波帯・ミリ波帯に

おいて人体に入射す

る電力密度と温度上

昇の関係を定量的に

明らかにし、我が国

の電波防護指針改

定版（総務省情報通

信審議会答申）およ

び世界初の 5G 人体

防護規制（総務省令

等）に反映されるとと

もに、WHO が推奨

し、ICNIRP や IEEE
の国際ガイドライン

改定版の根拠として

採用された。 
 無線機器の型式検

定で義務付けられて

いるレーダー不要発

射試験を行う測定場

の性能評価を行い、

国際規格を満足する

測定場として、アジア

初、世界で 2 か所目

の認定を受けた。 
 新スプリアス規格へ

の対応として、新た

に必要となった 110 
GHz 以上の国家標

準トレーサブルな電

力標準を開発した。 
 広帯域不要発射の

測定期間を 1/10 以

下とする高速試験・

評価技術を確立し、

船舶用レーダーの開

発期間及びコストの

大幅な削減を可能と

した。 
 国際規格の大規模

改定に対応するた

め、較正サービスに

関する 100 編以上の

手順書や管理文書を

改定し、世界初の 30
0GHz 帯の電力計を

含む数十種類の較

正品目について較正

サービスを提供し

た。 

おいて 、

顕著な成

果の創出

が認めら

れる。 
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ルチスケールモデルを世界で初めて開発した。また、身長・体重およ

び体内の各臓器重量について、国際放射線防護委員会（ICRP）の
参照値に準拠した小児数値モデルを世界で初めて開発し、詳細な人

体ばく露評価結果が IEEE 誌（IF>4）に掲載されるとともに、WHO が

加盟国に参照することを推奨している国際非電離放射線防護委員

会（ICNIRP）のガイドライン改定版の根拠として採用され、携帯電話

基地局に対する安全許容値の不必要な厳格化を阻止した。数値人

体モデルは今後一般公開予定である。 
 人体を構成する皮膚や筋肉等の生体組織の電磁気的特性や数値

人体モデルの研究開発の成果を用いて 5G 等で用いられる準ミリ

波・ミリ波帯において人体に入射する電波の強度と体温上昇の関係

を定量的に明らかにした成果が国際学術論文誌に論文掲載される

とともに、我が国の電波防護指針改定版（総務省情報通信審議会答

申）および世界初の5G人体防護規制（総務省令等）に反映されるの

みならず、WHO が加盟国に参照することを推奨している国際非電

離放射線防護委員会（ICNIRP）や IEEE の国際ガイドライン改定版

の根拠として採用された。 
 100kHz 帯の電波を利用する電気自動車用 WPT システム等による

人体の電磁界ばく露量をより高精度に評価する手法として、これま

でに確立していない 100kHz 帯における SAR や内部電界の直接測

定法を開発するために、液剤中で使用可能な光電界センサーの試

作や液剤中でのアンテナ較正法の拡張について検討し、外部磁界

による誘導電界の実験的評価を実施し、成果を学会で発表した。よ

り精密な適合性評価方法が利用できることで、WPT システムの開

発・普及を大きく後押しするより効率的な電波利用（より大電力での

WPT 給電）を可能とした。 
 新たな無線通信・電波利用システムの電波防護指針への適合性を確

認するための評価技術を開発するために、以下の検討を行った。 
 最新の 5G 端末（Sub-6GHz）の人体防護指針値の指標である単位

質量当たりの吸収電力である比吸収率（Specific Absorption Rat
e; SAR）評価を可能とするためのシステム開発を行った。SARの次

世代型超高速測定システム（アレイ化測定システム）の不確かさ（測

定の信頼性）の評価のために、4G/LTE 端末および 5G 端末（Sub-6
GHz）35 機種（周波数、変調条件、人体モデルとの位置関係等のの

べ 3500 条件）についての大規模データ取得を行い、適合性評価の

高速化法の妥当性を検証し、成果を研究集会等で報告した。 
 kHz から MHz の周波数を用いた大電力ワイヤレス電力伝送（Wirel

ess Power Transfer：WPT）システム等の適合性評価に関する不

確かさ評価や実証データを取得し、得られた成果を国際学術論文誌

に掲載するとともに、国際規格標準化会議に寄書し、IEC 技術報告

書に反映されるとともに、国際規格の策定作業に貢献した（国際規

格の発行は令和 4 年度を予定）。また、より高い周波数帯でビーム

状の電波を利用したビーム制御マイクロ波 WPT システムの屋内で

の利用を想定し、ビームの向きや鋭さ、壁による反射を考慮した防

護指針への適合性評価方法について検討し、成果を学会等で発表

するとともに、総務省情報通信審議会での審議や国際標準化会議

での審議に寄書した。 
 5G/WiGig システム等のミリ波帯携帯無線端末の適合性評価方法

の妥当性・不確かさ評価等に関する検討を行い、成果が IEEE 誌（I
F>4）に掲載されるとともに、IEC 国際標準化会議に寄書され、IEC
技術報告書に反映されるとともに、令和 2 年度に回付された IEC 国

際規格投票用委員会原案（CDV）にも反映され、国内規制導入のた

めの総務省情報通信審議会答申やその後の世界に先駆けた5Gの

以上のことから、中

長期計画を着実に達

成した上で、顕著な成

果の創出が認められた

他、将来的な成果の創

出が期待される実績も

得られたため、評定を

「A」とした。 
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機構は、機構法第 14 条第 1 項第 3 号

（周波数標準値の設定、標準電波の発

射及び標準時の通報）に基づき、社会経

済活動の秩序維持のために不可欠な尺

度となる周波数標準値を設定し、標準電

波を発射し、及び標準時を通報する業務

を行っている。 
また、機構は、機構法同条同項第 4 号

（電波の伝わり方の観測、予報及び異常

に関する警報の送信、並びにその他の

通報）に基づき、短波帯通信の途絶や衛

星測位の誤差増大等の影響を生じさせ

る太陽活動や地磁気及び電離圏の乱

れ、宇宙放射線の変動に関する観測や

予報・警報を行っており、安定的な社会

経済活動の維持に不可欠な電波の伝わ

り方の観測等の業務である。 
さらに、機構は、機構法同条同項第 5

号（無線設備（高周波利用設備を含む。）

の機器の試験及び較正）に基づき、社会

経済活動に不可欠な無線設備の性能に

関する試験や測定結果の正確さを保つ

ための較正を行っており、電波の公平か

つ能率的な利用を実現するためには不

可欠な業務である。 
これらの業務は、社会経済活動を根底

から支えている重要な業務であり、継続

的かつ安定的に実施するものとする。本

業務は、「１．ＩＣＴ分野の基礎的・基盤的

な研究開発等」における研究開発課題の

一定の事業等のまとまりに含まれるもの

とし、評価については、別紙 2 に掲げる

評価軸及び指標を用いて、研究開発課

題と併せて実施する。 

 的かつ安定

的に実施さ

れ て い る

か。 
 

＜指標＞ 
 各業務の実

施結果とし

ての利用状

況（評価指

標） 
 各業務の実

施状況（モニ

タ リ ン グ 指

標） 
 

３－１．機構法第 14 条第 1 項第 3 号の業務 
機構法第 14 条第 1 項第 3 号は、正確な時

刻及び周波数の維持に不可欠な業務を規定

したものである。この業務は、社会経済活動

の秩序維持のために必要不可欠な尺度とな

る周波数標準値の設定、標準電波の発射及

び標準時の通報を行うものであり、正確な時

刻及び周波数の維持に不可欠である。このた

め、機構は関連する研究開発課題と連携しな

がら、これらの業務を継続的かつ安定的に実

施する。 
 

３－１．機構法第 14 条第 1 項第 3 号の業務 
 機構法第 14 条第 1 項第 3 号業務については、日本標準時の発生に

おいて、神戸副局の運用を開始しバックアップ局として安定維持すると

共に、ダウンタイムなく協定世界時 UTC への同期を安定に保ちつつ（±
20ns 以内）運用を行った。標準時の供給においては、送信所において

度重なる自然災害による受電停止等にも自家発電装置等で対応して

標準電波を連続送信（稼働時間率 99.99%以上）すると共に光テレホン

JJY（9 万アクセス/月）、テレホン JJY（12 万アクセス/月）、NTP（40 億

アクセス/日）（括弧内は令和 2 年 10 月実績）など各種手法による供給

を安定に行った。さらに機構本部及び標準電波送信所の標準信号発生

機器の更新を計画に基づき実施するとともに電源設備の二重化や空

調設備の総点検等、システムの経年劣化による事故を未然に防ぐ対策

を実施した。 
 

１ -（３）電磁波計測基

盤技術（時空標準技

術）に含めて自己評価 
機構法第 14 条第 1 項

第 3 号に定める業務

を、関連する研究開発

課題と連携しながら、

継続的かつ安定に実

施すると共に、神戸未

来 ICT 研究所内に日

本標準時副局を設置し

て本部大規模被災時

の代替機能を確保し

た。標準時の供給にお

いては、各種手法によ

る供給を安定に行っ

た。さらに、標準信号

発生機器の更新を計

画に基づき実施した

（機構本部及び標準電

波送信所）。 
 

３－２．機構法第 14 条第 1 項第 4 号の業務 
機構法第 14 条第 1 項第 4 号は、電波の伝

わり方の観測、予報及び異常に関する警報

の送信、並びにその他の通報に関する業務

を規定したものである。この業務は、短波帯

通信の途絶や衛星測位の誤差増大等の影響

を生じさせる太陽活動や電離圏の乱れ、宇宙

放射線の変動に関する観測や予警報（いわ

ゆる宇宙天気予報）を行うものであり、安定し

た電波利用に不可欠である。このため、機構

は関連する研究開発課題と連携しながら、こ

れらの業務を継続的かつ安定的に実施す

る。 
 

３－２．機構法第 14 条第 1 項第 4 号の業務 
 機構法第 14 条第 1 項第 4 号に定める業務を、関連する研究開発課題

と連携しながら、第 4 期計画期間を通して滞りなく遂行し、適切な情報

提供を行った。 
 宇宙天気予報センター神戸副局を開設し、予報業務に関わるシステム

の冗長化を実現すると共に、宇宙天気予報業務の 24 時間化を開始し

た。 
 国内 4 か所（稚内、国分寺、山川、沖縄）の電離圏定常観測システムに

ついて、観測頻度を 15 分毎から 5 分毎へ向上させるとともに、送受信

機の冗長系を整備し、観測システムの高機能化・安定化を進めた。 
 近年の予報データを用いて宇宙天気予報の予測精度の評価を実施す

るとともに、1950 年代の電波警報業務にまでさかのぼって資料をデジ

タル化し復元することで、利用できるデータとして外部公開を行ってい

る。 
 日本、フランス、オーストラリア、カナダのコンソーシアムとして、国際民

間航空機関（ICAO）宇宙天気センターに選出され運用を開始した。 
 太陽放射線被ばく警報システム WASAVIES を開発し、ICAO 宇宙天

気センターの重要情報として航空各機関への情報提供を開始した。 
 

１ -（２）宇宙環境計測

技術に含めて自己評

価 
機構法第 14 条第 1 項

第 4 号に定める業務

を、関連する研究開発

課題と連携しながら、

継続的かつ安定的に

実施した。さらに、神戸

副局を開設し、システ

ムの冗長化を実現する

と共に、業務の 24 時

間化を開始した。加え

て、国際民間航空機関

（ICAO）宇宙天気セン

ターに選出され運用を

開始した。また、過去

の電波警報・宇宙天気

情報資料をデジタル化

し外部公開した。 
 

３－３．機構法第 14 条第 1 項第 5 号の業務 
機構法第 14 条第 1 項第 5 号は、高周波利

用設備を含む無線設備の機器の試験及び較

正に関する業務を規定したものである。この

業務は、社会経済活動に不可欠な無線設備

の性能に関する試験や、その測定結果の正

確さを保つための較正を行うものであり、電

波の公平かつ能率的な利用を実現するため

には不可欠である。このため、機構は関連す

る研究開発課題と連携しながら、これらの業

３－３．機構法第 14 条第 1 項第 5 号の業務 
 機構法第 14 条第 1 項第 5 号に定める業務を、関連する研究開発課題

と連携しながら、継続的かつ安定的に実施し、電波の公平かつ能率的

な利用の実現に貢献した（較正件数 325 件）。 
 国際相互認証（国際MRA）を可能とする ISO/IEC17025規格の大幅改

定に対応するために、100 編以上の手順書や管理文書を改定し、ISO/
IEC17025 規格が要求する事項を満たす事業者である旨を示す JCSS
（Japan Calibration Service System）認定のための現地審査への対

応を、業務を止めることなく行い、認定機関からの指摘事項ゼロという

高評価で、登録を完了した。これにより、国際MRA 認定を取得し、機構

１ -（４）電磁波計測基

盤技術（電磁環境技

術）に含めて自己評価 
機構法第 14 条第 1 項

第 5 号に定める業務

を、関連する研究開発

課題と連携しながら、

継続的かつ安定的に

実施した。さらに、ISO/
IEC17025 規格対応の
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的な技術が不可欠であ

ることから、【重要度：高】

として、以下の研究開発

等に取り組むとともに研

究開発成果の普及や社

会実装を目指すものとす

る。  

術に関して基礎から応用

までの幅広い研究開発を

行う。これにより様々なＩＣ

Ｔの統合を可能とすること

で、新たな価値創造や社

会システムの変革をもたら

す統合ＩＣＴ基盤の創出を

目指す。  

るか。 
 研究開発等

の取組・成

果が社会課

題 ・政策課

題の解決に

つながるも

のであり、ま

たは、それら

が社会的価

値の創出に

十分に貢献

するもので

あるか。 
 研究開発等

の成果を社

会実装につ

なげる取組

（技術シーズ

を実用化・事

業化に導く

等）が十分で

あるか。 
 

＜指標＞ 
 具体的な研

究開発成果

（評価指標） 
 査読付き論

文数（モニタ

リング指標） 
 論文の合計

被引用数（モ

ニタリング指

標） 
 研究開発成

果の移転及

び利用の状

況 （評価指

標） 
 研究開発成

果の移転及

び利用に向

けた活動件

数 （実施許

諾件数等 ）

（モニタリン

グ指標） 
 報道発表や

展示会出展

等を受けた

各種メディア

ンパクトファクタやサイテーションが高い

論文誌に多くの論文が採択されている。 
 工場等製造現場における無線通信の適

用モデルの策定を進め、SRF 無線プラッ

トフォームによるブリッジ処理を提案し、I
EEE における工場無線のホワイトペー

パーを作成した。 
 超大容量マルチコアネットワークシステ

ム技術について、マルチコア光ファイバ

に加え光スイッチや光増幅器でも世界ト

ップレベルの研究成果を数多く継続的に

創出し、常に世界を牽引している。 
 光通信デバイス分野において、多くの世

界トップレベルの研究成果を継続的に創

出し、また「100 G アクセス」について、

中長期計画を超える世界最大級容量の

130 Gbps 超級の光・無線シームレス接

続を達成した。 
 世界初の 10 Gbps 級の伝送速度の衛

星搭載用超高速通信機器を開発し、ま

た、SOTA と光地上局間で光子レベルの

量子通信実験に世界で初めて成功し

た。 
 
【社会的価値】 
 ICN/CCN について、通信基本ソフトウェ

アプラットフォーム「Cefore」を開発し、オ

ープンソースとして公開、Cefore を組み

込んだネットワークエミュレータ、ICN オ

ープンテストベッドも開発し、欧州 GEAN
Tへの接続し、日欧共同公募プロジェクト

ICN 2020 の実験検証基盤として活用さ

れた。 
 自営網と 5G の公衆網の認証・連携する

モデルにより、自営マイクロセルの技術

実証を進めた。実用化に資する技術規

格に貢献した。 
 超大容量マルチコアネットワークシステ

ム技術について、中長期計画に加え、早

期実用化に適した標準外径のマルチコ

アファイバの開発を開始し、力を入れて

いる。 
 「100 G アクセス」について、時速 500 k

m を超える高速鉄道へ適宜 20 Gbps 級

信号を配信することが可能であることを

原理的に実証した。 
 衛星-5G/B5G 連携検討会の開催からス

ペース ICT 推進フォーラムの設立へと発

展させたこと、ESA と連携して衛星 5G ト

ライアルの立案したことなど、衛星 5G に

向けた具体的な取り組みを進めた。 
 
【社会実装】 

及び社会実装につなげ

る取組において成果の

創出や将来的な成果

の創出の期待等が認

められることから、B と

する。主な状況は以下

のとおり。 

  

解決、社会的価値の

創出及び社会実装に

つなげる取組において

顕著な成果の創出や

将来的な成果の創出

の期待等が認められ

ることから、A とする。

主な状況は以下のとお

り。 
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十分に踏まえつつ、平成

42 年（２０３０年）頃のネ

ットワーク制御の完全自

動化を目指した基礎技

術の研究及びネットワー

クインフラ上を流通する

情報（データ、コンテン

ツ）に着目した新たなネ

ットワークアーキテクチャ

の平成３２ 年度までの

確立を目指した研究を行

い、科学的意義（独創

性、革新性、先導性、発

展性等）が十分に大きな

研究成果の創出を目指

すものとする。 
なお、ネットワークアーキ

テクチャの確立のために

は関係企業・団体との連

携が不可欠であることか

ら、中長期計画において

機構の役割を明確化し

つつ、産学官連携によっ

て研究開発成果の最大

化を目指すことを明確化

するものとする。また、こ

れまでの新世代ネットワ

ーク技術の研究開発に

関する総括を踏まえて、

今後のネットワーク研究

やテストベッド構築等の

活動方針を中長期計画

に反映させるものとす

る。 
 

ターネット）の時代に求め

られる柔軟性の高いネット

ワークの実現を目指して、

ネットワークの利用者（ア

プリケーションやサービ

ス）からの要求に応じたサ

ービス間の資源分配・調

停及び論理網構築等の自

動化に求められる分散制

御技術及びネットワークイ

ンフラ構造やトラヒック変

動状況等に基づくサービ

ス品質保証技術に関する

研究を行う。IoT サービス

のアプリケーション、クラウ

ド技術及び仮想化技術の

進展等を十分に踏まえつ

つ、広域テストベッド等を

用いた技術実証を行うこと

で、平成 42 年頃のネット

ワーク制御の完全自動化

を目指した基礎技術を確

立する。 
また、ネットワーク上を流

通する情報に着目した、情

報・コンテンツ指向型のネ

ットワーキングに関する研

究として、大容量コンテン

ツ収集・配信並びにヒト・モ

ノ間及びモノ・モノ間の情

報伝達等をインターネット

プロトコルよりも高効率か

つ高品質に行うため、デー

タやコンテンツに応じて最

適な品質制御や経路制御

等をネットワーク上で自律

分散制御に基づき実行す

る新たな識別子を用いた

情報・コンテンツ指向型の

ネットワーク技術に関する

研究を行う。広域テストベ

ッド等での実証実験を行う

ことで、新たなネットワーク

アーキテクチャとして確立

を目指す。 
なお、本研究の実施に

際しては、研究成果の科

学的意義を重視しつつ、

ネットワークアーキテクチ

ャの確立を目指して関連

企業・団体等との成果展

開を見据えた産学官連携

を推進する。また、これま

法を設計した。本提案はネットワーク管理分野の代表的な国際会議 IFIP/
IEEE IM 2017 に採択された。また、ネットワーク・サーバ挙動の監視・複

合イベント処理（分析）・割付・調整を繰返し、サービスに必要な資源量を

見積る自動資源調整方法の設計と設定自動化の設計を行った。自動資

源調整方法の基礎設計は IEEE/IFIP ICIN 2017 で発表した。 
• 大規模デバイス管理自動化のため、 IoT ディレクトリサービスを設計・開

発した。当システムは 10 億レコード規模の IoT デバイスの属性情報を、1
0 ミリ秒以内の低遅延応答で安全に提供することを目指して設計され、機

構内 1 億レコードから抽出された 10 万レコードの単一データベースで基

礎実験を行い、平均 5.12 ミリ秒、99.6%の要求が 10 ミリ秒以内に応答さ

れる性能を得られることを検証した。 
 
• 平成 29 年度は、エラスティック性能安定化と分散制御機構に関連して、

以下の成果を創出した。 
• サービス品質要求およびトラヒック時変動に応じて、CPU 飽和発生や経

路変更等に起因するサービス品質劣化の抑制に向け、複数の仮想ネット

ワークの計算・通信資源を投機的に自動分配調停する機構の応用にサ

ービス機能チェイン (SFC: Service Function Chaining) を定め、複数

の SFC 間で計算機資源を自動調停する機構を世界で初めて設計し、ネ

ットワーク運用管理に関する代表的な国際会議 IEEE NOMS  2018 で

発表した。資源固定割当法と比較し、全てのサービス機能チェインにおけ

る CPU 飽和発生頻度を 90%以上低減でき、サービス品質向上に寄与で

きることを確認した。また、資源固定割当法では、同程度の CPU 飽和発

生頻度を達成するには 2 倍の資源が必要なことから、提案手法によって

資源利用効率を向上できることを確認した。あわせて、複数のサービス機

能チェイン (SFC) 間で計算機資源を自動調停する機構に関して通信事

業者の研究所と共同研究を開始した。 
• ネットワークの大規模障害・復旧の過程において、制御機能を自律分散

的に再構築するリアクティブ型分散制御機構の実装を行い、国際会議 iP
OP 2017 にて動態展示を行った。 

 自動資源調停制御の実証実験環境構築に向け、相互接続性や実用性の

高い IETF (Internet Engineering Task Force) 標準の SFC アーキテ

クチャに準拠したデータ転送基盤を開発した。通過パケットのフィルタリン

グおよび組織内外のネットワーク間の IP アドレス変換サービスを想定し、

Firewall と NAT の機能を網内に設定して、SFC のデータ転送を立証し

た。 
 ネットワーク・サーバ挙動の監視・分析・調整・割付を繰返して各仮想網内

でサービスに必要な資源量を見積るための「ネットワーク資源分配自動調

停技術 ARCA (ARCA: Autonomic Resource Control Architecture)」
を、実用性能訴求と標準化寄与のためにクラウド環境構築用のソフトウェ

ア群 OpenStack 上で資源調整プラットフォームとして実装し、RedHat In
novation Award Asia Pacific を受賞した。また、ARCA が行う、外部お

よび内部のイベント検出データを相関付け、要求する資源量との関係性

を学習する資源調整システムに関し、システムに 15%程度の余分な資源

を割り当てることで、資源リクエスト棄却を回避可能であることを確認し

た。成果を国際会議 ICIN 2018 で発表した。 
 システムが要求する資源量を決定するのに外部イベント検出器から得ら

れたデータ分析が有効であることを立証した。ARCA を、相互接続された

１マイクロサービスとしてモデル化し、ARCA の各コンポーネントのアルゴ

リズムを定式化した。資源利用のピーク時およびバースト時に、ユーザー

の資源要求棄却を 30%削減できることを確認した。成果をインパクトファ

クタ 4.682 の IEEE TNSM (Transactions on Network and Service 
Management) 誌で発表した。 

 

ットワーク資源分配自動調停技術 ARC
A」について、相互接続された１マイクロ

サービスとしてモデル化し、ARCA の各

コンポーネントのアルゴリズムを定式化

し、資源利用のピーク時およびバースト

時に、ユーザーの資源要求棄却を 30%
削減できることを確認、さらにネットワー

クモニタリング及び各サービス内の資源

調整制御を行う AI/ML の組み込み性能

向上を図った。 
 複数の仮想ネットワークの計算・通信資

源を投機的に自動分配調停する機構の

応用にサービス機能チェイン (SFC) を
定め、複数の SFC 間で計算機資源を自

動調停する機構を世界で初めて設計し、

資源固定割当法と比較し、全てのサービ

ス機能チェインにおける CPU 飽和発生

頻度を90%以上低減でき、サービス品質

向上に寄与できることを確認した。 
 
〇ネットワークインフラ構造やトラヒック変

動状況等に基づくサービス品質保証技術

に関する研究として、IoT エッジコンピュー

ティング技術の研究を実施し、複数のサー

ビスに簡便に提供可能なネットワーク基盤

を実現するインフラ層とプラットフォーム層

の 2 階層のアーキテクチャを考案し、低遅

延処理や省電力性を損ねることなく、階層

間の制御メッセージ量を従来手法に比べ 1
/100 に削減した。 
 
〇新たな識別子を用いた情報・コンテンツ

指向型のネットワーク技術(ICN/CCN) に
関する研究として、 
 移動体通信方式を設計し、CCNx と比較

してハンドオーバー時のデータ損失、お

よびデータ取得時間を半減することが可

能であることを確認した。 
 高品質なストリーミングを実現する L4C2
の基本設計およびシミュレーション評価

し、CCNx と比較して制御トラヒックを 8
0%削減し、QoE を最大 25%向上した。 

 Blockchain 技術を活用したユーザーとコ

ンテンツに対する分散管理機構を設計し

た。 
 
〇レベルの高い研究成果を継続的に創出

し、インパクトファクタやサイテーション（他

論文からの参照数）が高い論文誌に多くの

論文が採択された。 
 
等、科学的意義が大きい独創性、先導性

に富んだ成果の創出や将来的な顕著な成

果の創出が期待される実績が得られた。 

ク資源分配自動

調停技術 ARCA

（Autonomic Reso

urce Control Arc

hitecture）や複数

の SFC（Service F

unction Chaining）

間で計算機資源を

自動調停する機

構を設計し、高い

性能を実現すると

ともに、国内企業

との連携実験等を

行ったことは科学

的意義、社会的価

値及び社会実装

につながる取組に

おいて成果の創

出や将来的な成

果の創出の期待

が認められる。ま

た、ICN（Informati

on-Centric Netwo

rking）/CCN（Cont

ent-Centric Netw

orking）通信基本

ソフトウェアプラッ

トフォーム Cefore

の開発・公開する

とともに、開発した

実ネットワーク上

での実証実験の

ための ICN オープ

ンテストベッド（CU

TEi：Container-ba

sed Unified Testb

ed for ICN） に導

入させ、欧州の研

究・教育機関向け

ネットワーク GEAN

T に接続し、日欧

共同公募プロジェ

クト ICN2020 の実

験検証基盤として

稼働・活用された

ことは社会的価値

において成果の創

出や将来的な成

果の創出の期待

が認められる。 

 

ワーク資源分配

自動調停技術 AR

CA（Autonomic R

esource Control 

Architecture）や

複数の SFC（Serv

ice Function Cha

ining）間で計算機

資源を自動調停

する機構を設計

し、高い性能を実

現するとともに、

国内企業との連

携実験等を行った

こと、また、ICN（In

formation-Centric

 Networking）/CC

N（Content-Centri

c Networking）通

信基本ソフトウェ

アプラットフォーム

Cefore を開発・公

開するとともに、

開発した実ネット

ワーク上での実証

実験のための ICN

オープンテストベ

ッド（CUTEi：Conta

iner-based Unifie

d Testbed for IC

N） に導入させ、

欧州の研究・教育

機関向けネットワ

ーク GEANT に接

続し、日欧共同公

募プロジェクト ICN

2020 の実験検証

基盤として稼働・

活用されたこと

は、社会的意義、

社会的価値及び

社会実装につな

がる取組におい

て、顕著な成果の

創出が認められ

る。そして、それら

のレベルの高い

研究成果を継続

的に創出し、イン

パクトファクターや

サイテーションの

高い論文誌に多く

の論文が採択さ
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で新世代ネットワーク技術

の研究開発において得ら

れた知見や確立した技術

及び構築したテストベッド

等の総括を踏まえた上で

本研究を進める。 
 

 平成 30年度は、ネットワーク環境の変化に俊敏に対応するサービス品質

保証技術として、以下の成果を創出した。 
 ネットワーク資源分配自動調停技術 ARCA の拡張を行い、仮想ネットワ

ークサービスの維持に必要な「計算コスト（設定されたサービス品質維持

に必要な資源総量、運用時間、資源調整時間、パケット棄却によるサービ

ス品質低下した場合に生じるペナルティ、から導出）」を関連手法と比べて

12%以上削減可能であることを示した。この研究成果は、ICIN 2019にて

発表された。 
 IA-SFC （Intelligent Adaptive Service Function Chaining：複数のサ

ービス機能チェイン間で計算資源を自動調停する機構）に対して、AI を適

用したネットワーキング技術研究を開始し、総務省直轄委託プロジェクト

を民間企業 3 社と共に受託した。 
 5G におけるスライシング技術の自動化手法に関する論文を ITU の旗艦

国際会議である Kaleidoscope 2018 国際会議に投稿し、最優秀論文賞

を受賞した。本論文では、ネットワーク構築技術で用いられる機械学習・A
I 技術を分類し、ネットワーク制御自動化に不可欠であるネットワークスラ

イスの設計、構築、展開、運用、制御、管理を担うネットワーク機能を定義

し、トラフィック変動に対してサービス品質を維持するための動的なネット

ワーク資源調整ならびに運用に役立つ機械学習・AI 技術について、IoT
ディレクトリサービスをユースケースに挙げた。 

 
 令和元年度は、ARCA にネットワークモニタリング及び各サービス内の資

源調整制御を行う AI/ML (Machine Learning) の組み込みを実施した。

また、ARCA と、IoT ディレクトリサービスを統合し、資源自動制御機構を

広域テストベッド等で性能評価を行った。またネットワーク構築制御自動

化技術の総括論文を IEEE Comm. Std. Mag. で発表した。 
 民間企業 3 社と共に受託した総務省直轄委託プロジェクトに対し、これま

で研究を実施してきた IA-SFC に対して AI を適用したネットワーキング技

術研究を継続して実施した。計算資源の利用状況を時系列として扱い、こ

れを AI に学習させることで安定的な SFC の移行・再構成案を導くアルゴ

リズムを開発し、国際会議 IEEE NetSoft 2019 に投稿・採録された。 
 サービス機能チェイン検証基盤を用いた産学官 9社での連携実験の成果

が、OECC/PSC’19 の最優秀論文 （通称ポストデッドライン論文）の特別

セッションに採択された。 
 
 令和 2 年度は、ARCA に AI/ML の組み込みを実施するとともに、IoT-DS
を組み込んだ資源自動制御機構をテストベッドで検証し、ITU Kaleidosc
ope’20 にて発表した。国内キャリアと共同で、ARCA コントローラから国

内キャリアのスライスゲートウェイを制御する検証実験を行い、相互接続

性を立証。また、海外キャリアとの連携実験に向けて設計論文を発表 (IF
IP/IEEE NOMS’20) し、接続インターフェース開発した。 

 サービス機能チェイン (SFC) 基盤の検証環境をテストベッド (JOSE) 
上に構築し、国内企業 4 社と合同で 100 ノード超規模の連携実験を実施

し、障害やトラヒック変動等発生時における高速な（秒～分単位の）資源

自動調整を実証した。AIを活用した計算機資源自動調整技術に関する成

果について、国内企業 3 社と合同で TM Forum にて技術内容展示を行

うとともに、IEEE NetSoft’20 で発表した。また、当該技術を含む総務省

直轄委託研究成果の総括論文を、IEEE APNOMS’20で基調講演した。 
 

・ 〇ネットワークインフラ構造やトラヒック変動状況等に基づくサービス品質

保証技術に関する研究として、分散配置された多数のデバイスからのデ

ータを低遅延で処理する IoT エッジコンピューティング技術の研究を実施

し、複数のサービスに簡便に提供可能なネットワーク基盤を実現するイン

フラ層とプラットフォーム層の 2 階層のアーキテクチャを考案した。インフラ

 
【社会的価値】 
〇ネットワークの利用者（アプリケーション

やサービス）からの要求に応じたサービス

間の資源分配・調停及び論理網構築等の

自動化に求められる分散制御技術として、 
 ARCA の実用性能訴求と標準化寄与の

ためにクラウド環境構築用のソフトウェア

群 OpenStack 上で資源調整プラットフォ

ームとして実装した。 
 IA-SFC について、総務省直轄委託プロ

ジェクトを民間企業3社と共に受託、サー

ビス機能チェイン検証基盤を用い国内企

業 9 社で連携実験や TM Forum にて合

同で技術内容の展示を行う等、技術浸透

を図った。 
 
〇IoTエッジコンピューティング技術として、

クラウド・エッジ連携処理フレームワークを

開発、企業連携のために総合テストベッド

推進センターが構築中のライドシェア・見

守り、スマート空調、コネクテッドカーの各

実証システムへ導入した。 
 
〇新たな識別子を用いた情報・コンテンツ

指向型のネットワーク技術 (ICN/CCN) に
関する研究として、 
 通信基本ソフトウェアプラットフォーム「C

efore」を開発し、オープンソースとして公

開した。 
 開発コードの大規模検証が容易な仮想

ネットワーク環境を提供するため、Cefor
e を組み込んだネットワークエミュレータ

も開発した。 
 ICN オープンテストベッドも開発し、欧州

の研究・教育機関向けネットワーク GEA
NT への接続に成功、日欧共同公募プロ

ジェクト ICN2020 の実験検証基盤として

稼働し、活用された。 
 
〇IETF/IRTF 及び ITU-T SG13 におい

て、積極的に多くの標準化提案を継続して

実施した。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出

に貢献する成果の創出や将来的な顕著な

成果の創出が期待される実績が得られ

た。 
 
【社会実装】 
〇ネットワークの利用者（アプリケーション

やサービス）からの要求に応じたサービス

間の資源分配・調停及び論理網構築等の

自動化に求められる分散制御技術として、 

れたことや、IETF

における「マルチ

キャスト網トレー

ス」の標準化文書

の認定を始め、IT

U-T における複数

の勧告承認を得

たことについて

も、高く評価でき

る。 

 

31



項目別評価調書 No.2 

 

層では資源配置を抽象化する独自構造「仮想リージョン」の実現により、

低遅延処理や省電力性を損ねることなく、階層間の制御メッセージ量を従

来手法に比べ 1/100 に削減する効果をシミュレーションを用いた基礎評価

により確認した。平成 29 年度には、利用状況が変動する動的な環境にお

いても、低遅延処理や省電力性が損なわれないことを、シミュレーションに

より確認した。方式設計と有効性検証結果を採択率 25%の IEEE ICCC
N 2017 で発表した。また、プラットフォーム層の基本機能として、膨大数

のデータフローに対しフロー毎に処理資源を割当てる自律分散処理プラッ

トフォームを設計し、作成した。作成したソフトウェア（PIQT、P2P pub/sub
ブローカー）は github 上でオープンソース公開した。作成したソフトウェア

を用いて 1,000 個のセンサが 10,000 個/秒のデータを生成させるデータフ

ロー処理において、資源割り当てを 100 ミリ秒内に高速動的変更できるこ

とを基礎評価した。関連成果は ICNC 2017（採択率 28%）にて発表した。 
 
 平成 29 年度には、IoT エッジコンピューティングの実装に関し、連続的に

生成されるコンテンツを効率的に取得するため、膨大数のデータフローに

対しフロー毎に処理資源を割当てる分散フロー処理プラットフォームを JO
SE テストベッド上で実証し、200デバイスを想定した環境での動作実証に

成功した。5 ms 以内の平均データ配信遅延が実現可能であり、かつ、状

況に応じたデータ処理の実行位置の変更に伴う配信エラーを少なく保つ

ことができることを確認した。設計とシミュレーションによる有効性検証の

成果を、国際会議 IEEE COMPSAC 2017（採択率 20%）で発表した。 
 
 平成 30 年度には、IoT エッジコンピューティングを対象としたネットワーク

内データフロー処理方式において、依存関係を動的に解決して構造を再

構成することでリソース利用効率を向上させる方法を考案した。再構成の

際、10 万のノードが存在する状況下で適切な処理リソースを 5ミリ秒以内

に発見可能とする手法を詳細設計、シミュレーションにて効果を検証し、I
EEE Globecom 2018にて発表した。また、インフラ層において低遅延応

答を維持可能なクロスレイヤ制御に基づくモビリティ対応手法を設計・実

装、広域テストベッド上で動作を確認した。 
 
 令和元年度は、前年度までに提案してきた省電力エッジインフラ資源割

当方式について、既存クラウドにて広く活用される Kubernetes と互換性

を持つエッジコンピューティング環境構築用統合リソースアクセス機能を

開発、同機能を用いたエッジインフラテストベッドを StarBED 上に構築開

始した。また、クラウド向けデータフロー処理フレームワーク Apache Bea
m を拡張し、既存クラウド向け処理をエッジコンピューティングに適用する

クラウド・エッジ連携処理フレームワークを開発し、同フレームワークにつ

いて広域テストベッド JOSE 上で基本性能評価を実施した。さらに、上記

開発のインフラ・フレームワークについて企業連携のために総合テストベ

ッド推進センターが構築中のライドシェア・見守り、スマート空調、コネクテ

ッドカーの各実証システムへ導入を開始した。 
 
 令和 2 年度は、前年度までに開発した Kubernetes と互換性を持ち動的

資源配分を可能とするエッジコンピューティング環境を仮想リージョン（提

案技術）に基づいて動作させるエッジテストベッド（インフラ層）のパイロット

サービスを StarBED 上で研究者向けに提供開始した。またクラウド上の

ストリームデータ処理ミドルウェア Apache beam で記述されたセンサー

データフロー処理をシームレスにエッジコンピューティング環境で実行させ

ることを可能とするクラウド・エッジ連携処理フレームワーク LAND をオ

ープンソース公開した。 
 総合テストベッド推進センターと連携し、ライドシェア・見守り、スマート空

 ARCA について、今後の社会展開にむ

けて国内キャリアとの共同で、ARCA コ

ントローラから国内キャリアのスライスゲ

ートウェイを制御する検証実験を行い、

相互接続性を立証した。 
 ICN/CCN について、 Cefore の利用を

促進するため、ハンズオンワークショップ

実施、IETF ハッカソンへの参加などを継

続し、国内外のコミュニティ拡大に努め、

技術浸透を図った。 
 研究成果の具現化と将来指針を示すた

め、リアルタイムシミュレーターの開発・

デモ、オンライン授業システムのフィール

ド実験等の ICN アプリケーション開発・実

験検証を実施した。 
 
〇 IETF において、マルチキャスト通信経

路状態を把握するための手法「マルチキャ

スト網トレース」が標準化文書 (Proposed 
Standard RFC) として認定された。また、

ITU-T SG13 で共同ラポータとして継続的

に標準化活動に寄与し、IoT ディレクトリサ

ービスに関する勧告 Y.3074、AI ネットワー

クの資源制御に関する勧告Y.3177が承認

された。 
 
等、社会実装につながる成果の創出や将

来的な成果の創出が期待される実績が得

られた。 
 
 
以上のことから、中長期目標を着実に達成

した上で、顕著な成果の創出が認められた

他、将来的な成果の創出が期待される実

績も得られたため、評定を「A」とした。 
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調の各実証システムへ導入し、スマート空調への適用方式は国際会議

（COMPSAC 2020 Workshop）等にて発表した。 
 エッジインフラ制御技術を IEICE 論文誌にて発表した。エッジ上の映像処

理方式に関する論文が Elsevier IoT Journal にて採択された。また、エ

ッジ間のデータ転送経路を自律分散で短縮する方式についての論文が I
EEE OJ-COMS に採択された。 

 
〇データやコンテンツに応じて最適な品質制御や経路制御等をネットワーク

上で自律分散制御に基づき実行する新たな識別子を用いた情報・コンテン

ツ指向型のネットワーク技術に関する研究として、以下を実施した。 
 
 平成 28 年度には、移動体通信も含んだ環境における高品位ストリーミン

グの実現を目的とし、IRTF で標準化検討が始まっている CCN (Content
 Centric Networking) を拡張した移動体通信方式（NMRTS：Name-ba
sed Mobile Real-Time Streaming）を設計し、CCNx と比較してハンド

オーバー時のデータ損失、およびデータ取得時間を半減することが可能

であることを確認した。本成果は IEEE Communications Magazine（イ
ンパクトファクタ：10.356）に掲載された。 

 
 平成 29年度には、大容量コンテンツ収集・配信の実現のため、CCNを拡

張した L4C2 (Low-Loss Low-Latency Streaming using In-Network 
Coding and Caching) の基本設計およびシミュレーション評価を行っ

た。L4C2 では、受信するデータ損失を最小限に抑えるため、ストリーミン

グアプリケーションが許容する最大遅延及びネットワーク内リンクの遅延

とデータ損失率を推定し、それらに基づいて、ネットワーク内に配備される

キャッシュ機能と符号化機能を用いた損失データの復元を行い、低遅延

かつ高品質なストリーミングを実現した。L4C2 は、CCN の代表的方式 C
CNx と比較して制御トラヒックを 80%削減し、QoE (Quality of Experien
ce) を最大25%向上した。本成果は、ネットワーク分野における世界最高

峰のフラッグシップ国際会議 IEEE Infocom 2017（採択率 20%）に採択

された。また、コンテンツを効率的に取得するための一技術として、これま

で困難であったマルチキャストにおける帯域予約、さらに制御メッセージト

ラヒックの抑制を可能とする NFV（ネットワーク機能仮想化）ベースのマル

チキャスト技術に関する研究を INRIA（仏）と共同で行い、成果がインパク

トファクタ 4.682 の IEEE TNSM 誌に掲載された。 
 
 令和元年度には、スケーラブルな ICN (Information Centric Networki

ng) /CCN 経路制御アルゴリズムに関して設計・評価を行い IEEE CCN
C に投稿・採録された。また、L4C2（Infocom 2017）にて用いられるトラン

スポート技術と、他関連論文手法の特性を比較解析し、IEEE Communi
cations Magazine（インパクトファクタ：10.356、 採録率 19.3%）に投稿・

採録された。また INRIA（仏）と共同で、ネットワーク符号化機能を含む C
CN ベース移動体通信研究を実施し、EU で展開されているオープンテス

トベッド R2Lab を用いた評価を行い、IEEE CCNC に投稿・採録された。 
 Cefore を用いた位置情報等に応じた情報共有アプリケーションを NICT
オープンハウス 2019 にて動態デモ展示し、これが電波タイムズの 1 面に

て紹介された。 
 
 令和 2 年度には、 ICN における通信遅延低減のため、経路制御技術と

連携するキャッシュ分散技術を IEEE TNSE（インパクトファクタ= 5.213）
に投稿し採録された。またキャッシュアルゴリズムと通信遅延の関係をモ

デル化したCANDELA (Collapsed-forward caching for delay-sensitiv
e applications)、および、情報の鮮度や価値をメトリックとして情報取得を

行う VoITP (Value-of-Information-based transport)を設計・評価した。 
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 革新的 AI ネットワーク技術研究と連携し、Cefore を用いた SFC における

サービス機能オフロード技術を提案。サーバへのアクセスや再送要求を

減らすことでコア網のトラフィックを最大 80%軽減し、混雑時においても受

信品質（QoE）を維持することに成功。成果を IEEE NetSoft に投稿した。 
 大規模な ICN 通信を評価するツールとして、Cefore と協調連携可能なリ

アルタイムシミュレーター（CeforeSim）を開発し、リアルタイムストリーミン

グ性能評価を行い、IEEE ICDCS デモセッションに投稿し採録された。 
 
〇ヒト・モノ間等の情報伝達を高効率に行うため、IoTに対する ICN/CCNベ

ースのデータアクセス制御技術研究として、以下を実施した。 
 平成 29 年度には、従来の CP-ABE 技術を用いた場合に比べ、認証に用

いる帯域幅使用量を半減させることを実証した。本成果は IEEE ICC に

て発表、及び IEEE IoT Journal（インパクトファクタ：7.596）に掲載され

た。またネットワーク内分散認証方式（Elsevier DCN 誌）などの研究成果

を発表した。 
 平成 30 年度には、ネットワーク内キャッシュ保護のため、ICN ルータ間認

証機能、及びSuspension-Chain Model の詳細設計を行い、IEEE TNS
E (Transactions on Network Science & Engineering) に採録され

た。ここで得られた研究成果をプロトコル設計し、IRTF へのドラフト提案に

結び付けた。 
 令和元年度は、ネットワーク内キャッシュ信頼性判断のため、Blockchain
技術を活用したユーザーとコンテンツに対する分散管理機構を設計し IEE
E Communications Magazine（インパクトファクタ：10.356、 採録率 19.
3%）及び IEEE Globecom 2019 に投稿・採録された。 

 令和 2年度に情報信頼度を計測するためのブロックチェーン・ICN連携機

能として、Blockchain をスケーラブルかつ広域展開するために、スマート

コントラクト（SC）を ICN を用いたオフチェイン・ストレージにて管理するた

めのフレームワークを設計し、IEEE ICC に投稿した。 
 
〇研究成果を社会実装に結びつけるため、新たなネットワークアーキテクチ

ャとして確立することを目的とし、標準化技術を用いた参照実装の公開、広

域テストベッド等での実証実験、標準化活動など、以下を実施した。 
 IRTF にて標準化された CCNx メッセージフォーマットに準拠した ICN/CC

N 通信基本ソフトウェアプラットフォーム「Cefore」の開発を平成 28 年度

から行い、平成 29 年度にオープンソースとして公開した。Cefore は、Lin
ux（Ubuntu）、Mac、Raspberry Pi（Raspbian）上で稼働する。軽量かつ

汎用的な基本機能実装（cefnetd）と拡張機能 Plugin ライブラリ（キャッシ

ュ、モビリティ、トランスポート、など）を分離することで、高機能なバックボ

ーンルーターから軽量なセンサーノードまで幅広く動作することを特徴と

する Cefore の利用者拡大のため、電子情報通信学会主催の産学官連

携 Cefore チュートリアル／ハンズオンワークショップを実施し、また IETF
ハッカソンに参加して Cefore のプロモーションを行うなど、国内外のコミュ

ニティ拡大及び技術の普及活動に努めた。令和元年には、Cefore を用い

た位置情報等に応じた情報共有アプリケーションが電波タイムズの１面に

て紹介された。 
 開発コードの大規模検証が容易な仮想ネットワーク環境を提供するため、

Cefore を組み込んだネットワークエミュレータを開発した。1,000 台規模

の Cefore ノードからなる模倣インターネットトポロジーを約 1 分で構成し、

ネットワーク上のキャッシュ配置やキャッシュ置換アルゴリズムを自在に

設定出来る。 
 実ネットワーク上での実証実験のため、ICN オープンテストベッド（CUTEi

 : Container-based Unified Testbed for ICN） を開発し、上記 Cefor
e をその上に導入し、実証実験用にテストベッドトポロジーを構成するため

の GUI 開発を行った。CUTEi は、欧州の研究・教育機関向けネットワー
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ク GEANT への接続に成功し、平成 29 年から令和元年度まで実施され

た日欧共同公募プロジェクト ICN2020 の実験検証基盤として稼働し、活

用された。 
 委託研究において、パナソニックが宅配便最適配送経路を提供するシス

テムを、Cefore を用いて実装し検証実験を実施した。 
 Cefore システムと連携するプログラマブル（FPGA）ICN ルータと ICN スト

リームを送受信可能なスマホアプリを開発し、共同研究先（明石工業高等

専門学校）のオンライン授業システムとして検証実験を実施した。 
 
 情報指向型ネットワークの一つであるデータ指向ネットワーク （DAN : D

ata Aware Networking）に関する ITU-T での標準化活動を推進し、DA
N のユースケースをまとめた補助文書 Sup35 が平成 28 年 5 月に、

情報指向ネットワークの要求条件と機能を規定した ITU-T 勧告 Y.3071 
が平成 29 年 3 月に、それぞれ成立した。 

 
 ITU-T SG13 において共同ラポータとして継続的に標準化活動に寄与し

た。 IoT-DS のフレームワークは、平成 29 年度に勧告草案 Y.ICN-IoTD
S-framework 作成を開始し、令和元年度に Y.3074 として勧告承認され

た。また令和元年度には、前年度に提案した IoT アプリケーション固有の

ICN フレームワークを定義した Y.ICN-interworking 勧告草案の更新を行

い、令和 3 年度に勧告承認される見込みとなった。 
 総務省委託プロジェクトの参画者と共同で、AI を適用したネットワーキン

グ技術研究を総括し、成果論文発表に加え、令和元年度にはアーキテク

チャとサービスデザインに関する 2 つの SG13 への勧告草案提出を行

い、Y.3177 勧告承認及び Y.3178 勧告合意された。さらに ITU-T FGML
5G（Focus Group on Machine Learning for Future Networks inclu
ding 5G）に提案していたユースケースに関する補足文書 Y.sup55 の承

認を得た。 
 
 IETF における標準化提案として、MBONED WG にて提案していたマル

チキャスト通信経路状態を把握するための手法「マルチキャスト網トレー

ス（Mtrace ver.2）」が標準化文書（Proposed Standard RFC）として認

定された。また PIM WG に対し、IGMP/MLD プロトコル拡張のドラフト提

案を行い、令和 3 年度に標準化文書（Proposed Standard RFC）として

認定見込みとなった。また OPSA WG に対し、ネットワーク構築自動化 A
RCA 検証にも利用可能な Network Telemetry Framework のドラフト提

案を行ない、令和元年度にドラフト認定された。 
 IRTF では、上記「マルチキャスト網トレース」の仕様をベースとし、ICNRG
にて「CCN におけるネットワーク内キャッシュ状態および通信経路の状態

把握を行うトレースプログラム」を提案し、平成 30 年度に RG ドラフトに認

定され、令和 3 年度の標準化（RFC）認定見込みとなった。また「ICN 名

前解決に関する要件」を提案し、平成 30 年度に RG ドラフトに認定され、

令和 3 年度に標準化（RFC）認定見込みとなった。NWCRG （ネットワー

クコーディング・リサーチグループ）では、平成 30 年度に RG ドラフト認定

された「ICN/CCN におけるネットワーク内符号化機能要件」を継続提案

し、令和 3 年度に標準化（RFC）認定見込みとなった。令和元年度にネッ

トワーク構築自動化 ARCA のメカニズムにおいて AI をサポートするため

の資源割当インタフェースなど 3 本のドラフトを NMRG（ネットワークマネ

ージメント・リサーチグループ）に提案した。 
 
〇第四期中期計画における研究意義と重要性、さらにこれらを発展させた

新たな研究領域を創造するための国際的なコンセンサスを得るため、ネット

ワーク内データ解析とネットワーク内コンピューティングを融合した研究グル
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のとする。 
 

究開発成果の最大化を目

指す。この他、ワイヤレス

ネットワークにおけるパラ

ダイムシフト（設計思想等

の劇的変化）に対応できる

よう、異分野・異業種等を

含む産学官連携を推進す

るとともに、機構の基礎体

力となる基礎的・基盤的な

研究にも取り組む。 
また、未開発周波数帯で

あるミリ波やテラヘルツ波

を利用した通信システム

の実現に向けて、フロンテ

ィア研究分野等とも連携し

つつ、平成 37 年頃におけ

る    100 Gbps（ギガビ

ット／秒）級無線通信シス

テムの実現を目指したア

ンテナ技術及び通信シス

テム設計等に関する研究

開発を行う。さらに、海中・

水中、深宇宙、体内・体外

間等、電磁波の利用に課

題を抱えている領域にお

けるワイヤレス通信技術

の確立を目指して、電波

伝搬特性の研究や通信シ

ステム技術に関する研究

開発にも取り組み、模擬

通信環境等における実証

を行う。 
 

的割当技術を研究開発し、地域課題解決型実証において、平時は住民

への高速ネットワークアクセスサービスを提供するローカル5Gにおいて、

災害時にアクセス速度を制限しつつ、災害状況や避難に関する情報を高

精細な動画とともに配信する実証実験を実施し、その有用性を示した。さ

らに、SUN システムによる防災・減災のための情報収集システムとローカ

ル 5G の連携による防災システム実証を主導した。 
 B5G ネットワークの基盤技術として期待されるワイヤレスエミュレータの

研究開発を実施し、5G NR、IEEE 802.11ax の基本機能を実装した模

擬無線システムを開発した。 
 B5G に資する高度化技術として最大 2 倍の周波数効率が期待される Fu

ll duplex技術に関する研究開発を推進し、問題となる自己干渉信号の除

去について、アンテナ、高周波アナログ回路、ベースバンドデジタル回路

にてそれぞれ実行する形態について検討し、有効性について機器検証及

び計算機シミュレーションを通じて評価した。また、28 GHz 帯を含む複数

周波数帯で運用可能な方式を提案し、特許出願及び試作評価を実施し

た。 
 多数無線端末の同時接続を想定し、制御等に不可欠な低遅延通信を可

能とする多数接続・低遅延アクセス制御技術について、円滑な社会実装

の見地から既存 LTE の変更によるシステム設計を行い、基本評価装置を

用いて 5G 接続要件の一つであった多数接続性の性能評価を行った。こ

の結果、本要件を適用するスマートオフィス設計に有用であることを示し

た。 
 多数無線端末の同時接続を想定し、制御等に不可欠な低遅延通信を可

能とし、かつ周波数有効利用に資する多数接続・低遅延アクセス制御技

術「STABLE (Simultaneous Transmission Access Boosting Low-lat
Ency)」について、5 台同時接続・遅延時間5 ミリ秒 (ms) 以下の多数接

続の基本検討における成果の一部を 3GPP RAN 1 へ寄与文書として

入力した。 
 3 GPP NR (mMTC) の目標（単一伝送時成功率 90 %以上）を満たす

「Configured Grant」によりデータ送信に要する時間を 3.9 ミリ秒以下に

改善し、さらに、前項の開発方式である STABLE に基づき、3 GPP RAN
 1 (Rel.16) 標準化を推進した。 

 STABLE について、MIMO 技術による品質向上、エリア拡大を図り、東京

湾横断の伝送試験に成功した。また、送信ダイバーシチにより接続数と通

信品質の向上を図り、屋外伝送実験にて 10 台端末局の同一リソース・同

時接続でパケット誤り率 10%以下を実現した。また、企業との共同研究で

はモビリティを考慮した拡張を行い、特許出願を行うとともに、3GPP RA
N1 に寄与文書を提出して 5G の標準化に貢献した。 

 
 ワイヤレスネットワーク適応化技術としては、ビル内等大規模エリアにお

いて、多数の無線端末による大規模メッシュの構築に必要な自律型メッシ

ュ構築機能、無線通信仮想化機能、データ結合機能を提案し、IEEE 80
2.15.10 推奨方法として策定した。同技術仕様は、Wi-SUN アライアンス

によって策定されたリソース制限型モニタ・管理用途（RLMM：Resource 
Limited Monitoring and Management）認証仕様に反映された。さら

に、基本評価装置を整備し、実証評価を行った。さらに、IEEE 802.15.10
推奨方法として策定したレイヤ 2 経路制御 (L2R) 仕様を拡張し、データ

結合、仮想化等の複数機能組み合わせによる機能向上の実証に成功し

た。 
 電池駆動端末を想定する屋外環境等、超省電力動作のために、トポロジ

形状・所要遅延特性に応じた同期・非同期マルチモード省電力多元接続

方式等による適応的多元接続技術の研究開発を行った。本研究開発の

一環として、農業／漁業用途に有効な各無線端末のスリープ状態を活用

の課題・ニーズを把握する取り組みを行

った。 
 3GPP および IEEE802.1 に積極的な貢

献をした。 
 ドローンについて、衛星通信事業者と連

携した実証実験を行った。 
 約 10 km 離れた拠点間を移動する車両

について、常時接続が保たれない環境

下で、高解像度な写真データの伝送に成

功した。 
 各地での訓練や実証実験等を多く実施

し、開発技術の有用性をアピールした。 
 高速無線接続機能と分散Radius 認証を

組み込んだ無線デバイスドライバを開発

し、従来比 40 倍以上の伝送量を実証し

た。 
 端末間連携により、40%以上エネルギー

利用効率を向上させ、バッテリーを1.5倍
長持ちさせることに成功した。 

 無線認証技術において積極的に特許を

出願している。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出

に貢献する顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出が期待される実績が得られ

た。 
 
【社会実装】 
 FFPJ については、工場等製造現場にお

ける無線通信の適用モデルの策定を進

め、ドイツも巻き込んで標準化やガイドラ

インの作成まで進め、 Smart Resourc
e Flow 無線プラットフォームに関する工

場無線のホワイトペーパーを策定し、IE
EE ホワイトペーパーに反映させた。 

 FFPJ 関連のライセンス提供に関する検

討が進みつつある点が期待できる。 
 SUN の超省電力仕様の MAC 開発実装

により実用性を高め、多数無線機連携動

作および省電力動作について、民間企

業への技術移転と並行して社会展開を

進めた。 
 NerveNet に基づく分散自営網を立川広

域防災拠点に構築・導入し、２年間稼働

させて現在も継続稼働中である。 
 立川防災施設への NerveNet 導入は、

試験的ではあるが実用に結びつく可能

性を高めた。 
 高知県香南市が機構が開発してきた防

災情報通信・管理システムの導入を決定

したことなど、開発成果の有効性が評価

されて、自治体等への実導入が進んでき

ている。 
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する省電力動作機能の仕様検討と基礎実証を完了した。農業用途等の

多様な機器（センサ、アクチュエータ）の要求に応じ 1 分以下の許容遅延

を満たす等無線機能多様化を、実圃場を含む複数拠点実証という形で成

功裏に行った。 
 多数無線機による自律分散型網構造構築・運用と、農地等屋外適用時に

有益な省電力動作の機能拡張について IEEE802.15.10推奨方法に基づ

く MAC 層経路選択制御と、IEEE 802.15.4 g 規格に基づく省電力マル

チホップ動作における伝送遅延低減・干渉回避制御の実証をそれぞれ行

った。 
 IoT システムに有望な無線網構造ワイヤレスグリッドの SUN による実装

を考慮し、多数無線機による自律分散型網構造構築・運用と、農地等屋

外適用時に有益な省電力動作の機能拡張について IEEE802.15.10推奨

方法に基づく MAC 層経路選択制御と、IEEE 802.15.4 g 規格に基づく

省電力マルチホップ動作における伝送遅延低減・干渉回避制御の実証を

それぞれ行った。 
 SUN システムの MAC 仕様拡張により、複数無線機により構築される網

構造であるワイヤレスグリッドにおいて今後の IoT システム等への応用が

考えられる各無線機のスリープ動作を利用した省電力動作について検討

し、データ交換の際の必要に応じた低遅延化や、同一無線網内で要件に

応じて異なる MAC パラメータを適用動作させる運用形態について実証し

た。 
 要件に応じた端末網動作実証を目的とした SUN システムの MAC 仕様

拡張により、自律分散的な多数端末間動作や、工場等干渉状況下での P
AN 内異種通信パラメータ動作を検討し、制御用データの低遅延交換動

作や、センシングデータの結合伝送制御動作の実証に成功した。 
 スマート工場における屋内無線通信システムとして要件別多様化機能実

証を行い、非対称型のフレーム遅延保証動作や、AGV 搭載型無線機の

移動対応網再接続動作の実証に成功した。 
 
 中立性を有する公的機関として、工場の無線運用形態を追求する「FFP

J」の立ち上げにおいて主要メンバーの加盟による体制構築に貢献すると

ともに、初期実験を主導的に実施した。 
 複数無線機で構成される網構造（ワイヤレスグリッド）のうち、新たな適用

分野を拓く高信頼メッシュ網では、工場内における各種無線通信方式適

用形態モデル化の検討を行い、約 130 種の無線用途の分析・カテゴリ化

に即し、実環境下のデータ取得に成功するとともに、IEEE 802.1 標準化

委員会作業班に提案した。 
 無線通信の工場内適用について、企業間連携の下、実工場内のデータ

取得と検証を継続し、許容遅延等に関し有効な無線諸元のモデル化を推

進した。また、ウェアラブル無線端末を含めた利用条件を検討するととも

に、利用ガイドラインの標準化を推進する団体 FFPA（機構が主導的に運

営）を通じ、セキュリティガイドラインの初稿を完成した。 
 工場の無線運用形態を追求する企業との共同研究団体である「FFPJ」の
活動において、企業間連携の下、実工場内でデータ取得と検証実験を主

導した。工場内でやり取りされる非常に多様化したデータ間で、許容遅延

時間等の要件が著しく異なっていることに注目し、データの許容遅延時間

に応じた適切なリソース割当制御手法について検討した。ドイツ DFKI と

連携して IEEE 802 標準化に寄与し、2020 年 4 月に発行された Flexibl
e Factory IoT に関する IEEE ホワイトペーパーに反映させた。 

 工場 IoT 特有のトラフィックパターンに着目したバーストトラフィックのシェ

ーパーパラメータ設定手法を提案した。また、異種無線協調制御技術で

ある Smart Resource Flow (SRF) 無線プラットフォームの実証実験を

トヨタ自動車工場で実施し、目標である遅延 100 msec 以下を実証した。 
 

等、社会実装につながる顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出が期待される実

績が得られた。 
 
 
以上のことから、中長期目標を着実に達成

する成果の創出が認められた他、将来的

な成果の創出が期待される実績も得られ

たため、評定を「B」とした。 
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 ワイヤレスネットワーク高信頼化技術では、災害発生時等に基地局が機

能しない状況下で端末間通信の継続利用が可能な高可用性ワイヤレス

ネットワーク技術として、インフラレス運用前提の端末間通信システム構

築のための IEEE 802.15.8 標準規格に対する技術仕様を提案した。ま

た、路線バスによる情報共有ネットワークへの適用実証を行った。 
 分散型端末間通信のための PHY・MAC 方式を提案し、標準規格 IEEE 

802.15.8 を主導的に策定した。また、同規格ブロードキャストモードを適

用するテストベッドと港区連携サーバとの連携運用を実施し、お台場レイ

ンボーバス大型化への対応、精華くるりんバスのバスロケの実験運用を

実施した。また、過疎地域の高齢者見守りシステム応用の実証実験を実

施した。 
 端末間通信においては、従来の基地局による集中的な無線アクセス制御

を必要とせず、無線端末同士がアクセス制御を自律的に実施することで、

データ衝突を低減した効率的な通信が実現できる。加えて、ロボット等（ド

ローンを含む）で遠隔制御・協調制御に必要なレイテンシ保証型ワイヤレ

スネットワーク技術の研究開発を行い、マルチホップ制御通信システムと

連携し、電波見通し外の地上四輪ロボットや小型無人機（ドローン）の飛

行制御実証を行い、想定方式の基本設計を完了した。 
 見通し外でのロボットやドローンの運用の安全性を確保するためのレイテ

ンシ保証型マルチホップ中継制御通信システムに関し、新たなロボット用

バンドを用いた周波数冗長型方式を設計・開発し、ドローン飛行実証実験

に成功し、実用化に向け大手電力インフラ事業者との共同研究を行い、

成果の AWG (Asia Pacific Wireless Communication Group) 入力を

行った。 
 複数ドローンが同一の周波数チャネルを共用するためのリソース割当て

に必要な電波伝搬データ測定と伝搬シミュレータ開発を行い、福島県南

相馬市での JUTM（日本無人機運行管理コンソーシアム）主催合同実証

実験にて有効性を実証した。 
 端末間通信技術を用いたマルチホップ型位置情報共有システムを開発し

た。NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）に成果展開し、ソー

ラー無人機を中継した見通し外の疑似ドローンの位置把握に成功した。

また、東北総合通信局の 400 MHz 帯ドローン位置把握システムに採用

されるとともに、NEDO 及び衛星通信事業者等と有人ヘリ利用実験の共

同実施に成功した。さらに、技術成果の AWG 入力を実現した。 
 日本原子力研究開発機構とドローン（固定翼）による広域放射線モニタリ

ングシステム開発の共同研究を開始し、基礎評価試験を実施した。 
 多数のスマホの Wi-Fi 電波がドローンの操縦に与える影響（操縦不能等）

の実証を NHK と共同で行い、国交省・経産省主催のドローン第三者上空

飛行を目指した検討会に入力した。 
 3 次元空間電波伝搬特性データに基づく電波伝搬シミュレータの開発を

通じ、単一周波数資源の複数台共用に成功した。 
 建造物密集地や山間部などの電波的遮蔽が多い環境下で、ロボットやド

ローンの見通し外運用に資する制御通信システム「コマンドホッパー」の

研究開発では、920 MHz 帯マルチホップ通信を用いたドローンの飛行制

御及び 169 MHz帯の伝搬特性評価を実施した。結果、920 MHz帯の 3
 ホップ通信で約 3 km までのドローン制御／テレメトリ監視を達成し、16
9 MHz帯では見通し外で1 ホップ約10 kmの通信が確認できた。また、

コマンドホッパーを利用したコマンド・テレメトリ情報のハンドオーバー通信

実験に成功した。 
 同じ空域の飛翔体（ドローン、有人ヘリコプター等）間でリアルタイムに位

置情報等を共有する通信システム「ドローンマッパー」の研究開発では、ド

ローン同士でリアルタイムに共有した位置情報に基づき、自動で衝突回

避制御を行う実証に成功した。また、ドローン位置情報共有システムで得
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られる約 10 km 離れた場所で飛行するドローンの位置情報を、より高い

高度を飛行する固定翼ドローンを中継し、さらに衛星回線を経由して地上

局でモニタする応用実験に成功した。さらに、ドローン位置情報共有シス

テムを利用して、有人ヘリの接近を検知して自動着陸する技術、一つのド

ローンに追従して複数のドローンが離陸、飛行、着陸する群飛行技術を

開発し、その実証実験に成功した。 
 DMAT（災害医療支援チーム）と連携した防災訓練において、直接機体間

通信による位置情報共有システムを利用したドローンと有人ヘリ間の危

険回避実験に世界で初めて成功した。 
 高高度無人機を活用した制御システム構想を ICAOFSMP と RPAS に入

力した。 
 IR-UWB 測位システムを開発し、東南アジアでの実験検証を推進した。IE

EE 802.15.8 の UWB 方式を適用する自動車内センサデータ伝送用遅

延時間保証型ワイヤレスネットワーク技術（許容遅延 20 ms 以下）に資

するデータを取得した。 
 UWB 無線の制度緩和に即した ARIB 標準規格策定に貢献した。さらに、

IEEE802.15.4ｚ標準化において、国内規制緩和を考慮した Secured ran
ging用バンドを欧州と共同提案し、2020年 8月に出版された標準規格に

取り入れられた。さらに、当 UWB 制度緩和拡大のための総務省情通審

陸上無線通信委員会の調査検討作業に貢献した。 
 
 ネットワーク資源が限定される環境のネットワーク利活用技術として、既

存広域網を介した論理的な地域自営網構築技術、低速でも広域をカバー

できる無線通信技術、並びにそれらの通信回線制御技術である「地域ネ

ットワークの高度化技術」と、アドホックに情報を収集・共有・配信できるシ

ステムの要素技術となる「機動的ネットワーク構成技術」の研究開発に取

り組んだ。 
 まず、「地域ネットワークの高度化技術」については、既存広域網を介した

自営網の利用拡大に向け、自営網と自営網外のユーザー端末間におい

て暗号化された 1 対 1 論理オーバーレイネットワーク (VPN) 自動構築

技術と複数拠点の自営網間を柔軟に接続する論理メッシュ化技術を開

発、少量のデータでも広域での情報共有に向けたセンサ情報集配信・転

送技術（LoRa 応用による高信頼・高効率フラッディング技術）、地域自営

網の情報同期共有技術を応用して遠隔地に分散した複数の計算機リソ

ース上にサービスの動的な展開・動作を可能にする分散クラウド化技術

を新たに開発した。これらにより、地理的に離れた複数拠点間を結んで一

つの大きな地域自営網（分散型情報配信プラットフォーム）を形成し、地域

自営網内で展開・動作する分散クラウド上のサービスをどこからでも利用

できることを和歌山県西牟婁郡白浜町にてシステム実証した。 
 「（３）（ウ）災害に強い光ネットワーク技術」との連携研究開発課題として、

無線通信手段を利用した光網制御管理の早急復旧を行えるようにする F
RENLL（Feasibility of fiber networks C/M-plane recovery using an
 IoT- based extremely narrow-band, and lossy links system）プロ

ジェクトを立ち上げ、前記の LoRa 応用による高信頼・高効率フラッディン

グ技術により、仙台市南部の十数 km 四方のエリアに 6~7 時間程度で設

置展開できることを実証した。また、災害時に LTE サービスが一部で使用

できる環境を想定し、LoRa 応用による高信頼・高効率フラッディング技術

と LTE が混在する試験環境を構築し、LoRa と LTE の混在下での光制御

網応急復旧実証を世界で初めて実施し、制御メッセージ（フレーム数 3）で
平均約 210 秒、実行レスポンス（フレーム数１）で平均約 61 秒を達成し

た。さらに、時間分割アクセス制御による非 IP/LPWA メッシュネットワーク

による光制御網応急復旧において課題であった輻輳やパケットロスなど

ネットワーク負荷軽減を図る新たな手法や処理、制御機能を開発・実装し
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た。 
 また、「機動的ネットワーク構成技術」については、高速無線接続機能(IE

EE802.11ai) と分散Radius 認証を組み込んだ無線デバイスドライバ、常

時接続を前提としないノード間で協調・統合動作する分散エッジ処理基盤

を開発し、従来比 40 倍以上の伝送量の実証に成功した。また、常時接続

を前提としないノード間で協調・統合動作する分散エッジ処理基盤を開発

するとともに、その際に必要となる認証技術を新たに考案し、特許出願を

行った。さらに、これまでに開発した技術を統合し、即時構築ネットワーク

環境のシステムを構築してその動作について実証した。 
 災害時に重要な「長持ち=省電力」な通信手段の提供として、LTE の電波

状況が良好な端末に、他の端末が省電力な Wi-Fi で接続することで、「端

末群」で見た通信に要する消費電力を大幅に低減できること(スマートフォ

ンを用いた実験により、また計算機シミュレーションにより、エネルギー利

用効率を最大で 40%向上、バッテリーを 1.5倍長持ち)を実証した。このよ

うな端末間連携の考え方を発展させ、無線通信システムとしては従来か

らの課題である周波数利用効率、エネルギー利用効率、接続性の同時向

上を図るため、端末同士の接続も許容した新たなアーキテクチャの概念

を立ち上げ、特許出願を行うとともに、第５期中長期計画の研究開発課題

につながる研究開発に取り組んだ。 
 熊本地震の応急対応として、熊本県高森町役場において災害対策本部

（総務課）に行政用の Wi-Fi アクセスポイント (AP) と町役場入り口付近

に住民用の Wi-Fi AP を設置した応急ネットワークを構築して WINDS 経

由でインターネット環境を提供し、実災害対応として各 AP で最大スルー

プット 18 Mbps を記録することができた。 
 内閣府主催で行われた帰宅困難者支援訓練（宮内庁+千代田区、中央区

の 2 回）において、機構が開発した技術を用いた分散自営網を展開し、双

方向映像伝送等の実証に貢献したともに、中央区役所内の既設ファイバ

網を活用した、残存ネットワークリソース活用による実証にも初めて成功

した。 
 LoRa フラッディング技術の一部を活用して患者搬送情報共有システムを

開発し、高層ビル群が密集する渋谷区内において、病院屋上に設置した

LoRa 親機周辺約 2 km 以内で、移動車両に搭載した LoRa 子機と通信

できること、親機間では LoRa フラッディング技術で情報共有が可能であ

ることを示すフィールド実証実験に成功し、その有効性を他に先駆け実証

した。 
 立川地区にある内閣府災害対策本部予備施設とその周辺施設に、自律

分散型自営ネットワークの機器（NerveNet と無線機）の実装を完了し、災

害対策本部設置準備訓練で問題なく稼働できただけでなく、設置後 2 年

以上トラブルの発生もなく連続稼働しており、今後、実災害が発生した時

にも使用される予定である。 
 高知県総合防災訓練において、約 10 km 離れた拠点間を前述の一部技

術（接近時高速無線接続にかかる分散エッジサーバ連携技術）を搭載し

た車両が移動し、拠点に接近した際に臨時ネットワークを構築することに

より、公衆携帯電話網が途絶し、インターネットへの常時接続が保たれな

い環境下で高解像度写真データの情報を送ることに成功し、その有効性

を実フィールドで実証した。さらに、高知県香南市内における双方 40 km/
h でのすれ違い通信（接続時間は平均約 20 秒）でも平均約 40 MB の転

送に成功し、従来方式に比べ 33%の改善を実フィールドで実証した。 
 「機動的ネットワーク構成技術」の研究開発中に行った防災訓練や自治

体などとの議論から創出した発想を発展させ、様々な通信手段を駆使し、

切れにくく、しぶとく生き残り続けるネットワークシステムとして「ダイハード

ネットワーク®」構想を立ち上げた。この構想は、特性の異なる様々な通

信技術を組み合わせることで通信環境に応じてアプリケーションサービス

41



項目別評価調書 No.2 

 

を制御し、たとえ通信が途切れても通信装置を持ち運ぶことで認証を含む

接近時高速通信・データ同期により情報の自動共有ができ、更にアプリケ

ーションサービスは装置単体でも継続利用可能とすることを特徴としてお

り、第５期中長期計画の研究開発課題につながる研究開発として取り組

んだ。また、前出の高知県総合防災訓練や高知県香南市内での研究開

発活動と成果アピールが功を奏し、「機動的ネットワーク構成技術」の研

究開発成果を含む「ダイハードネットワーク®」の一部技術を搭載した防災

情報通信・管理システムを、高知県香南市が自らの予算で導入することを

決定し、2020 年度からそのシステム構築が開始された。 
 地域網の応用実証として、LoRa 応用による高信頼・高効率フラッディング

技術を活用し、広域即時展開型地震観測システム構築に向けた機器開

発も実施した。また、耐災害 ICT 関連の IoT 技術として、不審船自動監視

システムとしての音紋による自動検出の実現性検証の成功や、MEMS セ

ンサと Raspberry Pi を組み合わせた小型インフラサウンドセンサーデバ

イスを開発した。さらに、東北大学キャンパスのワイヤレスメッシュテスト

ベッドや桜島観測施設に設置して単体および多点連携インフラサウンド測

定を実施し、桜島の噴火口位置推定を実現した。 
 
 テラヘルツ研究センターと連携し、未開発周波数帯であるミリ波やテラヘ

ルツ波を利用した通信システムの実現に向けて、ミリ波帯やテラヘルツ波

帯等の周波数帯の電波利用を推進するため、電波伝搬モデル構築のた

めの実験を実施し、周波数を高度に共用する技術を開発した。 
 将来の WRC でのテラヘルツ帯周波数割り当てを目的として、KIOSK 端

末からの 300 GHz 帯漏洩電力をはじめ、システム実現のための無線パ

ラメータの測定を実施した。 
 テラヘルツ帯の屋内伝搬モデルを開発し、ITU-R 勧告 P.1238 の改定に

寄与した。 
 その他、アンテナ測定や技術動向調査を実施し、ITU-R、IEEE802 等へ

の寄与提案を行った。 
 
 海中・水中、深宇宙、体内・体外間等、電磁波の利用に課題を抱えている

極限環境におけるワイヤレス通信技術の確立を目指した研究開発を実施

した。 
 海中ワイヤレスでは、海中高度 1 m程度を航行する海中プラットフォーム

による海底面下最大数 m 程度までの、10 cm~1 m 程度の埋設物検出

を想定し、アンテナアレイによる電波伝搬特性評価を実施した。浅海域で

模擬埋設物に対する原理検証の結果、1 MHz の電波によって、金属の

埋設物の検出可能性を実証した。さらに、スパースモデリングを利用した

海底下埋設物可視化技術の実証試験にも成功した。 
 海洋研究開発機構 (JAMSTEC) と共同開発した海中チャネルサウンダ

を含む海中実験系（深度 500 m まで利用可）を用いて、静岡県沼津市に

て 2 回の海中ワイヤレス実験を実施し、深度 30 m での海中チャネルサ

ウンダ動作確認の後、深度 70 m での電波伝搬測定を行った。海中にお

ける電波到来方向推定技術を併せて検証（JAMSTEC と共同）した。 
 海中ワイヤレス通信に関しては、広帯域通信技術と、MIMO 技術を組み

合わせた通信実証に成功した。また、MIMO 技術を利用した海中ワイヤ

レス通信において、1 m の距離で 1Mbps 以上の通信実証に成功した。さ

らに、海底面を利用した電波伝搬を通信に応用し、1 MHz の周波数にお

いて約 1.5 倍の伝搬距離拡張を実証した。 
 体内外ワイヤレスとして、端末低消費電力化に向けたワイヤレス伝送技

術検証を実施（脳情報通信融合研究センターとの機構内連携）した。 
 電波を利用した体内端末位置推定方法に関して民間企業との資金受入

型共同研究を実施、ミリメートルオーダーの位置推定精度を模擬環境で

実証した。 
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開発を行う。産学官連携

による研究推進及び社会

実装を目指したフィールド

実証等によって各要素技

術を実証し、超大容量マ

ルチコアネットワークシス

テムの基盤技術を確立す

る。 
 

てカテゴリのトップスコア論文として採択された。 
 
 令和元年度は、大規模ミラーベース光スイッチ (MEMS)、波長スイッチか

ら構成される大規模・低損失光スイッチノードを開発した。AO ベース 7 コ

ア一括光スイッチを用いた 2x1 光スイッチによる冗長構成も備えた。22 コ

ア多重 1 ペタ bps 光パススイッチング実験にも成功、世界で初めてペタビ

ット超級スイッチング技術の実証となった。本成果は、ECOC 2019 の最

優秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択された。 
 
 令和２年度は、ペタビット級ネットワークの長延化のために、空間多重信

号分離素子を使用しないコア単位スイッチングが可能な 12 コアファイバ

向けの低損失光スイッチを開発し、ペタビット級マルチコアネットワークシ

ステムに関する基盤技術を確立した。 
 
 
 マルチコアファイバ光ネットワークのハードウェアシステム技術として、平

成 28 年度は、従来コア毎に必要であったハードウェアを 1 個にすること

が可能な「空間スーパーチャネル光パケット方式及び一括光スイッチシス

テム」を提案・実証し、OSA 論文誌 Journal of Optical Communication
s and Networking にて発表した。 

 マルチコア／マルチモードファイバを用いた空間多重方式をベースとした

ハードウェアシステム技術として、空間ホログラム技術の活用を研究し、 
 平成 28 年度は、多数のモードが多重化された光信号を一つの光デバイ

スで分離可能なモード分離デバイスの原理確認を行った。 
 平成 29 年度は、532 nm 波長用ホログラム材料を用いて、  532 nm 波

長によるモード多重信号の記録、850 nm 波長による再生（分波）を実証

し、学術論文誌 OSA Applied Optics にて発表した。 
 
 平成 30 年度は、通信波長帯 1,550 nm において空間モード多重信号（3
モード）の分離に世界で初めて成功した。単一光学素子（体積ホログラ

ム）を用いた簡素な空間光学系により、拡張性が高く、従来技術よりも小

型化が可能なモード分離器を実証し、ECOC  2018 にて発表した。 
 令和元年度は、空間ホログラム技術を活用したモード分離デバイスの分

離機能を従来の 3 モードから 5 モードへ拡張することに成功し、世界トッ

プレベルを堅持している。 
 
 令和 2 年度は、最適なホログラムの記録条件を見出し、令和元年度まで

の体積ホログラムモード多重分離器の 13 倍以上の回折効率向上・低損

失化を実現し、国際会議 PSC (Photonics in Switching and Computi
ng) 2020 にて発表した。本方式を取り入れたモード多重伝送システムを

構築し、24.5 Gbaud 偏波多重 16QAM (Quadrature Amplitude Mod
ulation：直交振幅変調)信号を乗せた 3 モード分離および MIMO (Multipl
e Input,  Multiple Output) 処理後の信号復調を実証し、マルチモード・

オール光交換要素技術を確立した。 
 
 マルチコア／マルチモードファイバを用いた空間多重方式をベースとした

ネットワークアーキテクチャ技術として、 
 平成 28 年度は、海外研究機関と連携し、空間多重方式向けクロスコネク

トを用いたネットワークアーキテクチャを提案し、従来の波長多重方式ネッ

トワークと比較して 7 倍以上となる光資源量の有効活用方法として、波長

フィルタ無し伝送やコア間分離による安全性確保などを検証し、ECOC  
2016 にて発表し、報道発表も行った。 

 
 平成 29 年度はマルチ粒度光チャネルに対応した各種光スイッチや 19 コ

要な技術を開発した。 
 
〇光統合ネットワーク技術について、光ス

イッチトランスポートノード基盤技術の研

究開発として、光通信システムのオープ

ン化の実現の上で重要なデバイスである

高線形性光増幅器を開発した。 
 
〇災害に強い光ネットワーク技術につい

て、光ネットワークでの監視機能が喪失し

たユースケースに対し、応急復旧用ユニッ

トなどによる、光監視機能回復機構の実

装、およびそれらの情報を自律分散的に

収集するロバストなテレメトリ収集機構を実

装し、実証実験を実施した。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出

に貢献する顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出が期待される実績が得られ

た。 
 
【社会実装】 
〇超大容量マルチコアネットワークシステ

ム技術について、 
 早期実用化に適した標準外径マルチコア

ファイバでの大容量伝送実証を実施し

た。加えて、産学と連携し令和元年度か

ら継続してイタリアのラクイラ市の実環境

テストベッドにおいて、ファイバの特性評

価等の実証実験を行った。 
 産学連携のもと、マルチコアファイバを含

む空間多重ファイバ・ケーブル技術につ

いて、その定義や分類、国際標準化に必

要な項目等に関する技術文書の作成を I
TU-T Q5/SG15 に提案し、合意された。 

 
〇災害に強い光ネットワーク技術につい

て、通信キャリア間での暫定共用パケット

転送網の建設・自動制御のデータ層相互

接続実験を、世界で初めて実施し、機密情

報漏洩なしの全自動制御を実現、さらに資

源提供の対価に基づいたビジネスモデル

の観点を取り入れたキャリア間需給マッチ

ングプラットフォームの開発と評価を行っ

た。 
 
等、社会実装につながる成果の創出や将

来的な成果の創出が期待される実績が得

られた。 
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ア光増幅器を実装した 2x2 光スイッチノードを構築した。7 コア一括スイッ

チを用いた 10 テラ bps 7 コア多重光パスや 1 テラ bps 光パケットのスイ

ッチング及び 19 コアファイバ   38 km 伝送を実験により実証し、ECOC
  2017 にて発表した。 

 
 平成 30 年度は、通信性能要求に応じたマルチ粒度光チャネル提供方式

を提案し、マルチ粒度光チャネルに対応した各種光スイッチや 19 コア光

増幅器を実装した 2x2 光スイッチノードを構築した。7 コア一括スイッチを

用いた 10 テラ bps 7 コア多重光パスや 1 テラ bps 光パケットのスイッチ

ング及び 19 コアファイバ 38 km 伝送を実証、7 コア一括光スイッチ含め

た各チャネル用光スイッチのソフトウェア制御も検証した。また、既存の IP
ネットワークと接続するインターフェースを備えた通信システムを構築し、I
P パケットのデータタイプに応じて、光チャネルを選択する方法およびマル

チコアネットワークにおける IP パケット伝送を実証した。本成果は、学術

論文誌 MDPI (Multidisciplinary Digital Publishing Institute) Photoni
cs Journal に掲載された。 

 また、データサイズを考慮した光パケットの空間チャネルの適切なスライ

ス化と資源割当手法を提案し、資源利用率向上と低遅延な衝突回避を証

明し、通信分野最大の国際会議 IEEE Globecom 2018 にて発表した。 
 
 令和元年度は、マルチコアファイバ、マルチモードファイバや大容量光ス

イッチングノードを用いて、複数シナリオでスイッチング実験を実施し、

様々なネットワーク運用方法を実証し、1 ペタ bps 光パススイッチング実

験にも成功した。 
 
 令和 2 年度は、空間スーパーチャネル容量の制限要因であるマルチコア

ファイバのコア間の伝搬遅延（スキュー）を評価する手法を確立し、22コア

ファイバの内外のコアのスキュー分布を解明し、学術論文誌 IEEE/OSA  
Journal of Lightwave Technology にて発表した。 

 
〇マルチコアファイバ等で用いられる送受信機に必須の小型・高精度な送

受信技術を確立するため、送受信機間の低クロストーク化等に関する以下

の研究開発を実施した。 
 
 平成 28 年度は、高密度に集積した光導波路や高周波信号線路におい

て、各線路の伝送容量のクロストーク依存性を明確化し、光と無線を融合

した伝送システムにおいてクロストーク抑圧・制御が重要であることを示し

た。さらに、光ファイバや高周波線路等の複数のコンポーネントを経由し

た伝送線路において、伝送の周波数特性やクロストーク等の諸現象を伝

達関数として伝送路状態を事前学習することで、線路の周波数特性の影

響を等価する技術の開発に成功した。 
 
 平成 29 年度は、送受信素子の高密度化と面的なパラレル化にともない

発生する高周波クロストークに関して、その発生メカニズムの数値解析を

実施し、デバイス分野のトップカンファレンス CLEO (Conference on La
sers and Electro-Optics) にて発表した。 

 
 平成 30 年度は、光や高周波等のクロストーク低減を考慮した小型受信

デバイスの高速化技術の研究開発として、高度に並列集積化された半導

体素子等の配線間クロストークの解析と、クロストーク低減構造の検討を

実施した。 
 また、マルチコアファイバのコア間や伝搬モード間のクロストークのモデル

化についての研究開発として、長距離伝送とコア間クロストークによるペ

ナルティの影響について、7 コアファイバおよび広帯域 WDM (Waveleng

以上のことから、中長期目標を着実に達成

した上で、顕著な成果の創出が認められた

他、将来的な成果の創出が期待される実

績も得られたため、評定を「A」とした。 
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th Division Multiplexing) 信号を用いた周回実験系を構築して、最長で

大洋横断に匹敵する 10,000km までの調査を行った。 C 帯、L 帯に渡る

クロストークペナルティの差が大きく異なる（各々12.5%、58%）ことが判

明した。本成果は、ECOC 2018 に採択された。 
 
 令和元年度は、並列集積に関するクロストーク抑圧技術を基に、マルチコ

アファイバを用いたパラレル大容量伝送技術のための小型並列送受信機

を試作し、高速動作を確認した。 
 令和 2 年度は、マルチコア光ファイバを用いた小型トランシーバ動作検証

として、産官連携によるマルチコア光ファイバ直結 VCSEL/PD アレイデバ

イスの開発に成功した。 
 
 
〇空間スーパーモード伝送基盤技術に関連するハードウェアシステム技術

の研究開発として、以下を実施した。 
 
コア間クロストークや非線形光学効果の研究として、 
 平成 28 年度は、非線形光学効果がコア間クロストークにも影響を与える

ことを世界で初めて実験的に明らかにし、現象のモデル化に成功した。マ

ルチコアファイバを用いた波長多重スーパーモード伝送システムの設計

に重要な指針を与えた。 
 平成 29 年度は、動的に変動するクロストークと変調フォーマットの関係を

明らかにし、システム安定度の向上に資する設計指針を創出した。また、

広い波長範囲で群遅延差の異なる高次モード間で有効に動作する干渉

除去アルゴリズムを実装した。 
 平成 30年度は、高非線形マルチモードファイバにおける非線形光学効果

を用いて、多値変調光信号のモード間波長変換実験に成功し、波長変換

の柔軟性を向上させた。本成果は、OFC 2019 において、光伝送カテゴ

リのトップスコア論文に採択された。 
 令和元年度は、コア間クロストークや非線形光学効果の研究として、3 モ

ードファイバを用いた 2,800 km の周回伝送実験系において、機械的振

動による結合ダイナミクスを調査した。本成果は、OFC 2020 においてフ

ァイバカテゴリーのトップスコア論文に採択された。 
 令和２年度は、標準外径 3 モードファイバを用いた周回伝送系において、

モード間非線形歪みの検証を行い、モード間の相互位相変調が信号品質

に悪影響を与えることを観測・評価した。24.5 Gbaud 16QAM 信号の 3
モードファイバによる 648 km の周回伝送実験において、モード間非線形

歪みにより、LP01 モードで約 1 dB の Q 値劣化が測定された。本成果

は、学術論文誌 IEEE Photonics Technology Letters に掲載された。 
 
早期実用化を目指した標準外径/準標準外径光ファイバ伝送の研究として、 
 平成 29 年度は、空間多重用の標準外径 (0.125mm) ファイバとしては

世界記録となる容量・距離積を更新する 159 テラ bps 光信号の 1,045 k
mマルチモードファイバ伝送実験に成功し、OFC 2018の最優秀論文（通

称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択された。 
 平成 30 年度は、標準外径（0.125mm）の数モードファイバを用いた伝送

実験において、モードあたりの周波数利用効率の世界記録となる、11.24
ビット/秒/ヘルツを達成した。国際会議 PSC (Photonics in Switching a
nd Computing) 2018 において、最優秀論文賞を受賞した。 

 さらに、既存光ファイバとほぼ同じサイズの直径 0.16 mm の 4 コア・3 モ

ードファイバを用いて、1.2 ペタ bps 伝送達成した。ペタビット級の伝送能

力を持つマルチコアファイバとしては最も細く情報密度が高い。標準光フ

ァイバと同じ被覆外径で、ケーブル化の際に既存の設備を流用することが
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可能であり、早期実用化が期待できる。本成果は、ECOC 2018 の最優

秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択された。 
 令和元年度は、標準外径 (0.125mm)・4コアファイバで 3つの波長帯域 

(S, C, L) を用い、標準外径光ファイバの伝送容量の世界記録に当たる

596 テラ bps 伝送に成功した。本成果は、OFC 2020 において、光伝送

カテゴリのトップスコア論文に採択された。さらに同じファイバを用いた拡

張実験では、変調方式を高度化し、世界記録を更新する 610 テラ bps 伝

送に成功した。本成果は、学術論文誌 IEEE Photonics Technology Le
tters に掲載された。また、標準外径を持つ結合型 3 コア光ファイバを用

い、周回スイッチを利用した大容量・長距離伝送システムを構築し、172
テラ bps で 2,040 km の大容量・長距離伝送実験に成功した。この結果

は、伝送能力の一般的な指標である伝送容量と距離の積に換算すると、

351 ペタ bps × km となり、標準外径の新型光ファイバのこれまでの世界

記録の約 2 倍になる。本成果は、OFC 2020 の最優秀論文（通称ポスト

デッドライン論文）の特別セッションに採択された。 
 令和 2 年度は、標準外径 3モードファイバを用いた S バンドの伝送システ

ムを構築し、55 km の伝送を行い、モード多重伝送における波長多重領

域の拡張可能性を評価し、学術論文誌 OSA Optics Express にて発表

した。 
 更に、標準外径を持つ最大 15 モードの伝搬が可能なマルチモードファイ

バを用いて C+L バンドの大容量伝送システムを構築し、1.01 ペタ bps で

23 km の大容量伝送実験に成功し、これまでのマルチモードファイバに

おける伝送記録である 402 テラ bps を 2.5 倍更新する世界記録を達成し

た。本成果は、ECOC 2020 の最優秀論文（通称ポストデッドライン論文）

の特別セッションに採択された。 
 
 超大容量伝送を実現する大口径光ファイバ伝送の研究として、 
 平成 30 年度は、世界最大のコア数となる 39 コア・3 モード光ファイバを

用いて、38 コア・3 モード双方向伝送システムを開発し、ファイバあたり 22
8 空間チャネル伝送の世界記録を達成、短距離光伝送における大容量伝

送を可能とする基盤技術の原理を実証した。本成果は、ECOC 2018 に
おいて、光伝送カテゴリのトップスコア論文に採択された。 

 また、二つの通信波長帯（C 帯及び L 帯）に対応し波長範囲が広い 19 コ

ア一括光増幅器を用いて、高密度 345 波長、715 テラ bps 信号を 19 コ

ア一括で中継増幅し、周回伝送系による総延長 2,009 km 伝送に成功し

た。伝送能力の一般的な指標である伝送容量と距離の積で従来の約 1.4
倍である 1.4 エクサビット×km となり、世界記録となり、大容量と長距離

を両立可能なマルチコア伝送システムの実現可能性を実証した。本成果

は、OFC  2019 の最優秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッ

ションに採択された。令和元年度は、38 コア・3 モードファイバを用いて、

伝送容量 10.66 ペタ bps、周波数利用効率 1158.7b/s/Hz を実証、共にこ

れまでの世界記録を更新した。本成果は、OFC 2020 において光伝送カ

テゴリのトップスコア論文に採択された。 
 令和 2 年度は、7 コア光ファイバにおいて、同期した 3 つの周回ループ系

において、世界初のデジタル逆伝搬法とMIMO処理を組み合わせた長距

離伝送評価系による実証実験を行い、 20 Gbaud の偏波多重 QPSK 信

号による 8,055 km の伝送において信号利得 1.6 dB（伝送距離 28%延

伸に相当）を達成した。本成果は、学術論文誌 IEEE Photonics Techno
logy Letters に掲載された。また、マルチコアファイバを用いた 1,600 k
m の長距離伝送でのコア間クロストークの影響の評価を行い、自然放出

光、非線形歪み、コア間クロストークそれぞれの寄与の割合から、波長多

重の最適な波長配置について提案した。本成果は IEEE Journal of Sel
ected Topics in Quantum Electronics に掲載された。 
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 コヒーレント光配信技術として、 
 平成 28 年度は、長距離 (1,600 km) のコヒーレント光配信による 64QA

M (Quadrature Amplitude Modulation：直交振幅変調) 信号同期伝送

実験に世界で初めて成功した。 
 平成29年度は、商用の光スイッチ (ROADM: Reconfigurable Optical 

Add/Drop Multiplexer) で構成されたネットワークテストベッドで基準光

配信及び送受信実験を実施した。ネットワークで障害が発生しても半自動

的に動作復旧を行い、光ネットワークを介する本方式のフィージビリティ

と、高コヒーレントな基準光配信ネットワークに商用 ROADM が適用可能

なことを実証した。 
 令和 2 年度は、周波数安定化された基準光を配信した広域同期システム

の実証実験として、超狭帯域フィルタリングを活用した12,000 kmの長距

離配信実験を行った。 
 

〇産学との連携による社会実装を目指したフィールド実証として、令和元年

度にイタリアのラクイラ市の実環境テストベッドに 3 種類の標準外径のマ

ルチコアファイバを敷設し、外気温変化による光信号の伝搬時間の変化を

測定し、高い安定性を実証した。本成果を、OFC 2020 にて発表した。令

和 2 年度は、継続してラクイラ市のマルチコアファイバの実環境テストベッ

ドにおけるファイバの特性評価を実施し、4 コアファイバのコア間伝搬遅延

（スキュー）の長時間安定性を評価し、デバイス分野のトップカンファレンス

CLEO (Conference on Lasers and Electro-Optics) にて成果を発表

した。 
 
 
〇産学との連携により、革新的光ファイバの実用化に向けた研究開発とし

て、以下を実現した。 
------ 28 年度 ------ 
 ペタビット級空間多重光ファイバの実用化・大容量化技術として、64QAM
信号を用いた 6 モード多重 18 コア伝送実験で、周波数利用効率 947bit/
s/Hzを達成、部分MIMO (Multiple Input, Multiple Output) を用いた 1
0 モード多重 81 km 伝送実験に成功した。コア密度拡大と実用化のバラ

ンスをとった設計で、５コアマルチコアファイバで、外径 11.2 mm の 200
心ケーブルを実現した。世界最高密度のマルチコアファイバ MT (Mecha
nically Transferable) コネクタを開発し、開発した数モードファイバの高

次モードの実効断面積の高精度測定法により全コアで 1 dB 未満を確認

した。モード結合測定のプログラム中に伝搬損失のモード依存性に対す

る校正機能を追加し、LPモード間のモード結合評価も実施できるよう改良

した。 
 マルチコアファイバの高品質・長距離化では、孔開け法により低損失・小

コア間偏差で 200 km 以上の長尺紡糸を実現するとともに、新規製造方

法についてマルチコアファイバ製造の高品質化に加え空孔付与によるク

ロストーク制御への応用性を実証した。FMF 技術では、世界トップデータ

の空間多重密度を有する FM-OE の報道発表を行い、本成果のアピール

に努めた。また、入出力技術では厳密固有モード伝送を実現する入出力

デバイスの設計を行った。評価技術では、高次モードの実効断面積や波

長分散測など、主要パラメータの測定技術を網羅的に検討した。 
 

------ 29 年度 ------ 
 単一コア 10 モードファイバを試作し、単一コア世界最大の伝送容量 257 
テラ bps を達成した。 

 6 モード 19 コアファイバを試作し、高密度空間多重伝送実験を行い、ファ

イバ 1 芯の世界最大容量 10.16 ペタ bps、11 km の伝送に成功し、周波

数利用効率は 1099.9 bit/s/Hzを達成した。伝送容量10.16ペタbpsは、
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平成 27 年機構の伝送容量世界記録 2.15 ペタ bps の 4.7 倍で、ECOC 
2017 の最優秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採

択され、関係各社連名で報道発表も行い、多数のメディアに掲載された。

本成果により、総務省の「将来のネットワークインフラに関する研究会」の

報告書における「2030 年頃に流通する最大で数 10 ペタ bps の大容量ト

ラヒック」を支えるための光ファイバ伝送技術の原理を実証した。 
 100 km 級のマルチコアファイバ (MCF) を実現した。また、   1.5 μm
以下のコア位置ずれを確保する製法を確立した。複数コアの一括測定技

術により、コア数が増大しても測定時間を増大させない技術を確立した。 
 光ケーブル内の MCF の機械強度、及び光学特性の影響に関する検討を

行い、（長距離）通信インフラとして実用的とされる MCF の具体的設計を

示した。 
 MCF のコア配置精度向上について、±0.5 μm 以下のコア間隔の誤差を

実現した。96 および 256 コアコネクタの MCF 多条コネクタを開発し、1 d
B 以下の挿入損失を実現すると共に、全コアでのフィジカルコンタクト接続

を達成した。クラッド断面形状が樽型である MCF において、単芯・多条で

のパッシブ調心による接続が十分に可能であることを実証した。 
 マルチコア・マルチモードファイバのいずれにも適用可能なモード結合測

定装置を開発した。 
 クロストーク 10 dB 以上低減、0.005 dB/km のコア間偏差、 240 km 以

上のファイバ紡糸を実現し、最終目標を達成する低クロストーク MCF を

実現した。 
 空間・周波数利用効率を最大化する MCF の設計方法を確立し、隣接す

るコア間に空孔を配置した場合のクロストーク特性の低減効果について

体系的に明らかにし、論理実証した。 
 日本技術の国際展開に向けた標準化のマイルストーンを策定することを

目的として、得られた成果について国内外の展示会および報道発表等を

通じ幅広くアピールした。 
 世界最高密度の数モード(FM)-MCF を実現し、特性評価技術の適用性を

明らかにした。弱結合型 FM-MCF の解析設計技術を確立し、最適設計を

実施した。4LP モード・19 コアファイバを作製し、空間分割多重数 114、相
対空間多重度指数 (RCMF) 60 以上を実現した。 

 テーパー結合逐次モード遷移型の設計指針を明らかにして試作により実

証した。また、評価技術を確立した。 
 
 
〇産学との連携により、空間多重フォトニックノード基盤技術の研究開発とし

て以下を実施した。 
 
------ 28 年度 ------ 
 大規模波長ルーティングノードアーキテクチャ検討において、サブシステ

ムモジュラ構成の拡張性と 80%程度のWSS (Wavelength Selective S
witch) 数削減性を明らかにした。システム制御技術では、伝送特性を考

慮した空間多重ネットワーク収容設計基本方式検討を完了した。また、ク

ラッド励起マルチコア光増幅器の利得偏差特性を 50 x 256 Gps、 5,04
0 km 空間光多重伝送実験にて評価した。 

 空間多重ノード方路制御技術・光増幅制御技術では、スイッチ光学系のク

ロストーク性能の初期評価を完了すると共に、クラッド・コアハイブリッド励

起マルチコア光増幅器の利得制御性（入力レベル変化などに対し 0.8 dB
以下）の初期評価を完了した。省電力光増幅モジュール構成検討では、

励起光源電力配分の最適化による省電力化構成を策定し、動作確認を

完了した。 
 装置間と装置内配線のインターフェースを勘案した MT コネクタ、装置内

用の小型 MT コネクタを設計・試作し、多心一括接続の原理確認、並び
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に、正方コア配置ファンアウトを実現した。また、4 コアファイバと通常 SM
F（シングルモードファイバ）間コネクタ接続を実現する積層型の石英導波

路を設計・試作したほか、接続端面の微小変形と PC 接続条件の関係に

ついて理論検討を進めた。 
 

------ 29 年度 ------ 
 空間多重ノードアーキテクチャ・システム制御技術として、サブシステム O

XC (Optical cross connect) 構成において、M x M WSS (Wavelen
gth Selective Switch) を適用した場合のファイバ収容効率、ならびに必

要となる WSS 数の有効性を示すとともに、6 x 6 WSS を用いた伝送実

験により、フィージビリティを確認した。信号雑音比(SNR：Signal to Nois
e Ratio) をコア間で均等化する手法を検討し、信号のベクトル表現の時

点でチャネル間のエラーベクトルを均等化させることにより、Q 値偏差補

償し、Q値が低いチャネルの品質を改善する方法にて補償後Q値偏差 0.
1 dB 未満を確認した。 

 空間多重ノード光増幅・方路制御技術として、空間多重多方路制御ノード

構成用のスイッチデバイスのクロストーク低減技術の確認（-50 dB 以下

のクロストーク性能）、及びクラッド励起のマルチコア光増幅器とラマン分

布増幅からなるハイブリッド分布増幅技術を提案し、コア間の損失ばらつ

きを補償できることを確認するとともに、8 心 4 コアファイバ MT (Mechan
ically Transferable) コネクタを試作し、32 コアで 2 dB 以下の接続損失

を実現した（平均値 0.6 dB、最悪値 1.9 dB）。試作したコネクタ間の接続

特性を評価し、接続損失平均 0.23 dB、最大   0.66 dB、反射減衰量 4
0 dB 以上を確認した。 

 「革新的光ファイバの実用化に向けた研究開発」の成果を積極的に活用

し、マルチコア光増幅中継系を用い、光通信で主に使われている波長（Ｃ

バンド：波長 1,530-1,560 nm）で 118 テラ bps、316 km 光増幅中継伝

送実験に成功した。この成果は、国際会議 OECC (OptoElectronics an
d Communications Conference) 2017 の最優秀論文（通称ポストデッ

ドライン論文）の特別セッションに採択され、関係各社連名で報道発表も

行い、多くのメディアに掲載された。 
 
------ 30 年度 ------ 
 空間多重ノードアーキテクチャ・システム制御技術について、10 ペタ bps

 程度まで拡張可能なスケーラビリティの高いフォトニックノードアーキテク

チャを提案し、その基本機能をシミュレーションならびに伝送実験により実

証した。また、提案ノードアーキテクチャの基本構成であるサブシステムO
XC (Optical crossconnect)の主要構成要素として、1xN 集積多連WSS
 (Wavelength Selective Switch) 光スイッチモジュールのポート間クロ

ストークを-40 dB 以下とすることで 16QAM 信号を安定に受信できること

を実証した。光パス収容設計に関しては、基本方式を提案し、16QAM 信

号においてファイバとノードのクロストーク積算値を想定したパス収容特

性をシミュレーションにより評価した。さらにクラッド励起MC（マルチコア） 
-EDFA の中継伝送適用性 (5,040 km) を確認するとともに、光増幅中

継システム制御における利得平坦化の実現にむけ、幾つかのブロック等

化方式を提案し、5 段中継ノード通過後の SDM (Space Division Multi
plexing) /WDM チャネル間の利得平坦度目標（±3 dB 以内）を実証し

た。 
 空間多重ノード光増幅・方路制御技術として、クラッド励起 MC-EDFA に
おけるクラッド一括励起とコア励起を併用したハイブリッド励起方式と WS
S のアッテネーション機能の適用によりコア間、波長間のばらつきを抑圧

する利得制御技術の制御方式の原理確認を実施し、±1.5 dB を可能と

する利得制御技術の実現可能性を示した。また多方路制御技術の実現

に向け、低クロストーク化を実現可能な 1xN WSS一体集積モジュールを
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提案・試作し、6x6 WSS 構成にてその有効性を実証した。さらに省電力

増幅モジュール構成技術、光増幅モジュール省電力化制御技術、高効率

利得平坦化技術の各要素技術の検討を進め、ターボクラッド励起技術の

有効性を検証するとともに、増幅器構成技術と制御技術との連携により 2
0.3%の省電力効果を確認した。 

 空間多重ノード配線技術について、125 μm のクラッド径を持つ 8 本の 4
コアファイバの心線一括接続技術について検討を行い、中間目標特性を

上回る10 コア超一括接続を所望の光学特性で実現した。また、単心コネ

クタの回転角度を制御する機構について検討し、ランダム接続損失 0.5 d
B 以下 (97%) を達成する MCF （マルチコアファイバ） コネクタ基本構

造とその設計手法を確立すると同時に、4 コア用光コネクタの損失要因

分析手法を見出した。更に、IEC TC86/SC86B 会合において、MCF コ
ネクタ試験方法の規格標準化を進める方針を提案し、合意を得た。 

 
------ 令和元年度 ----- 
 空間多重ノードアーキテクチャ・システム制御技術について、6x6 WSS 

(Wavelength Selective Switch)で構成されたサブシステムモジュラ光ク

ロスコネクトの実現可能性を検証し、16 台のWSS、 1,200 km 伝送を実

証した。ネットワーク収容設計技術については、空間多重光ノードの省電

力化を目指した、コア経路割り当てと利用波長数を平準化するパス設計

方式を提案した。中継ノードシステム制御技術については、10 段以上の

中継ノードを考慮したブロック等化ノードの評価・設計指針策定系を構築

した。さらに、信号雑音比をコア間・波長間で均等化する手法について、4
中継ノードを通過する 192 km のマルチコアファイバ中継伝送路において

チャネル間の信号品質の偏差を 0.1 dB 以下に低減する効果を実証し

た。 
 空間多重ノード光増幅・方路制御技術として、入力側と出力側を非対称と

した新しい光ノード構成によってノード内配線を大幅に簡略化できる構成

を提案した。さらに、空間平面光回路技術による多連 WSS モジュール技

術を検討し、異なる二つの光学系を採用した WSS アレイモジュールを組

み合わせることで簡略化光配線ノードを実現できることを示した。省電力

光増幅モジュール構成技術に関して、増幅効率向上が期待される 19コア

光増幅器の試作および初期評価を完了するとともに、ハイブリッド動作に

おいて、7 コアと比較して 6.9%の電力削減効果を確認した。 
 空間多重ノード配線技術について、20コア超マルチコアファイバ一括接続

コネクタの作製および評価を行い、損失 1.5 dB 以下、反射減衰量 40 d
B 以上、クロストーク -40 dB 以下を達成した。空間多重ノード装置内配

線技術について、小型多心配線部材を開発し、125 μm、80 μm 両クラッ

ド径のファイバに適した 24 心フェルール構造を実現した。空間多重ノード

配線用光コネクタ技術について、4 コアファイバ用 SC (Subscriber Conn
ector) 形光コネクタの機械的特性評価を実施し、繰り返しかん合試験お

よび通光左右曲げ引張り試験において、接続損失 0.2 dB 以下であるこ

とを確認した。ITU-T SG15 第 5 会合において、将来における空間分割

多重伝送用光ファイバの標準化に備え、現在の技術レベルと標準化に向

けた課題を明確化するための新規技術レポートの作成提案を実施し、20
22 年文書制定に向けて作業を開始することが了承された。また、IEC T
C86/SC86B 会合においてマルチコアファイバコネクタ反射減衰量測定法

に関する標準化の開始が合意されたため、ファンアウトの損失と反射から

コネクタ 1 接続点の反射減衰量を推定する手法の開発を開始した。 
 
------ 令和 2 年度 ----- 
 空間多重ノードアーキテクチャ・システム制御技術について、サブシステ

ムモジュラ OXC (Optical Cross Connect) 構成およびファイバクロス

コネクト構成によるスループット 10 Pbit/s 超へのスケーラビリティを実証
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し、ネットワーク全体を模擬した大規模数値シミュレーションでこれらの合

理性およびコスト特性を明確化した。また、本光パス収容設計方式と空間

多重ノードを構成するマルチコア光増幅器の連携制御による 19 コアマル

チコア光増幅器の省電力特性を最適化する設計手法の提案と基本特性

の評価を実施した。マルチコアファイバのコア間で生じる信号雑音比の差

異に起因する信号品質 Q 値偏差を低減する伝送方式を提案し、0.1 dB
以内に Q 値偏差を低減可能であることを実証した。 

 空間多重ノード光増幅・方路制御技術として、2-f 型および 4-f 型の M 連 
1×M 波長選択スイッチ (WSS) の基本原理の確認および光学設計検討

を実施した。スループット 10 Pbit/s 超を実現可能なノード構成となる 6×
6 規模および 10×10 規模 WXC (Wavelength Cross Connect) を構築

した。M×M WSS を用いたサブシステムモジュラ OXC の連携実験により

目標性能である利得ばらつき±1.5 dB とスループット 10 Pbit/s 超の実

現可能性を実証した。光パス収容設計とマルチコア光増幅器の連携制御

による 19 コア光増幅器の省電力効果の実証を完了した。 
 空間多重ノード配線技術について、多層平面石英導波路および 3 次元導

波路技術を活用し、シングルモードファイバ・マルチモードファイバ間およ

び異種マルチコアファイバ間の接続デバイスを実証した。多心マルチコア

コネクタ技術開発において、4 コア 8 心（32 コア）を接続損失 1.5 dB 以

下、クロストーク -40 dB 以下での一括接続を実現した。空間多重信号

伝送を行うマルチコアファイバ等による架間配線に適する単心系光コネク

タとして、結合時にオルダム・カップリング機構を構成する簡易構造マルチ

コアファイバ用SC形光コネクタを開発した。ランダム接続損失 0.5 dB以

下 (97%)、反射減衰量 45 dB 以上、通光左右曲げ引張り試験等の機械

的特性を確認し、通信ネットワークでの使用に耐える性能を有することを

示した。 
 
 
〇産学との連携により、マルチコアファイバの実用化加速に向けた研究開発

として以下を実施した。 
 
------ 令和元年度 ----- 
 高品質・高信頼性マルチコアファイバ技術について、ステップインデックス 

(Step Index: SI) 型標準クラッド径マルチコアファイバの素線評価を行

い、数十 km 長での高速伝送への適用性を伝送実験で確認した。品質異

常部の発生状況を整理し、母材加工装置に求められる仕様を明確化し

た。長尺の 125 μm 径マルチコアファイバで 1%引っ張りプルーフを実施

し、クラッド一括形成法のコア変形量を調査した。非開削母材におけるクリ

アランスとコア位置ずれ、コア変形についての設計、試作結果の検証を実

施した。 
 マルチコアファイバケーブル・伝送路技術について、SI型標準クラッド径マ

ルチコアファイバを実装した高密度光ケーブルの試作を行い、工程間変

化の評価に着手した。SI 型標準クラッド径マルチコアファイバの多段接続

構成を設計、構築し、平成 30 年度に構築した評価系を用いて、挿入損失

やコア間クロストーク、偏波変動性等を測定した。 
 標準化に向けたマルチコアファイバ周辺技術について、標準クラッド径マ

ルチコアファイバの幾何学パラメータの評価技術の方式検討を行い、原

理検証に向けた評価系等の構築に着手した。マルチコアファイバを含む

空間多重ファイバ・ケーブル技術について、その定義や分類、国際標準

化に必要な項目等に関する技術文書の作成を研究分担者との連名で IT
U-T Q5/SG15 に提案し、合意された。 

 
------ 令和 2 年度  ----- 
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 高品質・高信頼性マルチコアファイバ技術について、ステップインデックス

(SI)型マルチコアファイバの設計および適用領域を明らかにするとともに、

SI・トレンチ型のカットオフとクロストークの関係を明確化した。クラッド径

変動異常部の発生要因明確化。また、高効率母材加工装置を立上げた。

孔開法で長尺化、高信頼化の中間目標を達成した。クラッド一括形成法

の量産適応性を判断した。非開削母材におけるクリアランスの制御により

孔開法と遜色ない品質にて母材サイズ 100 km 化を達成した。 
 マルチコアファイバケーブル・伝送路技術について、SI 型標準クラッド外

径マルチコアファイバを高密度光ケーブルへ実装し、工程間の損失・クロ

ストークの特性変化および波長依存性を明確化した。SI 型マルチコアファ

イバの多段接続構成（異ベンダ接続含む）における挿入損失やコア間クロ

ストークを測定。SI 型マルチコアファイバ光ケーブルの多段接続構成を構

築し、光学特性および伝送性能の評価を実施した。 
 標準化に向けたマルチコアファイバ周辺技術について、4 コアファイバの

幾何学パラメータの定義に向けて、コア間隔の偏差が接続損失特性に与

える影響を数値計算により明確化した。射出成形法 MCF コネクタを試作

し、低 IL・PC接続を実現。側方観察に望ましいMCF構造を確認マルチコ

アファイバのモードフィールド径を 4コア同時測定し、測定時間を通常のシ

ングルモードファイバ比で 1.91 倍（1 コア当たり 0.48 倍）に短縮した。SI
型 40 μm コアピッチマルチコアファイバ用ファンアウトの部材、設計を最

適化し、低挿入損失を実現した。 
 
 
〇産学との連携により、大規模データを省電力・オープン・伸縮自在に収容

する超並列型光ネットワーク基盤技術の研究開発として以下を実施した。 
 
------ 令和元年度 ----- 
 超並列デジタル信号処理 (Digital signal processing: DSP) 高度化基

盤技術については、信号復元復号処理・適応制御技術に取り組み、確率

的信号点配置シェイピングとマルチレベル符号化により、符号処理機能

の電力効率 9倍改善に成功した。光送受信処理技術について、非線形波

形劣化補償に有効なアルゴリズムとして全結合ニューラルネットワークの

設計を最適化し、12 スパン伝送後の 9 チャネル波長多重・偏波多重 64
値直交振幅変調信号に対して、信号品質の値が 1.2 dB 改善した。 

 超並列光ネットワーキング基盤技術については、超並列スライス設計制

御技術に取り組み、信号並列度モードグループ数 6 倍のスライス制御実

験に成功し、3 軸合計現行比 340 倍相当のオープンインターフェイスを用

いたスライス制御実験にも成功した。超並列光ノード・ネットワーク構成技

術について、階層化光クロスコネクトの空間バイパス/周波数グルーミング

機能が転送品質劣化なしに実現可能であることを実証した。超並列ダイ

ナミック MAC 技術について、多段ラウンドロビンを実装したエミュレータに

より、ダイナミック MAC (Media Access Control) の基本動作確認に成

功し、32 レーン単位のダイナミック帯域容量割当の実現性を確認した。 
 
------令和 2 年度 ----- 
 超並列デジタル信号処理 (Digital signal processing: DSP) 高度化基

盤技術については、圧縮 PS (Probabilistic Shaping)・マルチレベル符

号化変調と適応復号の組合せにより、情報源マーク率を 50%~10%まで

変化させた場合の電力効率改善 8~26 倍に成功した。XPM (Cross pha
se modulation) を考慮した物理現象特化型ニューラルネットワークを用

いることにより、64QAM 信号の伝送距離を 60％延伸することに成功し

た。 
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 超並列光ネットワーキング基盤技術については、空間分割多重システム

と既存波長分割多重システムにおけるオープンインタフェースを用いたス

ライス設定時の協調制御方式の実証実験に成功した。WDM/SDM マル

チレイヤ収容設計アルゴリズムを用いたネットワーク収容設計シミュレー

ション等により、SXC (Spatial Cross Connect) の接続性自由度と経済

性の関係と SCN (Spatial Channel Network) 導入の経済効果を明ら

かにすることに成功した。ダイナミック MAC (Media Access Control) 
実現方式におけるスキュー吸収処理動作の設計、自動障害復旧処理方

式の設計を完了した。また、エミュレータの 400 レーン動作に成功した。 
 
〇産学との連携により、次世代MCM 超小型光トランシーバの研究開発とし

て、以下を実現した。 
 
------ 令和元年度 ---- 
 MCM 型光トランシーバ基盤技術として、裏面出射型 1,060 nm 帯 VCSE

L、表面出射型 850 nm 帯 VCSEL の 25 Gbs 高速変調動作とその MC
M 実装に適合したアレイチップ開発、および MCM との低損失直接光結

合の実現を目指し、1,060 nm 帯 VCSEL ウェハの設計を完了した。マル

チコアファイバとの結合設計を行い、モードフィールド径を 7 ミクロン程度

まで拡大することで、レンズレスで裏面出射、表面出射の 2 方式で結合損

失 1 dB 以下の低損失結合が可能であることを計算により示した。また、

実験的に 850 nm 帯 VCSEL を試作し、結合共振器構造を導入すること

で、単一モードでモードフィールドを 8 ミクロン程度まで拡大することに成

功し、モードフィールド径 6 ミクロン単一モード光ファイバ（波長 1.1 ミクロ

ン帯）とのレンズレス直接結合で 1.1 dB の低損失結合を実現した。また、

マルチコアファイバに適合する 16 アレイ、7 アレイの VCSEL アレイを試

作した。 
 MCM 型光トランシーバのための VCSEL アレイ開発としてマルチコアファ

イバの仕様に対応する 850 nm 表面出射型スルービア VCSEL デバイス

の設計・試作を行い、ファイバへの実装・伝送特性評価結果から、25 Gb
ps 駆動を達成するためのデバイス構造およびプロセスの最適化を行っ

た．また、シミュレーションによるスルービア構造の伝送特性および放熱

性を検討した。25 GHz 850 nm 単ビット VCSEL を用いてスルービア形

成プロセス条件を確立した。 
 MCM光トランシーバモジュールの設計・評価として、MCM光トランシーバ

の全体構造の検討とシミュレータによる熱伝導解析を実施し、駆動電子

回路 (EIC) の放熱性の向上と、EIC から光半導体素子への熱流入防止

とを両立しうるインターポーザ材質および放熱部品材質と構造を選定し

た。さらに、本構造において VCSEL アレイ-マルチコアファイバ間の光路

に充填する接着剤の厚さが VCSEL アレイの放熱に大きく影響することを

シミュレーションで確認し、今後の実験結果と合わせてその厚さの最適化

を図ることの重要性を見出した。以上により、MCM 光トランシーバの基本

コンセプトと放熱構造を決定した。 
 MCM 光トランシーバモジュールの動特性評価として、結合共振器を導入

した 850 nm 帯 VCSEL の単ビット素子を試作し、小信号変調帯域で 25
GHz の単一モード VCSEL としては、最高レベルの小信号変調帯域を実

現するとともに、大信号変調で NRZ 36 Gbps、多値変調 PAM-4 48 G
bps を実現した。さらに、   1.1 μm 帯の単一モード光ファイバの伝送帯

域としては、130Gbps/km の高速伝送の可能性を示した。 
 
------ 令和 2 年度 ---- 
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 平成 28 年度は、400 Gbps 級光信号伝送に必要となる 16QAM 多値変

調信号のバースト光信号送受信技術を実証した。本送受信技術と産学官

連携で開発した「強度変動抑制・低偏波依存・低波長依存かつナノ秒オー

ダーの高速な電界吸収型光スイッチ」を用いて、16QAM 多値変調信号の

光スイッチングおよび周回伝送実証実験を行った。従来の高速半導体光

スイッチでは振幅・位相変調光信号に対してスイッチングを繰り返すと信

号の歪や雑音が大きくなり伝送距離を延ばすことが難く、スイッチ回は 6
回、伝送距離 300 kmまでであった。電界吸収型光スイッチを用いた本実

験では、16QAM 多値変調信号に対して、従来比 1.6 倍以上となる世界

最高のスイッチ回数（10 回）および伝送距離 (500 km) で良好な結果を

得ており、関東圏程度のバースト信号光ネットワークの構築が可能である

ことを実証した。また、16QAM 多値変調信号に対する良好な結果より、 
400 Gbps 以上の光信号伝送に必要な多値変調光信号に対しても有効

である可能性を見出した。本成果を ECOC 2016 にて発表した。 
 また、ラインレートの異なるバースト光信号が時間的に多重された場合で

も 1 台の受信機で受信可能にするマルチレートバースト光信号受信技術

を初めて提案し、3 種類のラインレートの異なる光信号が受信可能である

ことをシミュレーションにて実証し、本成果を国際会議 OECC/PS (OptoE
lectronics and Communications Conference / International Confer
ence on Photonics in Switching) 2016 にて発表した。 
 

 平成 29 年度は、32Gbaud 多値変調信号 (8PSK・QPSK) 光スイッチン

グ実験により電界吸収型（EA）高速光スイッチの位相変調方式に無依存

である事を実証し、400 Gbps 級光信号 (32Gbaud、16QAM) に対する

光スイッチング実現の見通しを得て、OFC2018 にて発表した。 
 
 平成 30 年度は、16QAM 多値変調方式のバースト光信号向けデジタル

信号処理アルゴリズムの性能をシミュレーションにて評価した。 
 
 令和 2 年度は、16QAM と比較して伝送容量を 25%向上させる、32QAM
多値変調方式のバースト光信号送向けデジタル信号処理技術の開発を

推進し、信号処理アルゴリズムを確定した。 
 
〇時間軸・波長軸に対するダイナミックな制御を瞬時に行う技術及び関連す

るハードウェアシステム技術として、 
 平成 28 年度は、時間軸・波長軸ともに状態がダイナミックに変動するバ

ースト光信号に対して、高速な光デバイスを用いて安定的に動作する光

強度制御技術の研究開発に着手した。 
 
 平成 29 年度は、リンク障害時の光パスの時間軸・波長軸のダイナミック

な挙動に対して、バーストモード光増幅器により強度変動を抑制し、光パ

スの超高速切替が可能であることを世界で初めて実証した。全国ネットワ

ークモデルを用いた計算で、単一リンク障害がネットワーク全体の運用光

パスの約40%に悪影響を与えることを検証し、OFC 2018にて発表した。 
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 平成 30年度は、複数光パスの高速制御を実現するための光強度変動抑

制機能を有するフレキシブル光パスノードを提案した。本ノードは、一台で

複数波長に対応可能な光強度変動抑制デバイスに波長数増減の影響を

抑制する高線形バーストモード光増幅器や音響光学素子を用いた高速光

強度制御器を導入した。3 波長の強度変調方式の光パスを対象として光

強度制御の動作実証を行い、マイクロ秒オーダーの動作速度で光パスの

光強度変動を一括して補償し、データ損失の抑制に成功した。複数光パ

ス一括の経路切替を可能とし、高速動作化を実証した。本成果は、学術

和文誌 電子情報通信学会和文誌に掲載された。 
 
 令和元年度は、音響光学素子をベースとした複数波長を同時に制御可能

な高速光強度制御器を導入し、強度変動する 4 波長パスに対して 500 μ
秒~2 m 秒での動作を実証した。また、平成 30 年度に構築したバースト

モード光増幅器・高速光減衰器を導入した光強度変動抑制機能を有する

フレキシブル光パスノードを用いて、最大 8 波長の複数光パス一括の経

路切替時の通信品質保持に成功し ECOC 2019 において発表した。 
 
 令和 2 年度は、時間軸・波長軸に対するダイナミックな制御を瞬時に行う

技術及び関連するハードウェアシステム技術として、令和元年度に開発し

たフレキシブル光ノード技術を大手町-小金井間の ROADM ネットワーク

テストベッドに導入し、技術実証を実施した。光パス追加時において、バ

ーストモード光増幅器により利得変動を抑制し、高速光強度制御器により

強度調整を即座に行うことで、これらの技術を導入しない場合と比較し

て、光パスによる通信開始（受信率が 100%）になるまでの時間を 13~17
秒程度短縮した。既存ネットワーク技術との併用でも新規光パス追加によ

る通信帯域拡大、輻輳緩和の高速化が可能であることを実証し、時間軸・

波長軸に対するダイナミックな制御を瞬時に行う技術及び関連するハード

ウェアシステム技術を確立した。 
 
〇産学との連携により、大規模フラットネットワーク基盤技術として、以下を

実施した。 
------ 28 年度 ----- 
 超高速光スイッチ基盤のモノリシック型 4x4 光スイッチチップ作製し約 5d

B 程度の損失特性改善を得た。OSNR (Optical Signal to Noise Rati
o) モニタサブシステムを適用したネットワーク制御方式の実証実験及び

課題間連携実験に向けた、光ノードの一次試作、ネットワーク－ノード間

制御インターフェースを規定し、動作検証を完了した。 
 
 従来と同じハードウェアを利用した Grouped Routing とサブシステム構

成ノードを適用したネットワークにて、検討した新たな制御手法が様々な

サービスを経済的に実現可能なことを実証した。 
 
 弾力性のある光パスの波長/ファイバ割当・変更制御として、マルチコア E

ON (Elastic Optical Network)での RSA (Routing and Spectrum As
signment) 手法、仮予約方式、 境界制御手法、複数経路設定手法及

び、輻輳発生後の高速な経路切替手法を確立した。 
------ 29 年度 ----- 
 高速スイッチ素子の大規模化検討、低損失化検討を行い、16x16 規模の

スイッチの実現において鍵となる 3 次元実装について実現性を検討し、大

規模ネットワーク制御、弾力パス制御を取り込んだ超高速光スイッチ機能

を実現するシステム構成の詳細化を完了した。 
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 ROADM と超高速スイッチの組合せによるハイブリッド型ノード構成およ

び制御を検討し、超高速スイッチサブシステムにおけるコントローラ仕様

についても仕様を決定して試作に着手した。 
 
 OSNR (Optical Signal to Noise Ratio) モニタの集積化検討および試

作ノードの大規模化検討を行い、コヒーレント受信技術に基づいた PDL
（偏波依存損失）モニタおよびチャネル間隔モニタの実験実証、さらに新

たな VDL (Virtual Direct Link) 技術によるネットワーク設計アルゴリズ

ムを開発し、高信頼、高効率大規模フラットネットワーク有効性の実証実

験を実施した。 
 
------ 30 年度 ----- 
 大規模超高速光スイッチの基盤技術の確立に向けて、大規模スイッチ半

導体素子技術と半導体チップ同士のクロス配置の接合技術、ドライバ集

積技術等のデバイス基盤技術を確立するとともに、16x16 級スイッチ等の

さらなる高度化に向けた課題を明確化にした。 
 
 弾力化制御技術とそれによりアシストされた高速スイッチネットワーク等を

提案し、OPS (Optical Packet Switching) - OFS (Optical Flow Swit
ching) のオフローディング等の有効性を示すとともに、連携実験により基

本動作を実証した。 
 伝送品質モニタを用いた高いネットワーク収容効率を実現するネットワー

ク構成法として Transmission-Quality-Aware Online Network Design 
& Provisioning を提案するとともに、連携実験により有効性を実証した。 

 
 
〇産学との連携により、光トランスポートネットワークにおける用途・性能に

適応した通信処理合成技術として以下を実施した。 
 
------ 28 年度 ----- 
 LSI、FPGA (Field Programmable Gate Array)、NP (Network Proce

ssor)、CPU の特長を活かした、再構成可能通信処理モジュールの方式

を提案し、検索振分けエンジンをFPGAで回路設計、シミュレーションによ

り、IP/MPLS/Ethernet のサービス、200 Gbps の転送エンジンを収容可

能であることを確認した。 
 
 中間帯域リンクの状態監視方式を考案し、ハードウェア回路として設計、

回路シミュレーション性能評価により、中間帯域リンク単位（25 Gbps 単

位）での状態監視が可能であることを確認した。 
 
 主要クライアントとなる IP 網の光エッジ収容を前提とした検討を行い、光

エッジ上の ARP (Address Resolution Protocol) キャッシュ参照、SDN
コントローラ間上の分散ハッシュテーブル参照、全光エッジによるユーザ

ーネットワーク問合せ、の段階的な参照応答によるブロードキャストトラヒ

ックの削減および応答速度性能の向上を実現した。また、光エッジ仮想化

およびリソースプール化を定義し、リソースプール管理におけるサービス

割当アルゴリズムの設計要件を GUI シミュレータにより明確化した。 
 
------ 29 年度 ----- 
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 100 Gbps を処理可能な転送エンジン LSIｘ２個と、検索エンジン LSIx1
個とを結合した再構成可能通信処理モジュール（ボード）の試作を行い、

現状 (100 Gbps) と比較して転送性能が 2倍、1つの設備で提供する機

能が 3 倍となり、6 倍の性能和が実現可能なことを実機にて確認した。そ

の結果、本方式を拡張して、転送性能を 400 G ビット/秒とすることで、10
倍を超える性能和が実現可能な見通しを得た。 

 
 25 Gbps 粒度での中間帯域リンクの生成・状態監視が可能であることを

FPGA (Field Programmable Gate Array) 評価ボードにて確認し、中

間帯域リンクを Beyond100G 級 OTN (Optical Transport Network) フ
レームへ収容し、E2E (End to End)の中間帯域リンクの状態監視を可

能とする方式を考案した。 
 
 PC サーバ上の仮想マシンに Click モジュラールータを利用した再構成可

能通信処理モジュールシミュレータと再構成可能サービス処理モジュール

シミュレータを動作させ、モジュール間通信を IP カプセリングで実現し静

的設計において 6 テラ bps クラスのリソースプール連携の可能性を示し

た。 
 
------ 30 年度 ----- 
 転送振分け処理のプロトタイプとして、100 G インタフェースを持つ転送

振分け FPGA (Field Programmable Gate Array)、及び、ボードを設

計・試作して、再構成可能ハードウェア全体のアーキテクチャの方式検証

を実施した。さらに、上記の方式検証結果をフィードバックして、再構成可

能 400 G ボードに搭載するための、400 G 検索振分けエンジン FPGA
と、400 G 転送振分けエンジン FPGA の処理方式の検討と回路設計を

行うことで、400 Gbps までの領域で、複数の通信方式を収容可能な、従

来比 10 倍を超える転送性能（1 つの設備で提供する機能毎の性能の和）

を達成可能な見通しを得た。 
 
 Beyond 100 G 級のハードウェア監視技術として、中長距離伝送も含め

た End-to-End での中間帯域リンクの状態監視を実現する方式の検討な

らびに実機検証を完了させた。また、ハードウェアならびに中間帯域リン

クの監視情報に従い通信容量を再構成する方式の検討を完了させた。以

上により、Beyond 100 G 級再構成可能インタフェースの構成技術、なら

びに中長距離伝送路を含むリンクの状態監視を実現する監視技術の見

通しを得た。 
 
 再構成可能ハードウェアのリソースを監視しつつ適切なリソースを仮想的

にスライシングしさまざまなサービス機能を実現するためのハードウェアリ

ソース制御技術の研究を進め、光ネットワークリソースから再構成可能ハ

ードウェア上で実現された仮想的リソースまで一貫した管理制御を実現す

る上で重要となるリソース制御アルゴリズムを完成させると共に、シミュレ

ータとの連携動作検証、実機との連携制御プロトコル仕様の検討を実施

した。 
 
------ 令和元年度 ----- 
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 400 ギガ bps 級再構成可能通信処理モジュールの FPGA(Field Progra
mmable Gate Array)を設計・試作し、実機動作を確認した。400 ギガ bp
s 試作ボードを用い、再構成を行うことで、IP (Internet Protocol)、 MPL
S (Multi Protocol Label Switching)、Ethernet の各種プロトコルパケッ

トに柔軟に対応可能なことを実機確認した。従来（100 ギガ bps）と比較し

て、転送性能が 4倍に、１つの設備で提供する機能が 3 倍になり、合計で

12 倍の性能和が実現可能な見通しを得た。また、机上検討により、FPG
A 部分を LSI (Large Scale Integration circuit) に置き換えることにより

再構成可能通信処理モジュールが従来比 30 倍までの転送性能が実現

できること、及び、パケットオプティカルノードの交換処理性能が 6.4~16テ

ラ bps のスケーラビリティを持つことを確認した。今後、本技術を活用し

て、ネットワーク可視化（再構成可能ノードのセンサ化）機能等の実現を目

指す。 
 
 中間帯域リンク監視制御統合回路を用いて、FlexE (FlexEthernet) マッ

ピング方式の動的な変更による中間帯域の動的な増減速、またエラーの

任意箇所への挿入をトリガとした障害発生箇所の検出ならびに FlexE ま

たは OTN (Optical Transport Network) リンクにおける中間帯域の動

的な再構成が可能であることを実証した。また、作製した中間帯域リンク

監視制御統合回路を再構成可能通信処理モジュールならびにハードウェ

アリソース制御装置に接続し、JGN ネットワークを経由した中長距離伝送

におけるエンドツーエンド中間帯域リンクの状態監視／制御ができること

を実証した。 
 
 再構成可能ハードウェアを組み合わせたプログラマブル光エッジノードア

ーキテクチャ提案し、100 万加入者収容可能、6 テラ bps クラスのリソー

スプール連携が可能となることをシミュレータ及び静的設計で実証した。

ゆらぎ制御を用いたリソースプール制御の実証として、シミュレータと実機

を組みわせたエッジコンピューティングサービス基盤の実現性を確認し、1
00 ノード規模のゆらぎ制御の実用性を提示した。 

 
 
〇産学との連携により、高スループット・高稼働な通信を提供する順応型光

ネットワーク技術として以下を実施した。 
 
------ 令和元年度 ----- 
 機械学習を応用した光物理層モニタリング技術として、コヒーレント受信し

た信号から、マルチスパン光ファイバ伝送路の長手方向特徴量（パワープ

ロファイル）を抽出する新規アルゴリズムを開発した。上記アルゴリズムに

ついて、数値計算をベースに性能・距離分解能など、特性を詳細に検討し

た。上記アルゴリズムに適したデータを収集するため、データ収集実験系

を改良した。 
 
 順応型光パス制御技術として、スループット向上のための設定を決定す

るアルゴリズムを開発した。推定精度を上げるネットワーク状態収集手法

を開発した。また、順応型パス自動制御技術の論理アーキテクチャと物理

アーキテクチャを定義した。ベースプラットフォームへのパス収容設計機

能を追加し、ベースプラットフォームとネットワーク制御用ソフトウェアの相

互連携機能を追加した。 
 
------ 令和 2 年度 ----- 
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平成 30 年度 
動的な波長チャネル等化技術について、以下を実施し、計画通り進捗した。 
 複数の波長チャネル一括で高速な強度制御が可能な音響光学素子を新

たに導入した。基本動作実証のためのサブシステム実験により、従来の

光デバイスではミリ秒オーダーであった動作速度を 7 μs 程度まで高速化

し、3 波長チャネル一括で光強度変動の抑制が可能であることを実証し

た。 
 
 音響光学素子による複数波長チャネルの強度制御に適したコントローラ

として、周波数の異なる複数の電気信号を合成して出力可能な複数 RF 
(Radio Frequency) 高速発生器の開発に着手した。 

 
オフローディングと波長資源管理の制御機構の統合化について、以下を実

施し、計画通り進捗した。 
 光パケットオフローディング機能を光統合ネットワーク制御管理機構に組

み込み、実証実験を行った。災害時の外部トラヒックの変化に応じて、光

統合ネットワークが弾力的に運用できることを確認し、ECOC 2018 にて

発表した。 
 MPLS (Multi-Protocol Label Switching) や Open Flow など異なるト

ラスポートネットワーク間でシームレスに相互接続制御を行う技術を開発

し、光統合ネットワークとの連携運用を実証した。 
 
光ネットワークの応急復旧に係る技術として、以下を実施し、計画以上の成

果を得た。 
 通信キャリア間での暫定共用パケット転送網の建設・自動制御のデータ

層相互接続実験を、世界で初めて NTT コミュニケーションズ、KDDI 総合

研究所と共に、国際会議 iPOP  (International Conference on IP + 
Optical Network) 2018の Showcaseにおいて実施し、機密情報漏洩な

しの全自動制御を実現した。さらに、二次災害によりキャリア MPLS 網と

暫定共用網での故障を自動的に識別・管理する機能の研究開発を行っ

た。また、災害時のキャリア間連携を促進するために、インセンティブを明

確にすべく、資源提供の対価に基づいたビジネスモデルの研究開発を開

始し、キャリア連携の最適化設計方法を創出した。 
 
 物理層の応急復旧に資する小型光ハブの追加機能として、分断された局

舎間の OSC （Optical Supervisory Data：光監視チャネル）の制御ソフ

トウェアを実装し、通信機器ベンダの従来機との連携実証実験を行った。 
 
 物理層の応急復旧に資する可搬型光増幅器を、通信キャリアの研修施

設にて、マンホールや架空設置環境で長期の環境試験を行い、問題点を

フィードバックした筐体の改装を行った。 
 新規プロジェクトとして、「次世代メトロ光ネットワークの耐災害戦略」が、

日米連携プロジェクト JUNO2 に課題採択され、今後の研究の基盤となる

監視情報の管理およびオープンな API による情報提供プラットフォームの

開発を行った。さらに無線通信資源などをも併用し、輻輳や接続状況等の

情報を自動的に取得する光ネットワークテレメトリ収集機構の開発を行っ

た。 
 新規プロジェクトとして、低速の LPWA (Low Power, Wide Area) と DT

N (Delay Tolerant Networking) 対応の光制御ソフトウェアの連携によ

る、応急復旧用の制御管理網における光ネットワーク制御の復旧原理実

証実験を行った。 
 
令和元年度 
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 令和元年度は、音響光学素子をベースとした複数波長を同時に制御可能

な高速光強度制御器を開発し、強度変動する 4 波長パスに対して 500 μ
秒~2 m 秒での動作を実証した。 

 災害時などに分断されたネットワークにおいて、MPLS、Ether、Openflo
w、IP 網等の異なるトラスポート技術間を応急的に中継するために、相互

接続のオーケストレーション機能を開発し、相互接続実証実験を行った。 
 災害時のキャリア間連携の取り組みとして、第三者を仲介者として、資源

を利用するキャリア側が、資源を提供するキャリアに対価を支払う 500k
の観点を取り入れたキャリア間需給マッチングプラットフォームの開発と

評価を行った。 
 日米連携プラグラム JUNO2 を推進し、光ネットワークでの監視機能が喪

失したユースケースに対し、応急復旧用ユニットなどによる、光監視機能

回復機構の実装、およびそれらの情報を自律分散的に収集するテレメトリ

収集機構を実装し、実証実験を行った。ECOC 2019 においてセッション

ハイスコア論文として採択。 
 応急復旧ユニットの一部として、国内商用化されている波長帯を中継増

幅可能な可搬型光増幅器の消費電力を半減するプロトタイプを開発し従

来品と同等の利得及び雑音特性を実現しつつ、駆動電力を半減可能であ

ることを実証した。 
 極低速リンクを構成する LPWA 網の活用形態として DTN 環境での光ネ

ットワーク制御管理の自己修復実証実験を行った。 
 産業技術総合研究所、KDDI 総合研究所と連携した科研費プロジェクトに

おいて光ネットワークのモデリングと全自動統合制御実験を行い、OFC 2
020 デモゾーンで発表した。さらに、発展的な実験結果が同会議の最優

秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択された。 
 東北大学と連携した科研費プロジェクトにおいて、炎天下での毎秒 1 ギガ

ビットの深紫外自由空間通信の実証実験を行った。また、従来のデバイ

ス原理では説明できない高速応答性が見られることから、動作原理を検

証した結果、自己組織化されたマイクロ LED によって得られた特性であ

ることを確認し、光通信実験から半導体光物性への知見のフィードバック

に成功した。 
 
令和 2 年度 
 弾力的スイッチングのフィールド実証として、大手町-小金井間のROADM
ネットワークテストベッドにおいて商用 ROADM に高速波長信号等化サブ

システムを組み合わせて、任意の波長信号を追加したときのパケット受信

率が 100%に至るまでに、1、2、3 ホップそれぞれのケースにおいて 10 秒

以上の高速化を確認した。これにより新規光パス追加による通信帯域拡

大、輻輳緩和のためのパス設定の高速化が可能であることを実証した。 
 MPLS、Ether、vxLAN、 OpenFlow、 IP 網等の異種トラヒックを緊急時

に中継するため、オープンソース Transport API (TAPI) に光統合ネット

ワーク用の YANG モデルを拡張した、光統合ネットワークと異種ネットワ

ークとの相互接続の融合技術を開発し、実験にてシームレスな融合を実

証した。 
 キャリア間連携の取組として、リソースの需要マッチングプラットフォーム

と連携した第三者介在のキャリア間制御管理連携を支援するプラットフォ

ームを開発した。また、パス独占モデルでキャリア MPLS 網とキャリア間

連携網 (ESEN) での故障の自動識別管理機構を開発し、キャリア間パ

ス資源提供の自動制御を実証した。 
 物理層の応急復旧に資する小型光ハブの追加機能として、障害予兆を計

測する機能を組み込み、テレメトリ実験と連携した。 
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開発された各要素技術

を基にした産学官連携

による社会実証や国際

展開、標準化等に取り組

むこととする。 
 

消費電力の光アクセスネ

ットワーク（固定・バックホ

ール等）に係る基礎技術と

して、光アクセスネットワー

ク延伸化及び多分岐化技

術や空間分割多重光アク

セスネットワーク技術に関

する研究開発を行う。ま

た、超高速移動通信ネット

ワーク構成技術として、ネ

ットワーク遅延最適化技術

及び光・無線両用アクセス

技術等に関する研究開発

を行う。テストベッドを用い

たシステム検証を行うこと

で、各要素技術を実証し、

光アクセス・光コア融合ネ

ットワークの基盤技術を確

立する。 
 

 平成 28 年度は、アクセス用光増幅サブシステムとして、冷却不要でパタ

ーン効果の小さい量子ドット半導体を用いた QD-SOA (Quantum Dot S
emiconductor Optical Amplifier) を開発し、既存の低消費電力バースト

モード EDFA (Erbium Doped Fiber Amplifier) と組み合わせて 、メー
カー間合意規格 (MSA : Multi Source Agreement)に準拠したサイズ

（幅 70mm×奥行 90mm x 高さ 14mm）の PON (Passive Optical Net
work) 中継用光増幅モジュールを試作した。 

 また、多分岐化技術として、タイのチュラロンコン大学と共同で伝送距離 6
2 km（既存の約 3 倍）、分岐数（=加入者）256（既存の 8 倍）の 10 Gbps
アクセスネットワークを想定した伝送実証試験を実施、既存技術の最適化

により現在比 20倍以上の「伝送距離 x収容ユーザー数」を実証した。さら

にタイにおける産学連携を進め学生の人材育成にも力を入れ、国際会議
OECC (OptoElectronics and Communications Conference) 2016
ではタイの大学院生の論文が東南アジアから唯一採択された。 

 
 平成 29 年度は、大容量・延伸化技術として、低コストのコヒーレント通信

方式を確立した。パイロット信号を付けた 12.5 Gbaud の QPSK 変調を

用い、120 km 以上の伝送を実証した。本成果は、学術論文誌 IEEE Ph
otonics Technology Letters に掲載された。 

 タイのチュラロンコン大学と共同で、伝送容量 10 Gbps 級の PON の延

伸化に向けた信号増幅用新デバイスを開発した。XG-PON の上り・下り

通信の規定波長域に対応した光増幅器の基本特性を評価し、国際会議 I
nternational Conference on Photonics Solutions (ICPS2017) にて

発表した。 
 
 平成 30 年度は、簡素な直接検波によりコヒーレント信号を復調するクラ

―マース・クロニッヒ検波技術を応用したコヒーレント・空間モード多重信

号検出技術を開発し、3 モード光ファイバで 30 km のモード多重伝送実

験を行い、伝送後の各モードの信号検出を世界で初めて実証した。簡素

で安価な検出器構成により、将来のアクセスネットワークやデータセンタ

ネットワークにおけるコヒーレント・空間モード伝送用受信器としての採用

が期待できる。 
 
 令和元年度は、半導体光増幅器の 2段構成による中継増幅器を用いて、

1,024 ユーザー収容（現在技術の 32 倍）、70 km の PON アップリンク 
(20Gbit/s PAM4) を想定した長距離・多分岐伝送に成功し、伝送距離×

収容ユーザー数で現在技術(GPON) 比の約 100 倍超を達成した。本成

果を国際会議 PSC (Photonics in Switching and Computing) 2020
において発表した。 

 短距離通信向けの高コア密度標準外径 8 コアファイバを導入し、1.3 テラ

bps（32.5Gbaud、PAM8、4 波長、4 コア）の大容量短距離双方向伝送に

成功し、光通信分野のトップカンファレンスである ECOC (European Co
nference on Optical Communication) 2019 において発表した。 

 
 令和 2 年度は、複数波長の使用による多分岐・大容量伝送を目指して、2
波長間相互作用の影響を非線形歪補償信号処理の開発により抑制し、

半導体光増幅器による 2 波長一括増幅を実現し、PAM4 x 2 波長の光

信号を単一の増幅器で中継伝送し、伝送距離×収容ユーザー数で現在

技術(GPON) 比の約 100 倍超を達成しつつ、上り伝送において令和元

年度の 2 倍(40Gbit/s) 以上の伝送容量を従来の消費電力で達成した。

また、データセンターにおいて通信機器におけるデジタル信号処理 (DS
P) をサーバの既存機能 (GPU：Graphics Processing Unit) で実行す

ることによる光通信の大幅な低消費電力・低コスト化を提案し、クラマー

ス・クローニッヒコヒーレント検出器と商用 GPU ベースの DSP 処理を組

サイザ用二波長量子ドットレーザを世界

に先駆け開発、さらに量子ドット光増幅

器により世界最高級の温度 60℃環境で

80 Gbaud 信号の増幅に成功した。加え

て、高温度耐性を有する波長1.5ミクロン

帯量子ドット光ゲイン材料の開発に成功

し、これにより世界に先駆け 1 THz 超広

帯域・多波長光源の開発に成功した。 
 
〇「100 G アクセス」に係る基盤技術につ

いて、90 GHz 帯光ファイバ無線の高度化

により、中長期計画を超えるダウンリンク 1
30 Gbps とアップリンク 50 Gbps という世

界最大級容量の100 G bps超級の光・無

線シームレス接続を達成した。 
 
等、科学的意義が大きい独創性、先導性

に富んだ顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出が期待される実績が得られた。 
 
【社会的価値】 
〇「パラレルフォトニクス」について、マルチ

コアファイバの大容量伝送を支える光デバ

イスの開発、光給電による動作が可能な

無バイアス動作 UTC-PD による 100 Gbp
s リアルタイムエラーレート測定に成功、さ

らに空間的な光検波を用いた新たな光同

期検波方式で光位相回復技術を高度化

し、高多値度に対応したキャリアレス光コヒ

ーレント受信に世界で初めて成功した。 
 
〇「100G アクセス」に係る基盤技術につい

て、 
 鉄道位置情報を基に、時速   500 km
を超える高速鉄道を光ネットワーク上で

追跡しながら適宜 20 Gbps 級大容量 
信号を配信することが可能であることを

原理的に実証した。 
 伝送メディアの共用化により、  90 GHz
ミリ波無線による      50 Gbaud と光

無線による    100 Gbpsをハイブリッド

で利用できる光・無線ハイブリッド通信技

術の構築とその原理実証に成功した。 
 
〇超高速・極低消費電力の光アクセスネッ

トワーク（固定・バックホール等）に係る基

礎技術として、現在比 32 倍のユーザー数

を収容し、伝送距離×収容ユーザー数で

現在の技術 (GPON) 比の 100 倍超を達

成しつつ、上り伝送において令和元年度の

2 倍 (40 Gbps) 以上の伝送容量を従来

の消費電力で達成した。 
 

による 1.5Gbps の

世界最大級の大

容量伝送実験に

成功する等科学

的意義及び社会

実装につながる取

組において顕著な

成果の創出や将

来的な成果の創

出の期待が認め

られる。その他、

光ファイバ無線の

応用技術に関し、I

TU-T SG15 等に

て積極的に標準

化活動を実施し、

「Radio over fiber

 systems」勧告の

改訂版を成立させ

るなど、社会実装

につながる取組に

おいて顕著な成果

の創出や将来的

な成果の創出の

期待が認められ

る。 

 

ミリ波による 1.5Gb

ps の世界最大級

の大容量伝送実

験に成功する等

科学的意義及び

社会実装につな

がる取組におい

て、顕著な成果の

創出が認められ

る。その他、光フ

ァイバ無線の応用

技術に関し、ITU-

T SG15 等にて積

極的に標準化活

動を実施し、「Radi

o over fiber syst

ems」勧告の改訂

版を成立させるな

ど、社会実装につ

ながる取組におい

て顕著な成果の

創出が認められ

る。 
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み合わせた簡素な受信器構成により、QPSK/16QAM および 8-PAM 信

号のリアルタイム再生をフィールド実証した。本成果は、国際会議ECOC 
2020に採択されるとともに、Best Student Awardにノミネートされ、国際

的にも高い評価を得た。 
 
〇超高速移動通信ネットワーク構成技術として、ネットワーク遅延最適化技

術に関する以下の研究開発を実施した。 
 
平成 28 年度は、 

 ギガビット級の通信を円滑に行なうために、通信デバイスが接続する基地

局を変更する際に、変更後の通信遅延が最小となるよう、基地局近傍に

ゲートウェイを置くネットワークを定義した。 
 機構のテストベッド JGN 上のルータに、通信デバイスが基地局を跨いで

移動しても通信遅延を最小に保つよう基地局にゲートウェイ技術を実装す

ることを模擬し、JGN を用いた有線ネットワークを構築した。移動前後に

通信を最短経路で実施できることを確認し、さらに、東京=大阪、名古屋-
大阪間で 1.5 Gbps 程度の通信ができることを検証した。 

 ITU-T の Focus Group (FG) IMT-2020 において、上記のネットワーク

を有線に限定しつつも移動通信を模擬できるテストベッドとして寄書提出

し、FG のネットワークソフト化文書最終報告書に組込まれた。 
 様々な環境で多様なユーザーが、上記に関連する移動通信技術（ソフト

ウェア）を利用できるよう可搬型実験システムを構築した。Wi-Fi アクセス

ポイントが乱立し通信が不安定な南米の国際スポーツ競技大会で、アス

リート支援スタッフや 9 種目 80 名が利用する映像配信システム等に、本

システムを提供した。 
 
 平成 29 年度は、産学との連携により、将来の 100 Gbps 級 RoF (Ra

dio over Fiber) 技術をシーズとして複数リンクを効果的に選択し高速デ

ータ伝達を図る 100 Gbps 級フロントホール網を設計した。 
 機構のテストベッド JGN に昨年度構築したギガビット通信ができる有線ネ

ットワークテストベッド（JGN 上のルータに、通信デバイスが基地局を跨い

で移動しても通信遅延を最小に保つよう基地局にゲートウェイ技術を実装

することを模擬）に、JOSE 上のサーバと接続できるようにし、長期的なビ

ッグデータ収集・分析を目指して、無線接続するセンサデバイス群をクラ

ウドから安全な追跡・制御を可能とする環境を整えた。 
 平成 28 年度に ITU-T の Focus Group (FG) IMT-2020 においてネット

ワークソフト化文書最終報告書に組込まれた、移動通信を模擬できるテス

トベッド構築に関する記述が、IMT-2020 のネットワークソフト化に関する

標準化とオープンソースに係る活動をまとめた ITU-T 補助文書 Y.sup44
に組込まれた。 

 
 平成 30 年度は、機構のテストベッド JGN、WiFi、移動通信(4G)、有線 L

AN などを用いてエンドツーエンドのネットワークを構築した。 
 
 
〇超高速移動通信ネットワーク構成技術として、光・無線両用アクセス技術

に関する以下の研究開発を実施した。 
 
 平成 28 年度は、光ファイバ無線のための大容量データ送受信技術の確

立に必要な基盤技術として、光ファイバを介して遠方まで配信可能な高精

度・高周波基準信号の生成技術である「ミリ波 / THz 帯基準信号源」の

動作実証に、高度光波制御技術と光コム生成技術を用いて成功した。ま

た、光情報通信の大容量化のための空間多重化軸の開拓として、マルチ

モードを効率的に生成・制御するための光源や増幅等の光 ICT デバイス

等、社会課題の解決や社会的価値の創出

に貢献する顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出が期待される実績が得られ

た。 
 
【社会実装】 
〇産学連携のもと、リニアセルレーダシス

テムの社会実装につながると取り組みを

実施 
 平成 28 年から成田国際空港滑走路に 4
台の異物感知レーダシステムを設置、滑

走路上の 3 cm 程度の金属円柱の検出

に成功した。民間ビジネスの創成を目指

し、同システムのプロモーションを実施し

た。 
 マレーシアのクアラルンプール(KLIA) 空
港のレーダ設置プラン等を確定し、令和

元年度から KLIA 空港でのフィールド試

験を開始した。 
 
〇産学連携のもと、高速移動体用光ファイ

バ無線技術の実証実験を実施し、時速 24
0 km で走行する北陸新幹線とミリ波によ

る 1.5 Gbps の世界最大級の大容量伝送

実験に成功した。 
 
〇標準化の取り組み 
 光ファイバ無線の応用技術に関して、IT

U-T SG15 等にて積極的に標準化活動

を実施し、平成 30 年に新勧告文書「G.9
803」が正式に合意され、令和元年度に

「Radio over fiber systems」勧告の

改訂版 (G.9803Amd.1) が、令和 2 年

度に (G.9803Amd.2) が成立した。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出

に貢献する顕著な成果の創出や将来的な

成果の創出が期待される実績が得られ

た。 
 
 
以上のことから、中長期目標を着実に達成

した上で、顕著な成果の創出が認められた

他、将来的な成果の創出が期待される実

績も得られたため、評定を「A」とした。 
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技術の開発に着手した。 
 
 平成 29 年度は、「光集積デバイス技術」と「光・高周波クロストーク制御

技術」を基に、光ファイバ無線の大容量化に向けた変調技術として、高調

波ノイズ発生抑制を目的として光信号から電気信号への変換における高

い線形性を実現する変調デバイス技術の開発に着手した。 
 
 平成 30 年度は、28 GHz 帯や 90 GHz 帯の高周波におけるマルチパス

伝送特性およびフェージング特性に関する基礎特性の評価を実施した。 
 
 令和元年度は、28 GHz 帯信号の光ファイバ無線リレー技術に関する原

理検証を実施し、面発光レーザを用いた高周波信号のリレーに成功し

た。 
 
 令和 2 年度は、28 GHz 帯信号の光ファイバ無線リレー技術の大容量化

として大口径光ファイバを用いた光ファイバ無線信号の 3 モード空間多重

化伝送を実現した。また、空港滑走路レーダシステムの高度化のために、

複数レーダの干渉を回避するための同期技術として 100 ピコ秒精度の光

ファイバ遅延量計測技術を確立した。また、干渉時のレーダ同期動作の

ための光給電技術を開発し、10 マイクロ秒の切替速度を達成した。 
 
〇産学連携により、エラスティック光アグリゲーションネットワークの研究開

発で、以下を実施した。 
------ 28 年度 ----- 
 多様なサービスへのアクセスネットワークを支える従来の PON (Passive

 Optical Network) では、端末装置と局舎装置 OLT (Optical Line Ter
minal) が多対一のスター状に固定接続されており、光パス変更時に経

路設定および通信設定に多大の時間を要する。本研究開発では光スイッ

チの低損失化・高速動作化、光送受信器の動的通信パラメータ変更技

術、リソース制御方式を開発し、柔軟に帯域・経路変更が可能な光パスを

駆使して、平時には効率性に優れ、災害時にも物理リソースを組み替え

てライフライン維持に資するネットワークを提案した。さらに、これらの開発

した技術を組み合わせた実験用ネットワーク(OLT, ONU (Optical Netw
ork Unit))、波長選択スイッチ、光送受信器、リソースコントローラ、光スイ

ッチコントローラ等で構成)で実機実験を実施し、世界に先駆けてその有

効性を実証した。 
 
 
〇産学連携により、エラスティック光通信ネットワーク構成技術として、以下

を実施した。 
------ 28 年度 ----- 
 エラスティック光通信ネットワークの柔軟性を最大限活用することにより、

波長分割多重方式において、周波数間隔が決められている従来の固定

グリッドに比較して、故障発生時の復旧に要する光パスの周波数利用効

率において 50%以上の性能向上を実現する超高信頼化技術のフィージ

ビリティ検証を実施した。商用 ROADM (Reconfigurable Optical Add/
Drop Multiplexer) をベースとした、高信頼エラスティック光ノード実証実

験ネットワークを構築し、開発した各要素技術の動作確認および、相互接

続性の検証を行い、二重経路故障時においても、従来に比して、接続性

救済率を 70%向上させた復旧動作を確認した。 
 
 
〇産学との連携により、光・無線両用アクセス技術の実現に向けた耐環境

性の高いキャリアコンバータ技術の研究開発として以下を実施した。 
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------ 28 年度 ----- 
 InP 系化合物半導体高電子移動度トランジスタ (HEMT) を試作し、原理

検証実験を実施。また、シリコンフォトニクスによる波長可変フィルタを試

作し、波長可変レーザの動作を実証した。 
 ビーム制御機能つきミリ波伝送ユニットは、回路素子、アンテナ、放射素

子などを試作し、基礎データ取得した。また、車載環境でのキャリアコンバ

ータユニットの基本動作検証を実施し、取得データから改善点など課題を

整理した。 
 
------ 29 年度 ----- 
 光吸収層として UTC-PD (Uni-Traveling-Carrier Photodiode) 構造をソ

ース側に集積した InP 系化合物半導体高電子移動度トランジスタ (HEM
T) の試作を完了した。さらに、ミキサ後段にトランスインピーダンス増幅

器をハイブリッド実装するモジュールの設計を完了した。 
 高速な波長切り替えが可能な直接通電型波長フィルタを試作し、波長切

り替え動作を実証した。また接着剤を用いた SOA (Semiconductor Opti
cal Amplifier) とシリコンフォトニクスチップとの簡易接合を実施し、良好

な発振特性を持つ波長可変レーザチップの試作に成功した。 
 偏光における幾何学的位相を利用した OAM（Orbital Angular Moment

um）ソーターを試作し、1.5 μm の光源に対してほぼ設計通りの特性を有

することを確認した。 
 キーデバイスとなる MMIC (Monolithic Microwave Integrated Circuit

s) とアンテナの開発において、必要な回路機能の検討とその単機能回

路ブロックの試作/評価を行い、基本的な動作の確認を行った。同時に、ト

ランジスタ等の素子単体でのデータを取得し、設計パラメータの確認と性

能確認を行った。 
 E バンド（80GHz 帯）無線通信を車載し、インフラとの距離に対する受信

電力、PER (Packet Error Rate) を評価可能な実験系を構築した。ま

た、高解像度カメラ映像を約1 Gbpsかつ非圧縮で伝送し、車影からの飛

び出しをリアルタイムで注意喚起するデモを実施し、課題を導出した。 
 キャリアコンバータ実証実験として、協力機関が開発した光変調器等を元

に、今年度は E バンド（80GHz 帯）での実証実験を行った。 
 従来 IC では高速化困難なデータ復調や情報処理を小型・低消費電力化

する IC 技術開発課題検討として、デジタル下方変換の基本構成を検証し

た。 
 
------ 30 年度 ---- 
 InP 系化合物半導体高電子移動度トランジスタ (HEMT) をベースとした

光電子融合ミキサに関して、光吸収層として UTC-PD (Uni-Traveling-C
arrier Photodiode) 構造を新たに導入し、UTC-PD 構造を導入していな

いミキサと比べミキシング性能の 34 dB の向上を果たした。さらに、ミキ

サ後段にトランスインピーダンス増幅器をハイブリッド実装するモジュール

の試作を完了した。 
 シリコンフォトニクスチップを外部共振器としたヘテロジニアス波長可変レ

ーザにおいて直接通電加熱による 10 マイクロ秒程度の高速な波長切り

替え動作を実証した。また光学接着剤を用いて簡易接合したヘテロジニ

アスレーザを内蔵したバタフライパッケージモジュールの試作に成功し

た。 
 OAM (Orbital Angular Momentum) モード多重通信おいてモード分解

を行う素子（OAM ソータ）の分解精度を著しく向上させる新規素子(光波

複製素子)を開発し、ほぼ設計通りの動作を実証した。 
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 キャリアコンバータシステムにおけるマイクロ波信号発生や光データ信号

生成のキーデバイスである LN（ニオブ酸リチウム、LiNbO3）変調器の低

駆動電圧化の中間目標を達成し、試作品を開発した。 
 ビーム制御機能つきミリ波伝送ユニットに必要な要素技術の開発及びビ

ームステアリング検証機の開発を行った。要素技術に関しては、E帯（80 
GHz 帯）にて安定動作する位相器、ガラスエポキシ樹脂を用いた低損失

で小型化可能な、アンテナ素子を開発した。検証機開発に関しては、8CH
フェーズドアレーアンテナによるビームステアリング機能、自動方向調整

アルゴリズムの動作検証を実施した。 
 E 帯無線通信システムを車載し、インフラとの通信距離 500 m 以上を実

現するための実験系を構築し、大地反射干渉対策、車両位置変化に追従

する指向性制御アンテナ等の課題を導出した。また、高解像度カメラ映像

の非圧縮伝送による車影からの歩行者飛び出し検知デモシステムを構築

し、大地反射干渉、アンテナ指向性不一致による映像瞬断や大型バスに

よる電波遮蔽等の課題を明らかにした。 
 40 GHz 対応高消光比光変調器にて E 帯キャリアコンバータ実証実験を

行った結果、平成 29 度の光変調器から大幅な特性改善により 500 m 相

当の QPSK/1Gbaud 無線伝送を確認した。 
 耐環境性実験を行い、バイアス制御対策により環境温度に対する通信品

質の劣化はほぼ影響が無いことが判明した。 
 従来 IC では高速化困難なデータ復調や情報処理を小型・低消費電力化

する IC 技術開発課題検討として、新規考案オールデジタル高速 AD (An
alog/Digital) 変換方式の基本特性を検証した。 

 
------ 令和元年度 ---- 
 UTC-PD 上部集積 HEMT に関して、UTC-PD 部のメサ面積の縮小によ

って出力強度を向上。また UTC-PD 上部集積型 HEMT と TIA 二段のハ

イブリッド実装に向け、専用デバイスチップとモジュールパッケージの設計

を実施。ASK 変調光データ信号からミリ波データ信号への直接周波数下

方変換実験に関して、W 帯（IF 周波数 92.5 GHz、帯域 17.5 Gbps）をタ

ーゲットと定め、ダブルミキシング実験系へ拡張された。 
 シリコン導波路に直接通電加熱位相シフタを装荷した光スイッチにおい

て、オーバードライブ制御を用いることで、1 マイクロ秒以下の非常に高速

なスイッチング動作の原理検証に成功した。また、量子ドット SOA を用い

た二波長可変レーザにおいて二波長の差周波に対応したミリ波の観測に

成功した。 
 偏光における幾何学的位相を利用した OAM ソータの性能向上のため設

計パラメータを見直して試作を進め、OAM モード逓倍化装置の小型化の

ためサニャック干渉計型ではなく偏光回折素子を利用した新たな配置を

考案し、ほぼ設計通りの性能を発揮することを確認した。OAM ソータと併

せてほぼラックマウントサイズに統合可能である見通しを得た。 
 高周波特性で課題であった 60GHz 以上の特性劣化について要因を特定

し、シミュレーション等で対応を検討した。その結果、特性劣化の抑制を図

る設計を適用し、高周波域までスムーズな特性を有するミリ波帯変調器を

実現した。 
 キーデバイスとなる MMIC においては、必要となる回路機能を集積化し

て、4 系統の送信アンテナの位相を制御する MMIC を試作・評価し、実際

にプリント板に表面実装して、アンテナ部を含む動作特性を検証した。ア

ンテナ素子においては、広角にわたって利得低下の少ないビームスキャ

ンができる素子を試作・評価した。さらに、狭ビームにおける 2 次元ステア

リングを機械的な追尾実験により、方向調整アルゴリズムが問題なく動作

することが実証された。 
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 前年度の実証実験の結果から出した車載アンテナの要件を満足させるア

ンテナの構造として、誘電体ホーンアンテナと 0 次アンテナの 2 タイプを

提案した。両方ともアンテナ単体での特性は、シミュレーションと試作及び

実測で、要件の周波数帯域と側面放射特性を満足することを確認した。

誘電体ホーンアンテナは構造関連特許を出願した。 
 100 GHz 対応高消光比変調器にて、E バンドキャリアコンバータ実証実

験を行った。受信側について、昨年度は E バンドからダウンコンバート（搬

送波 4 GHz）後に光変調器を動作させていたが、今年度は E バンドのま

まで光変調器を動作させて QPSK/0.9GBaud を実現した。 
 実用に近い車載 LAN フォーマット及びベースバンド変調として、IEEE80

2.3ch で規定された PAM4 伝送方式を採用し、PHY モデルを開発した。 
 電気は、本モデルを用いたシミュレーションにて、メタルハーネス（IEEE80

2.3ch 準拠 STP）、シングルペアでの 10 Gbps 超の電気伝送を検証し

た。IEEE より入手した S パラメータの上限周波数 7.5 GHz を Baud Rat
e に 13.3 Gbps まで評価した範囲では劣化はみられず限界はさらに高い

と考えられる。光は、電気伝送からのシームレスな置き換えを狙い、電気

と同一の LANフォーマット及びベースバンド変調を採用することとした。電

気との差分である光モジュール及び光ファイバ部分のモデルを作成し、電

気部と合わせたシステムシミュレーション環境を構築し、光での PAM4 伝

送を検証した。 
 FPGAとディスクリートデバイス (ADC/DAC) で構成するプロトタイプを開

発した。これを用いてメタルハーネス (STP) での初期性能評価を実施し

た。プロトタイプ装置の上限である 2.5 Gbps 伝送の範囲では、メタルハ

ーネスの高周波特性劣化部は顕在化する事なくシステム要求である BE
R<1e-12 を満足した。さらに電気/光変換デバイス、光モジュール、光ファ

イバからなる光リンク部のプロトタイプを構築し、初期性能評価を実施し

た。NRZ 方式での信号波形を取得し、開発した光モデルとの整合性を確

認した。 
 
------ 令和 2 年度 ----- 
 シミュレーション等を用いて、光変調モジュールの高周波領域における特

性劣化要因を特定した。劣化抑制を図り、高周波域 (~110 GHz) まで

スムーズな特性を実現した。 
 W 帯 (75~110 GHz)で低駆動電圧の光変調モジュールへ 80 GHz のキ

ャリア周波数を直接、光変調モジュールを動作させ、距離 400 m 超に対

応可能な広帯域 2 Gbps 相当の光・無線伝送システム技術を実現した。 
 キャリアコンバータシステムの耐環境性実験を行い、光変調モジュールの

バイアス制御対策により環境温度に対する通信品質の劣化はほぼ影響

が無いことを実証した 。 
 E バンド（80 GHz 帯）無線通信を車載し、インフラとの距離に対する受信

電力、PER (Packet error rate) を評価可能な実験系を構築完了した。

高解像度カメラ映像を 1 Gbps かつ非圧縮で伝送し、車影からの飛び出

しをリアルタイムで注意喚起するデモを実施した。 
 
 
〇産学との連携により、多様なサービスに対応する有線・無線アクセスネッ

トワークのプラットフォーム技術として以下を実施した。 
 
------ 令和元年度 ----- 
 ネットワーク装置のオープン化技術として、オープンなアクセス機器とオー

プンソースソフトウェア (OSS) を活用し、光アクセス、無線アクセス、Wi-
Fi アクセスの各ネットワーク基盤を設計、構築した。オープンなレイヤ２ス

イッチ機器、およびプログラマブルスイッチ機器と OSS を活用し、ファブリ

ックネットワーク基盤を設計、構築した。 
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の実現を可能としつつ、光

や高周波等の伝送媒体に

制限されない光アクセスネ

ットワークを実現する技術

として、光と電磁波（超高

周波等）を効率的に融合

し、高密度かつ高精度な

送受信・交換を実装するＩ

ＣＴハードウェア基盤技術

「パラレルフォトニクス」を

研究開発する。また、アク

セス系において、エンドユ

ーザーに対する通信の大

容量化及び広帯域センシ

ング信号の低遅延化等を

実現する技術として、光と

超高周波を融合した 100 
Gbps級データ伝送等のシ

ステム技術「100 G アクセ

ス」及び高速波形転送技

術「SoF（Sensor on Fibe
r）」等を研究開発する。こ

れらの研究開発成果に基

づき、エンドユーザーに対

する 100 Gbps 級の高速

データ伝送及び高速移動

体等に対する 10 Gbps級
のデータ伝送の産学官連

携による社会実証を行うと

ともに、国際展開等にも取

り組むことで、アクセス系

に係る光基盤技術を確立

する。 
 

開発として、以下を実施した。 
 

[光送信技術（電気→光変換）] 
光源技術 
 平成 28 年度に、高効率かつ高機能な超小型デバイスを開発するための

ICT ハードウェア基盤技術として、異なる特性・機能を有する材料を適材

適所に配置して高機能化する「異種材料融合（ヘテロジニアス）技術」と超

小型・高密度実装の「光集積デバイス技術」を立ち上げた。これらの技術

を用い、従来テーブルトップサイズであった広帯域波長可変量子ドット光

源の超小型化 (0.002 cc) に世界で初めて成功し、超小型でありながら

従来の C バンド (4 THz) に比しておよそ倍の 8 THz (44 nm) 帯域の

波長可変を達成した。このヘテロジニアス技術の成果は光通信分野のト

ップカンファレンスである OFC (Optical Fiber Communications Confe
rence) 2017 の招待講演にも採択された。 

 平成 29 年度は、ミリ波信号の光ファイバ伝送のために重要となる光・高

周波融合デバイス技術として超小型ミリ波シンセサイザ用 2 波長量子ドッ

トレーザを世界に先駆け開発に成功し、  200 GHz 以上の周波数差に

対応可能な二波長発生の原理実証を達成した。また、光アクセスのコヒー

レント信号伝送のために重要となる狭線幅・広帯域光源技術として、独自

半導体結晶技術を駆使することで 150 ℃以上の過酷環境下でも安定に

動作する広帯域量子ドット光増幅チップの開発に成功した。これらの研究

成果は著名論文誌の招待論文や招待講演等として採択された。 
 平成 30 年度は、波長可変量子ドット光源に高精度・光結合実装技術を導

入し、産学官連携のもと世界に先駆け高安定な光電気融合集積デバイス

の構築に成功した。本技術を用い、従来の外部共振器構造を 1,000 分の

1程度まで小型化できることが示された。本デバイスの光集積化技術に関

連する研究成果は、デバイス分野のトップカンファレンス CLEO (Confere
nce on Laser and Electro-Optics) 2018 や、著名国際会議の招待講

演に採択された。更に、研究成果を社会実装につなげる取組として、基礎

的な材料研究で確立した量子ドットデバイス技術を産官連携により高度

化・広帯域化し、従来の半導体技術では困難であった新規波長帯域 1,10
0 nm の光ゲインチップの開発に成功し、これを搭載した世界初の波長飛

びの無い（モードホップフリー）の広帯域・波長可変量子ドット光源の製品

化に成功した。 
 令和元年度は、小型集積ヘテロジニアスデバイスの高機能化を目的とし

て、C-band 量子ドット光増幅器により世界最高級の温度 60 ℃環境で 8
0Gbaud 信号の増幅に成功した。さらにヘテロジニアス光集積デバイスの

温度安定化のために、内蔵温度センサーの基礎動作試験に成功した。こ

れらのヘテロジニアス光集積デバイスの環境耐性に関連した研究成果は

多数の招待講演や招待論文に採択された。 
 令和 2年度は、光デバイスの高密度・高集積化を可能とするヘテロジニア

ス光集積回路技術を応用し、高集積化を可能とするヘテロジニアス光集

積回路技術を応用し、産学官連携により複数光信号生成・制御に対応し

た超小型 (0.002 cc) 、超広帯可変幅 (8 THz) の高精度波長可変光

源を開発した。高精度化によるレーザの狭線幅化では線幅 100 kHz 以

下の周波数安定性を達成、また将来の柔軟性の高いネットワーク構成へ

の寄与を想定した高速波長切替技術により 200 マイクロ秒の波長可変速

度を達成した。ヘテロジニアス光集積デバイスの温度安定化を目的とし

て、シリコン光集積回路内に極微小の内蔵温度センサを搭載しその動作

実証に成功した。これらヘテロジニアス光集積技術に関連する成果は、電

子情報通信学会のセッションプレナリー講演として採択された。アクセス

網等での光集積デバイス利用を想定すると、デバイスの耐環境性向上が

重要である。半導体結晶技術の高度化を図り、高温度耐性を有する波長
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1.5 ミクロン帯量子ドット光ゲイン材料の開発に成功し、この光ゲイン材料

により世界に先駆け 1 THz 超広帯域・多波長光源の開発に成功した。本

デバイスは、１デバイスで多数かつ広帯域な光・電波基準信号の発生に

寄与する革新的デバイスであり光通信デバイス分野のトップカンファレン

ス CLEO (Conference on Lasers and Electro-Optics) 2020 にて採

択された。 
 

光変調技術 
 平成 30 年度は、従来よりも高い性能指数を有する新型 EOポリマー材料

（機構が独自開発)を用い、世界初の超小型・高線形性・超高速光変調デ

バイスを開発し、その動作実証に成功した。本光変調器は一般的な誘電

体 LN 光変調器の 1/5~1/10 程度の大きさで、60 GHzを超える高速電気

信号で動作することを実証した。本成果は、マイクロ波フォトニクス分野の

トップカンファレンスである MWP (International Topical Meeting on M
icrowave Photonics) 2018 や著名な国際会議の招待講演に採択され

た。 
 令和元年度は、次世代変調方式に対応した擬似 4値デジタル応答を持つ

PAM4 デジタル・パラレル光強度変調モジュールを新規開発した。100 G
bps 級 (50Gbaud, PAM4) のデジタル信号に対応可能な世界最高速 3
0GHz 帯域でのモジュール動作に成功した。電子情報通信学会の著名論

文誌の招待論文に採択された。 
 令和 2 年度は、光ファイバ通信と高周波無線通信をシームレスに接続す

るために、光ファイバ無線信号等に対応した高線形と、薄膜デバイス層採

用による低消費電力化（従来技術と比較して 15%の電力削減）を図った

革新的光変調デバイスの動作実証に成功、本研究に関連する成果は光

マイクロ波通信分野で著名な国際会議 MWP (International Topical M
eeting on Microwave Photonics) 2020 に採択された。産官連携の共

同研究により 100 GHz を超えるほぼフラットな周波数応答の光変調デバ

イス動作実証にも成功した。 
 
 

[光受信技術（光→電気変換）] 
 平成 28 年度は、光ファイバ無線のための光・無線融合ハードウェア技術

を発展させ、無バイアス（デバイス駆動電力線を必要としない）100 GHz
級で動作し、デバイス構造最適化による光・電気変換の直線性向上を図

った超高速・高効率光電気変換デバイスの開発に成功した。さらに同デ

バイスとマルチコアファイバ伝送技術を活用することで、100 GHz 級高周

波信号を伝送しつつ、デバイス駆動のためのエネルギーを同時に光ファ

イバで配信・配給する技術を世界に先駆け確立し、CLEO  2016  で最

優秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択され、多

数のメディアに取り上げられた。 
 平成 29 年度に、「光集積デバイス技術」の中で課題となっていた光・高周

波クロストークに関して、その基礎的な制御技術を確立し、それを基にし

た一素子当たり 10 GHz 以上の高速で動作する超小型・高集積２次元受

光アレイ素子を世界に先駆け開発した。その新デバイスを活用し、25 Gb
aud 級の超大容量光空間通信の原理実証を世界で初めて成功し、 OFC
 2018 で最多得点論文として採択された。さらに高集積２次元受光アレイ

素子を活用した空間コヒーレントマッチング技術を開発し、光 3 モード多重

の一括受信に成功。大容量 60Gbps（20 Gbps x 3 モード）のマルチモ

ード光ファイバ伝送を達成した。研究成果は著名国際会議 ECOC 2017
に採択された。 
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 平成 30 年度は、超小型・高集積２次元受光アレイ素子の高速化、低クロ

ストーク化を進め、世界初の 400 Gbps 級 (25 Gbps x 16 ch) 大容量

パラレルリンクを達成した。本成果は、ECOC 2018に採択された。これら

「光・高周波変換デバイス技術（パラレルフォトニクス技術）と光無線融合

通信応用技術（100 G アクセス技術）」の論文は、IEEE 著名論文誌の中

で、世界の読者数の多い論文（ポピュラー論文）としてランクイン 、学術

的価値を示す成果を創出した。 
 光・無線融合伝送システム等の通信サブシステムでは多数のアンテナ局

への給電が問題になるが、その一つの解決策として、令和元年度に、光

給電による動作が可能な無バイアス動作 UTC-PD による 100 Gbps（50
 GHz 帯域の波形伝送相当）リアルタイムエラーレート測定に成功。この

成果は光通信デバイス分野のトップカンファレンスCLEO 2019の最多得

点論文に選出され招待講演に採択された。光と高周波クロストークが極

度に抑圧された二次元アレイ受光デバイス・モジュールを世界に先駆け

開発し、それを用いた 19コアを有するマルチコア光ファイバ直接接合によ

り記録を更新し、世界最大級の 800 Gbps 級 (50 Gbps x 16 ch) 大
容量パラレルリンクを達成した。この成果は MWP 2019 に採択され、ま

た関連する 2 次元アレイ受光デバイスを用いた空間光パラレルリンクの

成果が OFC 2018 のトップスコア論文として IEEE 著名論文誌に掲載さ

れた。さらに、高集積２次元受光アレイ素子を活用した空間光無線とし

て、4 波長多重による 100 Gbps 伝送、光ビームのトレランス性能が非常

に高い 40 Gbps 級 PAM 信号伝送に世界初成功し、OFC 2020 にトップ

スコア論文として採択された。 
 光位相に情報を乗せるコヒーレント光通信において、小型でシンプルな受

信器に大きく貢献しうる新原理の研究を実施した。平成 30 年度は、独自

に開発した 2 次元受光アレイ素子と位相回復信号処理アルゴリズムを用

いた、新たな光コヒーレント受信方式の実証実験に世界で初めて成功し、

OFC 2019 の最優秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッショ

ンに採択された。 
 令和元年度はさらに高多値度を受信することに成功し ECOC 2019 に採

択、また著名論文誌に招待論文として採択され、ECOC では、本技術に

関連した“Optical Field Reconstruction”技術分野が新たな技術セッショ

ンとして設立された。 
 令和 2 年度は、高速光デバイスと高周波電子回路のハイブリッド集積技

術を高度化し、100 GHｚ級 OE 変換デバイスと高出力電気アンプのハイ

ブリッド集積デバイスを開発した。この結果、キャリア周波数 100 GHz
で、100 Gbps 級光ファイバ無線の広帯域信号（14 GHｚ帯域幅）に対応

したコンパクトな高出力 OE 変換デバイス技術の動作実証に成功した。単

体 OE 変換デバイスの 100倍以上の 100 GHｚ帯電波信号出力を可能と

する広帯域・伝送メディア変換性能を達成し、関連技術が光通信デバイス

分野のトップカンファレンス CLEO 2020 に採択された。空間光伝送時の

アンテナ間位置合わせ精度に関する課題を解決するため、入射角・入射

位置に対して空間光伝送の高い接続ロバスト性（許容角度 10 倍）可能と

し、20 GHz 以上での駆動が可能な小型・超高速 2 次元 PD アレイデバ

イスの開発に成功した。同デバイスを用いた高ロバスト性能を有する大容

量・空間光伝送システム技術の社会展開をめざし、産官連携により大容

量空間光アンテナシステムの製品プロトタイプ試作に成功した。 
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 世界初実証した 2 次元 PD アレイによる空間的な光検波を用いた新たな

光位相回復型コヒーレント検波方式の性能向上とアルゴリズム最適化に

より、受信に必要な光検出器素子数を30%程度削減することに成功し、さ

らなる小型化・シンプル化を達成した。本研究に関連する研究成果が光

通信分野のトップカンファレンスである ECOC 2020 の招待講演に採択

された。機構提案の光位相回復技術研究分野を主導として国際会議 202
0 IEEE Photonics Society Summer Topicals Meeting Series にお

いて、国際連携のもと当該分野の特別セッション「Signal Reconstruction
 Using Photonics」の開催に寄与した。また光通信分野のトップカンファ

レンス ECOC 2020 にて、昨年の「Optical Field Reconstruction」技術

セッションの設立に続き 2 つ目の新セッション「Phase Retrieval and Re
ceiver optimization」が設立された。 

 
 

〇光と超高周波を融合した 100 Gbps 級データ伝送等のシステム技術「10
0 G アクセス」及び高速波形転送技術「SoF (Sensor on Fiber)」等の研

究開発として、以下を実施した。 
 
[光ファイバ無線関連技術] 
 平成 28 年度は、光と高周波間での信号の相互変換技術として、高精度

「ミリ波 / THz帯基準信号生成技術」を用いた光・無線・光ブリッジ伝送の

動作実証に成功した。また、光・高周波融合に関する基盤技術として、従

来の LTEやWi-Fi等のデータ信号を複数束ねてミリ波帯の高周波無線で

伝送することを可能とする RoRoF (Radio on Radio over Fiber) 技
術の開発に着手し、ミリ波帯光／高周波アナログ波形伝送による大容量

無線信号等のミリ波帯への変換と複数信号のパッケージ化とそのミリ波

無線伝送技術の実証に成功した。これらの実証により、第 5 世代移動通

信システム (5G) 以降の光／無線融合アクセスネットワークの構築に重

要となる基盤技術確立の端緒を開いた。光ファイバ通信と無線通信を融

合する光ファイバ無線技術 (Radio over fiber, RoF) を高度化し、空間

多重伝送方式を実装した 90 GHz 帯光ファイバ無線技術を開発した。 
 平成 29年度は、光⇔高周波相互変換による 20 Gbps以上のリンク形成

に成功し、光通信分野のトップカンファレンスの招待論文として採択され

た。さらに、高速波形転送技術の要となるアナログ波形伝送に適した新型

パラレル光変調デバイス構造の原理検証と高速 60 GHz 超級の高線形

電気光変換技術の開発に成功し、ECOC 2017 に採択された。   
 平成 30 年度は、中間周波数をサブキャリアとして多重化する伝送技術を

用いた SISO (Single Input Single Output) による 40 Gbps 超級の大

容量光・無線シームレス伝送に世界に先駆け成功した。さらに、波長多重

技術を用いた 100 波長チャネル切り替え 10 Gbps 級光ファイバ無線の

アップリンクを達成し、アップ／ダウンリンクの双方向性を考慮した光と高

周波無線を融合した大容量伝送のための基盤技術の構築に成功した。

本成果は、ECOC 2018 や OFC 2019、多くの招待講演に採択された。 
 令和元年度は、高線形性かつ 100 GHz 以上の広帯域の超高速 UTC-P

D を用いることで大容量センサ等の波形伝送に対応した 50 GHz 帯域リ

アルタイム一括伝送に成功した。この成果は CLEO 2019 の最多得点論

文に選出された（一部、パラレルフォトニクス研究と連携）。さらに光・高周

波融合伝送の有線・無線ブリッジ技術や中間周波数光ファイバ無線技術

等の 50 GHz アナログ信号に対応可能なシンプルな光・高周波相互変換

技術を用い、更に 2 x 2 空間多重等の多重化技術の高度化を図ることで

90 GHz 帯光ファイバ無線により、年度計画を超える世界最大級容量の

80Gbps 超の光・無線シームレス接続を達成した。関連する研究成果は

光通信分野の著名国際会議 MWP 2019 や ACP (Asia Communicatio
n and Photonics Conference) 2019 の招待論文に採択された。 
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 令和 2 年度は、光・高周波融合伝送の有線・無線ブリッジ技術や中間周

波数光ファイバ無線技術等の 50 GHz アナログ信号に対応可能なシンプ

ルな光・高周波相互変換技術を用い、多重化技術の更なる 高度化を図

り 3 x 3MIMO (Multiple Input Multiple Output) を採用することで 90 
GHz 帯光ファイバ無線により、世界最大級容量のダウンリンク 130 Gbp
s（中長期計画の 100 Gbps を大幅に上回る容量）とアップリンク 50 Gbp
s の光・無線シームレス接続を達成した。光マイクロ波通信分野で著名な

国際会議 MWP 2020 や光通信分野のトップカンファレンス ECOC 2020
に採択された。 

 
 
[光・高周波ハイブリッド技術] 
 平成 28 年度、100 G アクセス基盤技術として、20 Gbps 級の無線信号

を光ファイバへ重畳したネットワークにおいて、高速な波長切り替えが可

能なレーザ光源を用いることで信号配信の10マイクロ秒以下の高速経路

切り換えと、50 以上の遠隔装置へ送り届ける技術を世界に先駆け開発し

た。 
 平成 29 年度は、鉄道位置情報を基にした予測ベースの信号配信・無線

局活性化を行うことにより、あたかも無線基地局が高速鉄道に付随して移

動しているように、移動中も接続が途切れない通信システムの構築がで

きることを実証した。これにより時速 500 km を超える高速鉄道を光ネット

ワーク上で追跡しながら適宜20 Gbps級大容量信号を配信することが可

能であることを原理的に実証した。これらの成果により、第 5 世代移動通

信システム (5G) 以降の光／無線融合アクセスネットワークの構築に重

要となる基盤技術確立の端緒を開いた。本成果は OFC 2018 最優秀論

文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択された。 
 光や高周波等の伝送メディアを意識させない伝送サブシステムの研究と

して、機構で培ってきた 100 GHz 級光・高周波相互変換デバイスの基盤

技術とパラレルフォトニクス技術を活用した超小型・高集積２次元受光ア

レイ素子を用い、平成 29年度に、マルチコア・マルチモード空間多重光通

信に成功した。 
 平成 30 年度は、世界最高級 100 Gbps（25 Gbps x 4 チャネル）の大

容量空間光伝送の一括受信を実証した。本成果は、ECOC 2018 に採択

された。 
 令和元年度は、光や高周波等の伝送メディアの共用化による無線区間の

大容量化として、90 GHz ミリ波無線による 50Gbaud と光無線による 10
0 Gbps をハイブリッドで利用できる光・無線ハイブリッド通信技術の構築

に成功し、ECOC 2019 と INFOCOM (Demo Session)に採択された。 
 令和 2年度は、無線区間に光と電波を組み合わせた新しいネットワークを

構築する技術である空間光伝送と高周波無線によるハイブリッド通信技

術の研究として、光空間伝送路を高速で切り替えることを可能とする光・

電波カスケード伝送システムの動作実証に世界初成功した（パラレルフォ

トニクス技術の研究開発と連携）。光通信分野のトップカンファレンスECO
C 2020 のハイスコア論文に採択、更に電子情報通信学会のセッションプ

レナリー講演等の招待講演にも採択された。大容量・空間光・無線ハイブ

リッド伝送技術として、高速 2 次元 PD アレイを受信デバイスとして用いる

ことで、受光面積を拡大し、従来の 10 倍に相当する高い伝送リンクのロ

バスト性と 100 Gbps 級の大容量伝送を可能とする空間光伝送システム

を世界に先駆け構築に成功した。光通信システム分野の著名論文誌（Jo
urnal of Lightwave Technology、 インパクトファクタ:5.09）の招待論文

として採択された。 
 
 
〇エンドユーザーに対する 100 Gbps級の高速データ伝送及び高速移動体
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等に対する 10 Gbps 級のデータ伝送のアクセス系に係る光基盤技術に関

する、産学官連携による社会実証と国際展開等として以下を実施した。 
 
[リニアセルレーダシステム] 
産学連携のもとで、リニアセルレーダシステムの社会実装につながると取り

組みを実施した。 
 平成 28 年から、成田国際空港滑走路に 4 台の異物感知レーダーシステ

ムを設置、風雨等の耐候性検証も含めた連続運用フィールド試験を継続

している。機構で開発した光基準信号配信装置を用いてレーダ・中央装

置間を既設の光ファイバケーブル（長さ 5 km 程度）を通して信号配送す

ることで滑走路上に設置した世界最小級である大きさ 3 cm 程度の金属

円柱の検出に成功した。将来の商用展開をめざしたレーダ観測データを

蓄積し、民間ビジネスの創成を目指し、同システムの開発技術・システム

の学術会議や展示会等でのプロモーションを実施した。 
 マレーシア工科大学等の研究者と連携し、平成 30 年度は、マレーシアの

クアラルンプール空港やマレーシア工科大学構内において光ファイバ無

線技術の実環境利用の検証を実施し、90 GHz 帯電波の異物反射特性

の解析などを実施し、クアラルンプール空港での空港滑走路監視システ

ムの試験導入に向けた基礎データを取得した。 
 令和元年度には、空港滑走路監視レーダシステムの社会展開として、産

官連携のもとでクアラルンプール空港等と協議を重ね、ファイバネットワー

ク接続型レーダシステムの海外展開を推進し、レーダ設置プラン等を確定

した。あわせてクアラルンプール空港でのフィールド試験を開始した。光フ

ァイバ無線を用いたリニアセル方式及び、波長切替による高速無線セル

切替方式などを用いた、実際の高速鉄道路線を利用した光ファイバ無線

システムのフィールド実験に成功し、その成果が著名論文誌に招待論文

として採択された。 
 令和 2 年度は、複数レーダ間の干渉を抑圧するためのアンテナ間の協調

動作方法として、アクティブアンテナの光給電制御により、100 マイクロ秒

以下の高速切替システムの原理動作を実証した。 
 
 
[高速データ伝送及び高速移動体用光ファイバ無線技術] 
 エンドユーザーに対する高速データ伝送技術の社会実証として、中間周

波数・大容量伝送技術と企業の高精度ビーム制御技術を組み合わせた

産官連携により、100 Gbps 級の光・無線ハイブリッド伝送システムの動

作の実証に成功し、トップカンファレンス ECOC 2019 に採択された。 
 高速鉄道通信への適用を目指したミリ波バックホールの利用検証として、

ベトナム研究機関等と連携し、平成 28 年度はホーチミン市において複数

のセルが直線的に配置されたリニアセルシステムの実験を行い、移動体

通信における干渉の影響等の課題を明確化した。 
 平成 29 年度は、ベトナム郵電研究所 (PTIT)、ホーチミン市情報通信部

と連携し、建築中の実鉄道線路を用いた 90 GHz 帯の高周波無線信号

の伝搬と複数信号源の混信の原理検証を実施した。 
 平成 30 年度は、独自の 90 GHz 帯光ファイバ無線技術を駆使すること

で、ハンドオーバーフリー・高速移動体用光ファイバ無線技術を開発し、2
0 Gbps 級の高速セル切り替えを可能とする基盤技術を確立し、この技

術を以て産学官連携のもと時速 240 km で走行する北陸新幹線とミリ波

による 1.5 Gbps の世界最大級の大容量伝送実験に成功した。また、本

成果は光・無線の融合通信技術として高く評価され、OFC 2018 の最優

秀論文（通称ポストデッドライン論文）の特別セッションに採択された。 
 
 
[パラレルフォトニクス、100 G アクセスで構築した技術の社会展開] 
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 令和 2 年度は、パラレルフォトニクスで開発した材料・デバイス技術及び

高度実装ノウハウ等の基盤技術を基に、社会・企業ニーズに応える社会

展開として、産官連携によりヘテロジアス光集積デバイスの構築に必要な

バットジョイント光結合技術を高度化・技術展開を実施、また高品質量子ド

ット作製ノウハウを高度化することで量子ドットウェハやレーザ光源等の

光ゲインデバイス技術を企業に技術移転を行い、技術移転先から製品プ

ロトタイプ提供が開始された。産官連携により、機構独自の光位相回復ア

ルゴリズムを用いた光変調品質器のモニタリング技術をプロトタイプ実証

に成功した。光ルータや光送受信機内に実装可能な光変調品質器のコン

パクトモニタリング装置への活用が期待でき、研究成果の意義が評価さ

れ光通信分野のトップカンファレンス ECOC 2020 に採択された。 
 
 

[標準化／国際連携] 
 光ファイバ無線 (RoF: Radio over Fiber) を活用したレーダシステムや

鉄道無線システムなどの応用技術に関して、標準化活動を実施してい

る。 
 ITU-T SG15 において RoF システムに関するコエディタ（草案作成共同

責任者）として継続的に精力的な活動を行っている。 
 平成 30 年 11 月に新勧告文書「G.9803 」（旧文章名：G.RoF）が正式に

合意され、令和元年度に「Radio over fiber systems」勧告の改訂版 
(G.9803Amd.1) が成立した。さらに同年度に光ファイバ無線を用いた無

線・光・無線リレー方式に関する技術文章を ASTAP にて「Radio-over-fib
er relay link for indoor communication systems」として寄稿した。 

 令和 2 年度は、空港等のフィールド実験で蓄積した光ファイバ無線に関す

るデータ等を基にRoF用信号発生・配信技術についての寄書投稿を実施

し、勧告文書「Radio over fiber systems: G.9803」の改訂版 (G.9803 
Amd.2) が成立した。さらに、G.9803 「Radio over fiber systems」勧
告に関する標準化活動の功績が認められ、日本 ITU 協会より功績賞が

授与された。 
 光アクセス基盤で培ってきた光集積回路技術、高精度光計測技術を基

に、ASEAN 諸国との研究連携を強化し集積光デバイス技術の立ち上

げ、高感度センシング技術の開発に成功し、著名国際会議での論文採択

が達成された。  令和元年度からタイを中心とした複数の研究機関で連

携し、医療用光センサデバイスの共同研究開発を実施し、センサデバイ

スのプロトタイプを試作し、センシング動作の原理検証に成功した。 
 
 
〇産学との連携により、T バンド・O バンドによる大波長空間利用技術とし

て、以下を実施した。 
 
------ 28 年度 ---- 
 大波長空間利用技術として、広帯域ゲインチップを試作し、再現性、広帯

域化、高出力化の評価を実施。SOA モジュールを設計・試作した。 
 波長可変駆動方式の最適化と高速化を行い、波長切替時間の目標値を

達成した。試作レーザを製作し連続稼働試験を実施し、目標の高出力が

可能であることを確認した。 
 低損失構造のアレイ導波路回折格子を設計試作した。   1,081 ch ルー

ティング実験用の複数波長同時発信可能な光回路を試作し、3ミリ秒以下

の応答速度で発振波長切り替え動作を実施した。 
 パワー損失補償技術の実機検証、シミュレーションの有効性の確認、波

長ルーティング系の制御基盤を設計、および４Ｋ映像信号の伝送に成功

した。 
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------ 29 年度 ---- 
 波長帯 (1,050~1,300 nm) をカバーする帯域幅 100 nm の広帯域なゲ

インチップの作製に成功し、帯域幅 140 nm に近い目標値を上回る広帯

域を得ることができた。同波長帯において、量子ドットゲインチップを搭載

した 4 種類の波長可変光源を開発した。レーザ線幅 500 kHz 以下を実

現し、波長可変制御及びレーザ発振制御の最適化により波長切り替え時

間 200 ms を実現した。信号切り替え用狭帯域アレイ導波路回折格子構

成技術として、同波長帯に渡って広帯域に動作する光回路を構築するた

めの導波路パラメータを明らかにした。 
 ゲインチップ、波長可変光源、アレイ導波路回折格子を利用した、T バン

ド・O バンドの大波長空間 1,000 チャネル級高画質映像配信システムの

開発に世界で初めて成功し、4K 映像の配信および経路切替え実験に成

功した。この成果は、OFC 2018 等に採択され、報道発表も行い、多くの

メディアに掲載された。 
 
 
〇産学との連携により、光周波数・位相制御光中継伝送技術として、以下

を実施した。 
 
------ 28 年度 ---- 
 高精度光周波数安定化制御、スペクトル線幅狭窄制御、高速周波数スイ

ッチング制御の連携による光源装置を開発した。離調範囲±100 MHz
からのヘテロダイン自動周波数引込を実現した。 

 PPLN （Periodically Poled LINbO3：周期分極反転ニオブ酸リチウム）

を用いた位相感応型光増幅器 (PSA：Phase Sensitive Amplifier) の
中継増幅動作を実現した。小型偏波保持光増幅器を開発し、良好な特性

を確認した。 
 和周波光発生を用いた励起光位同期ループ回路（プロトタイプ）による位

相感応光増幅に成功、原理的実証を実施した。 
 
------ 29 年度 ---- 
 19 インチラックに収納可能なサイズの光源装置を試作し、位相同期光周

波数安定制御において、周波数安定度が±1 MHz以内の高安定化外部

基準光源に位相同期させることに成功、光周波数を±1 MHz 以内の安

定化を実現した。また、波長切り替え時スイッチング時間 76~88 ミリ秒を

実現、位相同期により得られた光スペクトル線幅を  20 kHzまでに狭窄

化されていることを確認した。 
 光パラメトリック増幅部、励起光生成部、励起光位相同期部の一体動作

により、位相感応型光パラメトリック増幅器のプロトタイプを完成させ、光

増幅実験により原理を実証し、低雑音に増幅する偏波保持増幅を確認し

た。 
 
 
〇産学との連携により、光信号の低コスト受信・モニタリングのための小型

光位相同期回路の研究開発として、以下を実現した。 
 
------ 28 年度 ---- 
 狭線幅波長可変半導体レーザの発振波長高速スイッチング回路および

広帯域連続掃引回路を試作した。特性を改善した Ge/SiON 集積試作を

開始した。Si 光導波路と集積した Ge による pin 型受光素子 Ge-PD (Ph
oto Diode) で、受光効率 0.6 A/W 以上および暗電流 1 µA 以下（動作

温度 80 ℃） の当初目標を達成した。 
 
------ 29 年度 ---- 
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 高安定光 PLL (Phase Locked Loop) 技術の開発として、安定な位相

同期動作を実証し、波長設定精度、設定時間、波長検出器の測定精度に

関する課題を抽出した。C バンド全域で特性を同時に満足する波長可変

レーザを実現し、狭線幅波長可変光源装置のプロトタイプを試作した。発

振周波数の制御回路部、設定精度に関する課題を抽出した。 
 光信号モニタリングシステムの開発として、従来同等以上の性能が得ら

れていることを確認し、性能的に組込可能であることを確認した。 
 光集積デバイスの開発として、デバイスの集積を開始した。発振を確認し

た。半導体レーザの狭線幅化は、レーザ回折格子の改善により達成見込

み。電子集積デバイスの開発として、TIA (Transimpedance amplifier) 
帯域 34 GHz 以上、TIA 利得約 30 dB を実現した。 

 光 PLL 用ゲルマニウムデバイスの開発として、Ge-PD (Photo Diode) 
の試作を終え、暗電流密度を低減する指針を明らかにした。応力印加技

術を検討し実現の方向性を明らかにした。 
 
------ 30 年度 ---- 
 広帯域 ADC を用いてビート信号をデジタル領域に変換し、平成 29 年度

に提案したアルゴリズムに基づきビート信号の周波数が高精度に取得可

能であることを示した。さらに、自立位相同期の実験系に組み込み、可変

波長光源を制御する際の課題抽出を行った。また、高精度な発振周波数

連続掃引機構を有する線幅 8 kHz、 C+L 帯波長可変光源のプロトタイ

プを開発した。 
 光モニタリングシステムの開発として、4 台の DOPLL (Digital Optical P

hase-Locked-Loop)を搭載可能なボードを設計した。FPGA を搭載し信

号処理を行うマザーボードと、PLL の構成要素を搭載したドーターボード

の 2 種のボード構成とした。4 台の DOPLL を 19 インチラックに収納可能

な 2U サイズ（高さ約 88 mm）の筐体に収納可能であることを確認した。 
 光集積デバイスの開発として、SiOxNy-OH と Ge-PD の集積プロセスを

開始した。半導体レーザにおいては線幅を改善した他、新規に波長可変

構成を提案した。電子集積デバイスの開発として、TIA 及びサンプリング

回路を一体集積する集積回路設計を行い、IC 製造を開始した。 
 光PLL用ゲルマニウムデバイスの開発として、光導波路と集積したGe-P

D を試作し、高効率 (> 1 A/W)、低暗電流 (< 1 μA)、高周波応答 (> 
30 GHz) の特性を得た。検討してきた応力印加技術により、L 帯で Ge
層の光吸収が増加する特性を得た。 

 産学官連携の研究推進を目的とし、光アクセス基盤技術関連の特許で出

願 4 件、登録 3 件がなされた。 
 
------令和元年度 ---- 
 高安定光 PLL 技術として、光波長計と高速広帯域 ADC を組み合わせる

ことにより自律位相同期方式の動作検証を行い、有効性を確認。検出、

疎調整・微調整から同期まで実測値８秒程度であったが、原理的には 6
秒以下で実現可能である。さらに、運用中に同期はずれが生じた場合に

これを自動検出して、自律的に波長を可変することにより同期状態を回復

する機能を実装して長期動作試験を行い、その有効性を確認した。 
 波長可変狭線幅 LO 光源として、波長可変光源の発振周波数の安定性

の向上として①レーザ共振器部の温度制御パラメータの見直し、②出力

光ファイバを含むレーザ共振器部の防振の強化及び③共振器への戻り

光の抑制の強化を実施した。これらの改善により、短期（平均時間 10 
秒）及び長期的（1 時間）な周波数変動をそれぞれ約 2 MHz、48 MHzに
抑制することに成功した。 
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 光信号モニタリングシステムとして、4 台の光 PLL システムを高さ 2U の 1
9 インチラックサイズの筐体に組み込むことに成功した。光 PLL システム

を基板に実装することによりシステム面積を 1/12 以下へと集積化するこ

とに成功した。また、ループ長は約 30 cmの短尺化がなされた。それらの

知見よりループ長の全長を 5 cm 以下にする指針を得た。50 Gbps の Q
PSK 信号に対して光 PLL を適用し、コンスタレーション、Q 値そして EVM
を 1 秒以内で表示するモニタ動作を確認した。さらに Q 値をリアルタイム

にモニタリングすることで、信号品質の劣化および伝送路寸断などの異常

を検出する機能を実現した。 
 光集積デバイス技術として、SiOxNy光導波路プラットフォーム、シリコン、

およびゲルマニウムのモノリシック集積プロセスを構築し、SiOxNy 導波

路、Si-OH、Ge-PD 一体光集積回路を実現した。本光集積回路の面積は

0.02 cm^2 と小型化を実現した。Si 基板上への LO 光源集積について

は、線幅 20 kHz の単一モード発振を実現した。シリコン光導波路に位相

シフタ機能を付加し、キャリア密度を動的に制御することで、可変波長動

作を確認した。 
 電子集積デバイスについては、TIA・サンプリング一体集積回路では、TIA
とサンプリング回路の一体動作を確認し、40 GHz 以上の 3 dB 帯域が

得られることを確認した。また、TIA では    75 GHz 以上の 3 dB 帯域

が得られることを確認した。フロントエンド実装については、サンプリング

回路単体モジュールおよび受信フロントエンドモジュールを試作しシステ

ム検証実験に提供した。受信フロントエンドについては、光集積デバイス

と電子集積デバイスをハイブリッド集積し、光ハイブリッドからサンプリング

回路出力までの信号伝搬方向の長さを 7 mm まで小型化できることを実

証した。 
 光 PLL 用ゲルマニウムデバイスとして、40 GHz 以上で動作する Ge-PD
と光ハイブリッドをモノリシック集積したデバイスを実現し、電子回路と一

体化した集積回路を作製した。また、動作波長範囲の L バンド側への拡

大に関して、SOQ (Si-on-Quartz) ウエハ上へ形成した Ge 層を用いて、

Si 光導波路と集積した Ge PD を作製した。SOQ 上 Ge 層が 0.38%の二

軸引っ張りひずみを有し、L 帯での光吸収係数の増大が得られることを明

らかとし、1,460 nm から長波長へ向かうにつれて受光効率が増加してい

く傾向が見られ、光吸収端の長波長化を反映した特性が得られた。 
 
 
〇産学との連携により、Beyond 5G に向けたモバイル収容大容量光アク

セスインフラの研究開発として、以下を実現した。 
 
------ 令和元年度 ---- 
 100 Gbps 級広帯域光・電子融合周波数分離デバイス技術として、28 G

bps 広帯域 A/D 変換から出力される膨大なデータをデジタル領域で高速

デシメーション処理する新たなデジタルダウンコンバージョン方式の開発

において、デジタル回路を設計した。本デジタル回路は、14 GHz の帯域

を有する高周波電気信号をサンプリングレート 28 Gbps、量子化ビット数

8bit の A/D 変換器 (ADC) を用いて、デジタル信号として取り込み、入力

信号をデジタル領域でダウンコンバージョンして 4 ユーザー以上の信号に

分割する機能を有する。ユーザー毎の帯域分割を行うため、周波数シフト

部、FIR (Finite Impulse Response) フィルタ部、デシメーション部の多

段構成によるデジタル回路を設計し、大規模 FPGA1 石に実装した。ま

た、20 Gbps 以上の広帯域 ADC で課題となるダイナミックレンジを改善

するため、マルチチャネル ADC 方式を考案し、デジタル回路の設計を行

った。 
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 上り無線信号の高密度多重処理技術として、ADC/DAC、FPGA を用い

て、中心周波数 500 MHz、帯域幅 800 MHz の OFDM 信号を最大 10
チャネル多重可能な周波数多重化機器の試作開発した。デジタル処理で

周波数の異なる IF を 5 チャネル生成し、ダイプレクサでそれらの信号を

周波数多重する構造とし、さらに、LO、ミキサを用いたアップコンバージョ

ン、ダイプレクサを用いた周波数多重化で、最大 10 チャネルの周波数多

重信号を生成可能とした。試作機器単体の性能評価試験により、機器の

処理遅延を 10 マイクロ秒以下にできることを確認した。 
 無線・光信号変換デバイス技術として、電気・光相互変換デバイスにおけ

る電気・光変換部の光学及び高周波設計を行い、周波数特性と光出力特

性の評価を実施した。その結果、高速信号を電気・光変換速度で動作す

るために十分な 3 dB 帯域として 28 GHz 以上の周波数特性が得られる

ことを確認した。また、光出力特性については変調速度 20GBaud 以上に

おいて SSPRQ (Short Stress Pattern Random Quaternary) パター

ンを用いた電気波形を入力し、十分に受信可能なアイ開口率を有する光

出力波形が得られることを確認した。 
 光・無線融合アンテナ技術として、アンテナのレベルダイヤグラム、及びア

ンテナ素子配置の仕様に関する検討を完了した。具体的には、フォトダイ

オードの出力パワーからアンテナ素子までの所望出力パワーを計算し、R
F アンプを 2 段組する構成をベースとしたレベルダイヤグラムとした。また

アンテナ素子の配置に関して、一つの PD の出力を 8 個以上のパッチア

ンテナ素子に供給することで、十分にシャープなビームパターンを得られ

ることを確認した。従って、アンテナの最小単位を１つのPD+1 x 8アンテ

ナ素子とし、これをユーザー数（ビーム数）に応じて増やす仕様とした。 
 双方向光・無線伝送システム技術として、商用の 100 GbE 用 TOSA モ

ジュールを用いて、下りリンク向け 400 MHz 帯域幅の 256QAM 信号を

40 チャネル伝送することに成功した。物理層の伝送レートは 128 Gbps
であり、100 Gbps 級の IFoF (Intermediate Frequency over Fiber) 
伝送に成功した。また上りリンクも同様の構成で信号多重度を 16QAM に

低減することで、50 Gbps 級 IFoF を容易に達成できる見込みを得た。中

継局とアンテナサイト間の短距離伝送（SMF 1km 以下）において、RoF、
IFoF（周波数変換用の LO をアンテナサイトに設置、または IF 信号に周

波数重畳して中継局側からアンテナサイトに伝送）各方式の伝送特性を

評価した。その結果、いずれの方式でも、64QAM、800 MHz帯域幅のO
FDM 信号を EVM 8%の信号品質で伝送できる見込みを得た。 

 適応的空間電波周波数割り当て技術として、無線区間の品質情報を表す

チャネル品質信号 (Channel quality indicator: CQI) という指標と、IFo
F/RoF 区間の光伝送路の品質モニタする手法を組み合わせた、適応的

な無線リソース割り当て技術の検討を完了した。具体的には、上り信号か

らの CQI をセンター局で抽出し、光伝送区間で計測した品質情報と合わ

せて、総合的に最適なリソース配分を行うアルゴリズムを用いることで、

無線システム全体の品質を向上させられる見込みを得た。 
 フルコヒーレント RoF 伝送技術として、コヒーレント QAM 光信号を 60 G

Hz 帯へ周波数変換するためのキャリアコンバータの設計に取り組んだ。

光注入同期回路により位相同期した LO 光と QAM データ信号を合波し、

帯域 70 GHz の PD を用いたヘテロダイン検波により、60 GHz 帯への

フルコヒーレント変換の基本動作を実証した。また、 
 フルコヒーレント変換回路を用いて、シンボルレート 4 Gbaud、多値度 16

~256 のコヒーレント QAM 光信号をヘテロダイン検波し、フルコヒーレント

変換した IF 信号の復調を実現した。これにより、光周波数から 60 GHz
帯へのダウンコンバートによる光・無線融合フルコヒーレント伝送システム

実現の見込みを得た。 
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た研究開発を行う。 
一方、平成 32 年以降の世界

を見据えた研究開発として、翻

訳処理の漸次化等同時通訳シ

ステムの基盤技術を確立する

ための基礎技術の研究開発を

行う。また、自動翻訳システム

の汎用化を妨げている対訳デ

ータ依存性を最小化するため、

同一分野の対訳でない異言語

データを利活用する技術と同義

異形の表現を相互に変換する

技術の研究開発を進める。 
 

ウェア分野に進出した。 
 上記 2 種類の対訳コーパスで翻訳を高精度化した、すなわち、アルゴリズムの

改善に併せて、前記の翻訳バンクによって汎用性を確保し、前記の話し言葉

の対訳コーパスで適応することによって、GC10 言語について、旅行、医療、

防災等の分野に対応した実用レベルの翻訳、すなわち 「高品質」と位置付け

られる BLEU スコア 40～50 を実現し、翻訳精度 80%以上を実現して、公開ソ

フトウェア VoiceTra、TexTra への実装し、さらに技術移転した。 
 
令和 2 年以降の世界を見据えた技術として以下の研究開発を行った。 
 対訳依存度最小化技術を改良し、特に User Generated Text（UGT）に適用

可能なアルゴリズムを創出した（TACL で採択）。 
 入力方式の研究開発が未開拓のアジア言語を対象として、構築したアジア言

語のコーパスに基づいて、指移動が少なく打鍵できる効率的な入力手法を小

型端末で使われる 9 キー向けを含め提案・実装した（ACL、EMNLP-IJCNLP
で採択）。 

 総務省施策 GCP2025 の下で公募された委託研究「多言語翻訳技術の高度

化に関する研究開発」に採択され、同時通訳の研究開発に必要なコーパスの

構築を開始し、同時通訳のための分割点を決定するプログラム（今年度は深

層学習で文単位分割を学習した）を実証実験用に共同研究機関にリリースし

た。 
 令和 3 年以降の 5 年間の研究開発において、個別テーマの研究開発の自由

度を確保しつつ、段階的に同時通訳システムを社会実装するため、入力の分

割方法の改良と翻訳に供給する TEXT 以外の情報の改良を容易にプラグイン

できるアーキテクチュアを採用した（例：文という大きな単位から始め連続的に

研究を進化させることができる）。 
 ニューラル翻訳のアルゴリズムを改良し、翻訳バンク、適応、Example-based

手法を組み合わせた多分野の高精度システムの構築法を明らかにした。 
 文脈処理やマルチモーダルの翻訳への利活用の研究を進め、難関国際学会

（ACL、EMNLP、NAACL、EACL、COLING、IJCNLP、IJCAI、AAAI、ICLR 等

としている）に毎年 10件前後採択されており、自動翻訳の論文数の世界ランク

で 2 位と 7 位に入る等アカデミアへの貢献は大。ニューラル翻訳に関連する論

文 3 本が一般社団法人言語処理学会発行の論文誌において 2020 年度論文

賞を受賞した。 
 アジア諸外国の研究機関と連携しアジア言語に関する自然言語処理の研究・

開発を推進。基盤となるアジア言語のアノテーション付き対訳コーパス ALT を

構築し公開した。 
 
委託研究No.180「自治体向け音声翻訳システムに関する研究開発」（平成 27年

～令和元年）において以下の研究開発を行った。 
 子育て・年金対訳コーパス（英語、ベトナム語、中国語、ブラジルポルトガル語

各 15 万文）、住民登録・国保対訳コーパス（英語、ベトナム語、中国語、ブラジ

ルポルトガル語、韓国語、タイ語、インドネシア語、ミャンマー語、フィリピン語

各 8 万文）を構築した。 
 自治体用語対訳辞書(英語、ベトナム語、中国語、ブラジルポルトガル語、韓国

語、タイ語、インドネシア語、ミャンマー語、フィリピン語各 5,005 語)を構築し

た。 
 構築した対訳コーパスと辞書を用いて自治体用ニューラルネット翻訳モデルを

構築し、ほぼ全言語対について目標翻訳精度(意味が通じる文の比率が 80%
以上)を達成した。 

 カウンター越しの対話に適したユーザインタフェース、用語説明機能など自治

体窓口業務に向けた仕様の音声翻訳アプリを開発した。 
 全国の 42 自治体(平成 29 年度～令和元年度の延べ数)と連携して窓口業務

に音声翻訳システムを利用する実証実験を行った。 
 研究開発成果を外国人研修生の生活に展開するために、NhaTra（ベトナム
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開発するものとする。 
 

る技術等、極めて知的な作業

を自動化する社会知解析技術

の確立を目指す。 
また、インターネット上に展開

される災害に関する社会知をリ

アルタイムに解析し、分かりや

すく整理して提供するための基

盤技術の確立を目指す。さら

に、実世界の観測情報を統合

して、より確度の高い情報を提

供する枠組みを確立する。 
加えて、これらの技術を実装

したシステムを開発し、より適

切な意思決定が短時間で可能

となる社会の実現に貢献する。

また、機構外の組織とも連携

し、開発した技術の社会実装を

目指す。 
 

ページ規模の知識をもとに応答を生成するが、このようなシステムは世界的に

みても例がなく、その科学的価値はもとより、日本の人工知能技術の遅れが指

摘される中で社会的価値も極めて高い。 
 上記 WEKDA には、上述の質問応答技術等の他に、文中の省略を補完する

省略補完技術、ある時点までの発話内容に整合性の取れた雑談的発話を生

成する文脈処理技術、長い回答を人間が咀嚼しやすいように簡潔に要約する

技術等、新規開発した深層学習ベースの多数の自然言語処理技術が組み込

まれている。これらも世界初の技術が多数含まれ、また、日本語に関してこうし

た技術を実際に大規模データに適用できるのは当機構だけであり、科学的意

義、社会的価値はいずれも高い。 
 さらに、WEKDA への導入を念頭に、因果関係の連鎖に関する仮説を生成す

る仮説生成技術（例えば、「地球温暖化が進む」→「海水温が上昇する」と「海

水温が上がる」→「大腸菌が増殖する」を組み合わせることで「地球温暖化が

進む」→「海水温が上昇する」→「大腸菌が増える」を生成し、そこから「地球温

暖化が進む」→「大腸菌が増える」といった因果関係に関する仮説を生成可能

である。）を深層学習技術を用いて開発した。この技術は生成される仮説を一

定の範囲で制御できるもので、大量の仮説候補を生成して適切な仮説を探索

する generate-and-test をせずとも、必要な仮説に近いものを 1 回の計算で生

成することが可能である。我々の知る限りこうした技術は存在せず、その科学

的意義は高い。 
 これまでに述べてきた技術、およびその関連技術は ACL、EMNLP、AAAI、M

edInfo 等の自然言語処理、人工知能のトップカンファレンスで発表された。そ

の科学的意義が認められたものと考えられる。 
 特に WEKDA に関しては、新しい言語観、言語理論の構築も念頭に、その動

作原理や深層学習技術の特徴と、近年の言語哲学とを架橋する考察を行っ

た。こうした考察等に基づき、さらに対話のバリエーションや質を向上させるべ

く、新規な学習データを構築した。 
 WEKDA および、これまでに述べてきた技術を大規模な Web ページに適用す

るため、前中長期計画で開発した並列化ミドルウェア RaSC に自動最適化機

能を追加し、並列処理分野のトップカンファレンス IPDPS 等で発表した。 
 近年、自然言語処理で広く使われるようになってきた巨大ニューラルネットワー

クの学習を複数枚の GPU で効率よく実施するため、ミドルウェアRaNNC を新

規開発した。これは 1 枚の GPU に格納するのが困難な巨大ニューラルネット

ワークを自動的に分割し、並列に学習、推論を行うものである。通常、深層学

習の並列化は深層学習モデルの記述に直接、並列化のための指示を書き込

んで行うのが普通であるが、RaNNC はそうした指示を必要としない点で画期

的である。さらには、Google や NVIDIA 等が公表している（並列化のための指

示は必要になるが）深層学習並列化ソフトウェアと比較し、少なくとも機構の計

算機環境では同一のパラメータ数のモデルでは RaNNC の方が高速であり、

また、一部のソフトウェアよりも大規模なモデルの並列学習が可能であることを

確認した。実際に、数百枚単位の GPU を使用した分散学習により、T5 を含め

て、数十億パラメータ（BERT-largeの 10倍以上の規模）のネットワークの学習

に成功し、並列処理分野のトップカンファレンス IPDPS で論文が採択された。

現在、巨大ニューラルネットワークの研究、特に学習はほぼ、GAFA 等、一部

の民間企業でしか行われていないが、RaNNC により、その裾野が広がると考

えられ、また、世界的にみても巨大ニューラルネットワークを自動で分割し、並

列化する技術も他にないことから、その科学的意義、社会的価値は特に高い。 
 これらの技術の一部を、前中長期計画時に公開された WISDOM X に組み込

み、WISDOM X 深層学習版として一般公開した。RaNNC、RaSC 共にフリー

ソフトウェアとして公開した。また、WEKDA 全体に関して、民間企業と研究用

ライセンスを締結した他、実証実験用に API 提供を実施した。こうした試みは、

国内の他の公的研究機関ではおこなわれておらず、その社会的価値は極めて

高い。 

た。 
 SNS 上で、被災者と自律的にやりとり

を行なって情報の収集、周知を行う、世

界的にみても例のない防災チャットボッ

トというコンセプトを提案した。 
 SIP 第 2 期で高齢者介護用マルチモー

ダル音声対話システム MICSUS を開

発。実証実験により高い意味解釈精度

を達成した。 
 社会知解析技術全般に対して志田林

三郎賞、対災害情報分析システム DIS
AANA/D-SUMM に関して、文部科学

大臣表彰科学技術賞を受賞した。 
 
等、科学的意義が大きい独創性に富ん

だ顕著な成果の創出や将来的な成果の

創出が期待される実績が得られた。 
 
【社会的価値】 
 WEKDA を念頭に高精度化した深層学

習ベースの質問応答技術をWISDOM 
X に搭載し、一般公開した。 

 Twitter 上の災害情報を分析する災害

状況要約システム D-SUMM を試験公

開し、自治体等の防災訓練に多数参加

することを通して、実災害時に実活用さ

れ重大事象発見に貢献できることを示

し、社会的課題解決に役立つことを示

した。 
 巨大ニューラルネットワークの学習に関

する研究の裾野を拡大するため、ミドル

ウェア RaNNC を用いて巨大ニューラ

ルネットワークの学習を自動的に並列

化し、容易化することでなど社会的ニー

ズに直結した成果を上げた。RaNNC
のソフトウェアをフリーソフトウェアとし

て一般公開するとともに、学習した BE
RT モデルも一般公開した。 

 また、SIP第 2期で開発している防災チ

ャットボット SOCDA も同様に、神戸市

で令和 2 年には一般市民１万人、令和

3 年には 1 万 3000 人を対象とする実

証試験も含め、多数の自治体の訓練で

活用した。 
 日本の今後を左右しかねない高齢者

介護の問題の解決に資するべく、同じく

SIP 第 2 期で開発している高齢者介護

用マルチモーダル音声対話システム M
ICSUS の実証実験を高齢者介護事業

者と連携しつつ、高齢者を対象として、

複数回行い、着実に各種処理の精度

向上や対話の質向上を達成し、高齢者

より実際に高い評価を受けた。 
 

EKDA を開発

す る と と も

に、高齢者介

護の課題解

決といった社

会ニーズの

高い実証実

験に着手して

いるほか、民

間企業への

研究用無償

ライセンスや

実証実験用

API を提供し

たことは科学

的意義、社会

的価値及び

社会実装に

つながる取組

において特に

顕著な成果

の創出や将

来的な特別

な成果の創

出の期待が

認められる。

また、NICT等

が開発した防

災チャットボ

ット SOCDA

や災害状況

要約システム

D-SUMM が

台風等の実

災害時に実

活用され、重

大事象発見

に貢献できる

ことを実証し

たことは社会

課題の解決

につながる取

組において特

に顕著な成

果の創出や

将来的な特

別な成果の

創出の期待

が認められ

る。その他、

巨大ニューラ

ルネットワー

クを自動で分

声対話シス

テム WEKDA

を開発すると

ともに、高齢

者介護の課

題解決といっ

た社会ニー

ズの高い実

証実験に着

手しているほ

か、民間企

業への研究

用無償ライセ

ンスや実証

実験用APIを

提供したこと

は科学的意

義、社会的

価値及び社

会実装につ

ながる取組

において特

に顕著な成

果の創出が

認められる。

また、N I C T

等が開発し

た防災チャッ

トボット SOC

DA や災害状

況要約シス

テム D-SUM

M が台風等

の実災害時

に実活用さ

れ、重大事

象発見に貢

献できること

を実証したこ

とは社会課

題の解決に

つながる取

組において

特に顕著な

成果の創出

が認められ

る。その他、

巨大ニューラ

ルネットワー

クを自動で分

割し、並列化

するミドルウ

ェア RaNNC
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 Wikipediaで学習したBERT モデルを一般公開した。これはWikipediaで学習

したBERTモデルとして、他機関が公開しているモデルよりも高性能であり、活

用には深層学習に関する知識が必要であるにもかかわらず公開後１年で 2,50
0 件のダウンロードがあった。 
 

 SIP 第 2 期で実施しているプロジェクト「Web 等に存在するビッグデータと応用

分野特化型対話シナリオを用いたハイブリッド型マルチモーダル音声対話シス

テムの研究」において、KDDI 株式会社、NEC ソリューションイノベータ株式会

社、株式会社日本総合研究所との共同で、マルチモーダル音声対話システム

MICSUS を開発した。この MICSUS は在宅介護モニタリングと呼ばれる、高

齢者の健康状態チェックを行う面談でケアマネジャーと呼ばれる介護職にとっ

て重い負担となっている作業の一部を代替することが目標である。在宅介護モ

ニタリングの際には、WEKDAを活用して雑談も実施し、高齢者に飽きられるこ

とがなく、また、様々なアイデアや知識も提供し、高齢者の生活をより豊かに

し、また、その社会的孤立を防ぐことも狙う。これらのゴールは、日本の今後を

左右しかねない、高齢化の問題の解決に挑戦するものであり、その社会的価

値は極めて高く、また、ビジネス化までの道のりが長いことが予想されることか

ら、まさに公的研究機関が少なくともその開発の一部を担うべき技術である。 
 これまでに、まず、雑談は行えないものの、健康状態チェックを行う対話シナリ

オを構築し、それに沿った対話が行えるマルチモーダル音声対話システム MI
CSUS の初期バージョンを実際に構築し、高齢者介護事業者と連携して、令和

元年度に合計 4 回の実証実験を行って課題を洗い出し、またその洗い出され

た課題に関して改善を重ねた。この結果、実証実験の対象となった、要支援・

要介護の高齢者の大多数より、「使える」「愚痴などの聞き役にも期待」「ニュー

スなど話題や知識を話してほしい。」といったコメントを頂いた。つまり、技術へ

の高い評価、高い期待とともに、我々が当初より予定していた雑談の必要性が

確認されることとなった。また、最終的な社会実装に向けて、連携先の民間企

業を中心にビジネス化の検討も開始した。 
 精度的な面に関して述べると、通信障害等が発生しなかった高齢者向けの第

2 回実証実験では高齢者の発話の 95.2%を正しく意味解釈できたことが確認

できた。（ただし、声が小さい等の理由により音声認識器が起動されなかった

ケースは除く。また、発話の意味が明確でないと判断し、同じ質問を繰り返した

ケースは、繰り返し後の質問への回答が正しく意味解釈された場合、最初の

質問への応答の意味解釈の正誤はカウントせず、最終的に正しく意味解釈し

たと解釈している。） また、音声認識が誤っても一定の精度で正しく意味解釈

が可能なことも確認できた。 
 この MICUS の実装に際し、本中長期計画期間終了までに機構では、1) 全体

アーキテクチャの策定に参加し、2) ユーザ発話の意味解釈を行う 350GB(22
億文)のテキストで事前学習した BERT_large を用いるユーザ発話意味解釈モ

ジュールを開発した。これは、質問への回答の意味解釈だけでなく、以前にな

された回答内容の修正、後ほどシナリオで訊くことになっている質問の回答が

先んじられて述べられたことの認識、後に述べる WEKDA を用いた雑談的対

話への遷移等、様々な対話的行為に対応する意味解釈を可能にするものであ

り、機構内部で作成した、あえてトリッキーな入力ばかりを含んでいる評価デー

タを用いた評価ではいずれも平均適合率が 85%から 99%という極めて高い精

度を実現している。また、音声認識誤りがあることを見込んで、ノイズを含ませ

た評価データでも同様に高い精度が実現できることを確認した。特にユーザ発

話意味解釈モジュールに関しては、人間の作業者が書いた対話シナリオに即

したユーザ発話の意味解釈に必要な学習データ合計 200 万件以上を整備し

た。 3)人間の作業者が書いた対話シナリオを自動的により完備なものにする

対話シナリオ自動拡張モジュールを開発した。4) 機構の次世代音声対話シス

テム WEKDA を用いた雑談対応機能を MICSUS に統合し、自然な形で健康

状態チェックと雑談が入り混じった対話が可能となった。なお、令和２年度はコ

等、社会課題の解決や社会的価値の創

出に貢献する特に顕著な成果や将来的

な成果の創出が期待される実績が得ら

れた。 
 
【社会実装】 
 WEKDA に関し、民間企業への研究用

無償ライセンスや実証実験用 API を提

供した。 
 DISAANA、D-SUMM が実災害時に実

活用され、重大事象発見に貢献出来る

ことを実証した。 
 DISAANA および D-SUMM のソフトウ

ェアについて民間企業と有償でのビジ

ネスライセンス契約を締結し、ライセン

スを用いた商用サービスが開始され

た。 
 SOCDA が令和元年台風第 19 号、令

和 2 年台風第 10 号の際に実利用され

るなど、高い実用性を示し、重大事象

発見に貢献できることを示した。 
 SOCDA の関連ソフトウェアについて民

間企業と有償でのビジネスライセンス

契約を締結し、それを用いた商用トライ

アルが複数の自治体で開始された。 
 また、令和 3 年 2 月の福島沖地震の際

にも、南相馬市にてトライアル中の SO
CDA が実活用され、早期情報収集に

役立った。 
 神戸市消防団にて活用している SOCD

A の運用に関して日本オープンイノベ

ーション大賞総務大臣賞を受賞した。 
 社会知解析技術全般に関して、情報通

信月間推進協議会会長表彰「志田林

三郎賞」を受賞し、NHK スペシャル等

のテレビ報道、新聞 1 面を含めて、合

計 298 件（新聞報道 150 件、Web 掲

載 128 件、テレビ放映 24 件）の報道が

なされた。 
 
等、社会実装につながる特に顕著な成果

や将来的な成果の創出が期待される実

績が得られた。 
 
以上のことから、中長期計画を着実に達

成した上で、特に顕著な成果の創出が認

められた他、将来的な成果の創出が期

待される実績も得られたため、評定を

「S」とした。 
 

割し、並列化

するミドルウ

ェア RaNNC

を開発したこ

とは高く評価

できる。 

 

を開発したこ

とは高く評価

できる。 
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ロナの影響で、こうした機能すべてを搭載した MICSUS の最新版を高齢者を

対象とした実証実験で評価することはできていないが、各種評価データや、非

高齢者を対象とした実証実験、トライアルで柔軟な対話が行えることは確認済

みである。高齢者介護を目的として、こうした様々な機能を高いレベルで実現

したシステムは世界的に見ても例がなく、科学的意義も高い。 
 この MICSUS に関しては CEATEC 等の展示会でオンライン展示を行い、日

本経済新聞や読売新聞でも報道された。 
 平成 31 年 4 月に奈良先端科学技術大学院大学との連携講座を開設。令和 2

年 11 月現在 4 名の大学院生を指導。AI 人材の枯渇は極めて重大であり、そ

の社会的価値は非常に高い。学生のうち１名は、理研 AIP、東北大が主宰して

いる「AI〜クイズAI日本一決定戦〜」にて高精度を達成した。（令和 2年 10月

28 年時点で首位の高精度） 
 インターネット上に展開される災害に関する社会知をリアルタイムに解析し、分

かりやすく整理して提供するための基盤技術として、前中長期計画にて開発し

た質問応答を通して求める情報を網羅的かつピンポイントに提供する対災害S
NS 情報分析システム DISAANA、ならびに災害関連情報を自動的に抽出し、

分かりやすくコンパクトに整理して提供する災害状況要約システム D-SUMM
の開発および改善を進め、平成 27 年 4 月から公開していた DISAANA に続

き平成 28 年 10 月に D-SUMM の試験公開を開始した。公開後、大きなトラブ

ルも無く 4 年以上継続して運用してきた。常に試用できるという点で社会実装

を大きく進展させた。 
 試験公開中の DISAANA が平成 28 年 4 月の熊本地震の際に内閣官房にて

活用された。平成 29 年 7 月の九州北部豪雨の際には、大分県の災害対策本

部において、DISAANA・D-SUMM が活用され鉄道の鉄橋の流失をいち早く発

見するなど大きな成果を挙げた。その他、東京都をはじめ多数の自治体から

日常的に DISAANA・D-SUMM を活用しているという報告を受けた。また、実

災害時には公的機関からのアクセスが多数あった。社会的価値ならびに社会

実装における効果は極めて高い。 
 D-SUMM を高速化（検索速度を 3 倍）し、前述した BERT_large を使った深層

学習を導入することで高精度化（災害情報抽出に関して F 値で 31%向上を達

成したほか、公開されたシステムを実際に活用した公的機関からの要望に従

って、操作をミニマムにする UI の実装を通してインターネット上の社会知をリア

ルタイムに分かりやすく整理して提供する技術を確立した。これらの科学的意

義、社会的価値は高い。 
 上記の性能向上の実現および D-SUMM の開発を進めるにあたり 72 万件の

深層学習用新規学習データを整備した。また、意味分類辞書（2,846 万件）に

おける 432 万件の単語に対しより詳細な意味分類を付与した。災害対応を目

的としてこうした大規模な言語資源を整備した例はなく、科学的意義は高い。 
 インターネット上の社会知と実世界の観測情報を統合し、より確度の高い情報

を提供する方法を確立した。物理的センサー等に由来する情報と、人間が感じ

てテキストとして表現した情報とを融合して新たな価値を生み出すという点で

科学的意義は高い。 
 総務省の「IoT/BD/AI 情報通信プラットフォーム」社会実装推進事業（平成 29

年度～令和元年度）とも連携し、東京都をはじめとする多数の自治体や自衛

隊等の災害対応機関において防災訓練においてDISAANA・D-SUMMを活用

する実証実験を合計 18 件実施し、技術検証を行った。 
 また、全く新しい枠組みとして、SNS 等の上で自発的に発信された社会知のみ

を受動的に分析するのではなく、SNS 上で、いわゆるチャットボットが、被災者

等と双方向で情報をやりとりし、自律的に情報を収集したり配信したりすること

でより網羅的な情報収集や、適切な避難を促すというコンセプトを防災チャット

ボットという名称で提案し、SIP 第 2 期にて 2018 年度より（国研）防災科学技

術研究所、株式会社ウェザーニューズを共同研究機関、LINE 株式会社と一般

社団法人情報法制研究所を協力機関とする体制にて防災チャットボット SOC
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DA（ソクダ）の実現を目指す提案が採択され研究開発を開始した。 
 この SOCDA では、(1)被災者に深掘りをする質問をすることで、情報をより詳

細にし、その確度を上げること(2)さらにはデマと思しき情報が見つかった場合

に周辺にいる被災者等に問い合わせをすることで、そのデマの真偽性を判断

するためにより確度が高い情報を収集すること(3)また、避難等に資する情報

を被災者にピンポイントに伝えることを目指して研究開発を進めておりその社

会的価値は極めて高い。さらには、類似の枠組み、コンセプトは世界的にみて

も存在せず、その科学的意義は非常に大きい。 
 SOCDA の研究開発プロジェクトでは、全体の枠組み、アーキテクチャを提案

し、プロジェクト組成に貢献した他、DISAANA・D-SUMM の技術を応用し、収

集した情報を分析するエンジン、ならびに分析結果を表示するための PC およ

びスマホ等のモバイル端末向けユーザインタフェース（UI）および、SOCDA へ

の投稿や手動での通知をとりまとめる管理画面 UI 等の研究開発を担当し、プ

ロジェクトの推進に貢献した。災害に関する種々雑多な情報を地図上にコンパ

クトに表示するなど、より効率的に災害時の素早く正確な意思決定を支援する

インタフェースを検討することは科学的意義、社会的価値ともに大きい。 
 神戸市をはじめとする多数の自治体の防災訓練において SOCDA を活用する

実正実験を実施した（合計 16 件）。これらの訓練等を通して技術的検証ならび

に社会実装における課題の検討を実施した。特に神戸市においては、1 年以

上の長期にわたって市民向けと消防団向けの 2 種類のシステムを運用する実

証実験を実施し、様々な知見を得た。また、令和 2 年に神戸市民１万人を対象

とし、令和 3 年には 1 万 3 千人を対象とする大規模実証実験をともに成功裏

に実施した。各自治体は非常に協力的であり、今後、さらに社会実装を進め

る。 
 DISAANA、D-SUMM、SOCDA の民間企業等への商用ライセンスは着実に

進捗し、DISAANA、D-SUMM のソフトウェアを研究開発用に NEC、ウェザー

ニューズ等の民間企業等にライセンスし（3 件）、その後、数度にわたるアップ

デートを行った。令和 2 年 6 月からは、ウェザーニューズがこのビジネスライセ

ンスを活用し、複数の自治体での SOCDA の有償トライアルを開始した。さら

に令和 2 年 7 月からこのビジネスライセンスによる DISAANA・D-SUMM を活

用した商用サービスの販売が NEC より開始された。さらに、災害情報分析の

ための深層学習モデルも民間企業に有償ビジネスライセンスした。これらの活

動は、社会実装という点で価値が極めて高い。 
 防災チャットボット SOCDA 等の社会実装を推進するため、機構は関係機関等

と連携の方策を検討し、その結果、民間企業 7 社、国研等 4 者、18 自治体、

省庁等 8 者が参画する AI 防災協議会が設立され（令和元年 6 月）、社会実装

を継続的に推進する体制が整備された。 
 防災チャットボット SOCDA の実証実験等についてはこれまで述べた通りであ

るが、加えて実災害における実活用も開始され、令和元年台風第 19 号では、

防災チャットボット SOCDA が神戸市、三重県、伊勢市にて実活用され（令和

元年 10 月 12 日）、特に三重県では高く評価され、社会実装に弾みがついた。

加えて、令和 2 年 6月より、複数の自治体にて SOCDA の有償トライアルが開

始され、令和 2 年台風第 10 号接近時（令和 2 年 9 月）の際に三重県、徳島県

等で SOCDA が実活用された。令和 3 年 2 月の福島沖地震の際にも、南相馬

市にてトライアル中のSOCDAが実活用され、早期情報収集に役立った。社会

実装上の価値、社会的価値ともに大きい。 
 

 深層学習を用いてWeb テキストから症状表現を抽出する研究に関して日本医

療情報学会から研究奨励賞、第 3 回学術論文賞をそれぞれ受賞した。 
 神戸市消防団における SOCDA の研究開発および運用に対し日本オープンイ

ノベーション大賞総務大臣賞を受賞した。 
 DISAANA、D-SUMM の研究開発に対して、文部科学大臣表彰科学技術賞

（研究部門）等を受賞した。 
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等の社会生活リスクの予測分析のオープン開発や応用実証向けに一般公開

した。 
 xDataプラットフォームを利活用した課題解決のモデルケースを開発すべく、地

域住民やサービス開発者らが参加し、環境品質予測を活用したスマートサー

ビスを提案・試作するハッカソンを実施した。より良い環境でのウォーキングを

支援するマップ作成やサービス提案を行うデータソン（データ収集も行うハッカ

ソンの一種）を平成 29 年度と平成 30 年度に福岡市で実施し、一般住民や学

生、ランニング団体などのべ 80 名が参加した。”カラダにうれしい空気”をテー

マに、グループに分かれた参加者が、小型の環境センサー（名古屋大学との

共同研究）やライフログカメラ、活動量計などを持って市内を歩き、健康に良い

と思われる場所の環境品質を取得データから xData プラットフォームのツール

使って分析・可視化しマップ上にプロットしウォーキングマップを作成するタスク

や、環境品質予測の結果をスマートフォンの地図アプリケーションで確認しな

がら、より良い環境の中でより多くのウォーキングを行い、結果をポイント化し

て競い合うタスクを行い、環境品質予測のウォーキング支援への有用性を検

証した。参加者へのアンケート調査では、こうした活動は大変面白く是非また

参加したいという回答が大半を占め、特により良い環境を意識した活動を通じ

街の魅力の再発見につながった、ウォーキングを楽しむ動機となったなどの意

見から、ウォーキング支援への有用性が確認された。また、作成したマップを

活用し、ポイントサービスなどと連携しながら環境品質の良い場所で運動する

ことを促進するサービスや、環境品質の予測結果から美容や活動に関する情

報推薦を行うサービスなどが提案され、社会実装につながる具体的なアイデア

が得られた。 
 また、異常気象による交通障害リスクの予測データを用いて、ルート案内アプ

リを開発するハッカソン（Smart Sustainable Mobility ハッカソン）を、平成 31
年 2月に東京都で実施した。ITS 関係の技術者ら 20名が参加し、豪雨や豪雪

に伴う交通障害のアラートや運転リスクを通知し、それらを回避するルート案

内や運転支援を行うカーナビアプリケーションを試作し、運転シミュレータを使

ったデモを行った。参加者へのアンケート調査では、アイデアを迅速に形にで

きたことが高く評価され、新聞報道でも、交通リスクデータ活用をテーマにソフト

開発を競うハッカソンを通じ企業の垣根を超えカーナビを考える活動として紹

介された（日刊自動車新聞 平成 31 年 2 月 27 日）。 
 ハッカソン等を通じて開発されたデータ連携分析のベースモデルを、研究コミュ

ニティを巻き込んだオープンデータサイエンス活動を通じ拡張・改良すべく、xD
ata プラットフォーム上のデータセットと分析モデルを用いたベンチマーキングタ

スクを MediaEval 国際ワークショップに提案しその運営を主体的に実施した。

令和元年度は、欧州、中国、東南アジア等から 11 チームが参加し、xData プ

ラットフォーム上のデータセットを用いて AQI 短期予測モデルを改善する手法

を開発し予測性能を競い合うタスクを、約半年間かけて行った。GBDT と LST
M に基づく優れた手法などが提案され、xData プラットフォームの AQI 短期予

測モデルの改良にフィードバックした。また、タスク自体も、実例に基づく異分

野データ連携の予測分析が特徴あるとして、国際ワークショップ主催者から特

別表彰を受けた。令和 2 年度も継続して実施し、世界各国からから 11 チーム

の研究者ら参加し、個人環境品質予測モデルや画像ログからの環境品質予

測モデルの改善手法の提案・評価を行った。さらに、データ連携分析をテーマ

とした国際ワークショップ ICDAR2020（ACM ICMR2020 国際会議に併設）を

企画・運営し、環境、ヘルスケア、情報セキュリティ、金融などにおけるデータ

連携分析に関する査読付き論文が発表された。このように、研究コミュニティを

巻き込んだ活動を通じ、科学的にも有意義な成果展開を行った。 
 xDataプラットフォームを用いたデータ連携分析の社会実装を促進すべく、自ら

研究やハッカソン、ベンチマーキング等で開発された様々なデータ連携分析モ

デル（環境品質短期予測、移動環境リスク予測、環境睡眠品質予測など）をひ

な形として活用し、xData プラットフォームの利用者が、独自にデータを収集で

ト注意報・警報の早期警戒支援や、AS
EAN 地域のスマートシティと連携した

実証実験など、国内外で幅広く社会展

開に向けた活動を実施した。 
 xData プラットフォームを活用した環境

品質短期予測や異常気象時の交通障

害リスク予測を、ベトナム・ダラット市ス

マートシティにおける環境・交通・観光

データを活用したスマートサービスの実

証に応用した。 
 xData プラットフォーム利用者のデータ

やノウハウを活かし予測モデルのカス

タマイズを行うアプリ開発環境を提供

し、環境モニタリング事業者等実証パ

ートナーがカスタマイズした環境品質短

期予測モデルの事業化に向けた技術

移転の検討を開始した。 
 

等、社会実装につながる成果や将来的

な成果の創出が期待される実績が得ら

れた。 
 
以上のことから、中長期計画を着実に達

成する成果の創出が認められた他、将

来的な成果の創出が期待される実績も

得られたため、評定を「B」とした。 
 

おいて成果

の創出が認

められる。 
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きる、また、分析モデルの調整や予測結果データの加工・配信をカスタマイズ

できるよう、API ライブラリや開発ツールを仮想化コンテナ（Docker）にパッケー

ジ化した開発環境 xData Edge を開発した。実証実験を通じ、プラットフォーム

利用者である実証パートナーのサーバ等に配備し、実証パートナーのデータ

やノウハウを生かした利用者巻き込み型の分散協調開発を可能にしたことで、

従来の技術開発のパートナーシップからデータ連携による課題解決のパート

ナーシップへとフォーメーション構築を進化させた。 
 環境品質短期予測のデータ連携分析モデルを、国内で環境基準が未達成の

光化学オキシダントの対策支援に活用すべく、自治体等が設置した環境基準

測定局のデータを用いて、光化学オキシダントが数時間以内に注意報発令レ

ベルに達するかを予測し、監視要員の待機や待機解除の早期判断に活用す

る応用を、環境モニタリング事業者と共同で開発した。千葉県 11 地域を対象

に、101 箇所の測定局の過去 3 年分のデータを用いた評価実験で、6 時間後

の注意報発令レベル予測で 60%～93%（再現率）の精度を達成し、発令漏れ

の少ない予測を実現した。また、環境モニタリング事業者が、xData プラットフ

ォームの開発環境（xData Edge）を利用し、県・市管理測定局や周辺エリアの

観測データや前駆物質データ（NO3、NMHC 等）を追加や、予測モデルのパラ

メータ調整（業務フローに合わせた予測時間の設定など）や、予測結果の気象

データに基づくスクリーニング処理の追加（温度 24℃以上、風速 3m/s 未満な

ど）などのカスタマイズを行い、注意報発令レベルのオキシダント予測で 60% 
（24 時間後）～92%（8 時間以内） の予測精度を実現するとともに、オキシダ

ントレベルが高くても発令が無いケースの予測を 70%削減するなど、業務に即

した性能改善を実現した。このカスタマイズされた予測モデルを環境モニタリン

グ事業者の大気環境常時監視システム（テレメータシステム）に組み込み、自

治体の環境大気常時監視業務支援に関する評価を行ったところ、注意報発令

の早期警戒（警戒解除）への利用可能性がアンケート調査により確認された。

これらの成果に基づき、カスタマイズされた予測モデルを環境モニタリング事

業者に技術移転すべく、検討を開始した。 
 その他にも、Smart Sustainable Mobility ハッカソン等を通じ開発された移動

環境リスク予測に基づくルート案内を応用し、GIS 事業者と連携したウォーキ

ング支援のための旅程プランニングの実証実験や、委託研究課題 201 と連携

した異常気象時の交通障害リスクを回避するカーナビの実証実験を行った。ま

た、自ら研で開発した環境、活動、睡眠のデータ連携分析モデルを応用し、ダ

ンス活動を推進する NPO と地方版 IoT 推進ラボがダンスレッスンを通じて収

集したデータを用いてレッスン受講者の活動・環境と睡眠品質の相関性を分析

し、ダンス活動の啓もうに役立てる実証実験を行った。 
 さらに、環境問題意識の高い ASEAN 地域への国際展開を推進すべく、ブル

ネイ、ベトナム、フィリピン、シンガポールの研究機関と ASEAN IVO 国際共同

研究を実施した（令和 2～3 年)。ブルネイ工科大学（ブルネイ）では、独自に収

集した ASEAN 地域の煙霧関連の観測データを用いて、xData プラットフォー

ム上の環境品質短期予測モデルのひな形をカスタマイズした煙霧越境汚染被

害予測モデルを開発し、低炭素社会に関する国際会議 ICLCA 2020 等で発

表するなどの成果を挙げた。また、ベトナム ダラット市のスマートシティプロジ

ェクトとの連携では、ダラット大学や地元企業と共同で、情報ポータルに収集さ

れた環境、観光、交通に関するデータを xDataプラットフォームを用いて連携さ

せ、観光エリアの環境品質や交通公害リスク予測を行うアプリケーションの概

念検証を行い、現地のスマート観光サービス等での活用に向けた検討を行っ

た。また、この活動は、日本とベトナムのスマートシティに係る協力活動を強化する

取り組みとして、総務省日ベトナム ICT 同作業部会（第 3 回、令和元年度）でも

取り上げられ、国際連携の取り組みを加速した。 
 データ利活用からセンシング技術へのフィードバック手法に関し、環境品質予

測結果の利活用に即して、ライフログカメラ等で取得したユーザの周辺環境の

画像データから、画像認識技術を用いて有用な環境情報を収集し、物理セン
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サーにより取得した環境データを補完・拡張することで、予測モデルを目的最

適化するマルチメディア（MM）センシング技術の開発に取り組んだ。画像によ

る質問応答（VQA）で用いられる LXMERT 方式を拡張し、画像ログと環境描

写の相関検索エンジンを開発（ベトナム国家大学ホーチミン校との共同研究）

した。Taxonomy（背景知識）と組み合わせることで、対象ドメインに特化した性

能チューニングを可能にした。この相関検索エンジンを用いて、国際的な画像

データ解析タスク ImageCLEF2020 に参加し、Lifelog Moment Retrieval タ
スクでは参加 38 チーム中 2 位、Sports Performance Lifelog タスクで参加 1
2 チーム中 1 位を獲得するなど、優れた成果を挙げた。これを用いて、携帯型

カメラで取得した周辺環境の画像ログから環境品質(AQI）を予測する Image-2
-AQI 手法を開発した。特性の異なる画像特徴量を複数組み合わせることで、

ロバスト性を向上させ、70～80%の予測精度を実現した。さらに、Image-2-AQ
I 手法を実装した MM Sensing システム を xData プラットフォーム上に実装

し、ウォーキング環境のデータ収集に活用するフィールド実験を東京都内で実

施し、幹線道路や河川沿い、住宅街など多様な環境下での有効性を検証し

た。今後、ASEAN IVO 国際共同研究を通じ、環境測定局網が整備途上の A
SEAN 地域にも展開し、交通公害対策（ベトナム・ダラット市）や環境保健衛生

（フィリピン・カウアヤン市）での活用を検討する。 
 空撮された災害発生地域の地上画像を用いて、災害種別を識別する米国 NIS

T 主催の技術評価（TRECVID の DSDI 課題）に挑戦し、国立情報学研究所お

よび及び株式会社日立製作所と互いの識別結果を持ち寄りフュージョンするこ

とで、トップレベルの評価を獲得した。 
 機構リモートセンシングデータを活用し高度な状況認識や行動支援を行うシス

テムの開発・実証に取り組み、フェーズドアレイ気象レーダを用いたゲリラ豪雨

対策支援システムの実証実験（神戸市）を実施した。短時間での 3次元観測が

可能なフェーズドアレイレーダの特徴を生かし、30 秒毎の 3 次元降雨観測に

より地上で局地的大雨が降る前にゲリラ豪雨を早期探知する手法を開発し、5
0mm/h 以上の強雨が 10 分以上継続すると予測されるエリアをリアルタイムに

地図表示してハザードマップを統合し、危険個所を地図上で把握したり、警戒

情報をメール配信する実験システムを開発した。神戸市と覚書を締結し、消防

局（親水河川対策）、建設局（下水道ポンプ場試運転、道路冠水対策）、危機

管理室（豪雨災害対策全般）、神戸県民センター（兵庫県）（河川管理）など、合

計 227 名が参加する実証実験を実施し（平成 28 年 8 月〜10 月）、パトロール

先の絞り込みや下水ポンプ準備等での有用性をアンケート調査等で確認し

た。その成果は、読売新聞（大阪）「局地豪雨 前兆つかみ減災」（平成 28 年 7
月 29 日朝刊）、NHK ニュースホット関西「『雲』の発生捉え 予測」（平成 28 年

7 月 8 日）等で報道された。 
 xData プラットフォーム上に構築した SAR データ GIS 分析ツールを公開し、機

構 Pi-SAR データから洪水・土砂崩れ領域等の GIS データを抽出し災害マッ

プを生成する SAR データ分析チャレンジを、平成 31 年（令和元年）4～5 月に

東京都内で開催した（NICT Open Challenge として実施、電磁波研究所と連

携）。大学、GIS・IT、建設・土木等の研究者、技術者、学生など 30 名が参加し

（好評につき当初予定から倍増）、SAR データ分析プログラムのオンライン学

習とチャレンジ課題コンペを実施した。チャレンジ課題では、東日本大震災と熊

本地震の際に取得された航空機Pi-SARのデータを用いた分析を行い、「農地

の被害状況の把握マップ(最優秀賞)や土砂崩壊地の危険木マップ（優秀賞）な

ど、実用性の高いマップが作成された。参加者が開発したプログラムや災害マ

ップを公開（GPL v2）し再利用を促進した。 参加者へのアンケート調査では、

SAR データ分析の具体的な方法を学ぶことができたことや、SAR データを活

用した災害マップのアイデアを形にできたなどが高く評価された。 
 異分野データ連携による社会システムの最適化・効率化を目指したシステム

の整理体系化や技術の普及促進に向けた活動として、スマート IoT推進フォー

ラム異分野データ連携プロジェクトを、平成 28 年 9 月に産学官 21 機関 37 名
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（４）サイバーセキュリティ

分野 
世界最先端のＩＣＴにより

新たな価値創造や社会シ

ステムの変革をもたらす

ためには、「社会（生命・

財産・情報）を守る」能力

として、急増するサイバー

攻撃から社会システム等

を守るサイバーセキュリテ

ィ分野の技術の高度化が

不可欠となっていることか

ら、【重要度：高】として、

以下の研究開発等に取り

組むとともに研究開発成

果の普及や社会実装を目

指すものとする。 
なお、急増するサイバー

攻撃への対策は国を挙げ

た喫緊の課題となってお

り、サイバーセキュリティ

分野での機構に対する社

会的要請が高まりつつあ

ることから、研究開発体

制の強化に向けた措置を

講ずるとともに、研究開発

成果を実用化や技術移転

につなげるための取組

（技術シーズを実用化・事

業化に導く等）を行うもの

とする。 
 

１－４．サイバーセキュリティ分野 
サイバー攻撃の急増と被害の

深刻化によりサイバーセキュリテ

ィ技術の高度化が不可欠となっ

ていることから、サイバーセキュリ

ティ技術、セキュリティ検証プラッ

トフォーム構築活用技術及び暗

号技術の各研究開発に取り組

む。これにより、誰もが情報通信

ネットワークをセキュリティ技術の

存在を意識せずに安心・安全に

利用できる社会の実現を目指

す。さらに、サイバーセキュリティ

分野での機構に対する社会的要

請に応えるため、研究開発体制

の強化に向けて必要な措置を講

ずる。 

革 新 性 、

先 導 性 、

発展性等）

が十分に

大 き な も

の で あ る

か。 
 研究開発

等の取組・

成果が社

会課題・政

策課題の

解決につ

な が る も

のであり、

または、そ

れらが社

会的価値

の創出に

十分に貢

献 す る も

の で あ る

か。 
 研究開発

等の成果

を社会実

装につな

げる取組

（技術シー

ズを実用

化・事業化

に導く等）

が十分で

あるか。 
 

＜指標＞ 
 具体的な

研究開発

成果（評価

指標） 
 査読付き

論文数（モ

ニタリング

指標） 
 論文の合

計被引用

数（モニタ

リ ン グ 指

標） 
 研究開発

成果の移

転及び利

用の状況

感染機器のユーザ通知・マルウェア駆除

に関する実証研究を行った。 
 IoT マルウェアの機械学習による自動分

類の高精度化の研究等機械学習との融

合研究を強化した。 
 データ開示せずに協調深層学習可能な

プライバシー保護深層学習方式の開発・

実証を行った。 
等、科学的意義のみならず社会・政策課

題の解決にも直結する成果を創出した。 
 
さらに、 
 STARDUST で攻撃者を追跡することに

よって得られた情報をサイバー攻撃解析

分科会で情報共有し、社会全体のサイ

バーセキュリティ強化に向けた取組に貢

献した。 
 また、STARDUST のサイバー攻撃に関

する分析結果を逸早く NIRVANA 改の検

知ロジックに反映させる連携機能のプロ

トタイプ開発、脆弱性管理の効率化に資

する「NIRVANA 改弐」の開発と実証を行

った。 
 「DAEDALUS」により継続的に無償アラ

ートを提供した。 
 サイバー演習へ可視化エンジンを提供し

た。 
 CRYPTREC で「量子コンピュータ時代に

向けた暗号の在り方検討タスクフォース」

を立ち上げ、報告書を発行した。 
 小型衛星・小型ロケット用暗号方式の打

ち上げ実証を行った。 
等、社会・政策課題の解決や社会的価値

を創出する実績を達成した。 
 
加えて、 
 ユーザ参加型Web媒介型サイバー攻撃

対策プロジェクト「WarpDrive」を開始し、

参加ユーザ数はスマートフォン向けを含

め 13,000 名以上達成した。 
 「NIRVANA 改」の技術移転を継続的に

進め「NIRVANA 改弐」を機構内 CSIRT
へ導入した。 

 サイバー演習環境支援や可視化エンジ

ンの提供を行った。 
 金融機関の実データを用いた不正取引

検知の実証実験を開始した。 
等、社会実装につながる実績を達成した。 
 
以上のことから、中長期計画を着実に達

成した上で、特に顕著な成果の創出が認

められた他、将来的な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定を「S」とし

た。 

で、「研究開発成果の

最大化」に向けて、下

記の通り、科学的意

義、社会課題・政策

課題の解決、社会的

価値の創出及び社会

実装につなげる取組

において特に顕著な

成果の創出や将来的

な特別な成果の創出

の期待等が認められ

ることから、S とする。

主な状況は以下のと

おり。  

で、「研究開発成果

の最大化」に向けて、

下記のとおり、科学

的意義、社会課題・

政策課題の解決、社

会的価値の創出及び

社会実装につなげる

取組において特に顕

著な成果の創出や将

来的な成果の創出の

期待等が認められる

ことから、S とする。

主な状況は以下のと

おり。 
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等 供を継続し、国立研究開発法人協議会（国研協）からの協力要請に基

づき、利用申し入れのあった 3 研究機関を皮切りに国研協研究機関へ

の無償アラート提供を開始した（平成 29 年度）。 
 委託研究「Web 媒介型攻撃対策技術の実用化に向けた研究開発」（略

称、WarpDrive：Web-based Attack Response with Practical and 
Deployable Research InitiatiVE）において、悪性サイトをブロックする

プラグインエージェントによるユーザ参加型の大規模実証実験を開始し

（平成 30 年度）、1 日平均約 1,200 万 Web アクセスを観測可能にして

参加ユーザ数は当初目標の 10,000 名を達成し（令和 2 年度）、1 日あ

たり 390 件以上もの未知の悪性サイトを発見し続けている。さらにスマ

ートフォン（Android 端末）向けの実証実験も令和 2 年 3 月より開始し

た。 
 ユーザが悪性 URL に到達するリスクを低減するため、機構委託研究

「Web 媒介型攻撃対策フレームワーク（略称、WarpDrive：Web-based
 Attack Response with Practical and Deployable Research Initi
atiVE）」において収集した令和元年 2 月から令和 2 年 1 月までの計 4,
306,529,287 件のユーザの Web アクセスログを活用して、悪性 URL
に到達する経路を再構築し分析することにより、悪性 URL に到達する

経路上にあるドメインのリスクレベルを計算する手法を考案し、リスクの

高いドメインにて通信を遮断することによりユーザを保護する技術を Un
iversity of California、Santa Barbara（UCSB）、横浜国大と連携して

提案した。研究成果はサイバーセキュリティ分野におけるトップカンファ

レンスの一つThe 23rd International Symposium on Research in 
Attacks, Intrusions and Defenses (RAID2020)に採択された（採択

率 25.6%）。さらに本成果の分析結果の一部に対し、より長期間のデー

タを用いた詳細分析を実施し、その結果をまとめ情報処理学会コンピュ

ータセキュリティシンポジウム（CSS2020）で発表し、優秀論文賞を受賞

した（令和 2 年度）。 
 サイバー攻撃観測・分析システム NICTER の観測結果及び各種統計

情報を一般向けに公開している NICTERWEB のリニューアルを行い、

Adobe Flash を HTML5 に完全移行し操作性も大きく向上させ、日本

語・英語サイト共に公開した（令和 2 年度）。 
 
＜機械学習等を応用した分析支援技術（AIxCybersecurity 融合研究）＞ 
 急増する IoT マルウェアの機械学習による自動分類のため、逆アセン

ブルしてコマンドの類似度を特徴量として抽出する新方式の有効性を

実証し（Asia JCIS 2018 Best Paper Award）、当該方式による IoT
マルウェアの自動分類・識別の評価結果が複数のCPU アーキテクチャ

において 99%以上の精度、適合率、再現率を達成した（ICMU2018）。
増大し続けるスマホアプリのセキュリティ対策を強化すべく、多層パー

セプトロン（MLP : Multilayer perceptron）を用いて不正なスマホアプ

リを機械学習により正解率 99.8%のかつ高効率に自動検出可能な方

式を開発し国際会議 The ACM Symposium on Applied Computin
g(SAC 2019、採択率 24.2%)に発表した（令和元年度）。 

 急増する IoT マルウェアを効率的に自動分類するため、正規化圧縮距

離（Normalized Compression Distance）に基づく系統樹（Phylogene
tic Trees）を高速作成するアルゴリズムを開発し、4,000 以上の IoT 
マルウェア検体を従来手法に比べ 22 倍高速かつ 97%以上の正解率

での自動分類実証に成功した。成果を国際会議 The 26th Internation
al Conference on Neural Information Processing (ICONIP2019)
において発表した（令和元年度）。 

 セキュリティオペレータにとって負担となる大量のセキュリティアラートの

優先順位付けを支援するため、ラベル無し異常検出アルゴリズム（isol
ation forest）に基づいて実時間でアラートを絞り込む手法を開発し、機

ェアを多層パーセプトロンで検出等の成

果を上げた。 
 サイバーセキュリティ・ユニバーサル・リ

ポジトリ技術として、NICTER Web 公

開、CUREデータ公開、IoTマルウェア感

染機器のユーザ通知効果実証、WarpDr
ive のユーザ参加型実証などにより、開

発技術の有効性を広く社会に示した。 
 機構が収集したサイバーセキュリティ関

連の情報や開発した技術を積極的に開

示して、国内外の研究者や実務者と連

携し、我が国におけるサイバーセキュリ

ティ研究の中核的な役割を果たした。 
 SECCON や MWS に必要なツールやデ

ータセットを提供し、セキュリティ人材の

育成に貢献した。 
 NICTER 技術を中心として、深刻化して

いくサイバー空間内のセンシングおよび

分析システムのベースとして有効に働い

た。 
 機構が国立研究開発法人であるから取

り扱うことのできる質、量ともにレベルの

高いデータを基礎にして、社会的に価値

の高い成果を創出した。 
 ユーザ参画型のプラットフォームによる

検証は、研究開発の質を高めるとともに

社会的認知度を広範囲に同時に上げて

いく効果もあり、優れた推進スタイルであ

り、それを実施した。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出

に貢献する特に顕著な成果の創出や将来

的な成果の創出が期待される実績が得ら

れた。 
 
＜社会実装＞ 
 サイバーセキュリティ研究室の解析能力

と情報発信能力が強化された点及び、セ

キュリティコミュニティへ貢献した。 
 DAEDALUS、NIRVANA 改などの成果

が、公共性・社会的重要性の高い分野を

含め、実際のサイバーセキュリティ対策

において多く用いられた。 
 アドバンスト・サイバーセキュリティ技術と

して、NIRVANA改の機能強化を図り、東

京オリンピック・パラリンピックに向けた研

究協力を前倒しで開始するとともに、We
b 媒介型サイバー攻撃対策プロジェクト

である WarpDrive においてスマートフォ

ン向けのユーザ参加型実証実験も開始

した。 
 地方自治体への DAEDALUS 導入、NI

RVANA 改の東京オリンピック・パラリン

ピックに向けた研究協力を前倒しで開

除に関する実証

研究の実施は科

学的意義におい

て特に顕著な成

果の創出や将来

的な特別な成果

の創出の期待が

認められる。 

 

究の実施は、科

学的意義におい

て特に顕著な成

果の創出が認

められる。 
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構内 CSIRT で収集された特定のセキュリティ機器からの 10 ヶ月間（約

50 万）のアラートの内、優先度の低い 87.4%を誤りなく自動除去する実

証に成功した。成果を国際会議 The 26th International Conference 
on Neural Information Processing (ICONIP2019)において発表し

た（令和元年度）。 
 マルウェア活動の早期検知のため、NICTER観測データにおいてボット

ネットから届くスキャンパケットの協調関係を検知するオンライン処理可

能機械学習アルゴリズムを開発しマルウェア活動の実時間かつ自動検

知実証に成功、成果を国際会議 IEEE TrustCom2019 に発表。さらに

オープンイノベーションによる本検知技術の検証と社会展開のため、当

該 NICTER 観測データの解析結果を Web 上にて公開（令和元年度）。 
 マルウェア活動の早期検知のため、NICTER観測データにおいてボット

ネットから届くスキャンパケットに特異な同期性が認められることに着目

し、Graphical LASSO（LASSO：Least Absolute Shrinkage and Se
lection Operator）アルゴリズムを用いたマルウェア活動の実時間・自

動検知方式を九州大学と連携して開発を進め、既存の変化点検出アル

ゴリズムよりも 29%も高い 97.14%もの正解率を実証した。成果は通信

学会英文論文誌（IEICE Transaction on Information and System
s）に採録された（令和 2 年度）。 

 サイバー攻撃の標的となる脆弱性の傾向分析と管理を効率的に行うた

め、手作業で行われていた脆弱性の識別ラベル付け作業に替わり、機

械学習を用いた脆弱性記述の自動識別方式を早稲田大学と連携して

開発し、用意したデータセットに対し 96.9%以上の正解率実証に成功、

さらに開発方式により既存の共通脆弱性タイプ一覧 CWE（Common 
Weakness Enumeration）においてより適切なラベル付けができるケ

ースがあることも検証した。成果を国際会議 IEEE Symposium on C
omputers and Communications, (IEEE ISCC2020)に発表した（令

和 2 年度）。 
 IoT 機器の新たな脆弱性を狙うマルウェア亜種の出現を迅速に検知す

るため、マルウェアが更新される際に標的となるネットワークサービス

の識別子である宛先ポート番号は人間の認知的習慣により語彙の類

似性を維持する傾向があることに着目し、NICTER で観測されるマルウ

ェアによる探索活動（スキャン）パケットの宛先ポート番号に自然言語処

理（FastText）によるスキャン活動の類似性に基づいたマルウェア亜種

の分類を自動で行う手法を神戸大学と連携して提案し有効性を実証し

た。成果をコンピュータセキュリティシンポジウム（CSS2020）に発表し、

コンセプト研究賞を受賞した（令和 2 年度）。 
 
＜可視化駆動によるセキュリティ・オペレーション技術＞ 
 サイバー攻撃統合分析プラットフォーム NIRVANA 改は通信遮断・アラ

ート管理機能等の機能強化を重ね、機構内 CSIRT でも継続的に運用

されており、世界最先端の相互接続実証イベント Interop において毎年

セキュリティ・オペレーションを行い、Best of ShowNet Award 受賞

（平成 28 年度）、技術移転も進め政府省庁含めた導入実績が広がって

おり、NIRVANA改の研究開発と社会展開の業績により第 63回前島密

賞を受賞、東京オリンピック・パラリンピックに向けた研究協力も前倒し

て開始し（平成 29 年度）、脆弱性管理プラットフォーム「NIRVANA 改

弐」を開発した（平成 30 年度）。 
 
＜マルチモーダル分析技術・ＩｏＴ機器向けセキュリティ技術＞ 
 国内外の大学及び欧州の ISP と連携し、商用 ISP ネットワーク環境下

における IoT マルウェア感染機器のユーザ通知及びマルウェア駆除に

関する実践研究を行い、感染機器のユーザを検疫ネットワークに誘導

する方法がマルウェア駆除に最も効果的であることを明らかにし超難関

始、WarpDrive の参加ユーザ数はスマ

ートフォン向けを含め 1 万名以上達成な

ど、実用レベルで社会貢献した。 
 研究開発から実装までを一貫して実践

的に進めており、ユーザと技術のインタ

フェースの充実等も含め、社会実装のポ

イントを押さえた推進がなされており、結

果が伸びてきた。 
 変化するサイバーセキュリティ上の脅威

にタイムリーに対応する課題設定がなさ

れており、また、関連業界等との緊密な

連携のもとで推進することで時宜にかな

ったテーマの設定と結果の検証等が行

われており、社会的な受け入れを促進し

実装を進めるプロセスとして有効に働い

た。 
 
等、社会実装につながる特に顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出が期待され

る実績が得られた。 
 
以上のことから、中長期計画を着実に達

成した上で、特に顕著な成果の創出が認

められた他、将来的な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定を「S」とし

た。 
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析チーム）におけるCUREの集約データ間の突合分析を含む試験運用

を継続、「Interop Tokyo 2019」にて展示会全体のセキュリティ・オペ

レーションの動態展示を行った（令和元年度）。 
 サイバーセキュリティ・ユニバーサル・リポジトリ技術「CURE」におい

て、機構内で定常運用する各種観測システムNICTER、NIRVANA改、

エンドポイント、EXIST、STARDUST に加えて新たに WarpDrive のデ

ータを統合した。CURE を Publisher/Subscriber（Pub/Sub）型メッセー

ジングモデルに倣い、各種観測データ及び観測データに意味づけのデ

ータを発信する Publisher、セキュリティオペレータ等データ利用者であ

る Subscriber、データ横断分析機能を持ち Pub/Sub 間を仲介する Hu
b の 3 要素で構築し、全てのデータを高速検索・横断分析を可能とする

インメモリデータベースに蓄積するシステムとして実装を進めた。観測

データに関連する攻撃グループやマルウェア名、攻撃技術で意味付け

を行うため、米国 MITRE 社が提供する ATT&CK（Adversarial Tactic
s, Techniques, and Common Knowledge）やセキュリティレポートを

取り込み、自然言語処理による抽出したキーワード（タグ）によって観測

データへの意味付けを可能にした。さらに可視化エンジンもアップデート

し、情報セキュリティ EXPO2020 に出展し動態展示を行った（令和 2 年

度）。 
 
＜人材育成への貢献＞ 
 中長期計画期間中において、CURE と機構が保有する NICTER の観

測情報を、遠隔から安全に研究利用できる仮想環境 NONSTOP（NIC
TER Open Network Security Test-out Platform）により集約データ

の外部利用延べユーザ数は 100（企業ユーザが過半）を超え、機構の

セキュリティ人材育成施策 SecHack365、情報処理学会マルウェア対

策研究人材育成ワークショップ（MWS）への提供を行い、また SECCO
N 2018 や海外大学でのサイバー演習へ可視化エンジンを提供する

等、国内外のセキュリティ人材育成の今中期期間に亘り継続的な支援

を行った。 
 
＜その他＞ 
 IETF96 会合で、研究室メンバが Co-Chair（共同議長）を務める Mana

ged Incident Lightweight Exchange Working Group（MILE WG） 
にて、異なる組織の CSIRT（Computer Security Incident Response
 Team）間でインシデント情報を効率的に自動交換するためのデータモ

デルである IODEF（Incident Object Description Exchange Forma
t）の利用方法に関するガイドラインをRFC（Request For Comment）8
274 として発行した(平成 29 年度)。 

 インターネット技術の国際標準を議論策定している IETF（Internet Eng
ineering Task Force）の研究室メンバが Co-Chair（共同議長）を務め

る MILE（Managed Incident Lightweight Exchange）ワーキンググル

ープにて、インシデント対応業務の自動化の促進ため、データモデルで

ある IODEF（Incident Object Description Exchange Format）を従

来の XML 形式から JSON 形式にて記載可能（JSON 形式への Bind）
とする標準を RFC（Request For Comment）8727 として発行し標準

化を達成した。 
 NICTER Web での NICTER 観測情報の一部一般公開（NICTERWe

b）に加えて、年間観測結果をまとめた「NICTER レポート」を平成 28 年

度版から、また最新のマルウェア分析結果を適時的確に公開する NIC
TER Blog を開始（平成 29 年度）、情報発信を強化した。 

 NICTER 観測データに基づき、特定ベンダの IoT 機器（Wi-Fi ルータ）

の残存する脆弱性ついて（平成 29 年度）、また Android Online ゲー

ム等を PC 上でエミューレートするツールの脆弱性により意図せずに仮
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である機能性暗号技術の研究開

発を行う。具体的には、暗号化し

たまま検索が可能な暗号方式、

匿名性をコントロール可能な認証

方式、効率的でセキュアな鍵の

無効化や更新方式等の研究開発

を行う。 
また、安心・安全で信頼性の高

いＩｏＴ社会に貢献するため、コス

ト、リソース、消費電力等に制約

のあるＩｏＴデバイスにも実装可能

な軽量暗号・認証技術に関する

研究開発を行い、ＩｏＴシステムの

セキュリティ・プライバシー保護に

寄与する。 
 

暗号化したまま検索可能な機能性を持つ検索可能暗号を設計・開発・実

験システムの構築などを行うとともに、その設計に必要な構成部品となる

暗号技術の提案を行った。本機能に資する提案技術については、8 件の

ジャーナル誌、4 件の国際会議論文が採録された。 
具体的な提案技術は以下の通り。(i)東海大との共同研究により提案した

複数キーワードを扱う検索可能暗号方式の提案論文が論文誌 Journal 
of Computer and System Sciences に採録された。(ii)検索可能暗号

における公開鍵暗号との併用時安全性向上技術を東海大学と提案し国

際会議 ISPEC 2018 に採録、そのジャーナル版が論文誌 Journal of 
Medical Systems(2019)に採録された。(iii)実用性が高く、効率性・安全

性・実装容易性などを兼ね備えた検索可能暗号について、特許出願する

とともにライブラリ設計と実験システムを構築した。 
また、本機能の構成要素となる暗号技術についても研究開発を行った。

具体的な提案技術は以下の通り。 
 暗号化したデータの中身を見ることなく、データのプライバシーを保護し

つつ解析対象外データの混入を防ぐ解析手法を開発。コンピュータセ

キュリティ分野の国内最大会議 CSS2016 の最優秀論文賞受賞。 国
際会議 AsiaCCS2017 採録。2017 年度山下記念研究賞受賞。さらに

医療データに対する実証実験を行い、JST・筑波大学と共同プレスリリ

ース(平成 30 年 7 月)。デモシステムを実装した。 
 個人情報を含むデータ提供者の匿名性を担保しつつ、異常データ提供

者のみを特定可能とするプライバシー保護異常検知フレームワークを

提案、国際会議WPES2017、論文誌 IEICE Trans.に採録された。さら

に、2017年PWS論文賞を受賞した。(理研、Digital Garageとの連携) 
 クラウドサービスなどでデータ提供側のプライバシーを保護しつつデー

タ利活用を可能とする暗号化方式を提案し、J. Concurrency and Co
mputation(2018) に採録された。 

 ネットワーク上でのデータの送受信に対して、属性暗号を用いてデータ

の秘匿性を確保しながら、データの閲覧権限のある受信元へのデータ

の伝搬を実現できる方法を提案し、IEEE Communications Magazin
e(2018) に採録された。 

 階層構造を持つ鍵の非対話更新による鍵漏洩耐性を持つ ID ベース暗

号方式を提案し、論文誌 Designs, Codes and Cryptography(2018)
に採録された。 

 選択暗号文攻撃に耐性がある準同型暗号方式を産総研、NHK と提案

し、論文誌 Designs, Codes and Cryptography(2018)に採録され

た。 
 選択可能暗号文攻撃耐性と準同型性を併せ持つ鍵付き準同型暗号に

ついて、完全準同型暗号への既知の攻撃である鍵回復攻撃に対する

耐性があることを証明した論文が論文誌 IEICE Trans.に採録された。 
 暗号化通信に対するキャッシュ技術を TIS 社と共同開発し、任意の TL

S 通信環境に適用可能な暗号化キャッシュ技術を提案し、特許出願(令
和元年度)するとともに国際会議 ISITA2020 に採録された。さらなる展

開として耐量子暗号適用時のパフォーマンス評価も実施した。 
 
さらに、社会への技術展開や人材育成の一環として企業との連携や大学

からの RA 受入れなどを行った。具体的な活動は以下の通り。 
 暗号技術を用いたデータ利活用とプライバシー保護のための技術展開

の一環として、複数の企業との連携を実施した。(i)転職支援のパーソ

ルキャリア株式会社ミイダスカンパニーのデータ活用事業に対し、暗号

化したままデータを解析する手法の技術支援を実施した(平成 31 年 2
月 1日お知らせ)。(ii)データ利活用の促進に向けて、KPMG Ignition T
okyo、EAGLYS とともに準同型暗号を用いた秘密計算ハッカソンを開

的技術の深化と応用を進めた。 
 耐量子計算機暗号について、今後急速

に進展すると考えられる量子計算を見越

した対応として科学的先端性をもって取

り組んだ。 
 
等、科学的意義が大きい独創性、先導性

に富んだ特に顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出が期待される実績が得られ

た。 
 
＜社会的価値＞ 
 耐量子計算機暗号（PQC)の安全性評価

において、世界記録を複数回達成した。 
 耐量子計算機暗号 LOTUS の提案・安

全性評価を行なった。 
 CRYPTREC で「量子コンピュータ時代に

向けた暗号の在り方検討タスクフォース」

立ち上げおよび注意喚起情報の発行を

行なった。 
 小型衛星・小型ロケット用暗号方式の打

ち上げ実証など、社会的に求められてい

る成果を上げた。 
 NewSpace 時代の小型衛星・小型ロケッ

ト用機能性暗号を開発して提供すること

で、新たな企業の宇宙ビジネスへの参入

を促進した。 
 我が国における新しい暗号技術の開発・

普及において中核的な役割を果たした。 
 それらなしには安心で安全な未来社会

があり得ない Society5.0 社会において

緊急性の高い、各テーマについて、暗号

技術をベースに取り組んだ。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値の創出

に貢献する特に顕著な成果の創出や将来

的な成果の創出が期待される実績が得ら

れた。 
 
＜社会実装＞ 
 秘匿協調学習 DeepProtect の社会実装

のために、民間企業とも連携し、ユーザ

（銀行等）を巻き込んで社会実装に近い

状態まで進めた。 
 秘匿協調学習のシステムを構築し、金融

機関の不正送金検知に適用するために

多くの金融機関と実証実験を行ってお

り、社会実装に向けて着実に進めた。 
 プライバシー保護技術（秘匿協調学習）

について、システムを構築するとともに、

複数企業と連携して実取引データに対し

実証実験を行った。 
 実装に向けたユーザとの協調活動が進

んだ。また、今後何段階にも亘ってユー

への技術提供を

行ったことは科

学的意義及び社

会実装につなが

る取組において

特に顕著な成果

の創出や将来的

な特別な成果の

創出の期待が認

められる。その

他、耐量子計算

機暗号（PQC)の

安全性評価にお

いて、世界記録

を複数回達成し

たことは社会的

価値において顕

著な成果の創出

や将来的な特別

な成果の創出の

期待が認められ

る。 

 

業への技術提

供を行ったこと

は、科学的意義

及び社会実装に

つながる取組に

おいて特に顕著

な成果の創出が

認められる。そ

の他、耐量子計

算機暗号（PQC)

の安全性評価に

おいて、世界記

録を複数回達成

したことについ

ても、社会的価

値において特に

顕著な成果の創

出が認められ

る。 
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催(令和元年度)した。(iii)パーソルキャリア株式会社の転職求人サービ

ス「ミイダス」にプライバシー保護機能を実現するための秘密計算技術

を提供(令和元年度)。 
 RA の育成なども兼ね、Intel SGX を用いた検証可能関数型暗号方式

を東海大、筑波大と提案( RA(東海大学)との研究成果)、SCIS2020 に

て発表した。また、ロバスト性を持つ ID ベース暗号の実装評価(RA(東
海大学)との研究成果)が論文誌 Int. J. Netw. Comput (2020)に採録

された。 
 漏洩耐性を持つ暗号方式を実装し、IWSEC2019 の最優秀ポスター賞

を受賞した。 
 不正検出機能を強化した準同型認証暗号方式を提案し、情報処理学

会コンピュータセキュリティシンポジウム 2020 優秀論文賞を受賞した。 
 
<匿名性をコントロール可能な認証方式> 
匿名性をコントール可能な認証方式の設計・開発に資する暗号技術の提

案を行った。 
本機能に資する提案技術については、4 件のジャーナル誌、9 件の国際

会議論文が採録された。主たる提案技術は以下の通り。(i)署名内容に依

存して匿名性を制御可能な匿名署名方式を提案し、論文誌 Security an
d Communication Networks(2019) に採録された。(ii)ISO/IEC 20008
-2 で標準化されている匿名署名に関し、具体的な攻撃の提示とパッチ方

式の提案を行い、国際会議 AsiaCCS 2019 に採録された。さらに、ISO/
IEC 20008-2 に修正案を提示した。 
また、本機能の構成要素となる暗号技術についても研究開発を行った。

具体的な提案技術は以下の通り。 
 安全で利便性の高い機能性暗号技術を容易に構成可能な群構造維持

暗号系の技術について、市村学術賞 (功績賞)を受賞（「相互接続を実

現する群構造維持暗号系に関する先駆的研究」）した。 また、機能性

を強化した群構造維持暗号を提案した。具体的には以下の通り。(i) 暗
号アプリのモジュール的構成の容易性を強化した群構造維持ディジタ

ル署名について秘密鍵の機能性を強化した方式を提案。論文誌 Jour
nal of Cryptography(2019) に採録された。(ii) 安全性を強化した群

構造維持ディジタル署名を提案し、暗号分野の世界最高峰の国際会議

 CRYPTO2017 に採録。高い安全性と相互接続性を両立する群構造

維持ディジタル署名を実現した。NTT、カールスルーエ工科大と共同プ

レスリリース (平成 29 年 7 月）。(iii)群構造維持ディジタル署名につい

て、世界最小の署名サイズとなる方式を提案、暗号分野世界 3 大会議

の国際会議 Asiacrypt2018 に採録された。 
 認証と匿名性の両立に役立つゼロ知識証明について、機能性を強化し

た方式を提案した。具体的には以下の通り。(i)複雑なステートメントを

一度に扱うことができ、証明サイズをコンパクトに抑えることができる機

能を持つゼロ知識証明を提案し、暗号分野世界 3 大会議の Asiacrypt
2020 に採録された。(ii)適用特定言語にフォーカスすることにより効率

性を挙げたゼロ知識証明および群構造維持署名についてモジュール的

な構成が可能な機能を有した世界最小の証明/署名サイズの方式を提

案。暗号分野世界 3 大会議の国際会議 Asiacrypt 2019 に採録され

た。(iii)機能性を持つゼロ知識証明についてモジュール的構成の可能

性/不可能性を証明し、ディジタル署名についてゼロ知識証明を用いた

モジュール的構成方法を示した。IACR 協賛の国際会議 PKC2020 に

採録された。 
 多数の機能性暗号がベースとしているペアリングに基づく暗号方式に

ついて、代数的構造のシンプルな対称ペアリング上で設計を行い、実

装効率の優れた非対称ペアリングに最適な変換を行う技術を提案し、

ザとの協調による実装段階のレベルアッ

プが続いていくものと思われ、着実性が

ある。 
 
等、社会実装につながる顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出が期待される実

績が得られた。 
 
以上のことから、中長期計画を着実に達

成した上で、特に顕著な成果の創出が認

められた他、将来的な成果の創出が期待

される実績も得られたため、評定を「S」とし

た。 
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暗号分野の世界最高峰の国際会議 CRYPTO 2016 に採録された、

さらに IEICE Trans. に採録された。 
 検証可能準同型署名を用いた電子取引における公平な情報交換方式

を Myongji University、 NTT と提案、論文誌 International Journal o
f Information Security (2018) に採録された。 

 耐量子性を有し、署名サイズがコンパクトなディジタル署名を提案。ICI
CS 2020 に採録された。 

 対話が不要な秘密計算においてあらゆる計算を実行可能にする高効

率な構成要素を法政大学との連携研究により提案し、SECRYPT 202
0 に採録された。 

 RA の育成を兼ね、暗号資産で使用するアドレスに対する匿名信頼性

付与手法の提案、ブロックチェーンを用いたプライバシー保護集金シス

テムの提案(RA(筑波大学)との研究成果)を筑波大学とともに提案し、C
SS2019、SCIS2020、SCIS2021 にて発表した。 

 
<効率的でセキュアな鍵の無効化や更新方式> 
効率的でセキュアな鍵の無効化や更新方式の設計・開発に資する暗号

技術の提案を行った。 
本機能に資する提案技術については、9 件のジャーナル誌、7 件の国際

会議論文が採録された。主たる提案技術は以下の通り。(i)鍵失効機能を

持ち、匿名性と復号鍵漏洩耐性を併せ持つ ID ベース暗号の提案論文が

論文誌 Theoretical Computer Science に採録された。(ii)標準的仮定

の下で安全性が保証できるユーザ削除可能グループ署名方式の提案と

その実装評価論文が論文誌 IEICE Trans.に採録された。(iii)効率的な

鍵失効機能を有する ID ベース暗号の提案を行い国際会議 RSA Conf
erence Cryptographers’Track(CT-RSA2017)に採録。(iv)鍵失効可能

な属性ベース暗号方式の一般的構成を東工大、産総研と提案、国際会

議 ESORICS 2017 に採録、そのジャーナル版が IEICE Trans.(2018) 
に採録された。(v)署名鍵の有効期限を設定することで効率的に鍵失効

が可能な匿名署名方式を提案し、国際会議 AsiaCCS 2017 に採録、そ

のジャーナル版が当該分野世界最高峰の論文誌 IEEE Transactions o
n Dependable and Secure Computing（2020）に採録された。(vi)署
名者が他人の鍵失効に影響を受けない匿名署名について、東工大、産

総研と鍵漏洩耐性を持つ方式を提案、国際会議 SCN2018 に採録され

た。(vii) 鍵失効可能な匿名認証方式について、標準的な計算量仮定の

下で最も効率的な方式を提案し、国際会議 ISC2018 に採録、そのジャー

ナル版が IEICE Trans.(2020) に採録された。(viii)鍵失効可能な匿名認

証方式について、最も効率的な方式を提案し、IEICE Trans.(2019)に採

録された。 
また、本機能の構成要素となる暗号技術についても研究開発を行った。

具体的な提案技術は以下の通り。 
 機構提案の鍵共有方式(KEM) FACE が公開鍵暗号国際標準 ISO/I

EC 18033-2 (AMD) に採用され、平成 29 年 11 月に国際標準として

発行された。エディタ貢献による国際規格開発賞受賞した。 
 署名鍵の有効期間を設定可能なグループ署名方式の提案とその実装

評価論文が論文誌 IEEE Trans. on Dependable and Secure Com
puting に採録された。 

 アイデンティティ ID のプライバシーを守る ID ベース暗号方式につい

て、漏洩耐性を持つ方式がジャーナルDes. Codes Cryptogr.(2017)、
コンパクトな暗号文を実現した方式が IJACT(2017)に採録された。 

 ID を利用する暗号方式で課題となる鍵生成サーバが全ての暗号文を

復号できてしまう問題を解決し、鍵生成サーバの権限を抑えられる優位

点を持つ方法論を提案。国際会議 ESORICS 2019 に採録された。 
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 異なる鍵での復号を防ぐ ID ベース暗号について非対称ペアリングを用

いた方式の実装評価を東海大学と行い、国際会議 CANDAR2019 に

採録された。 
 
<軽量暗号・認証技術に関する暗号技術の設計・開発> 
物理的な制約(コスト、リソース、消費電力等) のある IoT デバイスにも

実装可能な軽量暗号・認証技術に関する暗号技術の設計・開発に資す

る暗号技術の提案を行った。 
本機能に資する提案技術については、6 件のジャーナル誌、4 件の国際

会議論文が採録された。主たる提案技術は以下の通り。(i)タイヤ空気圧

センサにおけるプライバシー保護技術として軽量暗号を用いた認証付き

暗号プロトコルの動作検証を行った結果が国際会議 ISITA2016 に採録

された。(ii)期間に依存した匿名性を実現可能な軽量グループ署名を提

案。路車間通信における応用を示した。論文誌 IEEE Transactions on 
Vehicular Technology(2017)に採録された。(iii)スマートメータ等で利用

可能な、公開検証可能なプライバシー保護時系列データ統計計算方式

が国際会議 ACISP 2017 に採録、その実装に関する発表が国際会議 
IWSEC 2017 ベストポスター賞を受賞、ジャーナル版が The Compute
r Journal(2018) に採録された。 
また、本機能の構成要素となる暗号技術についても研究開発を行った。

具体的な提案技術は以下の通り。 
 演算の正しさを保証できる乗算可能な秘密分散方式に関する成果が、

情報理論的安全性に関する国際会議 ICITS 2017 に採録された。 
また、3 枚のカードを用いたセキュアな多数決投票プロトコルを提案、

情報理論分野で優れた成果を出した若手に送られる IEEE Informatio
n Theory Society Japan Chapter Young Researcher Best Pape
r Award(2018)を受賞した。 

 ペアリングを用いた暗号方式の処理速度を擬似コードレベルで評価可

能なツールを NTT と連携し提案し、暗号分野国内最大会議 SCIS20
18 にてイノベーション論文賞を受賞し、また、IEICE Trans. に採録さ

れた。 
 IoT デバイス間で安全な情報処理を可能にし、情報開示量を自由に制

御するとともに頑強性を最適化する情報理論的安全な秘密分散方式を

大阪大、法政大と連携し提案した。情報理論分野の世界最高峰の論文

誌 IEEE Transactions on Information Theory(2019)に 2 本採録さ

れ、暗号分野の世界トップ論文誌 Design, Codes and Cryptograph
y (2018)に 1本再録された。また、分散値をコンパクトに抑えることがで

き更にその分散値が不正なく分配されたことを検証可能な方式を法政

大学との連携研究により提案し、ISITA2020 に採録された。 
 
さらに、社会への技術展開の一環として産官学連携やアウトリーチ活動

を行った。具体的な活動は以下の通り。 
 小型衛星・小型ロケット用通信セキュリティ技術を開発。実験回路を観

測ロケット MOMO3 号機に搭載し、宇宙への飛行環境下での動作確認

に成功。インターステラテクノロジズ、法政大学と共同プレスリリース (2
019.7)。 MOMO3 号機による飛行実験により得られた飛行時データに

より得られた知見から改善を図り、MOMO5 号による飛行実験を実施

し、さらなる耐故障性のための要件抽出を行った。 
 車載センサーデータのセキュリティ・プライバシーを守るための軽量暗

号に関する講演を Cyber Secure Car2016 および ITU/TTC Worksh
op にて行うほか、日本初の自動車セキュリティーハッカソンの審査委員

長を務めるなど、IoT/自動車セキュリティにおける機構のプレゼンス向

上に寄与した。軽量ハッシュ関数の国際規格 ISO/IEC 29192-5 の出

版に Editor として寄与した。本規格には 機構 の委託研究で開発され
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対する新たな攻撃方法を提案し、CRYPTO2019 で採録された。さら

に、提案した攻撃方法を改良し、FSE2020 で採録された。 
 令和 2 年度に、電子政府推奨暗号リストに掲載されるストリーム暗号 K

Cipher-2 に対して安全性評価を実施し、差分攻撃に対して安全である

ことを示した結果が論文誌 IEICE Trans.に採録された。 
 差分攻撃における新しい評価手法を提案するとともに、NIST が主催す

る軽量暗号標準化プロセスにおけるラウンド 2 候補の 1 つである Gimli
に応用し、攻撃可能ラウンド数を増やすことに成功した。令和 2 年度に

本成果は CRYPTO 2020 に採録された。 
 ストリーム暗号 Salsa の暗号化関数を別の暗号方式に組み込むことを

想定した場合、ローテーション攻撃に対して安全でない可能性があるこ

とを示し、令和 2 年度に ISC2020 に採録された。 
 兵庫県立大学との共同研究において、ビデオ会議システム Zoom のエ

ンドツーエンド暗号化に対する安全性評価を実施し、6 件の脆弱性を発

見するとともに、脆弱性を悪用した 8 件の攻撃手法とこれらの攻撃への

対策手法について提案した。本成果を Zoom の安全性評価チームに報

告した結果、Zoom の安全性評価チームはエンドツーエンド暗号化の仕

様を修正し、ホワイトペーパーのバージョンを更新した。 
 兵庫県立大学及び NEC との共同研究において、エンドツーエンド暗号

化メカニズム SFrame に対する安全性評価を実施し、3 件の脆弱性を

発見するとともに、脆弱性を悪用した 3 件の攻撃手法とこれらの攻撃へ

の対策手法について提案した。本成果を SFrame の設計者に報告した

結果、設計者は SFrame の仕様を修正し、インターネットドラフトのバー

ジョンを更新した。 
 耐量子計算機暗号は今後の利用が想定される新たな暗号技術であ

り、その安全性評価に関する活動として CRYPTREC において下記(vii
i)から(xi)の活動を実施した。(viii)令和元年度に量子コンピュータ時代

に向けた暗号の在り方検討 TF を実施した。(ix)令和元年度に耐量子計

算機暗号の技術報告書をCRYPTRECのホームページで公開し、世界

動向と主要な技術の特徴・具体的構成法を国内に展開した。(x) 令和

元年度に、現在の量子コンピュータによる暗号技術の安全性への影響

に関して CRYPTREC Web ページにて CRYPTREC暗号リスト記載

の暗号技術が近い将来に危殆化する可能性は低いと判断した速報を

公開した。(xi)耐量子計算機暗号の利用形態の候補であるハイブリッド

モードに関する調査を令和 2 年度に実施し、技術報告書として CRYPT
REC のホームページで令和 3 年度に公開する。 

 格子暗号は耐量子計算機暗号として今後の利用が想定される新たな

暗号技術である。平成 28 年度にドイツの Darmstadt 工科大学が主催

する、格子暗号の安全性を評価する国際的なコンテスト（Ideal lattice 
Challenge）において解読の世界記録を更新した。さらに、格子暗号の

安全性評価に必要な正確な解読時間評価とそれを評価する際の世界

最高の計算速度を両立したアルゴリズムを開発し、Eurocrypt2016 に

採録された。平成 29 年度に、格子暗号の安全性評価において、解析

が不十分だった Random Sampling アルゴリズムの再評価に成功し、

Eurocrypt2017 に採録された。平成 30 年度に、格子暗号の安全性評

価について厳密な計算量評価を行った結果が Asiacrypt2018、CRYP
TO2018 で採録され、NIST PQC 標準化に貢献するとともに長期的な

運用に向けたパラメータ設定を可能にした。令和元年度に格子暗号の

解読アルゴリズムについて執筆。近代科学社より教科書として出版し

た。 
 平成 29 年度に格子暗号である LOTUS を提案し、NIST 耐量子計算

機暗号標準化プロジェクトに応募した。本プロジェクトには世界中から 
82 件の応募があり、書類選考を通過した 69 方式の 1 つに選ばれ
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さらに、ＱＯＬ（quality of lif
e）の向上を目指し、生物の感

覚受容システムを利用したセ

ンシングシステム、生体や細

胞における情報伝達・処理を

模倣したシステム及び生体材

料が示す応答を計測・取得す

るシステムに関する技術を研

究開発するものとする。 
 

（ア）高機能ＩＣＴデバイス技術 
高速・大容量・低消費電力の光通

信システムや広帯域・高感度センシ

ングシステム等を実現するため、原

子・分子レベルでの構造制御や機

能融合等を利用してＩＣＴデバイスの

新機能や高機能化を実現する技術

の研究開発を行う。また、小型超高

速光変調器等の実用化に向け、超

高速電子－光変換素子等の動作信

頼性及び性能を飛躍的に向上させ

る基盤技術の研究開発を行う。さら

に、超伝導単一光子検出器の広範

な応用展開を目指し、可視から近赤

外の波長帯域で 80％以上の検出

感度を実現するための技術や、更

なる高速化に必要な技術の研究開

発を行う。 
 

（ア）高機能ＩＣＴデバイス技術 
 データセンター等で需要が急増する光インターコネクト用の超高速光変調器の

開発に向けて、O バンド（1,310 nm 帯）で高性能な EO ポリマーの開発を行い、

性能指数 7.3 倍の分子開発に成功した（特許出願）。さらに、安価な Si ディテク

タが使用できる 1,100 nm 以下の短波長化に向けた検討を行い、640 nm〜98
0 nm の短波長領域でも C バンドと同等以上の変調が可能な EO ポリマーの開

発に成功した（特許出願）。また、EO ポリマーの実用性能として耐熱性の向上に

取り組み、ガラス転移温度 205℃の超高耐熱 EO ポリマーの開発に成功した（特

許出願）。Photonics West 2017、EMN-THz 2017、MRS Spring 2018 で招

待講演をした。本特許をライセンスし、EO ポリマーを日米で販売し、EO ポリマー

デバイス研究の振興に寄与している。小型超高速光変調器の実用化に向けて、

「Si/有機ポリマハイブリッド超高速光変調器の実用化技術開発」が科学技術振

興機構の研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）に採択され研究開発を

推進し、EO ポリマーや Si 単独の光変調器（VπL=4）よりも高効率の光変調（V
πL=0.69）を確認した（特許出願）。低酸素下での光耐性改善とアルミナ封止膜

被覆による酸素透過度の３桁減少を確認した。この成果は、クラウドやAI、IoTな

どのデータ利活用システムのボトルネック解消への寄与が見込まれる。高耐熱

EO ポリマーを用い配向処理済 EO ポリマーと難接着性材料を圧着転写する技

術を開発した（特許出願）。この技術を用いて、小型・低出力のフェムト秒ファイバ

ーレーザーを用いた THz 波発生を世界で初めて実証した（Optics Express 誌

掲載）。Si 基板など様々な基板に転写可能な汎用的なプロセス技術を世界で初

めて開発し、グラウンド電極を有する EO ポリマー導波路 THz 検出器を試作し、

100 GHz 帯電磁波による直接光変調を実証した。この技術は、次世代高速無

線通信（Beyond 5G/6G）へ向けた ToF(THz over Fiber)技術基盤となる。加え

て THz 波検出において、シュタルク効果（電場により吸収係数が変化）を用いた

新規 THz 波検出方法を考案し、既存の EO サンプリング法よりも、簡便な光学

系で広帯域検出が可能であることを実証した（特許出願、JJAP 誌掲載）。シュタ

ルク効果を用いてレーザー核融合実験で発生する X 線と電子線を 4ps の高時

間分解能（従来比 1/5）で計測に成功した。レーザー核融合発電の実現に向けた

前進に寄与する成果である。（Photonics West 2021 で招待講演）。高ガラス転

移温度 EO ポリマーと化学安定性向上技術、電荷注入抑制技術などを用いて、

狭ピッチ化した EO ポリマー光フェーズドアレイ（OPA）を試作し、最大偏向角 22.
5 度と従来比の 20 倍である 2 MHz の高速動作を確認し世界最速動作を更新

した（Photonics West 2019、レーザー学会で招待講演、JJAP 誌掲載、IEEE 
Photonics Journal 誌掲載）。この成果は、自動運転に不可欠な LiDAR や３次

元情報取得カメラ、高速大容量空間光通信など広範な応用が期待される先駆的

な取組みであると評価され、映像情報メディア学会映像情報メディア未来賞フロ

ンティア賞を受賞した。超高速 OPA の可視光動作に向けて、640 nm で高効率

変調が可能な EO ポリマーを用いて光導波路を試作し、変調実証可能なレベル

の光伝搬及び光分岐を確認し、光変調を実証した。 
 超伝導単一光子検出器（SSPD）の広範な応用展開を目指し、広波長帯域化、

高速化、高機能化に取り組んだ。可視から近赤外域における任意の光波長で高

い光吸収率を実現するために、誘電体多層膜上に超伝導ナノワイヤを配した構

造及びその設計手法を開発し、実素子においてその有効性を確認した（Scientifi
c Reports 誌掲載）。この手法を用いて、850 nm 帯 SSPD の構造を最適化し、

半導体光子検出器では実現不可能な 1 カウント/秒以下の暗計数率で 90%を超

える検出効率を実現した。高速化、高機能化においては、単一磁束量子（SFQ）

信号処理回路による極低温信号処理という機構独自の方式を提案し、16 ピクセ

ル SSPD による 1 ns 間隔で入射する光子の高効率な検出の実証（論文投稿準

備中）、64 ピクセル SSPD アレイの完全動作（Optics Express 誌掲載）、2 光子

の高時間精度での同時計数の実証（Applied Physics Letters 誌掲載）、行列

読出し方式との組合せによる 4x4 ピクセル 2 次元 SSPD イメージアレイの動作

実証（Optics Express 誌掲載）等に成功した。以上、第 4 期中長期研究期間に

技術及び検出技術を開発、テラヘ

ルツ無線計測に向けた広帯域ス

ペクトル計測基盤技術を開発し、

テラヘルツ帯材料の精密特性評

価技術の研究開発を推進した。 
 
等、科学的意義が大きい革新性、

先導性に富んだ顕著な成果や将来

的な成果の創出が期待される実績

が得られた。 
 
 
【社会的価値】 
 Si/有機ポリマハイブリッド超高速

光変調器の開発を進め、高効率

光変調を確認した。 
 VSOTA 用 SSPD を開発し、80%
以上の検出効率を実現した。 

 細胞内の情報分子の位置決定の

ための色収差補正法を改良する

ことで、超解像顕微鏡法や共焦点

顕微鏡法などを用いた生体情報

分子の可視化精度の向上に貢献

している。 
 275 GHz 以上の周波数について

の国際標準化活動を積極的に行

い、IEEE の関連国際標準規格の

成立や ITU-R世界無線会議（WR
C-19）におけるテラヘルツ周波数

帯の移動業務及び固定業務応用

への特定化に貢献し、多くの賞を

受賞した。 
 
等、社会課題の解決や社会的価値

の創出に貢献する成果の創出や将

来的な成果の創出が期待される実

績が得られた。 
 
 
【社会実装】 
 超高耐熱 EO ポリマーの開発に

成功し、民間企業に技術移転し日

米で販売を開始した。 
 
 SSPD 技術の民間企業への技術

移転を本格化した。 
 InSb 系や GaN 系 HEMT におい

て、300GHz 超を達成する試作プ

ロセス等に関する基盤技術を確

立した。 
 バイオ ICT基盤技術では、微生物

の化学物質検知能力の応用研究

GHz 以上の

周波数にお

ける国際標

準化活動を

おこない、IE

EE Std 802.

15.3dの成立

や ITU-R 世

界無線会議

（WRC-19）

においてテ

ラヘルツ周

波数帯を陸

上移動業務

と固定業務

に特定化す

ることに貢

献している。

またバイオ I

CT 基盤技

術では、微

生物の化学

物質検知能

力の応用研

究で民間企

業との共同

研究を促進

しており科

学的価値、

社会的価値

及び社会課

題解決につ

ながる取組

において成

果の創出や

将来的な成

果の創出の

期待が認め

られる。 

 

275GHz 以上

の周波数帯

の国際標準

化を所掌す

る IEEE、ITU-

T あるいは世

界無線会議

（WRC-19）に

おいて、それ

らの標準化

活動でイニシ

アチブを取る

顕著な活動

を展開してい

る。またバイ

オ ICT 基盤

技術では、微

生物の化学

物質検知能

力の応用研

究で民間企

業との共同

研究を促進

しており、科

学的意義、

社会的価値

及び社会課

題解決につ

ながる取組

において顕

著な成果の

創出が認め

られる。 
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おける目標である広波長帯域化、高速化、高機能化を十分に達成し、1 GHz を

超える繰り返し周波数での高速光子検出、大面積化、光子数識別、将来的に 1
0,000 ピクセルを超える 2 次元イメージアレイの実現に向けた重要な基盤技術を

確立することができた。また、SSPD の技術移転についても、光学機器メーカー

と 3 年間にわたって資金受入型共同研究を実施し、本年度中に技術移転を完

了、令和 3 年度にはライセンス契約を締結する見込みである。SSPD の研究開

発について、令和 2 年度前島密賞を受賞した。 
機構のコア技術である窒化物超伝導デバイスの新たな応用として、長いコヒーレ

ンス時間を持つ超伝導量子ビットの実現を目指し、そのための基盤技術につい

ても研究開発を行った。これまでに、世界初の強磁性ジョセフソン接合の実現（P
hysical Review Applied 誌掲載）、TiN 薄膜を用いた超伝導共振器において薄

膜共振器では世界トップレベルの 1x106 を超える単一光子レベルのマイクロ波

強度での内部 Q 値を実現した。また、電子線描画と化学機械研磨を併用したデ

ィープサブミクロン寸法のフルエピタキシャル NbN/AlN/NbN 接合作製技術を確

立し（Applied Physics Express 誌掲載）、この接合を用いて作製した C シャン

ト磁束型超伝導量子ビットにおいて 23.7 µs というコヒーレンス時間の観測に成

功した（論文投稿準備中）。この 23.7 µs というコヒーレンス時間は、現在 Googl
e、IBM をはじめとするほとんどの機関が採用しているアルミ量子ビットと比べて

もそん色のない値であり、超伝導量子ビットの大規模集積化に向けたアルミ量子

ビットに替わる新たな材料・素子候補として、窒化物超伝導体の可能性を示すも

のである。 
 

で民間企業との共同研究を実施

した。 
 
等、社会実装につながる成果の創

出や将来的な成果の創出が期待さ

れる実績が得られた。 
 
以上のことから、中長期計画を着

実に達成した上で、顕著な成果の

創出が認められた他、将来的な成

果の創出が期待される実績も得ら

れたため、評定を「A」とした。 
 

（イ）高周波・テラヘルツ基盤技術 
ミリ波及びテラヘルツ波を利用し

た 100Gbps 級の無線通信システ

ムの実現を目指したデバイス技術

や集積化技術、計測基盤技術等の

研究開発を行う。また、テラヘルツ

帯等の超高周波領域における通信

等に必要不可欠である信号源や検

出器等に関する基盤技術の研究開

発を行う。これらの研究開発成果を

基に、テラヘルツ帯における無線通

信技術及びセンシング技術の実用

化を目指した標準化活動の推進に

貢献する。 
 

（イ）高周波・テラヘルツ基盤技術 
 シリコン CMOS によるワンチップ 300GHz 送受信集積回路を実現、100Gbps を

超える無線伝送に成功した。これらの成果により、世界最高峰の国際会議 IEEE
 ISSCC に前中長期計画時の平成 27 年に続き２回採択の快挙、国際会議 IEE
E RFIT で最優秀 Award 受賞、集積回路分野における最高峰の論文誌 IEEE 
JSCC に２本掲載。300GHz トランシーバの開発と無線伝送実験の成果につい

て、平成 30 年度前島密賞を受賞した。 
 GaN 系および InSb 系 HEMT において、遮断周波数 fT 若しくは最大発振周波

数 fmax で 300 GHz 超を達成する結晶／デバイス構造、試作プロセスに関する

基盤技術を確立した。 GaN-HEMT では fmax = 287 GHz、InSb 系 HEMT は

相互コンダクタンス gm = 1.1 S/mm, fT = 331 GHz を、それぞれ低電圧駆動

で達成するなど、世界最高水準に到達した。 
 超高周波領域での通信・計測システムに適用可能な高安定光源の研究開発を

行い、集積化に適した窒化シリコン微細加工技術を適用した共振器で106を超え

る Q 値を達成した。この共振器を用いておよそ 100 GHz 間隔の光周波数コム

の生成を実現し、更にテラヘルツ波発生を実証した。 
 テラヘルツ帯で動作可能な広帯域ベクトル信号発生・検出技術の研究開発を行

い、また、広帯域ヘテロダイン検出を駆使したテラヘルツ帯スペクトル計測基盤

技術の研究開発を行った。 
 コミュニティ形成や標準化活動に関し、テラヘルツシステム応用推進協議会やテ

ラヘルツテクノロジーフォーラムの運営に積極的に参加するとともに ARIB の活

動にも積極的に関与した。また、副議長として IEEE 802.15 Standing Commit
tee THz への貢献や IEEE Std 802.15.3d の成立、ITU-R においては WRC-1
9 にて 275-450GHz を陸上移動業務と固定業務に特定する新脚注 5.564A の

無線通信規則追加に寄与した。これらの貢献により、ITU 協会賞功績賞や日本

規格協会 産業標準化事業表彰経済産業大臣表彰、第 48 回日本 ITU 協会賞

（功績賞）などを受賞した。 
 

130



項目別評価調書 No.5 

 

（ウ）バイオＩＣＴ基盤技術 
生体の感覚に則したセンシングを

実現し、ヒトを取り巻く化学物質等

の影響の可視化・知識化を通してＱ

ＯＬ（quality of life）の向上につな

げるため、分子・細胞等の生体材料

が持つ優れた特性を活かして化学

物質等に付随した情報を抽出・利用

するための基礎技術の研究開発を

行う。具体的には、情報検出システ

ムの構築のため、生体材料を用い

て情報検出部を構成する技術やそ

の機能の制御・計測・評価に必要な

技術の研究開発を行う。また、情報

処理システムの構築のため、生体

材料の応答を的確に処理・解析す

る信号処理アルゴリズムの構築法

の研究開発を行う。 
 

（ウ）バイオＩＣＴ基盤技術 
情報検出システムの構築に関し、以下の成果を得た。 
 生体分子が持つ優れた特性を活かした人工素子を構築するために、自然界にあ

る分子モジュールを組み合わせて新しい機能を持つ人工分子を創出する手法の

提案を行い、その機能計測と性能評価を遂行した。まず、所望の機能を持つ生

体素子構築法の検討と設計に関し、自然界にある分子モジュールから新規分子

素子を創製することに成功した（Nature Nanotech.誌掲載）（平成 28 年 7 月 28
日報道発表）。次に、新たに構築した DNA と相互作用する新規機能を持つ生体

分子素子について、DNA上を移動する世界最速の人工素子であること、DNA形

状を制御することで運動性が大きく変化することを確認した。さらに、この生体分

子素子を DNA カーゴによってシステム化し、DNA 経路上を長距離滑走できる分

子トランスポータを構築することに成功し、トランスポータの種類に特異的な経路

を認識すること、ソータを形成してトランスポータを分離できることを確認した（BB
RC 誌、Biophys. Rev.(2020)掲載及び論文投稿中）。この一連の成果に関連

し、文部科学大臣表彰科学技術賞（令和2年度 研究部門賞）を受賞した。また、

タンパク質分子集団の相互作用によるネットワーク構築と、その数理モデル化に

成功した(Biophysical J.誌掲載)（平成 28 年 11 月 15 日報道発表）。 
 細胞が持つ優れた特性を活かした素子を構築するために、細胞の部品を人為的

に構成し、その機能を制御するための基礎技術としての細胞内微小空間構築技

術の研究開発をすすめ、これを用いて細胞の応答を計測・評価することで細胞

内における情報検出分子機構に関する知見を得た。まず、情報を選別する役割

を担う分子に関して、先に同定した情報選別に関わる分子 p62 を除去すると、外

来 DNA 導入の効率が向上することを見出した（FEBS letters 誌掲載）(平成 28
年 7 月 6 日報道発表)。さらに、この外来 DNA 導入効率に関与する p62 分子

が、オートファジー（自食作用）を制御する因子であることを解明した（FEBS Op
en Bio 誌掲載）。細胞内微小空間構築技術に関して、生きた培養細胞の中に核

膜孔構成因子の一つを結合させた人工ビーズを導入することで、核膜に似た膜

構造で囲まれた微小空間をビーズ周囲に人為的に形成できることを示した（Gen
es to Cells 誌掲載）。さらに、DNA 結合ビーズをマウス受精卵細胞の中に導入

することで、ビーズ周囲に細胞核膜構造を人為形成させることに成功した（Sci. 
Rep.誌掲載）（令和元年 6 月 11 日報道発表）。また、ヒトがん細胞（培養細胞）を

用いた細胞内微小空間構築技術の高度化に関して、ビーズ表面に結合させる生

体分子の種類を変えることで、望みの性質を持つ核膜類似構造体を作り分けら

れることを実験的に証明し、遺伝子発現の場である細胞核構造の人為構築に向

けた知見を得た（投稿準備中）。さらに、こうした、細胞内構造体の構造と機能を

計測するために、従来の波面センサーや可変形鏡を用いた補償光学的手法と

は異なる生体深部観察のための画像処理方法を開発した（特許出願 2020-120
496）。これにより、生体深部観察における分解能を回折限界近くまで向上させる

ことに成功した。また、電磁波研究所が開発した波長多重インコヒーレントホログ

ラムセンシングを、光が微弱で構造が複雑な細胞試料の蛍光イメージングに応

用し、僅か 5 枚のモノクロホログラムから二色の三次元画像を再構築することに

成功した（Appl.Opt 誌掲載）。 
これらにより、生体材料によって情報検出部を構成し、機能を制御・計測・評価する

ための技術基盤を構築した。 
 
情報処理システムの構築に関し、以下の成果を得た。 
 生体材料の応答を高精度に計測し、的確に処理・解析するための顕微鏡技術の

研究開発をすすめるとともに、得られた顕微鏡技術を用いて、生きた細胞におけ

る情報処理機構の分子基盤に関する知見を得た。まず、超解像顕微鏡法におい

て必須となる色収差補正法を開発し、Sci. Rep.誌に発表した。公開したソフトウ

エアの改良を進め、補正法の詳細について、JoVE誌に掲載決定した。さらに、こ

の方法を応用して生細胞内の高精度距離計測に成功した（Plos Genet 誌掲

載）。また、超解像顕微鏡法の改良を進め（Nature Protocols 誌掲載）、光学収
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性等の検証への対応方策

等について検討する仕組

みを機構内の体制に位置

づけるものとする。また、テ

ストベッドを機構内外の利

用者に円滑に利用させる

ためには、テストベッドに

係る利用条件の整備や利

用方法の周知広報、利用

手続の処理等の業務が必

要であることから、機構全

体として、これらの業務を

集中的に管理するものと

する。 
さらに、ＩＣＴ分野の急速

な技術革新に伴いテストベ

ッド自体が新技術に迅速

かつ柔軟に対応する必要

があることから、ネットワー

ク技術に係るテストベッド

及び大規模エミュレーショ

ンを可能とするテストベッド

に関する実証基盤技術を

研究開発するものとする。

実証基盤技術の研究開発

に際しては、機構内の研

究開発課題のための実証

に的確に対応するととも

に、技術実証及び社会実

証の外部利用のニーズも

十分に踏まえるものとす

る。また、外国の研究機関

等とのテストベッドの相互

接続によって国際的な研

究環境を整備することによ

り、機構の研究開発成果

の国際展開を一層推進す

るものとする。 
 

に、それらを相互に連携運営す

ることにより、機構内外におけ

るＩＣＴ関連研究開発成果の技

術実証を推進する。 
大規模実基盤テストベッドで

は、超高速通信環境において

多様な通信に対応したネットワ

ーク制御や大容量高精細モニ

タリング、分散配置されたコン

ピューティング資源及びネット

ワーク資源の統合化等の実証

基盤技術を確立する。 
大規模エミュレーション基盤

テストベッドでは、従来のＩＣＴ機

器に加え、ＩｏＴ時代の基盤とな

るセンサや情報端末、移動体

を物理的・論理的に模擬するこ

とを可能とする実証基盤技術を

確立する。 
なお、テストベッドの構築に

おいては、フォーラムや研究会

等の活動を通じ、外部利用者

の実証ニーズを踏まえるととも

に、機構内の他の研究開発の

実証にも対応する。また、海外

の研究機関等と連携し、テスト

ベッド基盤の相互接続により国

際的な技術実証を推進する。 

 標準や国

内制度の

成立寄与

状 況 （ 評

価指標） 
 標準化や

国内制度

化の寄与

件数（モニ

タリング指

標） 
 国際展開

の活動状

況 （ 評 価

指標） 
 演習の実

施回数又

は参加人

数（モニタ

リ ン グ 指

標） 
 調査した 

IoT 機器

数（モニタ

リ ン グ 指

標） 
 IoT 機器

調査に関

する業務

の実施状

況 （ 評 価

指標） 
 
等  

会・展示会における情報発信・広報活動等を積極的に実施し、周知活動の強化

を図った。 
 優良事例をホームページに掲載し、テストベッドの利活用事例、効果等を対外

的に発信することによって、テストベッドの更なる利活用を推進した。 
 令和元年度には、開発した IoT 大容量高精細モニタリングを JGN に接続し、J

GN 基幹ネットワーク上の実トラフィックを対象に動作する定常サービスを開始

し、利用者のトラヒックやアプリケーションの挙動解析支援に貢献できるようにし

た。 
 サーバ・ネットワーク資源の保守・運用等に関わる効率化を下記のとおり実現し

た。 
- NICT 総合テストベッドとは別に運用していた IoTデータ収集・分析基盤であ

る M2M クラウド基盤の機能を、大規模 IoT サービステストベッド JOSE に

統合した。 
- AI データテストベッドを NICT 総合テストベッドに組み入れて一元管理を開

始し、テストベッドの統合管理をさらに推進した。 
- NICT 総合テストベッドが管理する計算機システムに約 40 件の機構内研究

部署によるプロジェクトのシステムを収容した。 
 
構築した NICT 総合テストベッドは、その過程で、ローカルおよびメトロポリタン

ネットワークの最新の動向を広く議論する伝統的な国際会議 IEEE LANMAN 20
17 (第 23 回 IEEE International Symposium on Local and Metropolitan Ar
ea Networks) における基調講演、クラウドコンピューティングと先進ネットワーキ

ングの融合について広く議論する国際会議 IEEE CloudNet 2018 (第 7 回 IEE
E International Conference on Cloud Networking) 特別招待セッションなど

の講演で世界に広くアピールした。 
 
以上の取組により、中長期計画の主要参考指標である 1 年間の「テストベッド

利用件数」を、平成 28 年度以降着実に増加（102 件→171 件）させ、期間累計は

320 件となった。また、「商品化+実運用化」の期間累計（予定を含む）は 52 件とな

った。 
 
テストベッド利用状況データ 

 
 
テストベッドの効果の定量化については、具体的な試算方法を検討し、直近の

効果を試算することにより、NICT 総合テストベッドの社会的有用性について予備

的に検証した。 
 
次期テストベッドの機能・運用の検討を実施するため、 

 
【実証】 
 様々なサービスやシステムの商品化

や実運用化に繋がる実証を推進し

た。 
 各種説明会・展示会における情報発

信等の周知活動の強化などにより、

テストベッド利用件数・利用者が増え

たこと、利用プロジェクトから 50 件以

上の商品化や実運用化がされた。ま

た、機構側の責任の所在を明らかに

し、申請･相談窓口の一本化により利

用者の利便性を向上するなどの改善

を行った。 
 スマート IoT 推進フォーラム テストベ

ッド分科会と連携し、IoT キャラバンテ

ストベッドや LPWA テストベッドなどの

新たなサービスを打ち出し、新たな案

件を拡大した。 
 ケーブルSDNの実証、交通安全サー

ビス、高齢者/子供見守りサービス、タ

クシー乗客発見支援サービスなど、

企業や自治体と協力して実施した。 
 
等、機構内外の利用者にとりテストベッ

ドが有益な技術実証・社会実証につな

がる成果の創出や将来的な成果の創

出が期待される実績が得られた。 
 
 
【イノベーション創出】 
 様々なサービスやシステムの商品化

や実運用化の実証を支援した。 
 ARIA が社会的に高い評価を得た。S

DN 応用ケーブルテレビ高度化(塩尻

市)の実験成功、IoT 無線ルータの商

用化(見込み)、省電力 GPS モジュー

ルや WiWi アラートの技術移転、実用

化検討開始、タクシー会社の 24 時間

乗客発見サービスのテスト運用開始

など、地域課題解決に繋がる新しい

試みが実用化に繋がる見込みが出て

きた。 
 外部ニーズを踏まえた改良やお試し

利用環境の提供の開始などで利用バ

リアを下げ、新たな利用の拡大に努

めた。 
 テストベッドの利活用事例を取りまと

めて HP で発信した。 
 地域実証の実施による関連企業の新

規ビジネスへ着手した。 
 千曲市あんずプロジェクトで関係機関

と連携し地域課題解決実証実験から

創出の期待

が認められ

る。 

 

136



項目別評価調書 No.6 

 
 

 最先端 ICT 技術に関する実証を支援するため、次期ネットワークテストベッド

（広域ネットワーク、分散型及びクラスタ型コンピューティング基盤で構成される

テストベッド）について、今後のあるべき姿（利用シーン、機能、性能など）を検討

するテストベッド分科会の「次期ネットワークテストベッド WG」 （リーダ 九州工

業大学 池永教授）が取りまとめた『次期ネットワークテストベッド報告書(暫定)』
に基づき詳細な検討を実施した。 
 テストベッド分科会の下に、「データ分析・可視化タスクフォース(TF)」 （リーダ名

古屋大学 河口教授）を創設し、ツールやノウハウを共有、データ分析・可視化

のためのテストベッドはどうあるべきかを検討し提言をとりまとめた。 
 上記を踏まえ、広域ネットワークと分散型・クラスタ型コンピューティング基盤で

構成されるテストベッドや、データ分析・可視化のツール・ノウハウをテストベッド上

で共有する方策等を検討し、エッジ・クラウド連携基盤等のソフトウェア化インフラ

に加え機構の保有データを用いたサービス連携機能のさらなる拡張等、の Beyon
d 5G の実現に向けたテストベッドとして備えるべき具体的な設備・機能をとりまと

めた。 
 
テストベッド利活用の実験や優良事例の発信として、例えば、以下を実施した。 
（産学官連携した全国規模の実証実験） 
 機構が主催となり、さっぽろ雪まつりで、JGN を用い、産学官の連携によ

り、全国規模の非圧縮 8K映像伝送の実証実験を行った。平成 30年 2月

に、49 組織と共同で、100Gbps を超える非圧縮 8K 非圧縮映像および多

チャンネルハイレゾ音声を、JGN を含む複数の 100Gbps 回線を用いてマ

ルチパス分割伝送する世界初の実証実験に成功した。令和 2 年 2 月に

は 57 組織が連携し、大容量高精細モニタリングの 100Gbps 実装の基本

機能、性能の検証を行った。令和 3 年 2 月には、伝送実験を初めて遠隔

で実施し、高速ソフトウェアルータの実証等を行った。 
（企業や自治体と連携した地域実証実験） 
 仮想化技術 SDN（Software Defined Networking）を応用して、ケーブル

テレビ用パケット中継装置を開発した。さらに、その装置を用い、長野県塩

尻市において、塩尻市、ケーブルテレビ事業者及び通信基盤構築事業者

と共同で、JGN、JOSE に加え、実際のケーブルテレビ基盤も用いる技術

実証環境を構築し、ケーブルテレビ基盤の高度化のための実証実験を実

施した。 
 長野県千曲市において、IoT 地域実証実験として、LoRa を用いた市内全

域通信環境実験を行った。この結果に基づき、千曲市、大学および民間

企業 6 社との間で LPWA 実験に関する覚書を交わし、環境・教育・防災

等の社会実装を視野に入れた実験（千曲市あんずプロジェクト）を開始し

た。IoT 型地域実証実験として、千曲市において、住居エリア全域をカバ

ーする 10 か所の LoRa 中継局を設置した。中継局に機構独自開発の映

像 IoT カメラシステムを設置し、AI を用いた降雪自動検出アプリケーショ

ンの性能検証を開始した。また、同中継局に気象センサを設置し、市内の

詳細な気象環境のモニタリングを開始し、令和元年台風 19 号接近時の

市内各地での風向風速が異なること、データを用いた被害評価が可能で

あることを確認した。 
（有効情報の一般提供に関する取組） 
 オープンイノベーション創出に向けた取り組みとして、JGN を活用した、気

象衛星ひまわりデータのフル解像度でのリアルタイム可視化 Web を用い

た気象情報提供や耐災害利用システムの社会実装を進めた。特に、総合

テストベッドを用いた生活者への普及活動に繋がる取組として、大手気象

予報会社が技術移転済みの同 Web をベースとした天気予報番組をオン

ライン配信した（ほぼ毎日）。また、大型台風接近時には TV 報道機関が

同 Web 映像を用いて台風報道を行い、その結果台風 19 号時は 50 万を

超えるアクセスがあった。令和元年の年間を通しては、300 万を超えるア

地域での自走につなげる取り組みを

積極的に実施した。 
 今中長期計画期間中のテストベッド

利用件数は平成 28 年度以降着実に

増加（102 件→171 件）させ、期間累

計は 320 件となった。 
 公衆網整備途上環境においてコネク

テッドカーを実現するため、車車間通

信と狭帯域モバイル通信をハイブリッ

ドで利用する DTN 制御アルゴリズム

を開発し、実車走行実験を実施した。 
 StarBED 上に実装した実証基盤技術

を活用し、IoT デバイス模倣基盤の A
OBAKO、減災オープンプラットフォー

ムの ARIA、JAIan などを大学と連携

して開発し、デモ展示で高い評価を得

て、各種の賞を受賞した。 
 
等、オープンイノベーションにつながる

成果の創出や将来的な成果の創出が

期待される実績が得られた。 
 
 
【国際展開】 
 アジア初の国際回線    100 Gbps

化を実現し、海外機関と連携して 100
 Gbps 以上の全世界的な回線接続

環境を整備した。また、SuperCompu
ting、さっぽろ雪まつりでの 8K映像伝

送実験、Data Mover Challenge、ひ
まわりリアルタイム Web のアジア展

開等、計 18 件の国際的な技術実証

に活用された。 
 APR、AER 形成などの新しい国際テ

ストベッド構築と国内外の研究教育機

関との連携強化に努めた。 
 SINET とも連携しつつ海外回線の効

率化を進めた。 
 SC、SCAsia への出展と実証実験に

より研究開発成果の国際的なアピー

ルに努めた。 
 ひまわりリアルタイム Web のアジア

展開などが機構の研究開発成果の国

際的普及につながった。 
 
等、研究開発成果の国際的普及や日

本企業の競争力強化につながる成果

の創出や将来的な成果の創出が期待

される実績が得られた。 
 
以上のことから、中長期目標期間を着

実に達成する成果の創出が認められた

他、将来的な成果の創出が期待される
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クセスがあった。  
（JOSE に展開した M2M クラウド基盤を活用したオープンイノベーション創出に

つながる取組） 
 ”データの地産地消”概念に基づいた携帯電話網に頼らない地域 IoT サ

ービス基盤を設計・開発 
携帯電話網に頼ることなく、様々な地域の IoT サービスを提供可能と

するネットワーク基盤として、“データの地産地消”概念を提案し、同概念

に基づいたネットワーク基盤の構成要素となる Wi-SUN と多様な無線技

術を融合活用する IoT デバイスやシステムの開発と実用化活動を推進

した。 
Store-Carry-Forward 原理による“すれ違い通信”ネットワークの有効

性を理論・シミュレーション双方の視点から再確認した。Wi-SUN モジュ

ール搭載タクシー26 台の“ながら”すれ違い情報配信実証実験を行い、

12 時間で 400 km2 を超えるエリアにおける見守り等に関わる地域情報

の収集能力を確認できた。 
地域モビリティや一般家屋を含めた様々な地域に散在する固定拠点

に搭載すれば、地域の見守り情報などに関わる情報の配信や収集を効

率的に行うことが可能な IoT 無線ルータを 1 万円台で市販されている小

型の HEMS ゲートウェイによって実現し、家庭のスマートメータ基盤とも

つながる機構知財が活用された“すれ違い IoT 無線ルータ”を低価格化

できる目処がたった。 
位置情報を活用した見守りや交通安全のサービス向けデバイスとし

て開発した省電力 GPS モジュールが電子機器メーカーに技術移転さ

れ、ロケーショントラッカー製品としての開発・販売準備に至った。また、

開発と実証実験を行った同GPS モジュールとWi-SUN 通信機能を統合

利活用する交通安全システム（WiWi-Alert）の実用性に興味を示したロ

ボット事業を支援するシステムインテグレーション事業者が、移動物体

の相互位置検出と衝突回避の基礎技術として実用化の検討を開始し

た。 
 東京墨田区を中心とした営業中の飲料自動販売機、タクシーに“すれ違

い IoT 無線ルータ”を搭載して地域レベルでの社会実証エリアを展開 
大手飲料メーカーの協力を得て、東京都墨田区内に設定中の営業中

飲料自動販売機 50 台〜100 台と、同区内に事業所をもつタクシー会社

の営業中タクシー65 台に Wi-SUN を活用した IoT 無線ルータや無線試

験電波発信機を搭載し、これらが相互に無線で情報を共有する“データ

の地産地消”ネットワークの技術的動作検証を行い、また交通安全サー

ビスや、高齢者/子供見守りサービスの他、タクシー乗客発見支援サー

ビスといった IoT サービスとしての実用性を検証するための実証実験を

実施した。その内容は報道発表（平成 29 年 5 月）を実施し、多数の新

聞・雑誌・TV での紹介があるなどの社会的な反応が得られた。また、C
EATEC2018 における上記サービスに関わる展示を実施した際には 36
0 名分のアンケートを取得し、“データの地産地消”ネットワークに企業や

個人として参画し、地域の安心安全に貢献することの受容性等に関わる

社会の反応を多数収集した。 
また、上記大手飲料メーカーは、上記活動の成果を踏まえ、機構が開

発した“すれ違い IoT 無線ルータ”を搭載した飲料自動販売機による塾

生見守りサービスの自ら運用を想定したアプリケーション開発に着手し

た（令和元年度）。併せて、上記墨田区内タクシー会社が 24時間稼働の

乗客発見支援サービスのテスト運用を開始した（令和元年度）。 
 富山県黒部市で、車輛に“すれ違い IoT 無線ルータ”を搭載し、見守り対

象高齢者（20 世帯）の外出減少を、周辺を走行中の地域車輛で見守るサ

ービスの社会的受容性に関する実証実験を実施 

実績も得られたため、評定を「B」とし

た。 
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富山県黒部市社会福祉協議会およびシステム開発企業と、「地域福

祉分野における ICT 利活用の研究及び、くろべネット事業での ICT 活用

実験に関する協定」を締結し（平成 31 年 4 月）、富山県黒部市における

実高齢者世帯 20 世帯を対象として、外出減少中の世帯に福祉協議会

スタッフ等が迅速かつ効率的に気づくことを可能とする見守り実証実験

を実施した。実証実験では、協力高齢者世帯 20 世帯の家屋内に機構

が開発した屋内設置用すれ違い IoT 無線ルータを設置すると同時に、

社会福祉協議会が運用するバス 2 台・事業用車両 4 台に加え、更に同

市内のゴミ収集事業社の協力も得ることで、ゴミ収集用トラック 4 台・業

務用車両 4 台に車載用すれ違い IoT 無線ルータを搭載し、高齢者世帯

の外出減少状況を効率的に見守ることが可能であることが確認できた。 
黒部市社会福祉協議会は実証実験結果に基づく社会的受容性の調

査研究成果報告書を作成した（令和元年度末）。 
上記実証実験の実施については報道発表（令和元年9月）を行い、多

数の新聞等での反応が得られた。また、CEATEC2019（令和元年 10
月）では、これら実証実験に関わるシステム展示も行い、サービスの社

会的受容性に関するアンケート取得（360名）を通じて、90%以上の一般

市民が地域社会への貢献のために機構開発の IoT 無線ルータを家庭

に設置することに合意すると回答するなど、社会的受容性に関わる反応

を収集した。 
（ニューノーマル時代に求められる IoT 利活用サービスの創発に基づいた多様

な複数企業との連携実証を推進） 
 IoT 無線技術で人・ロボットの協調活動を支援 〜非接触エレベーター移

動支援システムを開発 
- 人とロボットが共存・協働する構内空間で有効な近距離 IoT 無線を使っ

たフロア移動支援システムを開発した。 
- 特許出願・報道発表・CEATEC 公開を実施（10 月）、ロボット事業者へ

の技術移転手続きにも着手した。 
 ミリ波 IoT 搭載サービスロボットによる構内データ収集・配信プラットフォー

ムを開発 
- 特許出願（5 月）技術を用いたミリ波 IoT 搭載サービスロボットによる超

高速すれ違い通信技術による、駅・オフィスビル内等構内データ自動収

集・配信システムを大手電気メーカーと共同開発した。PoC 実証の実践

と報道発表によって社会の反応を収集、市場開拓可能性を共同で検証

した。 
（第 5 期に向けて以下の AI・IoT 融合サービス実証用クラウド基盤を構築） 

- オンプレミス IoT 実証用クラウド基盤とも連携運用可能な次期 AI・IoT 融

合実証用のクラウド基盤を商用クラウド上に整備した。 
- 保守費削減と AI による IoT データのリアルタイム分析と IoT デバイスへ

のメッセージ通知が可能な CPS サービス実証基盤の構築を達成した。 
- 自律移動ロボットの稼働状態をリアルタイム監視・リモート制御するため

の機能を実装した。 
（大学との共同実証研究の利用） 
 大学との共同実証研究を通じて、パーソナルデータ利活用の合意形成手

法を作成・評価し、社会的受容性を得られる範囲や方法論の明確化に貢

献した。また、廉価・単機能な IoT センサ網に適した安全対策技術として、

攻撃をネットワーク機器上のトラヒックパターン分析により検出・防御する

システムを提案し、検知時間 3秒以内で切断・接続・ポートスキャンを検知

できることをシミュレーションにより確認した。 
 
機構内にパーソナルデータ取扱研究開発業務審議委員会を設置し、機構が関

与する研究開発においてパーソナルデータを取り扱う前にプライバシー侵害のリ

スクを判定し、リスクが高いと判定した研究開発課題についてリスク低減策を検討
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して対応する等の体制を整備し運用を行った。また、適正なパーソナルデータの

取扱いを定めたマニュアルを機構内の通知として制定した。 
 
大規模実基盤テストベッドでは、IoT テストベッドとして利便性向上と高機能化を

図る下記 2 つの実証基盤技術を開発、総合テストベッドで定常サービスとした。 
 IoT ゲートウェイ 

IoT デバイス等が設置されるユーザサイトの各種資源と、既存テストベッド

のユーザスライスの統合管理を実現するため、SDN 機能を有するゲートウェ

イを用いた接続方法を開発し、ゲートウェイと既存テストベッドの管理運用シ

ステムを統合した。全体として管理運用コストの増加なくユーザの IoT 実証基

盤構築の設定負荷を軽減するサービスを提供した。 
IoT ゲートウェイとして計画を 2 年前倒しして平成 29 年度に NICT 総合テ

ストベッドに早期導入した。令和元年度末時点で 6 件の実証実験に活用され

た。 
 大容量高精細モニタリング 

理論的に 400 Gbps に対応可能な並列パケットキャプチャハードウェア並

びにパケット蓄積および実時間解析のための OSS （Open Source Softwa
re）ベースの分散アーキテクチャを開発した。 

100 Gbps プログラマブル NIC 上に汎用 IP コアをベースに実装したキャ

プチャ部と、サーバクラスタ上の蓄積解析部の連携動作を実証するとともに、

JGN 基幹ネットワーク上の実トラフィックを対象に動作する定常サービスを令

和 2 年 2 月に開始した。 
さらに、第 5 期に向けた新しいテストベッド機能の検討を開始し、以下を実施し

た。 
 次世代 SDN データプレーンプログラミング言語 P4 により実装されたシステム

の検証が可能なテストベッド環境を試作し、ノードを国内拠点に展開しサービス

試行を令和 2 年 3 月に開始した。この P4 のマルチテナントテストベッド環境を、

SC2020 においてデモ展示した。 
 機構の分散コンピューティング基盤技術を応用し、公衆網整備途上環境におい

てコネクテッドカーを実現するための、車車間通信と狭帯域モバイル通信をハイ

ブリッドに用いる DTN (Delay Tolerant Network)制御アルゴリズムを開発し

た。この方式の特徴は、帯域が小さく不安定な公衆網のもとでアドホック通信と

路側エッジ設備を活用して自律分散的にデータ転送・処理し安定的に通信を行

うことができる。この成果を IEEE Computer Society が主催する計算機とその

ソフトウェアおよびアプリケーションに関する伝統的な国際会議 IEEE COMPS
AC 2019 (採択率 24.5%)で発表した。 
 令和元年度までに提案したハイブリッド VDTN (Vehicular Delay Tolerant 
Network)方式（車車間通信と狭帯域モバイル通信をハイブリッドに用いる VDT
N ） を拡充し、データ収集性能の大幅向上を図る方式を検討・実装するととも

に、同方式の車載コネクテッドカープラットフォーム開発を進め、オープン API を
規定、自動車製造会社と共同で実車実証実験、大規模エミュレーションを実施

した。具体的内容を以下に示す。 
- 提案した制御アルゴリズム（車車間通信と狭帯域モバイル通信をハイブリッ

ドに用いる VDTN） を拡充し、収集性能の大幅向上を可能とする新たなセ

ンサデータ処理・収集方式を提案した。新規特許 1件（自動車製造会社との

共同特許）出願、難関国際会議 IEEE COMPSAC 2020 にて発表した（シ

ンポジウム内最高得点を獲得した（非公開））。 
- 令和元年度までに開発した提案ハイブリッド VDTN 方式の車載コネクテッド

カープラットフォームを動作させるため、海外仕様に近い 5.8 GHz 帯の車

両間通信プロトコル 802.11p を用いる実験試験局を開局。実車を用いた動

作実験により効果を確認した。 
- 開発した車載コネクテッドカープラットフォームソフトウェアのオープン API を

規定、同 API を用いたアプリケーションの動作・性能を再現可能なコネクテ
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ッドカーエミュレーションパッケージを開発し、自動車製造会社と共同でエミ

ュレーション基盤 StarBED 上にて 1,000 台規模での動作を確認した。 
 
大規模エミュレーション基盤テストベッドでは、幅広い IoT 検証に対応させるた

め、下記の３つの基盤技術を開発完成し、StarBED に実装した。 
 IoT デバイスのソフトウェアの動作検証を効率よく行うための IoT デバイス模倣

基盤 
- 実験の規模や目的に応じて多量の IoT センサを柔軟かつ管理可能な形で

検証環境上に導入する為、ソフトウェアを用いセンサを模倣する IoT デバイ

スエミュレータ（2 種類）を開発した。また、多くの IoT センサが無線通信によ

り接続されていることを考慮し、これまで開発を進めていたWiFi などの無線

エミュレータを拡張し、50 台規模の検証を可能とする無線エミュレータを開

発した。さらに、BLE （Bluetooth Low Energy ）エミュレータ BluMoon を
開発し、様々な IoTデバイスソフトウェアの検証に対応させるとともに、BluM
oon を活用し、デモンストレーションとしてエミュレーション環境と同様の電波

環境を模倣した IoT 検証システム AOBAKO を開発した。StarBED 上に構

築されたエミュレーション環境を可視化しながら、実際の電波を使った効率

的な検証環境を実現した。 
- IoT デバイスエミュレータと実環境用センサが混在する検証環境のデモンス

トレーションを構築した。 
- 令和元年度までに開発した、SW/HW 無線リンクエミュレータと連動動作し、

エミュレータ内のイベントによる位置の変化などにより無線パラメータの再

計算を可能とする制御ソフトウェアを開発し、さらに検証環境の通信状況の

可視化ツールを開発した。 
- SW 無線リンクエミュレータ NETorium を 802.11p および 802.11ac へ対応

した。対応可能な帯域も 1 Gbps以上に改善した。NEToriumを用いた実験

環境構築のため地図イメージデータから道路などを読み込み、その上で経

路制御可能なシステムを実装し、さらにこれらを使った実験環境を容易に構

築するためのシステム開発を実施した。 
- 昨年度実施した Smithsonian / BluMoon を利用した単純な環境での果樹

農園でのスプレイヤの動作パターンの検証を発展させ、実際の果樹農園を

想定し、さらに IoT デバイスエミュレータを組み込んだエミュレーションを実

施した。 
 人の挙動や災害状況等に関するシミュレータとエミュレータの連携基盤 

複数の異なる対象を模倣するシミュレータをリアルタイムにエミュレータと

連携させ、複雑な事象を発生させるエミュレーション・シミュレーションの連携

基盤 Smithsonian を構築した。大学と連携して Smithsonian を活用し、実際

の地理的環境の中での人の移動、災害状況の変化、ICT 環境が連携して動

作する減災オープンプラットフォーム ARIA を構築した。Smithsonian のエミ

ュレーション連携により、非常時の ICT サービスの挙動検証を可能とした。さ

らに、IoT センサなどからの実データをリアルタイムに入力することで災害時

に近未来の被災予測を行い、実際の避難警報などの発令への活用を検討し

た。 
 IoT テストベッドをより容易に利用できる UI 機能 

- StarBED で利用されている検証環境構築支援システム SpringOS のアー

キテクチャを見直し、IoTテストベッドに必要な各要素を制御できるミドルウェ

アを開発し、提供機能を容易に利用できるユーザインタフェースを提供し

た。 
- 高速な経路変更及び、高速なログ情報保存のためのストレージ高速化技術

を開発した。応用例としてトポロジ上の任意の位置のログ情報を10Gbps超
の速度で取得・保存できるログ配信/記録システム JAIan を開発した。 

- 第 5 期を見据え、循環進化する StarBED の管理システム実現のため Star
BED のミドルウェアを刷新し、新たな研究成果を容易に組み込むことが可
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能なアーキテクチャを導入した。CPS エミュレーションの機能を実装した。 
利用者の要望に応じた可視化ツールを導入可能にした。 

さらに、セキュリティ人材育成として、ナショナルサイバートレーニングセンター、

サイバーセキュリティ研究所と連携し、StarBED 設備の提供による演習環境の構

築とその運営補助等を実施した。隔離環境上に実環境に近い環境を摸倣し、実践

的な演習を実現した。 
 これらに成果により、下記の特筆すべき受賞をした。 
 AOBAKO に関して、G 空間 EXPO2018 で測量新技術賞 （北陸先端大と共同

受賞）。 
 JAIan に関して、Interop Tokyo 2018 Best of Show Award デモンストレー

ション部門グランプリ （北陸先端大と共同受賞）。 
 ARIA に関して、DICOMO2019 で野口賞、情報処理学会デジタルコンテンツク

リエーション研究会 でデジタルコンテンツ制作発表会 優秀賞「インタラクティブ

部門」、G 空間 EXPO2019 で防災・減災賞（名古屋大、北陸先端大と共同受

賞）。 
 AOBAKO、ARIA について、それぞれ、ユビキタスコンピューティングに関するト

ップカンファレンス ACM UbiComp 2018, 2019 にてデモ採択された。 
 
スマート IoT 推進フォーラムテストベッド分科会と連携し、外部ニーズを踏まえつ

つ IoT 等の実証を促進するテストベッドの要件を把握し、利用促進策を検討し実

施した。 
その結果、下記の３つ新たなサービスを打ち出し、従来のテストベッドでは検証

できなかった範囲をカバーすることによって、新規利用を計 17 件創出した。 
 IoT のラスト 1 マイルをサポートする可搬型の IoT キャラバンシステムテストベッ

ド 
 複数方式の LPWA 通信を試験・確認できる実証フィールド「横須賀ハイブリッド

LPWA テストベッド」（（株）横須賀テレコムリサーチパークと共同提供） 
 NICT 総合テストベッドの利用を容易化する活用研究会 

 
アジア初の国際回線100 Gbps化を実現し、この回線により、アジア・太平洋地

域で 100 Gbps 高速回線によるリング(APR)及びアジア-欧州間研究・教育用ネッ

トワーク（AER)に関する覚書を国内外の機関と締結した。 
これにより、アジアのみならず欧米も含めた 100 Gbps 以上の帯域を利用可能

な全世界的な回線接続環境を整備し、国際研究・教育用ネットワーク間での回線

相互バックアップ及び国内外研究・教育機関との協力関係を強化した。この JGN
国際回線を利用し以下の実験を推進した。 
 SC（Supercomputing Conference）に関して、SC2016 において、SINET、WI

DE プロジェクト、TransPAC、Pacific Wave、Internet2 等の国内外の研究機関

との連携により、日米間における 8K 非圧縮映像セキュア伝送に成功した。 
 SC2017 では、日本と米国の間で 3 つの国際 100 Gbps 回線による国際実証

環境を構築し、国立情報学研究所と共同で最大 270Gbps の超高速ファイルデ

ータ伝送実証実験に成功した。 
 SC2018では、委託研究で研究開発した再構成可能通信処理プロセッサ(RCP)

 の 90 Gbps 国際伝送実験および実トラヒックの解析処理実験に成功し、研究

開発成果の国際的なアピールに貢献した。 
 SC2019 において、JGN アジア 100 Gbps 回線を含むアジア太平洋地域およ

び欧州が連携する研究・教育ネットワーク APR および AER を活用し、日米間

で 5 つの国際 100 Gbps 回線による国際実証環境を構築し、国立情報学研究

所と共同で最大 416 Gbps の超高速ファイルデータ伝送実証実験に MMCFT
P を用いて成功した。 
 SC2020 において、オープンソースを用いて構築した P4 のマルチテナントテス

トベッド環境をデモ展示した。 
 SCAsia 2019（シンガポール、平成 31 年 3 月）の高速大容量データ共有技術
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コンテスト Data Mover Challenge に supporting partner として日本から唯一

参画し、シンガポール（NSCC）、米国（StarLight、Internet2、Pacific Wave）、
オーストラリア（NCI/AARnet）、韓国（KISTI）の太平洋地域の主要学術ネットワ

ーク機関と連携し、機構が提供した JGN アジア 100 Gbps 回線および特殊サ

ーバーノードを含むデータ伝送実証環境を構築提供し、日本からの 2 チームを

含む参加チームらの実証実験をサポートし、成功に導いた。 
 SCAsia 2020（令和元年度）の Data Mover Challenge では挑戦者として参

加し、独自開発の通信プロトコル HpFP（High-performance and Flexible Pro
tocol）により約 40 Gbps を達成し、その性能と柔軟性が評価され Experiment
al Excellence Award を受賞した。 
 JGN 回線と民間企業に技術移転した高速データ通信技術とを活用し、ひまわり

リアルタイムミラーサイトをタイ、フィリピン、台湾に設置しサービスを開始した。

令和元年の Web ページビューは 300 万超で、提供を開始した平成 28 年と比

較し 2 倍に増加した。特に、海外アクセス数が平成 30年に全体の 50%を超え 
(令和元年は全体の 43%)、アジア各国および米国への気象ビッグデータのリア

ルタイム提供を本格化した。 
 さっぽろ雪まつり 2018 では、日本とシンガポールの間で 2 つの 100Gbps 回線

による国際実証環境を構築し、産学官の約 50 団体と共同で、マルチパス上で

の非圧縮 8K 映像マルチキャスト配信実験等に成功した（プレスリリース実施）。 
 素粒子実験データの国際共有プロジェクト LHCONE に、SINET と連携し、アジ

ア 100Gbps 回線を活用して日本とアジア間のデータ共有ネットワークを構築し

国際協力した。 
 JGN を使用して機構 電磁波研究所が広帯域 VLBI（超長基線干渉計）システ

ムを開発し、これを搭載した小型アンテナ（直径 2.4m）を使って、日本（機構本

部）とイタリア（INRIM 本部）の間で光格子時計の周波数比を 16 桁の精度で計

測することに成功した。本成果は、イタリア国立計量研究所（INRIM）、イタリア

国立天体物理学研究所（INAF）及び国際度量衡局（BIPM）と共同で成し遂げら

れ、英国科学雑誌「Nature Physics」に掲載された。 
 
また、以下の NICT 総合テストベッドを利用した国際実験を推進した。 
 タイの NECTEC および EGAT と共同でダム遠隔モニタリングシステムの SDN
制御による耐障害性向上技術の開発プロジェクトをアジア・太平洋電気通信共

同体（APT：Asia-Pacific Telecommunity）の支援により実施、プロトタイプ実装

および機能検証を行い、実システムへの展開の課題を整理した。 
 東南アジアの地域社会への貢献として、泥炭湿地林のモニタリングのための Io

T ベースのソリューションを展開した。IoT ベースの泥炭湿地森林モニタリングシ

ステムを使用した情報の収集、展開、分析、及び普及に関する研究開発を行っ

た。NECTEC（タイ）等と協力してチェンマイの地滑りフィールドに設置して画像

処理による地滑りモニタリングを開始した。また、太陽光発電量リアルタイム及

び予測システムを活用する自立型の LoRa 通信システムの開発に着手した。ブ

ルネイ工科大学等とスマートツーリズムプロジェクトを立ち上げ、ブルネイ、タ

イ、ミャンマーからの映像伝送性能検証を行っている。フィリピン・ASTI に PTZ
（パン・チルト・ズーム）型のカメラを設置し遠隔地からの制御試験を進めてい

る。 
 機構、総務省、そして欧州委員会（EC）が共同で推進する「日欧共同研究」にお

いて、FESTIVAL プロジェクトが、大規模 IoT サービステストベッド（JOSE）をリ

アルタイムセンサ情報蓄積提供システムとして活用した。 
 機構と米国 NSF が推進する JUNO2 プログラムにおける日米共同研究”Resili

ent Edge Cloud Designed Network”では、九州工業大学、StarBED、シアト

ルを結び、その上に RISE による OpenFlow ネットワークによる日米間グロー

バルテストベッドを構築し実証実験を行っている。 
 
以上の取組等により、テストベッドは計 18件の国際的な技術実証に活用された 
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なるため、これらの分野の

オープンイノベーション創

出に向けた産学官連携に

積極的に取り組むものと

する。 
特に、研究開発をより効

果的かつ効率的に進めて

いく観点から、政府の方針

を踏まえつつ、他の国立

研究開発法人等との連携

協力を一層強化する。 
さらに、機構内の異なる

研究分野間の研究開発成

果（研究開発成果によって

生成されるデータや情報を

含む。）を統合・融合・解析

する研究開発を実施する

ことによって、研究開発成

果を潜在的な利用ニーズ

に結びつけられる可能性

がある。このため、社会・

産業・科学等における利

用ニーズや社会課題を戦

略的に調査分析しつつ、

異なる研究開発成果の相

乗効果を能動的に発揮さ

せる研究開発を行うこと

で、機構の研究開発成果

を利用ニーズ等に結びつ

けていく取組を行うものと

する。 
また、2030 年頃の実現

が見込まれる次世代通信

技術 Beyond 5G につい

て、民間企業や大学等産

学官のプレイヤーによる要

素技術確立に向けた公募

型研究開発プログラムを

実施するため、革新的情

報通信技術研究開発推進

基金を設置する 
 

（第２号）により追加的に措置さ

れた交付金については、「未来

への投資を実現する経済対

策」の一環として 21 世紀型の

インフラ整備の推進のために

措置されたことを認識し、多様

な経済分野でのビジネス創出

に向けた最先端人工知能デー

タテストベッドの構築のために

活用する。 
グローバルな視点でのオープ

ンイノベーションの促進に取り

組むため、連携関係のある海

外の研究機関や大学等からな

る研究ネットワークを形成し、

多角的な国際共同研究を実施

するためのプラットフォームの

構築を図る。また、日欧共同公

募、日米共同公募等のスキー

ムにおけるグローバルな視点

でのオープンイノベーションを

目指すプロジェクトの創出や、

国際標準等の成果の国際展開

に取り組む。 
特に、ビッグデータ、ＡＩ、ＩｏＴ、

ロボット、ＩＴＳ等の分野につい

ては、将来新たな価値を創造

し、社会の中で重要な役割を果

たすことが期待されるため、オ

ープンイノベーション創出に向

けた産学官連携に積極的に取

り組む。 
この際、特に、研究開発をよ

り効果的かつ効率的に進めて

いく観点から、政府の方針を踏

まえつつ、他の国立研究開発

法人等との間で研究開発成果

の最大化を図れるよう、連携協

力の一層強化に努める。 
健康・医療・介護・防災・減災

等の分野をはじめとする社会・

産業・科学等における利用ニー

ズや地域の活性化等の社会課

題を戦略的に分析するととも

に、様々な分野における研究

開発成果として機構が保有す

る技術的な強みやデータ等を

結集し、分野横断的・産業横断

的な統合・融合によって相乗効

果を発揮させる新たなシステム

の創発に基づくサービス基盤

の研究開発を行う。また、機構

仕様の利用拡大を目的とする Adopter 会員 2 者、試験機関を対象とする Advis
ory 会員 1 者、ユーザグループ VoC (Voice of Customers) Community 34
者を集め、積極的に通信方式の規格化、標準化及び普及促進の活動を行った。

FFPA 技術仕様を令和元年度に策定し、改訂版 Ver.1.1 を令和 3 年 1 月に完成

させた。同技術仕様への製品適合性を確認するための試験仕様を策定し(令和

3 年 1 月)、同試験仕様に基づく製品認証プログラムを令和 3 年度中に導入する

予定である。IEEE において、製造現場での無線通信の課題を提起し、ユースケ

ースや通信要件をまとめた IEEE-SA レポート(IEEE Standards Association I
ndustry Connection Report Flexible Factory IoT)の作成を主導し、令和 2
年 4 月に発行した。無線 IoT の活用が見込まれる工場関係者への成果展開を

目指し、スマート工場 EXPO への出展及び技術セミナーを開催したほか、国際

的な技術展開を目指し、5G の産業ネットワークへの展開を目的とする国際アラ

イアンス 5G-ACIA (5G Alliance for Connected Industries & Automation)
と MoU を締結(令和 2 年 4 月)し、工場における無線 IoT のユースケースや要

求条件の情報共有を実施した。 
 また、スマート IoT 推進フォーラム、第 5 世代モバイル推進フォーラム、次世代

安心・安全 ICT フォーラム、グローバルコミュニケーション開発推進協議会等、

機構が設立に関与したフォーラムや協議会を活用して、産学官連携を促進し

た。 
 研究開発成果等の技術移転を促進し、新たな価値の創出や課題の解決に役立

てるために、機構の研究開発成果等を紹介するNICTシーズ集を作成した(外部

への提供可能な技術等 43 件を掲載)。令和元年 6 月発行時から令和 3 年 3 月

末までで 5790 回以上のダウンロードがなされた。令和元年度より令和 2 年度

の方が、一ヶ月当たりのダウンロード数が増えており、機構の技術シーズ全体を

社会に広報するためのツールとして定着した。電子ブックとしても機構 Web ペー

ジに掲載した。さらに新型コロナウイルス対策に活用可能なニューノーマル時代

に資する技術シーズ集（13 件のシーズを収録）を緊急に作成し、ダウンロード数

1,000 回以上(令和 2 年 10 月の発行から令和 3 年 3 月末まで)の成果を得た。

ニューノーマルシーズ集に掲載のシーズの内、清掃等を実施するロボットに使用

可能な無線技術は、ウイルス等感染対策に資する ICT 技術の委託研究を通じ

て民間事業者の社会実装にむけた研究開発に活用されることとなった。 
 機構の研究者が研究開発成果や専門的知識を活かして、企業等との連携(共同

研究や技術移転など)を広げるために技術相談制度を創設した(平成 30 年 3
月)。平成 30年度に運用を開始して以来、技術相談のWebページおよびパンフ

レット等を作成し、69 件の問い合わせがあり、25 件(うち、令和 2 年度 8 件)の相

談に対応した。 
 地域 ICT 連携による自治体や民間等への技術の社会実証・実装等の取組を推

進するために、各地域の総合通信局と毎年、情報共有と連携強化を目的とした

意見交換をオープンイノベーション推進本部内の総合テストベッド研究開発推進

センター、デプロイメント推進部門等と合同で行い、地域の研究者との連携、課

題発掘、地域の活動における連携を強化した。第 4 期の当初は、地域の研究者

や地域の課題に関する情報交換を中心として行った。その情報等を元に検討

し、平成 30 年度よりデータ連携・利活用による地域課題解決のための実証型研

究開発を委託研究として開始した。この委託研究公募を総合通信局を通じて広

報する等した結果、非常に多くの課題が提案され、地域における社会課題の解

決に繋がった。さらに自治体の課題解決への活動(広島におけるサンドボックス

の活動など)と連携し、社会実装に向けた研究開発を推進した。  
 大学や産業界などの経験者に、地域連携課題の掘り起こし、機構の研究開発

成果の社会実装や国際展開のためのコーディネータ役を担っていただくイノベー

ションコーディネーター制度を平成 28 年度に創設した。平成 30 年度、令和元年

度は 6 名、令和 2 年度は 7 名を登用し、地方での研究テーマの形成、機構の技

術の移転先、共同研究先の発掘等を実施した。上記地域課題解決のための実

等、オープンイノベーションにつながる

成果の創出や将来的な成果の創出が

期待される実績が得られた。 
 
【標準化】 
 無線システムの過密環境下で安定し

た通信を実現する協調制御技術の国

際標準化を目指し、FFPA を立ち上げ

たこと、FFPA技術仕様への適合性試

験のための試験仕様を完成し、製品

認証プログラムの準備を進めている

こと、IEEE において、製造現場での

無線通信の課題を提起し、IEEE-SA
レポートの作成を主導した。 

 
【国際展開】 
 FFPA を国際連携体制で設立および

欧州 5G-ACIA との連携推進へ貢献

した。 
 
以上のことから、中長期目標期間を着

実に達成する成果の創出が認められた

他、将来的な成果の創出が期待される

実績も得られたため、評定を「B」とし

た。 
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の研究開発成果を利用ニーズ

等に結び付け、社会的受容性

等を検証するための取組とし

て、想定されるサービスの利用

者や提供事業者と協同して社

会実証実験等を実施し、そこで

得られた知見を研究開発成果

のテストベッド環境にフィードバ

ックする。また、2030 年頃の

実現が見込まれる次世代通信

技術 Beyond 5G について、

民間企業や大学等産学官のプ

レイヤーによる要素技術確立

に向けた公募型研究開発プロ

グラムを実施するため、革新的

情報通信技術研究開発推進基

金を設置する。 
 

証型研究開発の課題形成を地域で実施した。さらに、令和 2 年度においては、

これまでの活動に加え、機構内での地域実証型研究開発へのアドバイザーとし

て、プロジェクトに対するアドバイス等実践的な支援をしながら、プロジェクトに伴

走した。 
 機構の地方拠点等を活用しつつ、オープンイノベーション創出につながる人材交

流・育成及び地域課題の発見を目的としたアイデアソン(以下 Iと略)やハッカソン

（以下 H と略）を開催した。(平成 30 年度 5 回(塩尻市（I）、北九州市（I）(H)、金
沢市（I）、仙台市（I）)。令和元年度 2 回(金沢市（I）、仙台市（H）))。令和 2 年度

2 回 (金沢市（I）,仙台市（I）)。ここでは地域で活動している企業、大学、法人、N
PO 等に、参加者としてだけでなく、メンターやアドバイザーとして参加してもらう

ことで、様々な技術やノウハウを結集・融合させるとともに、機構との連携の強化

を図った。また、コロナ禍においても、本事業の重要性を鑑み、リモート環境にて

アイデアソンを実施し、継続した活動を実施した。令和 2 年度に行われた仙台で

のアイデアソンでは、理工系以外の大学生の参加も多く、ICT 関連技術と人文

科学的側面を融合させ、地域の課題を発見し、それを解決する工学的手法を組

み合わせたアイデアソンを実施するなど、地域における人材交流および育成を

実施した。 
 新たな分野として注目されている、量子計算や量子通信に代表される量子 ICT

分野で活躍する人材を育成するため、NQC(NICT Quantum Camp)を令和 2
年度から開始した。機構がカバーする分野だけでなく、大学、企業の方々を講

師、アドバイザーに招き、量子 ICTの網羅的な学習を可能にした。専門家からの

講義を中心とした 1)量子 ICT 人材育成プログラム(受講者 30 名)に加えて、研

究活動を通じた量子 ICT 研究者の育成を図る 2) 探索型/課題解決型人材育成

プログラム(研究課題 2 件)を実施した。 
 平成 28 年度補正予算（第 2 号）により追加的に措置された交付金を活用して整

備した AI 関連データ共同利用設備・実証環境である AI データテストベッドを令

和元年 5 月から運用開始し、AI 及び ICT 分野の研究開発等に利用可能な 8 ジ

ャンル、50 件のデータセットを公開基盤から公開した。（令和 2 年度末現在）。併

せてデータへのアノテーション付与及びあいまい検索機能等の追加による機能

改修を実施した。令和 2 年度公開の巨大言語モデル BERT は約 10 ヶ月で 2,7
43 件ダウンロードされ多くの研究者に活用されている。 

 平成 27 年 2 月に機構が主導して設立した ASEAN 域内の研究機関や大学等

とのバーチャルな研究連携組織 ASEAN IVO（ICT Virtual Organization of A
SEAN Institutes and NICT）を、加盟機関数 68（設立時 26）、プロジェクト参加

研究者累計 292 名を擁する ASEAN 地域で存在感のあるフレームワークに成

長させた。この中で、機構の研究開発成果を含む ICT を東南アジア諸国共通の

社会的課題に適用する共同研究開発プロジェクトを累計 28 件形成・推進し、研

究開発や実証実験等を実施した。このうちの一部については、次のステップであ

るアジア太平洋電気通信共同体（APT）や JST が募集する国際共同研究や国

際共同実験に採用され、タイ、スリランカ、ネパール等の政府機関や研究組織と

の共同プロジェクト 6 件を実施した。このうち 4件は機構の成果の技術移転先企

業も参画し、ビジネス化を推進した。 
 日欧の国際共同研究については、機構の研究とのシナジーや将来の標準化や

ビジネスでの連携を目指す欧州委員会Horizon 2020との共同委託研究プログ

ラムを運営し、新世代ネットワーク技術を対象とする第 2弾（2件）を推進した。ま

た、日欧国際共同研究シンポジウム（計 2 回）を開催し、産業界や学術界で求め

られる研究課題について、日欧の有識者によるオープンな議論を行い、その結

果を踏まえて、公共ビッグデータ利活用基盤技術や情報指向ネットワーキング

技術等を対象とする 4 件（第 3 弾）、並びに Beyond 5G 先端技術やハイパーコ

ネクテッド社会のためのセキュリティ技術を対象とする2件（第4弾）を開始した。 
 日米の国際共同研究については、米国国立科学財団（NSF）との間で、先端

的、萌芽的、革新的な技術探索と研究先導を目指す共同研究プログラムを運用
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し、ネットワーク領域を対象とする JUNO プログラムにおいて 7 件の共同研究を

実施し、平成 28 年に終了した。後継の JUNO2 では、日米ワークショップを開催

し、研究課題について日米の研究者でオープンに議論した上で、公募により5件

の共同研究を実施した。さらにその後継プログラムで取り組むべき研究課題を

議論するための日米ワークショップを令和 2 年度に開催した。一方、新たな領域

である計算論的神経科学を対象とする多国間共同研究フレームワーク CRCNS
にも参画し、3 件の共同研究プロジェクトを開始した。 

 台湾の国家実験研究院（NARLabs）との間で共同研究プログラムを新設し、令

和元年に 2件のプロジェクトを開始したほか、今後のプロジェクトを形成するため

の共同ワークショップを令和 2 年に開催した。その結果、光通信、宇宙天気、サ

イバーセキュリティの 3テーマについて研究連携を合意し、令和 3年度に開始す

る第 2 弾として 3 件の日台共同研究プロジェクトを採択した。 
 スマート IoT 推進フォーラムでは、同フォーラムの事務局として IoT 分野におけ

る産学官連携の中心的な役割を果たしつつ、複数の分科会での議論をリードし

て産学官連携活動を積極的に推進した。平成 28 年 4 月 26 日現在の会員数は

1528 者であったが、令和 3 年 3 月 9 日現在 2,519 者が会員であり、大きく拡大

した。機構はテストベッド分科会、異分野データ連携プロジェクト、IoT 価値創造

チームの活動に主体的に参画した。フォーラムの総会に合わせて、特別セッショ

ンとして IoT を用いた新しいサービスやイノベーションへの取り組み等を紹介す

る講演会を併催し、IoT を用いた価値創造に関する情報提供を行った。また同時

に、海外からの講演者を招き、最新の海外情報についても情報提供をする、国

際シンポジウムも併催した。令和 2 年度は「IoT 国際シンポジウム 2020 ～IC
T が促すデジタル変革～」を、9 月 14 日～10 月 30 日の期間に、オンデマンド

で配信する形式で開催し、国際連携・標準化が進みつつあるスマートシティ分

野、多くの企業・団体で必要性が高まっている DX の推進方法を取り上げた。

講演やパネルディスカッションを実施し、ベストプラクティスを共有すると共に、令

和 3 年 3 月 26 日にフォーラム総会を開催し、IoT の活用による価値創造につい

て、3 件の講演を実施した。 
 総務省と連携し、オールジャパン体制で翻訳データを集積する「翻訳バンク」を

平成 29 年度から運用し、各府省庁からも翻訳データを集積した（令和 2 年度末

現在 83 組織が参加）。「自動翻訳シンポジウム」を計 3 回開催し、令和 2 年度

の第 4 回（第 3 回は中止）では、オンライン開催により 600 名を超える参加者を

集めた。 
 「人間中心の AI 社会原則」検討会議の構成員として同原則を策定した (平成 3

1 年 3 月:統合イノベーション戦略推進会議決定)。 
 AI 関係府省連携の一環として、平成 29 年度から 30 年度において産業技術総

合研究所情報人間工学領域と「情報通信分野における連携・協力の推進に関

する協定」に基づく共同研究を実施した。 
 AI 戦略 2019（令和元年 6 月：統合イノベーション戦略推進会議決定）等に基づ

く AI ステアリングコミッティ―等に参画した。 
 AI 戦略 2019 を踏まえ、AI 関連の研究力をさらに向上させ、研究成果の社会実

装を推進するため、大学・公的研究機関などが相互に連携・補完することを目的

に令和元年度に設立された「人工知能研究開発ネットワーク」に産業技術総合

研究所及び理化学研究所とともに中核会員として参画した。 
 人工知能研究開発ネットワークの公式サイト（（AI Japan R&D Network））を通

じて機構の AI データストベッド等について情報発信した。 
 地域実証型研究開発として、平成 30 年度から、データ活用による新たな価値創

造を重視しつつ、地域の課題解決のための社会実証実験に関する委託研究を

実施した。総合通信局を通じた機構の公募の周知等により、全国から課題が集

まり、高い競争率を維持した。厳正な評価を経て平成 30 年度、令和元年度、お

よび令和 2 年度で各 10 件の研究課題を採択し、平成 30 年度の課題指定型 1
件を含め、合計 31 件の研究課題を推進した。複数者による提案とすることによ
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り、産学官等の連携プロジェクトの性格を強化した。また、着実な社会実装を目

指し、全てのプロジェクトにビジネスプロデューサーを設定した。産学の協力のも

と、実証型研究開発の成果の社会実装を強く意識し研究開発に取り組んだ。そ

の結果、参加企業によるサービスの実用化あるいは自治体へのデジタルプラッ

トフォームの提供等に繋がった案件が 4 件あり、社会実装が進んだ。 
 地域 ICT 連携による自治体や民間等への技術の社会実証・実装等の取組とし

て、機構の研究開発成果を用い、自らが実施する地域実証型研究開発として平

成 30 年度に 3 課題、令和元年度に 4 課題、令和 2 年度に 5 課題を実施した。

これら地域実証型研究開発は地方総合通信局の協力を得て、各地域の自治

体、民間企業、大学等との連携体制を構築し、地域への ICT 技術の実証・実装

も重要な目的とした。その一つのプロジェクトとしてとして、平成 30年から長野県

千曲市を中心に産学官９組織が連携して IoT 技術により地域を見守る「千曲市

あんずプロジェクト」を推進した。このプロジェクトは、機構独自の技術をベース

に、地域モニタリングデータを LPWA(LoRa)網を通じて市内全域に広範囲に収

集・融合し、地域内の詳細な気象環境情報を多角的に視覚化するという新しい

価値創造が目標の研究開発であった。千曲市、大学および民間企業 6社との間

で LPWA 実験に関する覚書を交わし、環境・教育・防災等の社会実装を視野に

入れた実験（千曲市あんずプロジェクト）を行った。LoRa 中継局を千曲市内の住

居エリア全域をカバーする 14 カ所に設置し、地域におけるデータ連携・利活用

のためのプラットフォームを構築した。中継局に機構独自開発の映像 IoT カメラ

システムを設置し、AI を用いた降雪自動検出アプリケーションの性能検証を実

施した。また、同中継局に気象センサを設置し、市内の詳細な気象環境のモニタ

リングを実施し、令和元年台風 19 号接近時の市内各地での風向風速が異なる

こと、データを用いた被害評価が可能であることを確認した。さらに、中学校全教

室の環境モニタリングシステム構築し、これにより、教育環境の効率的な活用・

改善に寄与した。 
 新型コロナウイルスの急激な感染拡大を受け、令和 2 年 6 月に機構が開催した

オープンシンポジウムにおける各方面の有識者からの示唆を元に、令和 3 年度

から開始する委託研究として、“ウイルス等感染症対策に資する情報通信技術

の研究開発”を計画し、令和 2 年 11 月から 12 月に公募した。緊急性の高い課

題であることから、機構内の各種取組みと連携し、短時間での公募の開始を実

現した。また、機構の自主研究成果の社会実装を促進するため、機構で発行し

ている“新型コロナウイルス対策への貢献が期待される機構の研究開発・社会

実証の取組”を元に、委託研究で提供できる技術を検討・調整し、技術集としてリ

スト化し、希望者に配布した。複数の提案者が機構の技術を活用して委託研究

を提案し、機構の技術を活用した提案が採択された。 
 オープン・スマートシティを実現するソーシャル・ビッグデータ利活用・還流基盤

等の実証的な委託研究を実施し、受託者の連携交流会において課題の分析や

解決案の検討を行った。また、地域における課題の解決や異分野における ICT
利活用を促進する社会実証に向けて実施した、各地域の状況調査結果を踏ま

え、新たな地域実証研究計画を取りまとめ、研究公募を経て委託研究を実施し

た。 
 異分野データ連携プラットフォームを活用した社会課題解決のモデルケースとし

て、環境×交通データ連携によるモビリティ支援や環境×健康データ連携による

ヘルスケア支援に関するユーザ参加型実証実験（福岡市、東京都等）や、NICT 
SAR データから洪水・土砂崩れ領域等の GIS データを抽出し災害マップを生成

するプログラムを開発する SAR データ分析チャレンジを実施し、地域の事業者

や団体と協力した社会実証実験を積極的に推進した。 
 技術実証と社会実証の一体的推進が可能なテストベッド利活用パイロットプロジ

ェクトとして、JOSE に展開した M2M クラウド基盤を活用して、オープンイノベー

ション創出につながる下記の活動を実施した。"データの地産地消"概念に基づ

いた携帯電話網に頼らない地域 IoT サービス基盤を設計・開発その構成要素と
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とから、機構の耐災害ＩＣＴ

に係る研究開発成果の普

及や社会実装に取り組む

ものとする。 
そのため、耐災害ＩＣＴに

係る研究開発成果の最大

化のためには、地方公共

団体を含めた産学官の幅

広いネットワーク形成や情

報の収集・蓄積・交換、共

同研究、標準化、社会実

装、研究成果・技術移転事

例の蓄積等を推進するた

めの産学官連携拠点とし

ての機能を果たすことが

重要であることから、仙台

における拠点を中心とし

て、我が国全体の耐災害Ｉ

ＣＴ分野の社会実装も対象

にしつつ、これらの取組を

積極的に行うものとする。

また同時に、産学官連携

の場の活動にも活発に寄

与するものとする。 
また、災害発生時の円滑

な災害医療・救護活動に

貢献するため、関係機関と

の共同研究等を行うことに

より、災害時を想定したＩＣ

Ｔシステムの具体的な標準

モデルやガイドラインの策

定等を通じて社会実装を

促進するものとする。 
 

向けて、大学・研究機関等との

共同研究等を通じて、外部研

究機関との連携を強化する。さ

らに、研究開発成果の社会実

装に向けて、地方公共団体を

含めた産学官の幅広いネットワ

ーク形成、耐災害ＩＣＴに係る知

見・事例の収集・蓄積・交換、

研究成果・技術移転等の蓄積

及び地方公共団体等の利用者

ニーズの把握のため、耐災害Ｉ

ＣＴに係る協議会等の産学官

連携活動に積極的な貢献を行

う。 
加えて、耐災害ＩＣＴに係る研

究開発成果を活用した実証実

験の実施、地方公共団体が実

施する総合防災訓練等におけ

る研究開発成果の活用・展開

及び災害発生時の円滑な災害

医療・救護活動等に貢献する

ためのＩＣＴシステムの標準モデ

ルやガイドラインの策定に関す

る取組等を通じて、耐災害ＩＣＴ

に係る研究開発成果の社会実

装の促進を図る。 
 

－対災害 SNS 情報分析システム DISAANA の試験公開を継続し、SIP 第 1 期

の支援を受けて災害状況要約システム D-SUMMの開発を行い公開。SIP 第

2 期の支援を受けて国立研究開発法人防災科学技術研究所、株式会社ウェ

ザーニューズと共同で防災チャットボット SOCDA の開発及び実証実験を実

施。SOCDA が実災害で実活用されるなどの成果を創出。DISAANA, D-SU
MM のビジネスライセンスの供与を受けた企業（NEC)が R2.7 から商用サー

ビスの提供を開始。ウェザーニューズがSOCDAに関するビジネスライセンス

を受けて複数の自治体で商用トライアルを開始。 
－地域分散ネットワーク NerveNet の低コスト化に向けたナーブネット機能の全

ソフトウェア化、小型・省電力の LPWA 搭載型装置の研究開発と、科学情報

（地震計情報）観測における通信実利用や地域課題解決型研究での活用。ま

た、高速無線接続機能（IEEE802.11ai）と分散 Radius 認証を組み込んだ無

線デバイスドライバを開発し、従来比 40 倍以上の伝送量をフィールド実証。

認証技術について特許出願。分散認証基盤を開発し、即時構築ネットワーク

環境のシステムを構築・実証。自治体が、同技術を搭載したシステムの導入

を決定し、R2～R3 にかけて構築中。 
－災害時のユースケースを想定した可搬型 EDFA（光増幅器）の通信キャリア

研修施設での耐環境評価、光通信ノードが損壊した場合の応急復旧装置の

機能検証。 
 大学等との共同研究等を通じた外部研究機関との連携の強化として、耐災害 IC

T 研究センターで総計 40 件の共同研究に取り組んだ他、R1.4 に設立された東

北大学タフサイバーフィジカル AI 研究センターとの覚書の締結や連携ラボラトリ

ーの設立に参画し，タフロボティクス×タフ IoT の研究として、災害時を含む厳し

い環境下における群ロボット制御用無線通信技術の研究開発を実施した。ま

た、東北大学、企業等と共同応募した NEDO「ポスト 5G 情報通信システム基盤

強化研究開発事業／先導研究（3 年間 2 億円）」に採択され、研究開発に取り組

んだ。基盤研究として膨大な数のノードの情報が流通する Massive Connect I
oT 環境における高密度・非直交多元接続技術 (NOMA)の課題として、上り回

線 NOMA における送信機間送信時刻同期や搬送波周波数同期の不完全性

について検討を行った。各端末送信信号の時分割プリアンブル構成を提案し、

ビット誤り率特性が改善できることを示した。また、東北大学との連携の下、宮城

県女川町で音紋による船舶の実現性検証に成功し、航跡波による船舶接近検

知や LPWA による正規船特定と組み合わせ、不審船自動監視システムを開発

した。 
LPWA 搭載型小型・省電力無線通信端末を東北地域の課題解決型研究を推進

するための地域 ICTオープンプラットフォームとして整備し、これを用いて東北地

域の大学との交流会等の開催や地方自治体との意見交換等を通じて抽出され

た課題（農業・漁業、地域情報発信・観光、交通・気象、等）の解決に向けた実

証・研究開発が進んだ。 
大学・企業の研究者・技術者と連携し、南海トラフ地震などの広域で発生する大

規模災害時に通信ネットワーク・情報処理技術を活用して遠隔地から被災地を

支援するためのコミュニティを形成・主催し、研究ワークショップを 5 回開催し遠

隔支援技術の研究開発に向けた議論を重ねると共に課題抽出・技術実証に向

けた防災訓練(R1.8)を実施した。 
 東南アジア地域の大学・研究機関と連携し、AESEAN-IVO プロジェクト(4 件)、A

PTプロジェクト(4件)として、地滑り早期警報システム（スリランカ） 、ダム監視ネ

ットワークの耐災害性強化のフィージビリティスタディ(タイ）、ルーラル地域の IC
T 活用による教育支援と運用（カンボジア・ミャンマー）、異種ネット融合によるス

マートコミュニティ・スマートシティ（タイ・マレーシア）養殖池水質管理高度化（タイ

他 3 カ国）等の現地実証実験等を実施して NerveNet や LPWA センサネットワ

ーク技術の有用性が確認され、同地域への国際展開が進んだ。 
 協議会活動等の産学官連携活動の積極的な貢献として、当センターが事務局と

た。 
 DISAANA、D-SUMM は、企業への

技術移転を実施した他、東京都、大

分県をはじめとする様々な地方自治

体で防災訓練での利用が行われると

ともに、各地の豪雨災害等でも災害

状況把握等で実利用された。 
 DISAANA、D-SUMM、SOCDA が

様々な自治体の防災訓練で利用さ

れ、平成 29 年の九州北部豪雨災害

等の実際の災害時にも災害状況把握

のために利用された。 
 DISAANA、D-SUMM、SOCDA と技

術開発の進展に合わせた自治体と連

携した実証実験を行った。 
 災害に強い情報通信ネットワーク導

入のガイドラインの改訂を行った。 
 光ネットワークの応急復旧技術の実

現に向け、可搬型 EDFA や応急復旧

装置の機能検証を通信キャリアや通

信機器ベンダーの施設で実施した。 
 平成 28 年の熊本地震の際、被災地

に衛星通信と無線通信システムによ

る安定したインターネット接続環境を

提供した。 
 立川地区の中央省庁災害対策本部

設置準備訓練において、ナーブネット

を用いた自営無線回線環境を実装

し、実利用化した。 
 ナーブネットの小型 LPWA 搭載装置

を開発して、地震計情報等の通信実

証実験を行い、更にこの装置を活用

した地域 ICT オープンプラットフォー

ムを整備して、東北地域の大学等と

連携した地域課題解決の実証実験に

活用された。 
 倉敷市、江東区等の防災訓練で防災

チャットボット SOCDA の実証実験を

実施し、神戸市では長期間の実証実

験が行われた。また、令和 2 年度の

台風接近時に広島県、三重県などで

SOCDA が実際に活用された。 
 
等、機構内外の利用者にとり有益な技

術実証・社会実証につながる顕著な成

果の創出や将来的な成果の創出が期

待される実績が得られた。 
 
【産学官連携】 
 耐災害 ICT研究協議会の総会等を定

期的に開催し、同分野の研究開発の

促進・成果展開や情報収集、意見交

換を行うとともに、導入ガイドラインを

報分析システ

ム D ISAA N

A、災害状況

要約システム

D-SUMM、防

災チャットボッ

ト SOCDA が

様々な自治

体の防災訓

練 で 利 用 さ

れ、平成 29

年の九州北

部豪雨災害

や令和元年

台風 19 号等

の実際の災

害時にも災害

状況把握の

ために利用さ

れたことは社

会課題の解

決及び社会

実装につ な

がる取組にお

いて将来的な

成果の創出

の期待が認

められる。 

 

析システムDIS

AANA、災害状

況要約システ

ム D-SUMM、

防災チャットボ

ット SOCDA が

様々な自治体

の防災訓練で

利用され、平

成29年の九州

北部豪雨災害

や令和元年台

風19号等の実

際の災害時に

も災害状況把

握のために利

用されたこと

は、社会課題

の解決及び社

会実装につな

がる取組にお

いて成果の創

出が認められ

る。 
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して耐災害 ICT 研究協議会の総会や研究シンポジウム等を定期的に開催し、

耐災害 ICT 研究に関する産学官連携・協力に基づく研究開発の促進・成果展開

や、ニーズ把握を含めた情報収集、意見交換、情報発信に務めると共に、H26
に策定された「災害に強い情報通信ネットワーク導入ｄドライン」の技術の進展に

伴う改訂（H30:第 2 版、R2:第 2.1 版）を行い公表することで、自治体等の活用

の促進に努めた。また、慶應義塾大学、防災科学技術研究所の協力の下で「人

工知能を用いた災害情報分析の訓練ガイドライン」の策定（H29）に参画し、災

害時対応の指針を提示すると共に、AI 防災協議会(設立：R1.6)に参画し、SNS
等を用いた災害情報の分析に関する情報収集、ニーズ把握を含めた意見交

換、情報発信に務めた。 
 実証実験、実利用、社会実装推進、訓練・展示等への参加として、H28.4 の熊

本地震の際、被災現場に研究者を派遣して搬入した衛星通信と無線通信システ

ムの設営を行い、通信が不安定な状況の中、安定した通信ができるインターネ

ット接続環境を被災地の自治体と住民に提供した。また、DISAANA による災害

情報分析、Pi-SAR による被災地観測画像の提供等も行った。本経験を通じて

実災害時の耐災害 ICT 提供に関するノウハウを蓄積すると共に、基盤研究を充

実化した。 
SIP 課題「レジリエントな防災・減災機能の強化」の「⑥災害情報の配信プロジェ

クト」を当センターの研究者が研究責任者として推進した。その中で H29、30 年

度には、首都圏直下地震災害での実利用を想定した立川地区での中央省庁災

害対策本部設置準備訓練に参画し、災害時に公衆回線が使えない場合を想定

して、ナーブネット技術を用いて各府省の災害対策本部間（東京都立川地区:9
拠点）通信の自営無線回線環境を整備した。その結果，公衆回線に依存せず各

府省の災害対策本部間の通信の確保ができるシステムが実装され利用可能と

なった。 
衛星通信及びナーブネットの組み合わせによる静岡県の DMAT などと連携した

大規模地震時医療活動訓練(H28.8)や、衛星通信による三重県伊勢志摩での

DMAT（災害派遣医療チーム）訓練(H29.7)、群馬県太田市の緊急消防援助隊

地域ブロック合同訓練(H29.10)を実施した。さらに、H29.11 には光通信の高知

県情報ハイウェイや JGN と NerveNet などの無線通信で高知医療センターを結

ぶなどした光と無線を融合した災害時のネットワーク環境実証を行った。 
試験公開中の DISAANA、D-SUMM は、企業への技術移転を実施し、商用サ

ービスが開始された(R2.7)他、東京都、大分県を始めとする様々な地方自治体

で防災訓練での利用が行われると共に H29 の九州北部豪雨災害や岩手県で

の雪崩災害、R1 に頻発した各地の豪雨災害等でも災害状況把握などで実利用

されている。また、説明会等を通じた更なる地方自治体での利用拡大にも取り組

んだ。更に、他の研究機関・企業と連携して開発した防災チャットボット SOCDA
の倉敷市、東京都江東区等での防災訓練での実証実験を実施し、神戸市では

長期間の実証実験を継続中である（R01.08～）。また、令和 2 年台風第 10 号

接近時に、ウェザーニューズが SOCDA に関する商用ライセンスを受けて実施

した自治体向け有償トライアルも含めて広島県、三重県など様々な自治体で実

活用された。加えて令和 3 年 2 月の福島沖地震の際にも南相馬市にて SOCD
A が実活用され、早期情報収集に貢献した。 

 ITU-D SG2 の活動への貢献として、Q5/2（災害対応）の早期警戒システムの最

終報告書に、DISAANA、SOCDA、ナーブネットを用いた中央省庁災害対策本

部設置訓練、ダイハードネットワークの概要と防災訓練での実証実験等の取組

が記載された。 
 セミナー・展示などを通じた技術の社会展開活動として、ICT フェア in 東北、防

災推進国民大会、けいはんな情報通信フェア、震災対策技術展等に毎年出展

すると共に、タイ国科学技術博(H28.8,H29.8)、ITU 世界テレコム(H28.11)、WT
DC(世界/地域電気通信開発会議)総会(H29.10)、ASTAP(アジア・太平洋電気

通信共同体)(R1.6)、World BOSAI Forum(R1.11)等国際イベント等にも出展

策定した。 
 産との連携では、光ネットワーク技術

のキャリアと連携した。 
 地方自治体での防災訓練に参加、地

域 ICT オープンプラットフォームによ

る東北地域の大学との連携などの成

果を上げた。また、遠隔地からの被災

地支援のためのコミュニティ形成、ワ

ークショップ開催などの成果を上げ

た。東北大学との新たな連携への取

り組みとして、タフロボティクス・タフ Io
T に関する連携を立ち上げた。 

 地域 ICT オープンプラットフォームを

活用した東北地域の大学との連携に

よる課題解決に向けた研究開発を推

進した。 
 平成 28年から開始した東北大学との

マッチング支援事業で計 35 件の共同

研究を実施し、東北大学タフサイバー

フィジカルAI研究センターとの覚書の

締結や連携ラボラトリーの設立に参

画し、厳しい環境下における群ロボッ

ト制御用無線通信技術の研究開発等

を推進した。 
 大学及び企業の研究者等と連携し

て、大規模災害発生時に通信ネットワ

ーク・情報処理技術を活用して遠隔

地から被災地を支援するためのコミュ

ニティを主催し、研究ワークショップ及

び課題抽出・技術実証に向けた防災

訓練を実施した。 
 耐災害 ICT研究協議会の総会等を定

期的に開催し、同分野の研究開発の

促進・成果展開や情報収集、意見交

換を行うとともに、導入ガイドラインを

策定した。 
 令和 2年台風第 10号接近時に、ウェ

ザーニューズが D-SUMM の商用ライ

センスを受けて実施した自治体向け

有償トライアルも含めて自治体で SO
CDA を実活用した。 

 
等、耐災害 ICT分野の産学官連携につ

ながる成果の創出や将来的な成果の

創出が期待される実績が得られた。 
 
 
【標準化】 
 「災害に強い情報通信ネットワーク導

入ガイドライン」や、慶応技術大学及

び防災科学技術研究所とともに「人工

知能を用いた災害情報分析の訓練ガ

イドライン」を策定し、自治体等の活
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がら、産学官の連携体制

の構築を含めた標準化活

動をより積極的に推進す

ることにより、機構の研究

開発成果の最大化を目指

すものとする。 
また、標準化活動におい

ては、特許出願等による

権利化やノウハウとしての

秘匿化を適切に使い分け

る等、戦略的な知的財産

の取扱いを行うものとす

る。なお、標準化活動に際

しては、デファクト標準とし

て製品・サービスの速やか

な普及やグローバル展開

を含め、我が国が最終的

に目指すべきものを意識し

つつ、機構内の産学官連

携や国際展開に係る組織

との連携はもちろんのこ

と、標準化関連団体や産

業界とも密接に連携して取

り組むものとする。 
このような戦略的かつ重

点的な標準化活動を実現

するため、機構の標準化

に係るアクションプラン（総

務省との調整を経て、適宜

適切に更新するものとす

る。）を明確化し、実施する

ものとする。 
 

進を目指す。 
研究開発成果の利活用の促

進を目指して、知的財産の戦

略的な取扱いについても考慮

しつつ、その成果をＩＴＵ等の国

際標準化機関や各種フォーラ

ムへ寄与文書として積極的に

提案するとともに、外部の専門

家の活用や国内外の関連組織

との連携協力を通じて、研究開

発成果の国内外での標準化活

動を積極的に推進する。 
機構は、ＩＣＴ分野における専

門的な知見を有しており、中立

的な立場であることから、標準

化に関する各種委員会への委

員の派遣等を積極的に行い、

国内標準の策定や国際標準化

会議に向けた我が国の対処方

針検討に貢献する。 
また、標準化に関するフォー

ラム活動、国際会議等の開催

を支援することにより、研究開

発成果の標準への反映や国際

的な周知広報を推進し、我が

国の国際競争力の強化を目指

す。 
戦略的かつ重点的な標準化

活動の実現に向けて、総務省

とも連携しつつ、機構の標準化

に係るアクションプランを明確

化し実施する。 
 

果に基づく国際標準等の成立に貢献した。例えば、量子鍵配送（QKD: Quantu
m Key Distribution）技術については、ITU、ETSI、ISO で、NEC・東芝と連携

し、標準化に向けた取り組みを実施した。ITU-T の SG で我が国の技術を標準

化する作業項目を機構からの提案で立ち上げ、令和元年度及び 2 年度の計７

つ（見込含む）（SG13, SG17）の勧告策定と標準化に貢献した。ウィンドプロフ

ァイラについて、技術要件を定める ISO 国際規格作業委員会原案に、気象庁や

企業等と連携して機構主導で作成した提案を反映。令和元年度に国際規格原

案が承認、規格として成立した。テラヘルツ帯を利用するために必要な、無線通

信規則への記載を反映するため、2019 年世界無線通信会議（WRC-19）の対

応を行うとともに、ITU-R、APT 等で標準化活動を実施し、275GHz 以上の周波

数帯において合計 137GHz の周波数帯を固定業務と陸上移動業務とに制約条

件なしで使用可能とする新脚注制定に貢献した。製造現場の無線化について、

製造現場における無線ユースケースや通信要件をまとめた Flexible Factory I
oT レポートが IEEE802.1 で承認され、IEEE-SA Industry Connection Repor
t として 2020 年 4 月 17 日に発行された。また、電波防護適合性評価方法につ

いては、5G 等の新たな周波数帯を利用する無線通信システムについての標準

化活動を推進しており、令和元年 5 月に携帯端末の SAR 評価法の改定版 IEC
 62209-2:2010/AMD1:2019、9 月に携帯端末の高速 SAR 評価法 IEC 62209
-3:2019 が成立した。 

 第 5 世代移動通信システム（5G）の次の規格にあたる Beyond 5G の政府の検

討にも基づき、既に ITU-R を中心として進められている標準化動向についてとり

まとめ、機構内に展開し、Beyond 5G の政策に対する機構としての検討を促

進。ITU-R WP5D で Beyond 5G の標準化に向けて作成中の「将来技術トレン

ド調査報告」に対して機構として寄与文書を提出し、機構関連技術の反映を行っ

た（令和 3 年 3 月）。 
 国内標準や国際標準化会議に向けた我が国の対処方針の検討を行う国内委

員会等の役職者として機構職員を派遣し審議に貢献した。 
 国際標準化会合の日本招致に機構として貢献した。例えば、アジア太平洋地域

の標準化関連会合である APT WTSA-20 準備会合及び APT Standardizatio
n Program（ASTAP）の日本招致（令和元年度）、APT WRC-19 準備会合の日

本招致（令和元年度）に貢献するとともに会合での議論に参画した。 
 機構の個人や団体、および機構を含む団体における標準化活動の貢献が認め

られ、第４期中長期計画期間において、日本 ITU 協会賞、TTC 表彰、ARIB 電

波功績賞のほか、前島密賞、IEC1906 賞、ITU-T SG13 Fellow award、IEEE
及び電子情報通信学会、情報処理学会、電気学会、電気学術振興賞等からの

表彰を得た。 
 研究所主導での標準化関連会合の開催を支援した。例えば、量子情報技術に

関する産学官連携を推進している量子 ICT フォーラム（平成 29、30 年度）、有

線/無線のローカル・エリア・ネットワーク(LAN)などの標準規格を策定している IE
EE 802.1（平成 30 年度）等の会合運営を支援した。 

 標準化に係る国内委員会の委員や国際標準化会合に議長やラポータ等として

参加し、標準化活動を推進。また、毎年開催される ITU、APT 等の関連会合に

参加した結果について、機構内webへの掲載等により研究所等に情報を提供。 
 ARIB との連携協定に基づき毎年連絡会を開催し、無線分野の標準化等につい

て意見交換を行い、連携して標準化等を推進した。また、TTC と協力して IoT セ

ミナーを開催する等により、産学官の関係者との交流・啓発活動を推進した。 
 機構職員向けに有識者による講演など標準化活動を紹介するセミナーを毎年

数回開催し、標準化活動への意識を醸成した。 
 産学官の関係者との交流・啓発活動として、TTC と協力して IoT セミナー（平成

28、29、30 年度）、TTC、ARIB と協力して「oneM2M ショーケース 2」（平成 28
年度）を開催するなどした。 

 海外で開催された ITU 世界テレコム 2016、2017、2019、ITU デジタルワールド

した。 
 
【標準化】 
 「標準化アクションプラン」を策定し、

標準化活動の進展を踏まえて毎年度

改訂した。 
 量子鍵配送、ウィンドプロファイラ、テ

ラヘルツ、製造現場の無線化等の標

準化活動を行った。 
 テラヘルツ帯の割当に向けた標準化

活動を推進し、WRC-19 で決定に至

った、IEEE802.15.3d の標準化をリ

ードし採択に至った。 
 ITU において、量子鍵配送に関する 7

つの勧告の策定を主導するなど、量

子情報通信技術の標準化に向けて

大きな貢献をした。 
 APT 関連会合での日本招致における

出展で貢献した。 
 
【国際展開】 
 国際標準化機関等に対して寄与文書

を提出するとともに、議長等の役職者

を派遣し、機構の研究開発成果に基

づく国際標準等の成立に貢献した。 
 ITU 関連のイベントや APT 政策・規

制フォーラムなどへの研究成果の出

展により、国際的な周知広報を推進し

た。 
 国際標準化会合の日本招致に機構と

して貢献した。 
 
 
等、標準化につながる成果の創出や将

来的な成果の創出が期待される実績

が得られた。 
 
以上のことから、中長期目標期間を着

実に達成する成果の創出が認められ

た他、将来的な成果の創出が期待さ

れる実績も得られたため、評定を「B」

とした。 
 

動を行うなど

社会実装に

つながる取組

において将来

的な成果の

創出の期待

が認められ

る。 

 

うなど、社会実

装につながる

取組において

成果の創出が

認められる。 
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用して、国の行政機関等

における最新のサイバー

攻撃事例に基づく効果的

な演習を実施する。その

際、サイバーセキュリティ

基本法第13条に規定する

全ての国の行政機関、独

立行政法人及び指定法人

の受講機会を確保すると

ともに、同法第 14 条に規

定する重要社会基盤事業

者及びその組織する団体

並びに地方公共団体につ

いても、サイバー攻撃によ

り国民生活等に与える影

響の大きさに鑑み、より多

くの受講機会を確保できる

よう配慮する。あわせて、

対象者に応じた演習内容

の多様化など、演習の充

実に向けた取組を推進す

る。 
 

に基づく効果的な演習を実施

する。その際、サイバーセキュ

リティ基本法（平成 26 年法律

第 104 号）第 13 条に規定する

全ての国の行政機関、独立行

政法人及び指定法人の受講機

会を確保するとともに、同法第

14 条に規定する重要社会基盤

事業者及びその組織する団体

並びに地方公共団体について

も、サイバー攻撃により国民生

活等に与える影響の大きさに

鑑み、より多くの受講機会を確

保できるよう配慮する。また、

演習内容については、対象者

に応じた演習シナリオを用意す

るなど、対象者のサイバー攻撃

への対応能力向上に向けた柔

軟な取組を推進する。 
 

ンライン学習を導入することにより、演習日程を 1.5 日から 1.0 日に短縮した。 
 全国 47 都道府県で計 100 回の演習が実施され、3,009 人 が受講した (前年

度比約 2 倍)。 
 ナショナルサイバートレーニングセンター独自の研究開発として、演習シナリオ

の自動生成、演習環境の自動構築などを可能とするサイバー演習自動化シス

テム「CYDERANGE」（サイダーレンジ）を開発した。 
【平成 30 年度】 
 演習基盤の一層の効果向上 
サイバー演習自動化システム「CYDERANGE」の実運用を開始し、多数のコー

スの演習環境を迅速に構築・運用することが可能となった。 
 より効果的なコース運営に向けた改善 

B コースにおけるグループワークにおいて、「担当」等を設定し、訓練グループ

内で役割分担して協力しながら課題に取り組む仕組みを導入した。 
 公的な演習事業としての更なる展開 
中央省庁における、「実践的サイバー防御演習実施業務」の演習に参画し、合

計 4 回実施した。 
 既存の資格制度との連携 
（ISC）²が提供する資格の継続認定に必要な CPE クレジット（継続教育単位）付

与対象の演習となった。 
※(ISC)2 (International Information Systems Security Certification Cons
ortium)は、ベンダーフリーであり、知名度と信頼の高いセキュリティ国際資格の

一つ、CISSP (Certified Information Systems Security Professional)など

の国際資格を提供している。 
 受講者拡大のための周知・広報活動の継続・強化 
対象となる組織別に直接訪問による説明、メール、電話等での周知に加え、関

係する会合、大規模見本市等の機会を捉え事業内容の理解浸透を図るなど、

引き続き受講者拡大に向け、積極的に活動した。 
 その他コースの構成においては、従前に実施していた地方公共団体向け、国の

行政機関向けの演習に加え、重要社会基盤事業者向けの「B-3 コース」を新設

した。 
 全国 47 都道府県、合計 107 回の演習を実施し合計 2,666 人が受講した。 
【令和元年度】 
 開催場所・開催時期の改善 
県庁所在地以外での開催や同一地域での開催が同じ時期に集中しないように

するなど、より一層、受講者の利便性等を考慮し、開催場所・時期を改めて見直

した。 
 サイバーセキュリティをめぐる社会情勢等をより反映したシナリオの実現 

IoT 機器の普及をふまえて、Web カメラを経由した攻撃シナリオを作成し、併

せて、サイバー攻撃における仮想通貨の悪用の事例もシナリオに反映した。 
 周知広報の多面的かつ積極的な展開 
受講の優先順位の高い組織（国・独立行政法人等）や地方公共団体等に向け

て、政府等とも連携の上、各組織に合わせた多面的な周知啓発を積極的に展

開した。 
 公的な演習事業としての更なる展開 
サイバーセキュリティ分野の人材育成の中軸を担う「質の高い事業」の実現に

向け、政府の「情報システム統一研修」への参画、国家資格との連携に向けた

準備を行った。 
 海外における実践的サイバー防御演習事業への演習シナリオ等を初提供し

た。 
 国の行政機関での未受講組織実質ゼロを達成した。 
 全国 47 都道府県、合計 105 回の演習を実施し合計 3,090 人が受講した（平成

25 年度以降の累計受講者数は 11,000人を超え、国内最大規模の演習に成長

大多数の行政機関、地方自治体等の

職員に対して演習機会を提供でき

た。 
 CYDER については、センターから個

別組織への文書の直接送付等による

周知、政府との連携による周知等に

より、国の機関での未受講組織実質

ゼロを達成した。 
 東京2020大会に向けたサイバーコロ

ッセオの演習内容の多様化、コロッセ

オカレッジの科目の充実、オンライン

受講併用の導入に取り組んだ。 
 CYDER、サイバーコロッセオでは、計

画通りに演習を実施し、その間様々

な工夫をした。 
 受講状況などを把握し、適切に対処

を実施した。 
 演習コースを増やすことで対象を着

実に広げ効果の浸透を図った。 
 CYDER については、常にサイバーセ

キュリティの最新情報を踏まえた質の

高いシナリオを用意し、ハイレベルな

実践的サイバー防御演習を実施し

た。 
 演習の周知広報にも積極的に取り組

み、平成 29 年度以降毎年度約 3 千

人に演習を提供し、国の機関での未

受講組織実質ゼロを達成した。 
 サイバーコロッセオについては、受講

者のレベルに合わせたきめの細かい

演習を前倒しして実施した、また、技

術的知識を補完するための講義演習

「コロッセオカレッジ」を開設し提供し

たこと、受講者の科目選択の参考と

なる小冊子を作成し配布した。 
 政府の「情報システム統一研修」への

参画、国立大学法人等の情報システ

ム担当者向けの訓練事業への参画、

国家資格事業との連携に向けた準備

に取り組んだ。 
 
以上のことから、中長期計画を達成す

る業務運営が極めて着実に実施され

たため、評定を「S」とした。 
 

前倒しできて

いるだけでな

く、質的向上

が達成できて

いる。国の機

関、地方自治

体におけるサ

イバーセキュ

リティ人材育

成に大きく貢

献しており社

会課題の解

決に向けた

取組において

顕著な成果

の創出や将

来的な成果

の創出の期

待が認められ

る。 

 

だけでなく、質

的向上が達成

できている。国

の機関、地方

自治体におけ

るサイバーセ

キュリティ人材

育成に大きく

貢献しており、

社会課題の解

決に向けた取

組において顕

著な成果の創

出が認められ

る。また、平成

29 年度以降毎

年継続的に演

習を提供し、国

の機関での未

受講組織ゼロ

を達成したこと

は高く評価で

きる。 
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した）。 
 東京 2020 大会に向け地方自治体のセキュリティ能力向上を図るため、CYDE

R を受講したことがない地方自治体を対象とした A-1 コースを新設したが、同大

会延期となったため募集開始直前に中止となった。 
【令和 2 年度】 
 感染症対策を徹底し全国 47 都道府県で 8 月から計 106 回実施し、2,648 人

が受講した。 
 コロナ禍における緊急的措置として Web で教材を無料提供し、申込総数 4,62

4 件を達成した。 
 開催場所に依存しにくい新たな訓練方式（オンライン演習）を段階的に導入し

た。 
 受講申込受付開始(7/1)から最短の 5 カ月で申込人数 3,000 人を達成したが、

令和 3 年 1 月以降に発令された緊急事態宣言による受講キャンセル等のため

目標未達となる。 
 
「CYDER」の各演習内容は下記のとおり 
【コース別のシナリオを用意】 
 初級 A コース：CSIRT（Computer Security Incident Response Team）アシ

スタントレベルの受講者向け、平成 29 年度以降実施、47 都道府県全 60 回程

度開催 
 
 中級 B コース：CSIRT メンバーレベルの受講者向け 
 B-1 コース：地方公共団体向け、11 都道府県全 20 回程度開催 
 B-2 コース：国の機関等向け、令和元年度以降 B-3 コースを統合、東京全 20

回程度開催 
 B-3 コース：重要社会基盤事業者・民間企業等向け、平成 30 年度のみ実施、

令和元年度以降 B-2 コースに統合 
 
 なお、CYDER 事業は、各年度ともに外部の有識者を招いた実行委員会を開

催し、事業全般について助言をいただくなど、事業の適正な実施に努めた。 
 

＜サイバーコロッセオ＞ 
「サイバーコロッセオ」においては、主に以下のような取り組みを行った。 
サイバーコロッセオ全体で平成 29 年度から令和 2 年度までの 4 年間に延べ 145
日(128 回)実施、延べ約 2,300 名が受講し、東京オリンピック・パラリンピックの開

会式を約半年後に控え、サイバー攻撃に対する要員を 220 人育成した。 
【平成 29 年度】 
 総務省からの事業移管を受け、機構としての演習事業を開始した。 
 受講者の習熟度や業務の性質等に合わせて、初級・中級・準上級コースを設定

した(ただし初・中級を分離および初級実施は平成 30 年度から)。 
 機構での初年度実施に当たり、大会組織委員会等との連携のもと、従前当機

構で実施していた「CYDER」の演習プログラムにはない「攻防戦（※）」等の演

習形式で実施した。 
 「攻防戦」とは、受講者が複数チームに分かれ、自組織のネットワークの

守備と他チームのネットワークへの攻撃を両方体験することで、攻撃者

側の視点をも踏まえたハイレベルな防御手法の検証及び訓練を行う演

習形式 
 演習中級コースを 1 回開催し 34 名が受講、演習準上級コースを 1 回開催し 4

0 名が受講した。 
【平成 30 年度】 
 対象組織の状況に応じて、育成人数枠を拡大(初級・中級で最大 100 名規模)
し、実機を用いる「コロッセオ演習」を引き続き実施した（実機演習の時間を多め

に確保）。 
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 技術的知識を補完するための講義演習「コロッセオカレッジ」を新設し、「コロッ

セオ演習」との相乗効果を狙うため、講座受講を推奨した。 
 育成機会の拡大のため、オンライン学習コンテンツの常時公開による予習復習

時間を拡充した。 
 CYDER と同じく、 （ISC）²が提供する資格の継続認定に必要な CPE クレジッ

ト（継続教育単位）付与対象の演習となり、CISSP 認定資格保持者が本演習に

参加するインセンティブの向上につなげた。 
 コロッセオ演習においては、初級 A/B 各 1 回、中級、準上級を各 2 回開催し合

計 137 名が受講し、コロッセオカレッジにおいては、15 科目 20 コマの講義演習

を 347 名が受講した。 
【令和元年度】 
 当初計画（平成 29 年度時点）における育成人員を前倒し 
大会に向けた準備のため、演習の前倒しを希望する組織委員会と調整のうえ、

事業全体の育成計画は維持し、令和 2 年 6 月までの育成人員計画(220 名)の
半数分を令和元年度へ前倒しした。 

 受講者アンケートや外部有識者の助言等に基づき、受講者のニーズ等に応じ

た演習内容のより一層の拡充 
コロッセオ演習においては、組織委員会での業務内容を反映して、ネットワーク

エンジニア向け演習シナリオを提供した中級 B を新設したほか、準上級 B や攻

防戦における防御側の実機演習ニーズに応えた準上級 C を新設した。また、コ

ロッセオカレッジにおいては、GDPR（EU 一般データ保護規則）への注目が高

い等といった新たな需要に応じて、国内法の個人情報保護関連法令と国際法

の GDPR に分割する等、科目を分割および新設した。 
 充足率向上および適切な科目選択への取り組み 
演習コンテンツの準備を前倒しで行う等の工夫により、募集開始から演習実施

までに十分な周知期間を確保したことで高い充足率を達成したほか、従来のシ

ラバスに加え、講師インタビュー等を盛り込んだ小冊子の作成に取り組んだ。 
 コロッセオ演習は初級 2・中級 2・準上級 3 の 7 コース 15 回開催し 192 名が受

講し、コロッセオカレッジは 20 科目 59 回開催し 992 名が受講した。 
【令和 2 年度】 
 新型コロナ感染症および、東京 2020 大会の延期を受けて、日程を順延し、コロ

ッセオカレッジの一部でオンライン受講併用（受講者が選択）を導入した。 
 コロッセオ演習では、WEB サービスレイヤーへの攻撃中心の中級 A 演習の演

習内容を改定し、攻防戦形式の演習へ深化させた。 
 コロッセオカレッジでは、全 20 科目中 10 科目でオンライン受講併用方式を導

入すると共に、全科目で時節に応じた講義内容の改修を実施した。 
 コロッセオ演習は初級 2・中級 2・準上級 3 の 7 コース 10 回開催し、168 名が

受講。コロッセオカレッジは 20 科目（うち 10 科目オンライン併用）20 回開催し、

378 名が受講した。 
 
「サイバーコロッセオ」の各演習内容は下記のとおり。 
 コロッセオ演習：受講者の習熟度や業務の性質等に合わせて、初級・中級・準

上級コースを設定 
 初級 A/B コース（CSIRT アシスタントレベル等の受講者向け）：事前オンライン

学習、実機演習、グループワーク（1 日）、オンライン復習 
 中級 A/B コース（CSIRT メンバーレベル等の受講者向け）：事前オンライン学

習、実機演習、グループワーク（1 日）、オンライン復習 
 準上級コース（データ解析者（※）レベルの受講者向け）：事前オンライン学習、

高度セキュリティ講義演習・実機演習、グループワーク（2 日）、オンライン復習 
※「データ解析者」:ネットワークに侵入したボットやワーム等のマルウェアを

発見し、そのデータから、挙動などを解析することが可能なレベルのセキ

ュリティ人材 
 コロッセオカレッジ (20 科目) 
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て、機構全体の取り組みとして、産学官

も参加するオープンサミット（シンポジウ

ム）を開催し、Beyond 5G のホワイト

ペーパを作成し、今後の研究開発を戦

略的に推進できるよう環境を整えた。 
AI については、産学官等、オール・ジ

ャパン体制で翻訳データを集積する『翻

訳バンク』の運用について行っていると

ころであり、令和 2 年度は更に 2 組織

が加わった他、600 名を超える参加者

となった「自動翻訳シンポジウム」をオ

ンラインで開催したこと、さらに、AI デー

タテストベッドについては新たに 1 ジャ

ンル・7 件のデータセット（合計 8 ジャン

ル・50 件のデータセットを公開中）を追

加し公開していること（BERT のモデル

については、令和 2 年度中に企業、大

学、研究機関等から約 2,500 件ダウン

ロードされ、多くの研究者、技術者に活

用されている。）等、令和 2 年度新たな

試みを通じ、産学官連携の取り組みの

強化を行った。 
量子情報通信についても機構全体

の取り組みとしてオープンサミットを開

催し、ホワイトペーパの取りまとめを行

ったとともに、機構がカバーする分野だ

けでなく、大学、企業の方々を講師、ア

ドバイザリーに招き、量子 ICT の網羅

的な学習を可能とする NQC(NICT Qu
antum Camp)を令和 2 年度から開始

し、機構を含めた我が国の量子 ICT 人

材育成の底上げを図り、今後の研究開

発の戦略的推進に向けた環境を整え

た。 
サイバーセキュリティについては、産

官学の取り組みであるサイバーセキュ

リティ分野の人材育成プログラムにつ

いてオンライン演習のスキーム作りを

進めたほか、パスワード設定等に不備

のある IoT 機器の調査の取組を強化し

た。また、機構全体の取り組みとして、

サイバーセキュリティ情報を国内で収

集・蓄積・分析・提供するとともに、社会

全体でサイバーセキュリティ人材を育

成するための共通基盤の構築に着手し

産学官連携の取り組みを強化してい

る。 
これら、産学官の取り組みにより戦

略的に研究開発を行える環境が整えら

れた。 
 
（課題） 
機構の有する基礎・基盤的な技術、研
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究設備等のリソースの強みを活かしな

がら、民間企業が有するビジネスニー

ズ、研究資金といったリソースを有機的

に組み合わせ、これまで以上に密接な

連携研究を推進することを期待。特に

連携に当たっては、大学、研究開発機

関、自治体、民間企業等の様々なステ

ークホルダーの垣根を超えて社会課

題・地域課題の解決に向けて取り組む

ことを期待。 
 
（対応） 
上記課題に対し、データ連携・利活

用による地域課題解決のための実証

型研究開発を公募し、大学や企業等が

連携して実施し、機構のテストベッドを

活用する提案が4件採択され、うち1件
は機構の研究開発成果を活用してい

る。また、ウイルス等感染症対策に資

する情報通信技術の研究開発につい

て、ウイルス等感染症対策に資する機

構の研究成果をリストとして配布した結

果、機構の研究開発成果を活用した複

数の課題が提案され、最終的に 1 件の

課題が採択された。これらにより、機構

の有する基礎・基盤的な技術、研究設

備等のリソースの強みを活かしながら、

民間企業が有するリソースを組み合わ

せ、様々なステークホルダーの垣根を

超えて社会課題・地域課題の解決に向

けて取り組んだ。 
 
（課題） 
オープンイノベーション推進本部の設

置により、機構の研究開発成果を最大

化するため、研究成果やリソースが有

効かつ戦略的に活用され、分野横断的

に研究開発から社会実装までを一体的

に推進し、産学官連携、地域連携、国

際連携を進めイノベーション創出に貢

献する様々な活動が実施されたことは

評価できる。引き続き、活発な活動を実

施し、特に、地方大学等との共同研究

を更に増やし、機構の技術や人材を地

方に向けていくことを期待。 
（対応） 
産学官連携、地方連携、国際連携を

進めイノベーション創出に貢献できる活

動を引き継き、実施した。また、様々な

大学・企業等との共同研究を充実させ

るための取組を行い、地域実証型研究

開発など、地方総合通信局等の協力を

得て、各地域の自治体、企業、大学等
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究促進業務につ

いては、既往の

委託研究締結案

件について、追

跡調査によるフ

ォローアップ等

に よ り 収 益 納

付・売上納付に

係る業務を推進

する等、繰越欠

損金の着実な縮

減に向けた取組

を進めるととも

に、縮減状況等

を踏まえ、取組

の随時見直しや

必要な措置を講

じるものとする。

さらに機構内の

他部署とも連携

して、今中長期

目標期間内にお

いて、委託研究

成果の社会への

普及状況等の本

業務の効果の把

握及び検証を実

施するものとす

る。 
 

係る実施方針のもとに、

契約期間中の案件の売

上状況等について適正

に把握することにより、

改善点やマッチング等の

助言を行う。さらに、経

営・知的財産等の各分

野の外部専門家を活用

し、今後の納付の拡大が

見込める委託対象事業

を重点的に売上向上に

向けた課題の把握と実

効性ある改善策の助

言、受託者が取得した特

許等の知的財産権が相

当の期間活用されてい

ないと認められる場合に

おける当該知的財産権

の第三者への利用や移

転の促進などの方策に

より、売上向上に向けた

取組を強化する。また、

委託研究期間終了後 10
年が経過する案件につ

いて今後の収益の可能

性・期待度を分析するこ

とにより、売上（収益）が

見込める案件を重点的

にフォローアップして売

上（収益）納付契約に従

い契約期間の延長に結

びつけるなど、収益納

付・売上納付に係る業務

を推進し、繰越欠損金縮

減に向けた取組を着実

かつ効率的、効果的に

進める。 
また、縮減状況を踏ま

え、取組の随時見直しや

必要な措置を講じる。 
さらに、委託対象事業

の実用化状況等につい

ては、適宜公表する。 
加えて、機構内の他部

署とも連携して、今中長

期目標期間内において、

委託研究成果の社会へ

の普及状況等の本業務

の効果の把握及び検証

を実施する。 
 

言 を 行 っ た

か。 
 売上向上に

向けた取組を

重点的に強

化したか。 
 委託研究期

間終了 10 年

が経過する

研究開発課

題について、

売上（収益）

が見込める

研究開発課

題を選定し、

契約期間の

延長に結び

つけたか。 
 委託対象事

業の実用化

状況等の公

表をしたか。 
 委託研究成

果の社会へ

の普及状況

等について、

本業務の効

果の把握及

び検証の具

体的な進め

方について検

討結果に基

づき、受託者

等からの情

報収集やヒア

リング調査等

を 実 施 し た

か。 
 

繰越欠損金残高 
（百万円） ― 57，369 57,349 57,306 57,275 57,249 

（見込） 
 
(1) 毎年度、民間基盤技術研究促進業務関係の追跡調査によるフォローアップ等に係る

実施方針を策定した。また、今後の売上（収益）納付が見込まれる研究開発課題を選定

し、受託者を直接訪問してヒアリングを行うことにより、事業化状況についての意見交換

を行い、課題の把握と改善策の助言を行った。 
 

 
第４期中長期目標期間 

合計 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 
追跡調査によるフォロー

アップ実施方針の策定

日 
― H28.4.28 H29.3.22 H30.3.28 H31.3.28 R2.5.8 

報告徴収した件数 167 43 40 30 27 27 

現地調査（実地ヒアリン

グ）を実施した件数 78 16 24 14 12 12 

課題の把握と改善策の

助言を実施した件数 109 26 29 21 17 16 

 
(2) 売上向上に向けた取り組みとして、事業化動向に精通したコンサルタント事業者を活

用して、事業化の状況を踏まえ、技術・事業マッチング等が期待できる企業の紹介を実

施した。 
 

 
第４期中長期目標期間 

合計 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 
専門家を交えた意見交

換会の実施件数 6 3 2 1 ― ― 

マッチング企業等紹介

の実施 7 4 1 1 1 0 

 
(3) 当該期間中、売上（収益）納付契約期間が終了する 10 年目を迎えた 30 案件につい

て、今後の売上（収益）が見込める研究開発課題を選定し、契約の5年延長の妥当性を

含め特別な調査を実施した。 
この調査を踏まえ 5 年延長について検討し、受託者と延長の協議をした結果、16 課

題について納付契約期間を延長した。 
 

 
第４期中長期目標期間 

合計 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

収益納付 10 年目案件数 30 6 9 8 3 4 

収益納付 10 年目案件へ

の特別調査の実施件数 26 5 11 5 3 2 

収益（売上）納付の延長実

施件数 16 7 5 3 1 0 

 
２．研究成果の積極的な公表による、成果の普及・実用化の促進 
(1) 全課題について研究成果と製品化事例をとりまとめた『成果事例集』を機構のホーム

ページ（民間基盤技術研究促進制度ページ）で公表中。 
(2) NICT オープンハウスにおいて研究成果のパネル展示のほか、成果事例集を配布。

（令和 2 年度は、NICT オープンハウスの実開催が見送られたため、未実施） 
 

普及・実用化を促進した。 
 委託研究の効果が見込まれる 59 課題を

対象に委託研究の効果の把握、および詳

細な検証に必要な情報収集を実施した。 
 委託研究期間終了 10 年が経過する研究

開発課題について、売上（収益）が見込め

る研究開発課題を選定し、特別調査を実

施した。その結果、16 課題で納期契約期

間を延長した。 
 
 
 
以上のように、民間基盤技術研究促進業

務について、業務を着実に実施し、十分に

目標を達成した。 
 

委託研究の

効果が見込

まれる 59 課

題を対象に

委託研究の

効果の把握、

および詳細な

検証に必要

な情報収集

を実施してお

り 評 価 で き

る。 

 

の効果が見込

まれる 59 課題

を対象に委託

研究の効果の

把握及び詳細

な検証に必要

な情報収集を

実施しており

評価できる。 
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る。 
機構はそのよ

うな役割を踏ま

え、人材の育成

についても、産

学官連携による

共同研究等を通

じた専門人材の

強化、連携大学

院協定等による

機構の職員の大

学院・大学での

研究・教育活動

への従事、国内

外の研究者や学

生の受け入れ等

を推進し、一層

深刻化するＩＣＴ

人材の育成にも

貢献するものと

する。 
 

学院生等を受け入れる

ことにより、機構の研究

開発への参画を通して

先端的な研究開発に貢

献する人材を育成する。 
なお、平成 28 年度補

正予算（第２号）により追

加的に措置された交付

金については、「未来へ

の投資を実現する経済

対策」の一環として安全・

安心の確保のために措

置されたことを認識し、

サイバーセキュリティに

係る人材の育成に資す

るネットワーク環境の構

築のために活用する。 
 

たか。 
 

 
【平成 29 年度】 
 機構により企画・開発した事業として開始した。 
 応募者 358 名、39 名が修了した。 
 米国オースティンで開催された世界最大級のクリエイティブイベント SXSW ハッカソンへ

の海外派遣を実施した（スポンサー賞を受賞）。 
 
【平成 30 年度】 
 応募者 345 名、46 名が修了した。 
 多様なトレーニーに対する柔軟なサポートを実現すべく、応募時から表現駆動コース、

思索駆動コース、開発駆動コースを選択して募集を行い、指導方針のミスマッチを抑制。 
 修了生コミュニティの構築にも着手し、①修了生に対する支援（チャットツールによるコミ

ュニティ基盤の整備、修了生を対象としたイベント「SecHack365 Returns」の実施、機

構への受け入れによるキャリアサポート）や、②現役生との交流機会の確保（集合イベ

ントに招待し、年度を超えた現役生へのフィードバックの実施、現役生との混合メンバに

よる SXSW ハッカソンへの海外派遣）を実施した（スポンサー賞を受賞）。 
 新たな人材発掘のため、大都市ながら参加者が少ない場所を実験的に選定し、次年度

募集キャラバン（説明会）を福岡と大阪で実施した。 
 
【令和元年度】 
 応募者 295 名、45 名が修了した。 
 3 コース制から 5 コース制へコースの拡充を行い、応募時にコースを選択させることで各

トレーニーの作品作りのスタイルに合った指導を実施した。 
 新たな人材発掘のため、各イベント回において地元学生・教育関係者を対象に説明会・

見学会を実施した。 
 修了生が各イベント回に参加し、体験談の発表、コースワークでの指導等を担当するほ

か、オンラインでの個別指導も経験する機会を作り、現役生と修了生の連携を強化し

た。 
 修了生の活動継続の奨励と支援等を目的とした修了生イベント「SecHack365 Return

s」を実施し、前年度より規模を拡大し、修了年度を越えた交流をさらに促進した。 
 イスラエル国家サイバー総局と総務省との MoC (MEMORANDUM OF COOPERATI

ON)に基づき、両国間の人材育成協力の一環として世界的なサイバーセキュリティ関係

の巨大イベント「CyberTech Tokyo, CyberTech Tel Aviv」に参加。世界の専門家を前

にして発表の機会を提供した。 
 一部の修了生に機構の研究補助業務に従事する機会（リサーチアシスタント）を提供。 
 
【令和 2 年度】 
 応募者 225 名、41 名が修了した。 
 新型コロナウイルスへの対応策として、年間プログラムをオンライン開催とし、受講生とト

レーナーが期間中非同期に参加する「イベントウィーク」と、全員同時に同期参加する

「イベントデイ」を設定し、実施した。 
 修了生の活躍の機会の提供として各コースのアシスタント制を導入した。また、修了後

の活動継続の奨励と支援等を目的とした修了生イベント「SecHack365 Returns」をオ

ンライン開催し、修了生 63 名が参加した。 
 新型コロナウイルスの影響により延期となっていた「2019年度成果発表会」をオンライン

開催した。 
 
 連携大学院制度に基づく大学との連携協定数は 19 件（令和 2 年度末時点）であり、協

定締結先から 5 年間で 243 名（令和 2 年度 35 名）の大学院生を受け入れた。これによ

り、研究経験を得る機会を確保するとともに、機構の研究者を 5 年間で 161 名（令和 2
年度 23 名）を講師として大学院へ派遣し、大学等の ICT 人材育成に貢献した。 

類を見ない長

期間（1 年間）

の育成プログ

ラム「ＳｅｃＨａ

ｃｋ365」を継

続的、発展的

に実施してい

る。さらに、修

了年度を超

えた交流や

新たな挑戦

的な取り組み

を奨励するた

め 創 設 し た

「SecHack365

 Returns」に

関し、参加し

ている研究者

のモチベーシ

ョンも高く、非

常に有効な

セキュリティ

人材育成施

策となってお

り高く評価で

きる。今中長

期目標期間

において令和

元年度までに

外部研究者

や大学院生

等、延べ 219

5 名を受け入

れたほか、大

学、産業界と

の共同研究

が 35.7%増加

していること

は評価でき

る。  

 

長期間（ １年

間）の育成プロ

グラム「SecHa

ck365」を継続

的、発展的に

実施している。

さらに、修了年

度を超えた交

流や新たな挑

戦的な取組を

奨励するため

創設した「Sec

Hack365 Retu

rns」に関し、参

加している研

究者のモチベ

ーションも高

く、非常に有効

なセキュリティ

人材育成施策

となっており高

く評価できる。

今中長期目標

期間において

令和２年度ま

でに外部研究

者や大学院生

等、延べ 2,705

名を受け入れ

たほか、機構

の研究者を５

年間で 161 名

を講師として

大学院へ派遣

し、大学等の I

CT 人材育成

に貢献したこと

は評価できる。 
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する客観的な評価に基づき、適切

な資源配分を行うものとする。 
また、外部への研究開発の委託

については、機構が自ら行う研究

開発と一体的に行うことでより効率

化が図られる場合にのみ実施する

こととし、委託の対象課題の一層

の重点化を図ることで機構全体の

資源配分の最適化を図るものとす

る。 
なお、資源配分の決定に際して

は、機構が定常的に行うべき業務

や長期的に維持すべき研究開発

体制（若手研究者の育成を含む。）

に対しては十分に配慮するものと

する。 
加えて、客観的な評価に当たっ

ては、外部の専門家・有識者を活

用する等適切な体制を構築すると

ともに、評価結果をその後の事業

改善にフィードバックする等、ＰＤＣ

Ａサイクルを強化するものとする。 
 

指した取組実績を含む。）に

対する客観的な評価に基づ

き実施する。評価に当たっ

ては、客観性を保てるよう、

外部の専門家・有識者を活

用するなど、適切な体制を

構築するとともに、評価結果

をフィードバックすることによ

り、ＰＤＣＡサイクルの強化を

図る。 
なお、資源配分の決定に

際しては、機構が定常的に

行うべき業務や長期的に維

持すべき研究開発体制の構

築（若手研究者の育成を含

む。）に配慮する。 
また、外部への研究開発

の委託については、機構が

自ら行う研究開発と一体的

に行うことでより効率化が図

られる場合にのみ実施する

こととし、委託の対象課題の

一層の重点化を図る。 
委託研究に関する客観的

評価に当たっては、外部有

識者による事前評価、採択

評価、中間評価、終了評

価、追跡評価等を踏まえ、Ｐ

ＤＣＡサイクルを着実に回

し、社会的課題の変化等に

柔軟に対応した研究を推進

する。 
 

情勢に応

じ た 機 動

的・弾力的

な資源配

分 を 行 っ

たか。 
 評 価 は 、

外部の専

門家・有識

者を活用

するなど、

適切な体

制を構築

するととも

に 、 評 価

結果をフィ

ードバック

することに

より、ＰＤＣ

Ａサイクル

の強化を

図ったか。 
 資源配分

の決定に

際して、機

構が定常

的 に 行 う

べき業務

や長期的

に維持す

べき研究

開発体制

の構築に

配 慮 し た

か。 
 外部への

研究開発

の委託に

ついて、機

構が自ら

行 う 研 究

開発と一

体的に行

うことでよ

り 効率 化

が図られ

る場合に

のみ実施

したか。 
 委託研究

の推進に

あ た っ て

は、ＰＤＣ

ハウを確実に継承していくことを意識した資源確保に努めた。 
 外部評価において、外部の専門家や有識者を構成員とする外部評価委員会に

よる研究分野ごとの評価に加え、新たに機構の自己評価の妥当性を審議する

総括評価委員会を新設し、評価の客観性を高めるための体制を構築した。 
 長期的な視点でのコスト削減につながる計算機資源の集約化のための予算配

分やBeyond 5G/6Gの実現に向けた予算措置等、機動的・弾力的な資源配分

を行った。 
 各研究所で実施している研究活動の実態把握のため、理事長はじめ役員・幹

部が研究所・センター等を訪問し、研究現場・管理部門との意見交換を行う「理

事長タウンミーティング」を令和元年度から行い、出された要望に対して適切に

対応した（令和元年度4回、令和2年度1回（オンライン））。また各研究室の予

算、人員、施設、外部資金、共同研究等について研究課題ごとに資料としてと

りまとめ、研究資源等の実態把握を行った。 
 若手人材確保と早期育成に向け、新たにリサーチアシスタント制度を創設し

た。また、若手研究者が挑戦できる機会の拡大として、テニュアトラック制度の

導入を行った。 
 研究者や総合職職員の自由闊達な議論を醸成し、職員各々が機構の研究開

発や業務実施体制の構築・改革に関する高い意識を持つための以下の取組

についても、予算を確保し、推進した。 
✓ 若手研究者等からの幅広い提案を募集し、新規研究課題のフィージビリティ

スタディや業務上の課題解決アイデア等を試行する「TRIAL」を実施した。 
✓ 機構内の全階層（研究者、総合職及び経営層）によるオープンな意見交換

会や検討会を通じ、新たな価値の創造や機構内の活性化を行うことを目的

としたスキーム「NEXT」を実施した。 
✓ 機構の課題や改革のアイデアについて自由に議論する機構内全階層によ

るビジョンアイデアソンを開催した。 
✓ 将来の研究開発テーマや機構の組織・風土改革について、研究者や総合

職が継続的に議論する将来ビジョンタスクフォースの立ち上げと運営を行っ

た。将来ビジョンタスクフォースの中に若手職員（研究者及び総合職）による

ワーキンググループを形成し、自由な発想による議論を促進した。 
 第4期においては、高度通信・放送研究開発委託研究の54課題（122個別課

題）について、担当する研究所において計画書を策定、所属する研究者が各種

評価において連携して対応。平成30年度の公募課題からは、機構の研究者が

プロジェクトオフィサーとして委託研究を統括することで、機構が自ら行う研究

開発と一体的に実施した。 
 同委託研究の推進に当たっては、外部有識者により、事前評価、採択評価、中

間評価、終了評価を実施したほか、PDCAサイクルを意識し、終了後数年後の

課題を対象に成果展開等状況調査を実施し、各年度4～6個別課題の追跡評

価を実施した。 
 同委託研究の推進に当たり、研究内容については外部有識者による評価を受

けるとともに、委託費の経理処理については経理検査業務の改善等を実施し、

着実に業務を実施した。 
 次世代通信技術Beyond 5Gの実現に必要な要素技術の確立に向け、令和2

年度に設置された基金を用いて民間企業や大学等への公募型研究開発制度

（革新的情報通信技術研究開発委託研究）を創設し、委託研究1課題の公募・

採択を実施するとともに、令和3年度からの本格公募の準備を実施した。 

分を行った。 
 評価は、研究分野ごとに外部の

専門家・有識者を活用するほ

か、全分野を通して評価の妥当

性を検討する総括評価委員会を

新設するなど、評価の客観性を

高める体制を構築し適切な評価

の実現に努めた。また、評価結

果を各部署にフィードバックする

ことにより PDCA サイクルの強

化を図った。 
 リサーチアシスタント制度やテニ

ュアトラック制度など、若手研究

者を確保するための新たな制度

を構築したほか、将来ビジョンタ

スクフォースの中に若手職員に

よるワーキンググループを形

成、また、若手研究者対象のTR
IAL、全階層対象のNEXTなど、

様々な試みを通じて、機構全体

の運営改善や横断連携施策の

取組を継続的に推進した。 
 外部への研究開発の委託につ

いては、平成 30 年度の公募課

題から、機構の研究者がプロジ

ェクトオフィサーとして委託研究

を統括することで、対象課題の

一層の重点化を図った。 
 委託研究に関して一連の評価を

実施したほか、PDCA サイクル

を意識して、終了後数年後の課

題を対象に成果展開等状況調

査を行うなど、社会的課題の変

化に沿うよう、研究を推進した。 
 令和 2 年度に設置された基金を

用いて民間企業や大学等への

公募型研究開発制度（革新的情

報通信技術研究開発委託研究）

を創設し、委託研究 1 課題の公

募・採択を実施した。 
 
 以上のように、機動的・弾力的な

資源配分について、業務を着実に

実施し、十分に目標を達成した。 
 

の自己評価

の妥当性を

審議する総

括評価委員

会を新設し、

評価の客観

性を高める

ための体制

を構築したこ

とは評価で

きる。 

 

妥当性を審議

する総括評価

委員会を新設

し、評価の客

観性を高める

ための体制を

構築したこと

は 評 価 で き

る。 
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置し、プロジェクト企

画から成果展開まで

を実践的な視点で推

進するプロジェクト運

営を実現する。また、

知的財産の戦略的

活用等による成果展

開や社会実装に向

かう流れの加速を実

現するための人材の

確保・育成に努めて

いく。 
部署間の連携研

究を通じた研究者と

しての視野の拡大

や、企画戦略等に関

する業務経験を通じ

たマネジメント能力の

向上等、職員の育成

に努めていく。 
テニュアトラック制

度等、若手研究者が

挑戦できる機会の拡

大とそのための制度

及び環境の整備を行

う。 
直接的な研究開

発成果のみならず、

研究開発成果の普

及や社会実装に向け

た活動への貢献や、

海外経験及び国内

外の機関勤務経験

等についても適切に

評価し、キャリアに反

映させる。 
職員の能力・成果

等について公正で透

明性の高い方法で評

価し処遇等に反映さ

せる人事制度を確立

する。その際、職員

が携わる業務の性格

等を勘案した上で、

個人業績評価を勤勉

手当や昇格等へ適

切に反映させるとと

もに、優れた業績に

対して積極的に報い

る制度の改善を図

る。 
 

かう流れの

加速を実現

するための

人 材 の 確

保・育成に

努めたか。 
 視野の拡大

やマネジメ

ント能力の

向上等、職

員の育成に

努めたか。 
 若手研究者

が挑戦でき

る機会の拡

大と制度及

び環境の整

備を行った

か。 
 研究開発成

果の普及や

社会実装に

向けた活動

への貢献や

海外経験及

び国内外の

機関勤務経

験等につい

ても適切に

評価し、キ

ャリアに反

映 さ せ た

か。 
 職 員 の 能

力・成果等

について公

正で透明性

の高い方法

で評価し処

遇等に反映

させる人事

制度を確立

したか。そ

の際、個人

業績評価を

勤勉手当や

昇格等へ適

切に反映さ

せる と とも

に、優れた

業績に対し

て積極的に

報いる制度

の改善を図

ったか。 

 プロジェクト企画から成果展開までを実践的な視点で推進し、プロジェクト運営をサポー

トする人材として、企業で製品の開発・展開等の経験が豊富な外部人材を、イノベーシ

ョンプロデューサー・イノベーションコーディネーターとして配置した。配置数は以下のと

おりであった。 
 平成 28

年度 
平成 29
年度 

平成 30
年度 

令和元

年度 
令和 2
年度 

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ 6 名 8 名 15 名 15 名 26 名 
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 4 名 8 名 8 名 8 名 6 名 

 ○数値は各年度末現在の配置数である。 
 知的財産の戦略的活用等による成果展開等の加速に向け、知財活用推進室に特許庁

からの出向者を配置するとともに、令和 2 年度に民間企業の知的財産部門の高度な知

識を有する専門家を配置した。また、社会実装に向かう流れの加速を担うソーシャルイ

ノベーションユニット内の各組織への必要な人員の配置やベンチャーに関する役職員

の啓発のための講演会の開催を行った。 
 経営企画部等に若手から中堅層までの職員をプランニングマネージャーとして配置して

機構全体のマネジメント業務にあたらせるなどにより、部署間の連携研究を意識した研

究マネジメント能力の向上に努めた。 
 マネジメント能力の向上等のため階層別研修として管理監督者研修及び中堅リーダー

研修を毎年度実施し、また、英語によるプレゼン研修（平成 28 年度）、ファシリテーショ

ン研修（平成 29 年度）、課題解決研修（平成 30 年度）、メンター研修（令和元年度以

降）等各種研修を実施した。 
 若手研究者が挑戦できる機会の拡大として、テニュアトラック制度を平成 28 年度に開

始し、テニュアトラック研究員を平成 28 年度～令和 2 年度の 5 年間で 17 名採用した。

そのうち既に成果を挙げた 2 名はテニュアトラック終了後、パーマネント職員として採用

済みである。 
 研究者と総合職職員が一体となって機構運営、研究力強化に取り組んでいける環境を

醸成するため、若手職員（研究職・研究技術職・総合職）の交流及び機構に対するオー

プンな意見交換の機会としてアイデアソンを令和 2 年度から実施した。（研究職 10 名、

研究技術職 1 名、総合職 10 名参加） 
 学生が研究就業体験を通じて研究者として挑戦するきっかけとなるよう、国内インター

ンシップ制度を整備するための規程等を令和元年度に制定し、令和 2 年度に 3 名受け

入れた。 
 業務経験や海外経験及び国などの他機関勤務の経験についても適切に評価し、その

後のキャリアに反映させた。 
 公正で透明性の高い方法で評価を行い、処遇等に反映させる人事制度を確立するた

め、本人の策定した計画・目標に基づき業績を評価する業績評価制度を、従来の管理

監督者及び管理監督者を含む研究職・研究技術職に加えて、管理監督者以外の事務

系職員（総合職）への適用を令和元年度に開始した。その際、職員の評価制度に対す

る理解を増進させ、適正な評価に資することを目的として「評価マニュアル」を作成し

た。 
 組織目標と個人目標のリンクの強化を図るとともに職員に期待する能力及び行動を示

す職務基準書を見直し、管理監督者について部下の育成指導の項目を追加、更には

評価結果の原則開示、希望者との面談制度を令和 2 年度に導入した。 
 個人業績評価結果を踏まえて勤勉手当を決定するとともに、令和元年度から、管理監

督者を対象に、人事評価（業績評価及び能力評価）を活用した査定昇給制度を導入し、

令和 2 年度からは、対象を一般職員にも拡大し、全職員を対象に導入した。 
 平成 28 年度に有期雇用職員に対する業績手当や部内表彰における成績最優秀者に

対する報奨金について制度を創設した。 
 令和 2 年度に職務の責任の度合いに応じて適切な手当となるよう、職責手当の支給額

の見直しを行った。 
 

 経営企画部等でのプランニングマネー

ジャーとしての業務、階層別研修等に

より、職員の視野の拡大やマネジメント

能力の向上を図る等、職員の育成に努

めた。 
 テニュアトラック研究員の採用を行うと

ともに、テニュアトラック研究員の中か

らパーマネント職員を採用した。また、

リサーチアシスタントの採用を行ったほ

か、国内インターンシップ制度を整備し

た。このように、若手研究者が挑戦でき

る機会の拡大と制度及び環境の整備

を行った。 
 研究者と総合職職員が一体となって機

構運営、研究力強化に取り組んでいけ

る環境を醸成するため、若手職員（研

究職・研究技術職・総合職）の交流及

び機構に対するオープンな意見交換の

機会としてアイデアソンを令和2年度か

ら実施した。 
 ・業務経験や海外・他機関の経験等に

ついて個人業績評価等を通じて適切に

評価し、その後のキャリアに反映させ

た。 
 公正で透明性の高い方法で評価を行

い、処遇に反映させる人事制度を確立

するため、業績評価制度の対象を拡大

し、評価結果を踏まえて勤勉手当を決

定するとともに、管理監督者について、

個人業績評価結果を踏まえた査定昇

給制度の適用を開始、令和 2 年度から

は、対象を一般職員にも拡大するな

ど、制度の改善を図った。 
 令和 2 年度に職務の責任の度合いに

応じて適切な手当となるよう、職責手当

の支給額の見直しを行った。 
 

明性の高い

方法で評価

を行い、処遇

に反映させる

人事制度を

確立する た

め、業績評価

制度の対象

を拡大し、評

価結果を踏ま

えて勤勉手

当を決定する

とともに、管

理監督者に

ついて、個人

業績評価結

果を踏まえた

査定昇給制

度の適用を

開始する等、

制度の改善

を図ったこと

は評価でき

る。 

 

挑戦できる

機会の拡大

を行ったほ

か、公正で

透明性の高

い方法で評

価を行い、

処遇に反映

させる人事

制度を確立

するため、

業績評価制

度の対象を

拡大し、評

価結果を踏

まえて勤勉

手当を決定

す る と と も

に、管理監

督者につい

て、個人業

績評価結果

を踏まえた

査定昇給制

度の適用を

開 始 す る

等、制度の

改善を図っ

たことは評

価できる。 
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部にアピールする。 
 

紹介記事のほか、外部向けの視点をより重視した、トピックスページの一層の活用に努

めた（直近のプレス記事、NICT 知財の紹介、受賞者紹介など）。また、若手研究者等に

スポットをあてた｢NICT のチャレンジャー｣の連載を平成 30 年から開始し（NICT NEW
S 2018 No.6から） 、職員の人となりを含めた紹介をするよう工夫した。令和元年度に

は、表紙デザインをリニューアルした。「NICT NEWS」英語版は、平成 28 年 4 月号（N
ICT NEWS No.457 APR 2016）をもって印刷物の頒布を終了し、その後はweb公開

版での発行のみとした。 
 技術情報誌「研究報告」を毎年度 2 号発行し、第 4 期中に研究 5 分野から計 10 号を

発行した。 
 「年報」については、前年度の活動報告を取りまとめ、適切な時期に発行した（平成 28

年度版からは電子版のみ（電子ブック及び PDF）。 
 「ジャーナル（Journal of NICT）」（英文）について、「研究報告」の英語版としての在り

方を見直し、平成 30 年度から、定期的な発行は行わないこととした。 
 英語版機関誌として、海外向けに、より幅広い NICT 研究活動等の情報発信となるよ

う、機構の研究成果・活動紹介、研究成果ハイライト等をまとめた「NICT REPORT」
（英文）を平成 30 年度（2019 年度版）から発行した（年 1 回発行。電子ブック及び PD
F）。2020 年版からは、海外拠点の紹介等のマガジン的な要素も織り交ぜた。 

 刊行物については、掲載と同時に機構公式ツイッターへ投稿（日・英）し、周知に努め

た。また、「NICT REPORT」については、広報誌「NICT NEWS」（英語版）の配信先に

「NICT REPORT」の発行を配信するとともに、さらに令和 2 年 1 月に発行した「NICT 
REPORT 2020」では海外に向けアピールすべく、試験的に冊子版、リーフレット、UR
L・QR コード付カードを作成した。上記冊子版が好評だったため、令和 2 年度から ISS
N を取得し、冊子版を定期刊行物として発行化し、リーフレット、URL・QR コード付カー

ドも同様に作成した。 
 平成 30 年度から可能になった、J-STAGE（科学技術情報発信・流通総合システム：国

立研究開発法人科学技術振興機構 (JST) が運営する総合学術電子ジャーナルサイ

ト）へ「研究報告」と同英語版となる「Journal」の登録を進めた。「研究報告」は、前身の

電波物理研究所（RPL：昭和 17 年発行）から中央電波観測所（CRWO）、電波研究所

（RRL）、そして、通信総合研究所（CRL）、情報通信研究機構（NICT：令和元年 9 月発

行）まで登録し、電離層観測や無線通信などの研究開発の黎明期の史料から最新の研

究に至る約 80 年間の成果を閲覧可能とした。「Journal」は、昭和 29 年の初号から平

成 30 年の最終号まで、約 60 年間発刊した全巻を登録した。 
 平成 29 年度まで 10 月又は 11 月の平日に実施していた本部オープンハウスを平成 3

0 年度から 6 月の金・土開催とし、学生やご家族連れなど来場対象の拡大を図った。さ

らに、令和元年度は、前年度まで実施していた「こども公開デー」のプログラムも加え、6
月 21 日（金）～22 日（土）に開催した。特に 6 月 22 日は、社会人のほか、学生による

ポスターセッションやサイエンストークや青少年向けイベントなどもあり、小中高大学生

や家族連れなど幅広い世代の方々に来場いただいた。来場者数は、2 日間で 4,863 人

となり（平成 30 年度（2,781 人）比 1.7 倍）、現在のオープンハウス形式になった平成 2
4 年度以降では最多となった。また、各拠点でも施設公開を行い（耐災害 ICT 研究セン

ターは台風の影響で中止）、全拠点で、8,167 名が来場した。令和 2年度は、6 月 12 日

～13 日に開催を予定していた本部でのオープンハウスは、COVID-19 のため中止し、

6 月 12日に特別オープンシンポジウム『アフターコロナ社会のかたち』をオンライン開催

し、開催当日に国内外から 3,601回の視聴数を獲得した。その後、シンポジウムの模様

や資料を継続公開し、年末までに 5,583 回の視聴数（開催当日と合わせて、9,184 回）

を獲得した。また、各拠点の施設公開も COVID-19 のため、開催中止、あるいはオンラ

インでの開催となった。 
 平成 29 年度から CEATEC JAPAN に出展している。令和元年 10 月開催の CEATEC

 2019 では 11 テーマの研究成果を展示したほか、起業家万博出場社の事業紹介を展

示した。令和 2 年度は、COVID-19 のため、オンライン開催となった。3 つの展示エリア

全てに研究成果や起業家万博出場社の事業紹介を展示した。10 月 20 日から 24 日ま

での会期中に、7,383 回、年末までのアーカイブ配信も含めて、8,069 回の視聴数を獲

得した。また、CEATEC に合わせて機構 HP に開設した特別サイトには、年末まで 3,19
3 回の視聴数を獲得した。 

 各種イベントへの出展にあたって、研究所等へ支援を行った。例えば、令和元年度は、

掲載し、電離層観測や無線通信などの

研究開発の黎明期からの史料を閲覧

可能とした。続いて、J-STAGE へ英文

研究成果機関誌「Journal」の登録を進

め、昭和 29年の初号から平成 30年の

最終号まで、約 60 年間発刊した全巻

を登録した。 
令和 2年度は、COVID-19の感染拡大

の影響を受け、自宅で過ごす小中高校

生等向けの特設サイト「学び応援サイ

ト」を開設し、動画コンテンツやペーパ

ークラフトを提供している。また、パリ日

本人学校の小中学生向けに国立研究

開発法人 5 法人が連携してオンライン

講座を実施した。 
 各種データベースや外部向けコンテン

ツにおいて特許に係る情報を最新化

し、JST と共催による説明会を開催して

最近の研究成果による特許出願のう

ち、企業での実用化シーズとなり得る

技術を紹介するなど、積極的な情報発

信を行った。 
 
以上のように、研究開発成果の積極的

な情報発信について、中長期計画に沿っ

て業務を着実に実施し、十分に目標を達

成した。 
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